
水道法等の所掌 【別紙１】

水道法

改正前 改正後 所掌省庁

（この法律の目的）

第一条　この法律は、水道の布設及び管理を適正かつ合理的ならしめるととも

に、水道の基盤を強化することによつて、清浄にして豊富低廉な水の供給を図

り、もつて公衆衛生の向上と生活環境の改善とに寄与することを目的とする。

（略） 国土交通省

（責務）

第二条　国及び地方公共団体は、水道が国民の日常生活に直結し、その健康を守

るために欠くことのできないものであり、かつ、水が貴重な資源であることにか

んがみ、水源及び水道施設並びにこれらの周辺の清潔保持並びに水の適正かつ合

理的な使用に関し必要な施策を講じなければならない。

（略） 国土交通省

２　国民は、前項の国及び地方公共団体の施策に協力するとともに、自らも、水

源及び水道施設並びにこれらの周辺の清潔保持並びに水の適正かつ合理的な使用

に努めなければならない。

（略） 国土交通省

第二条の二　国は、水道の基盤の強化に関する基本的かつ総合的な施策を策定

し、及びこれを推進するとともに、都道府県及び市町村並びに水道事業者及び水

道用水供給事業者（以下「水道事業者等」という。）に対し、必要な技術的及び

財政的な援助を行うよう努めなければならない。

（略） 国土交通省

２　都道府県は、その区域の自然的社会的諸条件に応じて、その区域内における

市町村の区域を超えた広域的な水道事業者等の間の連携等（水道事業者等の間の

連携及び二以上の水道事業又は水道用水供給事業の一体的な経営をいう。以下同

じ。）の推進その他の水道の基盤の強化に関する施策を策定し、及びこれを実施

するよう努めなければならない。

（略） 国土交通省

３　市町村は、その区域の自然的社会的諸条件に応じて、その区域内における水

道事業者等の間の連携等の推進その他の水道の基盤の強化に関する施策を策定

し、及びこれを実施するよう努めなければならない。

（略） 国土交通省

４　水道事業者等は、その経営する事業を適正かつ能率的に運営するとともに、

その事業の基盤の強化に努めなければならない。
（略） 国土交通省

（用語の定義）

第三条　この法律において「水道」とは、導管及びその他の工作物により、水を

人の飲用に適する水として供給する施設の総体をいう。ただし、臨時に施設され

たものを除く。

（略） 国土交通省

２　この法律において「水道事業」とは、一般の需要に応じて、水道により水を

供給する事業をいう。ただし、給水人口が百人以下である水道によるものを除

く。

（略） 国土交通省

３　この法律において「簡易水道事業」とは、給水人口が五千人以下である水道

により、水を供給する水道事業をいう。
（略） 国土交通省

４　この法律において「水道用水供給事業」とは、水道により、水道事業者に対

してその用水を供給する事業をいう。ただし、水道事業者又は専用水道の設置者

が他の水道事業者に分水する場合を除く。

（略） 国土交通省

５　この法律において「水道事業者」とは、第六条第一項の規定による認可を受

けて水道事業を経営する者をいい、「水道用水供給事業者」とは、第二十六条の

規定による認可を受けて水道用水供給事業を経営する者をいう。

（略） 国土交通省

６　この法律において「専用水道」とは、寄宿舎、社宅、療養所等における自家

用の水道その他水道事業の用に供する水道以外の水道であつて、次の各号のいず

れかに該当するものをいう。ただし、他の水道から供給を受ける水のみを水源と

し、かつ、その水道施設のうち地中又は地表に施設されている部分の規模が政令

で定める基準以下である水道を除く。

一　百人を超える者にその居住に必要な水を供給するもの

二　その水道施設の一日最大給水量（一日に給水することができる最大の水量を

いう。以下同じ。）が政令で定める基準を超えるもの

（略） 国土交通省

７　この法律において「簡易専用水道」とは、水道事業の用に供する水道及び専

用水道以外の水道であつて、水道事業の用に供する水道から供給を受ける水のみ

を水源とするものをいう。ただし、その用に供する施設の規模が政令で定める基

準以下のものを除く。

（略） 国土交通省

８　この法律において「水道施設」とは、水道のための取水施設、貯水施設、導

水施設、浄水施設、送水施設及び配水施設（専用水道にあつては、給水の施設を

含むものとし、建築物に設けられたものを除く。以下同じ。）であつて、当該水

道事業者、水道用水供給事業者又は専用水道の設置者の管理に属するものをい

う。

（略） 国土交通省

９　この法律において「給水装置」とは、需要者に水を供給するために水道事業

者の施設した配水管から分岐して設けられた給水管及びこれに直結する給水用具

をいう。

（略） 国土交通省

１０　この法律において「水道の布設工事」とは、水道施設の新設又は政令で定

めるその増設若しくは改造の工事をいう。
（略） 国土交通省

１１　この法律において「給水装置工事」とは、給水装置の設置又は変更の工事

をいう。
（略） 国土交通省

１２　この法律において「給水区域」、「給水人口」及び「給水量」とは、それ

ぞれ事業計画において定める給水区域、給水人口及び給水量をいう。
（略） 国土交通省

1



改正前 改正後 所掌省庁

（水質基準）

第四条　水道により供給される水は、次の各号に掲げる要件を備えるものでなけ

ればならない。

一　病原生物に汚染され、又は病原生物に汚染されたことを疑わせるような生物

若しくは物質を含むものでないこと。

二　シアン、水銀その他の有毒物質を含まないこと。

三　銅、鉄、弗ふつ素、フェノールその他の物質をその許容量をこえて含まない

こと。

四　異常な酸性又はアルカリ性を呈しないこと。

五　異常な臭味がないこと。ただし、消毒による臭味を除く。

六　外観は、ほとんど無色透明であること。

（水質基準）

第四条　水道により供給される水は、次の各号に掲げる要件を備えるものでなけ

ればならない。

一　病原生物に汚染され、又は病原生物に汚染されたことを疑わせるような生物

若しくは物質を含むものでないこと。

二　シアン、水銀その他の有毒物質を含まないこと。

三　銅、鉄、弗ふつ素、フェノールその他の物質をその許容量を超えて含まない

こと。

四　異常な酸性又はアルカリ性を呈しないこと。

五　異常な臭味がないこと。ただし、消毒による臭味を除く。

六　外観は、ほとんど無色透明であること。

環境省

２　前項各号の基準に関して必要な事項は、厚生労働省令で定める。 ２　前項各号の基準に関して必要な事項は、環境省令で定める。 環境省

２　水道施設の位置及び配列を定めるにあたつては、その布設及び維持管理がで

きるだけ経済的で、かつ、容易になるようにするとともに、給水の確実性をも考

慮しなければならない。

（略） 国土交通省

３　水道施設の構造及び材質は、水圧、土圧、地震力その他の荷重に対して充分

な耐力を有し、かつ、水が汚染され、又は漏れるおそれがないものでなければな

らない。

（略） 国土交通省

４　前三項に規定するもののほか、水道施設に関して必要な技術的基準は、厚生

労働省令で定める。

４　前三項に規定するもののほか、水道施設に関して必要な技術的基準は、国土

交通省令（前条の規定による水質基準に適合する浄水を得るため、又は当該浄水

の水質を保持するために必要な技術的基準については、国土交通省令・環境省

令）で定める。

国土交通省・環

境省

（基本方針）

第五条の二　厚生労働大臣は、水道の基盤を強化するための基本的な方針（以下

「基本方針」という。）を定めるものとする。

（基本方針）

第五条の二　国土交通大臣は、水道の基盤を強化するための基本的な方針（以下

「基本方針」という。）を定めるものとする。

国土交通省

２　基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一　水道の基盤の強化に関する基本的事項

二　水道施設の維持管理及び計画的な更新に関する事項

三　水道事業及び水道用水供給事業（以下「水道事業等」という。）の健全な経

営の確保に関する事項

四　水道事業等の運営に必要な人材の確保及び育成に関する事項

五　水道事業者等の間の連携等の推進に関する事項

六　その他水道の基盤の強化に関する重要事項

（略） 国土交通省

３ 厚生労働大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。

３ 国土交通大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。
国土交通省

（水道基盤強化計画）

第五条の三 都道府県は、水道の基盤の強化のため必要があると認めるときは、

水道の基盤の強化に関する計画（以下この条において「水道基盤強化計画」とい

う。）を定めることができる。

（略） 国土交通省

２ 水道基盤強化計画においては、その区域（以下この条において「計画区域」

という。）を定めるほか、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。

一　水道の基盤の強化に関する基本的事項

二　水道基盤強化計画の期間

三　計画区域における水道の現況及び基盤の強化の目標

四 計画区域における水道の基盤の強化のために都道府県及び市町村が講ずべき

施策並びに水道事業者等が講ずべき措置に関する事項

五 都道府県及び市町村による水道事業者等の間の連携等の推進の対象となる区

域（市町村の区域を超えた広域的なものに限る。次号及び第七号において「連携

等推進対象区域」という。）

六　連携等推進対象区域における水道事業者等の間の連携等に関する事項

七 連携等推進対象区域において水道事業者等の間の連携等を行うに当たり必要

な施設整備に関する事項

（略） 国土交通省

３　水道基盤強化計画は、基本方針に基づいて定めるものとする。 （略） 国土交通省

４ 都道府県は、水道基盤強化計画を定めようとするときは、あらかじめ計画区

域内の市町村並びに計画区域を給水区域に含む水道事業者及び当該水道事業者が

水道用水の供給を受ける水道用水供給事業者の同意を得なければならない。

（略） 国土交通省

（施設基準）

第五条　水道は、原水の質及び量、地理的条件、当該水道の形態等に応じ、取水

施設、貯水施設、導水施設、浄水施設、送水施設及び配水施設の全部又は一部を

有すべきものとし、その各施設は、次の各号に掲げる要件を備えるものでなけれ

ばならない。

一　取水施設は、できるだけ良質の原水を必要量取り入れることができるもので

あること。

二　貯水施設は、渇水時においても必要量の原水を供給するのに必要な貯水能力

を有するものであること。

三　導水施設は、必要量の原水を送るのに必要なポンプ、導水管その他の設備を

有すること。

四　浄水施設は、原水の質及び量に応じて、前条の規定による水質基準に適合す

る必要量の浄水を得るのに必要なちんでん池、濾ろ過池その他の設備を有し、か

つ、消毒設備を備えていること。

五　送水施設は、必要量の浄水を送るのに必要なポンプ、送水管その他の設備を

有すること。

六　配水施設は、必要量の浄水を一定以上の圧力で連続して供給するのに必要な

配水池、ポンプ、配水管その他の設備を有すること。

（略） 国土交通省
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改正前 改正後 所掌省庁

５ 市町村の区域を超えた広域的な水道事業者等の間の連携等を推進しようとす

る二以上の市町村は、あらかじめその区域を給水区域に含む水道事業者及び当該

水道事業者が水道用水の供給を受ける水道用水供給事業者の同意を得て、共同し

て、都道府県に対し、厚生労働省令で定めるところにより、水道基盤強化計画を

定めることを要請することができる。

５ 市町村の区域を超えた広域的な水道事業者等の間の連携等を推進しようとす

る二以上の市町村は、あらかじめその区域を給水区域に含む水道事業者及び当該

水道事業者が水道用水の供給を受ける水道用水供給事業者の同意を得て、共同し

て、都道府県に対し、国土交通省令で定めるところにより、水道基盤強化計画を

定めることを要請することができる。

国土交通省

６ 都道府県は、前項の規定による要請があつた場合において、水道の基盤の強

化のため必要があると認めるときは、水道基盤強化計画を定めるものとする。
（略） 国土交通省

７ 都道府県は、水道基盤強化計画を定めようとするときは、計画区域に次条第

一項に規定する協議会の区域の全部又は一部が含まれる場合には、あらかじめ当

該協議会の意見を聴かなければならない。

（略） 国土交通省

８ 都道府県は、水道基盤強化計画を定めたときは、遅滞なく、厚生労働大臣に

報告するとともに、計画区域内の市町村並びに計画区域を給水区域に含む水道事

業者及び当該水道事業者が水道用水の供給を受ける水道用水供給事業者に通知し

なければならない。

８ 都道府県は、水道基盤強化計画を定めたときは、遅滞なく、国土交通大臣に

報告するとともに、計画区域内の市町村並びに計画区域を給水区域に含む水道事

業者及び当該水道事業者が水道用水の供給を受ける水道用水供給事業者に通知し

なければならない。

国土交通省

９ 都道府県は、水道基盤強化計画を定めたときは、これを公表するよう努めな

ければならない。
（略） 国土交通省

１０ 第四項から前項までの規定は、水道基盤強化計画の変更について準用す

る。
（略） 国土交通省

（広域的連携等推進協議会）

第五条の四　都道府県は、市町村の区域を超えた広域的な水道事業者等の間の連

携等の推進に関し必要な協議を行うため、当該都道府県が定める区域において広

域的連携等推進協議会（以下この条において「協議会」という。）を組織するこ

とができる。

（略） 国土交通省

２　協議会は、次に掲げる構成員をもつて構成する。

一　前項の都道府県

二　協議会の区域をその区域に含む市町村

三　協議会の区域を給水区域に含む水道事業者及び当該水道事業者が水道用水の

供給を受ける水道用水供給事業者

四　学識経験を有する者その他の都道府県が必要と認める者

（略） 国土交通省

３ 協議会において協議が調つた事項については、協議会の構成員は、その協議

の結果を尊重しなければならない。
（略） 国土交通省

４ 前三項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定

める。
（略） 国土交通省

（事業の認可及び経営主体）

第六条　水道事業を経営しようとする者は、厚生労働大臣の認可を受けなければ

ならない。

（事業の認可及び経営主体）

第六条　水道事業を経営しようとする者は、国土交通大臣の認可を受けなければ

ならない。

国土交通省

２　水道事業は、原則として市町村が経営するものとし、市町村以外の者は、給

水しようとする区域をその区域に含む市町村の同意を得た場合に限り、水道事業

を経営することができるものとする。

（略） 国土交通省

（認可の申請）

第七条　水道事業経営の認可の申請をするには、申請書に、事業計画書、工事設

計書その他厚生労働省令で定める書類（図面を含む。）を添えて、これを厚生労

働大臣に提出しなければならない。

（認可の申請）

第七条　水道事業経営の認可の申請をするには、申請書に、事業計画書、工事設

計書その他国土交通省令で定める書類（図面を含む。）を添えて、これを国土交

通大臣に提出しなければならない。

国土交通省

２　前項の申請書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一　申請者の住所及び氏名（法人又は組合にあつては、主たる事務所の所在地及

び名称並びに代表者の氏名）

二　水道事務所の所在地

（略） 国土交通省

３　水道事業者は、前項に規定する申請書の記載事項に変更を生じたときは、速

やかに、その旨を厚生労働大臣に届け出なければならない。

３　水道事業者は、前項に規定する申請書の記載事項に変更を生じたときは、速

やかに、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。
国土交通省

４　第一項の事業計画書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一　給水区域、給水人口及び給水量

二　水道施設の概要

三　給水開始の予定年月日

四　工事費の予定総額及びその予定財源

五　給水人口及び給水量の算出根拠

六　経常収支の概算

七　料金、給水装置工事の費用の負担区分その他の供給条件

八　その他厚生労働省令で定める事項

４　第一項の事業計画書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一　給水区域、給水人口及び給水量

二　水道施設の概要

三　給水開始の予定年月日

四　工事費の予定総額及びその予定財源

五　給水人口及び給水量の算出根拠

六　経常収支の概算

七　料金、給水装置工事の費用の負担区分その他の供給条件

八　その他国土交通省令で定める事項

国土交通省

５　第一項の工事設計書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一　一日最大給水量及び一日平均給水量

二　水源の種別及び取水地点

三　水源の水量の概算及び水質試験の結果

四　水道施設の位置（標高及び水位を含む。）、規模及び構造

五　浄水方法

六　配水管における最大静水圧及び最小動水圧

七　工事の着手及び完了の予定年月日

八　その他厚生労働省令で定める事項

５　第一項の工事設計書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一　一日最大給水量及び一日平均給水量

二　水源の種別及び取水地点

三　水源の水量の概算及び水質試験の結果

四　水道施設の位置（標高及び水位を含む。）、規模及び構造

五　浄水方法

六　配水管における最大静水圧及び最小動水圧

七　工事の着手及び完了の予定年月日

八　その他国土交通省令で定める事項

国土交通省・環

境省
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（認可基準）

第八条　水道事業経営の認可は、その申請が次の各号のいずれにも適合している

と認められるときでなければ、与えてはならない。

一　当該水道事業の開始が一般の需要に適合すること。

二　当該水道事業の計画が確実かつ合理的であること。

三　水道施設の工事の設計が第五条の規定による施設基準に適合すること。

四　給水区域が他の水道事業の給水区域と重複しないこと。

五　供給条件が第十四条第二項各号に掲げる要件に適合すること。

六　地方公共団体以外の者の申請に係る水道事業にあつては、当該事業を遂行す

るに足りる経理的基礎があること。

七　その他当該水道事業の開始が公益上必要であること。

（略） 国土交通省

２　前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、厚生労働

省令で定める。

２　前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、国土交通

省令で定める。
国土交通省

（附款）

第九条　厚生労働大臣は、地方公共団体以外の者に対して水道事業経営の認可を

与える場合には、これに必要な期限又は条件を附することができる。

（認可の期限又は条件）

第九条　国土交通大臣は、地方公共団体以外の者に対して水道事業経営の認可を

与える場合には、これに必要な期限又は条件を付することができる。

国土交通省

２　前項の期限又は条件は、公共の利益を増進し、又は当該水道事業の確実な遂

行を図るために必要な最少限度のものに限り、かつ、当該水道事業者に不当な義

務を課することとなるものであつてはならない。

（略） 国土交通省

（事業の変更）

第十条　水道事業者は、給水区域を拡張し、給水人口若しくは給水量を増加さ

せ、又は水源の種別、取水地点若しくは浄水方法を変更しようとするとき（次の

各号のいずれかに該当するときを除く。）は、厚生労働大臣の認可を受けなけれ

ばならない。この場合において、給水区域の拡張により新たに他の市町村の区域

が給水区域に含まれることとなるときは、当該他の市町村の同意を得なければ、

当該認可を受けることができない。

一　その変更が厚生労働省令で定める軽微なものであるとき。

二　その変更が他の水道事業の全部を譲り受けることに伴うものであるとき。

（事業の変更）

第十条　水道事業者は、給水区域を拡張し、給水人口若しくは給水量を増加さ

せ、又は水源の種別、取水地点若しくは浄水方法を変更しようとするとき（次の

各号のいずれかに該当するときを除く。）は、国土交通大臣の認可を受けなけれ

ばならない。この場合において、給水区域の拡張により新たに他の市町村の区域

が給水区域に含まれることとなるときは、当該他の市町村の同意を得なければ、

当該認可を受けることができない。

一　その変更が国土交通省令で定める軽微なものであるとき。

二　その変更が他の水道事業の全部を譲り受けることに伴うものであるとき。

国土交通省

２　第七条から前条までの規定は、前項の認可について準用する。 （略） 国土交通省

３　水道事業者は、第一項各号のいずれかに該当する変更を行うときは、あらか

じめ、厚生労働省令で定めるところにより、その旨を厚生労働大臣に届け出なけ

ればならない。

３　水道事業者は、第一項各号のいずれかに該当する変更を行うときは、あらか

じめ、国土交通省令で定めるところにより、その旨を国土交通大臣に届け出なけ

ればならない。

国土交通省

（事業の休止及び廃止）

第十一条　水道事業者は、給水を開始した後においては、厚生労働省令で定める

ところにより、厚生労働大臣の許可を受けなければ、その水道事業の全部又は一

部を休止し、又は廃止してはならない。ただし、その水道事業の全部を他の水道

事業を行う水道事業者に譲り渡すことにより、その水道事業の全部を廃止するこ

ととなるときは、この限りでない。

（事業の休止及び廃止）

第十一条　水道事業者は、給水を開始した後においては、国土交通省令で定める

ところにより、国土交通大臣の許可を受けなければ、その水道事業の全部又は一

部を休止し、又は廃止してはならない。ただし、その水道事業の全部を他の水道

事業を行う水道事業者に譲り渡すことにより、その水道事業の全部を廃止するこ

ととなるときは、この限りでない。

国土交通省

２　地方公共団体以外の水道事業者（給水人口が政令で定める基準を超えるもの

に限る。）が、前項の許可の申請をしようとするときは、あらかじめ、当該水道

事業の給水区域をその区域に含む市町村に協議しなければならない。

（略） 国土交通省

３　第一項ただし書の場合においては、水道事業者は、あらかじめ、その旨を厚

生労働大臣に届け出なければならない。

３　第一項ただし書の場合においては、水道事業者は、あらかじめ、その旨を国

土交通大臣に届け出なければならない。
国土交通省

（技術者による布設工事の監督）

第十二条　水道事業者は、水道の布設工事（当該水道事業者が地方公共団体であ

る場合にあつては、当該地方公共団体の条例で定める水道の布設工事に限る。）

を自ら施行し、又は他人に施行させる場合においては、その職員を指名し、又は

第三者に委嘱して、その工事の施行に関する技術上の監督業務を行わせなければ

ならない。

（略） 国土交通省

２　前項の業務を行う者は、政令で定める資格（当該水道事業者が地方公共団体

である場合にあつては、当該資格を参酌して当該地方公共団体の条例で定める資

格）を有する者でなければならない。

（略） 国土交通省

（給水開始前の届出及び検査）

第十三条　水道事業者は、配水施設以外の水道施設又は配水池を新設し、増設

し、又は改造した場合において、その新設、増設又は改造に係る施設を使用して

給水を開始しようとするときは、あらかじめ、厚生労働大臣にその旨を届け出

で、かつ、厚生労働省令の定めるところにより、水質検査及び施設検査を行わな

ければならない。

（給水開始前の届出及び検査）

第十三条　水道事業者は、配水施設以外の水道施設又は配水池を新設し、増設

し、又は改造した場合において、その新設、増設又は改造に係る施設を使用して

給水を開始しようとするときは、あらかじめ、国土交通大臣にその旨を届け出

て、かつ、環境省令の定めるところにより、水質検査を行い、及び国土交通省令

の定めるところにより施設検査を行わなければならない。

国土交通省・環

境省

２　水道事業者は、前項の規定による水質検査及び施設検査を行つたときは、こ

れに関する記録を作成し、その検査を行つた日から起算して五年間、これを保存

しなければならない。

（略）
国土交通省・環

境省

（供給規程）

第十四条　水道事業者は、料金、給水装置工事の費用の負担区分その他の供給条

件について、供給規程を定めなければならない。

（略） 国土交通省
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２　前項の供給規程は、次に掲げる要件に適合するものでなければならない。

一　料金が、能率的な経営の下における適正な原価に照らし、健全な経営を確保

することができる公正妥当なものであること。

二　料金が、定率又は定額をもつて明確に定められていること。

三　水道事業者及び水道の需要者の責任に関する事項並びに給水装置工事の費用

の負担区分及びその額の算出方法が、適正かつ明確に定められていること。

四　特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでないこと。

五　貯水槽水道（水道事業の用に供する水道及び専用水道以外の水道であつて、

水道事業の用に供する水道から供給を受ける水のみを水源とするものをいう。以

下この号において同じ。）が設置される場合においては、貯水槽水道に関し、水

道事業者及び当該貯水槽水道の設置者の責任に関する事項が、適正かつ明確に定

められていること。

（略） 国土交通省

３　前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、厚生労働

省令で定める。

３　前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、国土交通

省令で定める。
国土交通省

４　水道事業者は、供給規程を、その実施の日までに一般に周知させる措置をと

らなければならない。
（略） 国土交通省

５　水道事業者が地方公共団体である場合にあつては、供給規程に定められた事

項のうち料金を変更したときは、厚生労働省令で定めるところにより、その旨を

厚生労働大臣に届け出なければならない。

５　水道事業者が地方公共団体である場合にあつては、供給規程に定められた事

項のうち料金を変更したときは、国土交通省令で定めるところにより、その旨を

国土交通大臣に届け出なければならない。

国土交通省

６　水道事業者が地方公共団体以外の者である場合にあつては、供給規程に定め

られた供給条件を変更しようとするときは、厚生労働大臣の認可を受けなければ

ならない。

６　水道事業者が地方公共団体以外の者である場合にあつては、供給規程に定め

られた供給条件を変更しようとするときは、国土交通大臣の認可を受けなければ

ならない。

国土交通省

７　厚生労働大臣は、前項の認可の申請が第二項各号に掲げる要件に適合してい

ると認めるときは、その認可を与えなければならない。

７　国土交通大臣は、前項の認可の申請が第二項各号に掲げる要件に適合してい

ると認めるときは、その認可を与えなければならない。
国土交通省

（給水義務）

第十五条　水道事業者は、事業計画に定める給水区域内の需要者から給水契約の

申込みを受けたときは、正当の理由がなければ、これを拒んではならない。

（略） 国土交通省

２　水道事業者は、当該水道により給水を受ける者に対し、常時水を供給しなけ

ればならない。ただし、第四十条第一項の規定による水の供給命令を受けた場合

又は災害その他正当な理由があつてやむを得ない場合には、給水区域の全部又は

一部につきその間給水を停止することができる。この場合には、やむを得ない事

情がある場合を除き、給水を停止しようとする区域及び期間をあらかじめ関係者

に周知させる措置をとらなければならない。

（略） 国土交通省

３　水道事業者は、当該水道により給水を受ける者が料金を支払わないとき、正

当な理由なしに給水装置の検査を拒んだとき、その他正当な理由があるときは、

前項本文の規定にかかわらず、その理由が継続する間、供給規程の定めるところ

により、その者に対する給水を停止することができる。

（略） 国土交通省

（給水装置の構造及び材質）

第十六条　水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構

造及び材質が、政令で定める基準に適合していないときは、供給規程の定めると

ころにより、その者の給水契約の申込を拒み、又はその者が給水装置をその基準

に適合させるまでの間その者に対する給水を停止することができる。

（略） 国土交通省・環境省

（給水装置工事）

第十六条の二　水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置

の構造及び材質が前条の規定に基づく政令で定める基準に適合することを確保す

るため、当該水道事業者の給水区域において給水装置工事を適正に施行すること

ができると認められる者の指定をすることができる。

（略） 国土交通省

２　水道事業者は、前項の指定をしたときは、供給規程の定めるところにより、

当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置が当該水道事業者又は当該指定

を受けた者（以下「指定給水装置工事事業者」という。）の施行した給水装置工

事に係るものであることを供給条件とすることができる。

（略） 国土交通省

３　前項の場合において、水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者

の給水装置が当該水道事業者又は指定給水装置工事事業者の施行した給水装置工

事に係るものでないときは、供給規程の定めるところにより、その者の給水契約

の申込みを拒み、又はその者に対する給水を停止することができる。ただし、厚

生労働省令で定める給水装置の軽微な変更であるとき、又は当該給水装置の構造

及び材質が前条の規定に基づく政令で定める基準に適合していることが確認され

たときは、この限りでない。

３　前項の場合において、水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者

の給水装置が当該水道事業者又は指定給水装置工事事業者の施行した給水装置工

事に係るものでないときは、供給規程の定めるところにより、その者の給水契約

の申込みを拒み、又はその者に対する給水を停止することができる。ただし、国

土交通省令で定める給水装置の軽微な変更であるとき、又は当該給水装置の構造

及び材質が前条の規定に基づく政令で定める基準に適合していることが確認され

たときは、この限りでない。

国土交通省

（給水装置の検査）

第十七条　水道事業者は、日出後日没前に限り、その職員をして、当該水道によ

つて水の供給を受ける者の土地又は建物に立ち入り、給水装置を検査させること

ができる。ただし、人の看守し、若しくは人の住居に使用する建物又は閉鎖され

た門内に立ち入るときは、その看守者、居住者又はこれらに代るべき者の同意を

得なければならない。

（略） 国土交通省

２　前項の規定により給水装置の検査に従事する職員は、その身分を示す証明書

を携帯し、関係者の請求があつたときは、これを提示しなければならない。
（略） 国土交通省

（検査の請求）

第十八条　水道事業によつて水の供給を受ける者は、当該水道事業者に対して、

給水装置の検査及び供給を受ける水の水質検査を請求することができる。

（略） 国土交通省

２　水道事業者は、前項の規定による請求を受けたときは、すみやかに検査を行

い、その結果を請求者に通知しなければならない。
（略） 国土交通省

（水道技術管理者）

第十九条　水道事業者は、水道の管理について技術上の業務を担当させるため、

水道技術管理者一人を置かなければならない。ただし、自ら水道技術管理者とな

ることを妨げない。

（略）
国土交通省・環

境省
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２　水道技術管理者は、次に掲げる事項に関する事務に従事し、及びこれらの事

務に従事する他の職員を監督しなければならない。

一　水道施設が第五条の規定による施設基準に適合しているかどうかの検査（第

二十二条の二第二項に規定する点検を含む。）

二　第十三条第一項の規定による水質検査及び施設検査

三　給水装置の構造及び材質が第十六条の政令で定める基準に適合しているかど

うかの検査

四　次条第一項の規定による水質検査

五　第二十一条第一項の規定による健康診断

六　第二十二条の規定による衛生上の措置

七　第二十二条の三第一項の台帳の作成

八　第二十三条第一項の規定による給水の緊急停止

九　第三十七条前段の規定による給水停止

（略）
国土交通省・環

境省

３　水道技術管理者は、政令で定める資格（当該水道事業者が地方公共団体であ

る場合にあつては、当該資格を参酌して当該地方公共団体の条例で定める資格）

を有する者でなければならない。

（略）
国土交通省・環

境省

（水質検査）

第二十条　水道事業者は、厚生労働省令の定めるところにより、定期及び臨時の

水質検査を行わなければならない。

（水質検査）

第二十条　水道事業者は、環境省令の定めるところにより、定期及び臨時の水質

検査を行わなければならない。

環境省

２　水道事業者は、前項の規定による水質検査を行つたときは、これに関する記

録を作成し、水質検査を行つた日から起算して五年間、これを保存しなければな

らない。

（略） 環境省

３　水道事業者は、第一項の規定による水質検査を行うため、必要な検査施設を

設けなければならない。ただし、当該水質検査を、厚生労働省令の定めるところ

により、地方公共団体の機関又は厚生労働大臣の登録を受けた者に委託して行う

ときは、この限りでない。

３　水道事業者は、第一項の規定による水質検査を行うため、必要な検査施設を

設けなければならない。ただし、当該水質検査を、国土交通省令の定めるところ

により、地方公共団体の機関又は国土交通大臣及び環境大臣の登録を受けた者に

委託して行うときは、この限りでない。

国土交通省・環

境省

（登録）

第二十条の二　前条第三項の登録は、厚生労働省令で定めるところにより、水質

検査を行おうとする者の申請により行う。

（登録）

第二十条の二　前条第三項の登録は、国土交通省令・環境省令で定めるところに

より、水質検査を行おうとする者の申請により行う。

国土交通省・環

境省

（欠格条項）

第二十条の三　次の各号のいずれかに該当する者は、第二十条第三項の登録を受

けることができない。

一　この法律又はこの法律に基づく命令に違反し、罰金以上の刑に処せられ、そ

の執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から二年を経過しない者

二　第二十条の十三の規定により登録を取り消され、その取消しの日から二年を

経過しない者

三　法人であつて、その業務を行う役員のうちに前二号のいずれかに該当する者

があるもの

（略）
国土交通省・環

境省

（登録基準）

第二十条の四　厚生労働大臣は、第二十条の二の規定により登録を申請した者が

次に掲げる要件のすべてに適合しているときは、その登録をしなければならな

い。

一　第二十条第一項に規定する水質検査を行うために必要な検査施設を有し、こ

れを用いて水質検査を行うものであること。

二　別表第一に掲げるいずれかの条件に適合する知識経験を有する者が水質検査

を実施し、その人数が五名以上であること。

三　次に掲げる水質検査の信頼性の確保のための措置がとられていること。

イ　水質検査を行う部門に専任の管理者が置かれていること。

ロ　水質検査の業務の管理及び精度の確保に関する文書が作成されていること。

ハ　ロに掲げる文書に記載されたところに従い、専ら水質検査の業務の管理及び

精度の確保を行う部門が置かれていること。

（登録基準）

第二十条の四　国土交通大臣及び環境大臣は、第二十条の二の規定により登録を

申請した者が次に掲げる要件の全てに適合しているときは、その登録をしなけれ

ばならない。

一　第二十条第一項に規定する水質検査を行うために必要な検査施設を有し、こ

れを用いて水質検査を行うものであること。

二　別表第一に掲げるいずれかの条件に適合する知識経験を有する者が水質検査

を実施し、その人数が五名以上であること。

三　次に掲げる水質検査の信頼性の確保のための措置がとられていること。

イ　水質検査を行う部門に専任の管理者が置かれていること。

ロ　水質検査の業務の管理及び精度の確保に関する文書が作成されていること。

ハ　ロに掲げる文書に記載されたところに従い、専ら水質検査の業務の管理及び

精度の確保を行う部門が置かれていること。

国土交通省・環

境省

２　登録は、水質検査機関登録簿に次に掲げる事項を記載してするものとする。

一　登録年月日及び登録番号

二　登録を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者

の氏名

三　登録を受けた者が水質検査を行う区域及び登録を受けた者が水質検査を行う

事業所の所在地

（略）
国土交通省・環

境省

（登録の更新）

第二十条の五　第二十条第三項の登録は、三年を下らない政令で定める期間ごと

にその更新を受けなければ、その期間の経過によつて、その効力を失う。

（略）
国土交通省・環

境省

２　前三条の規定は、前項の登録の更新について準用する。 （略）
国土交通省・環

境省

（受託義務等）

第二十条の六　第二十条第三項の登録を受けた者（以下「登録水質検査機関」と

いう。）は、同項の水質検査の委託の申込みがあつたときは、正当な理由がある

場合を除き、その受託を拒んではならない。

（略）
国土交通省・環

境省

２　登録水質検査機関は、公正に、かつ、厚生労働省令で定める方法により水質

検査を行わなければならない。

２　登録水質検査機関は、公正に、かつ、国土交通省令・環境省令で定める方法

により水質検査を行わなければならない。

国土交通省・環

境省

（変更の届出）

第二十条の七　登録水質検査機関は、氏名若しくは名称、住所、水質検査を行う

区域又は水質検査を行う事業所の所在地を変更しようとするときは、変更しよう

とする日の二週間前までに、その旨を厚生労働大臣に届け出なければならない。

（変更の届出）

第二十条の七　登録水質検査機関は、氏名若しくは名称、住所、水質検査を行う

区域又は水質検査を行う事業所の所在地を変更しようとするときは、変更しよう

とする日の二週間前までに、その旨を国土交通大臣及び環境大臣に届け出なけれ

ばならない。

国土交通省・環

境省
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（業務規程）

第二十条の八　登録水質検査機関は、水質検査の業務に関する規程（以下「水質

検査業務規程」という。）を定め、水質検査の業務の開始前に、厚生労働大臣に

届け出なければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。

（業務規程）

第二十条の八　登録水質検査機関は、水質検査の業務に関する規程（以下「水質

検査業務規程」という。）を定め、水質検査の業務の開始前に、国土交通大臣及

び環境大臣に届け出なければならない。これを変更しようとするときも、同様と

する。

国土交通省・環

境省

２　水質検査業務規程には、水質検査の実施方法、水質検査に関する料金その他

の厚生労働省令で定める事項を定めておかなければならない。

２　水質検査業務規程には、水質検査の実施方法、水質検査に関する料金その他

の国土交通省令・環境省令で定める事項を定めておかなければならない。

国土交通省・環

境省

（業務の休廃止）

第二十条の九　登録水質検査機関は、水質検査の業務の全部又は一部を休止し、

又は廃止しようとするときは、休止又は廃止しようとする日の二週間前までに、

その旨を厚生労働大臣に届け出なければならない。

（業務の休廃止）

第二十条の九　登録水質検査機関は、水質検査の業務の全部又は一部を休止し、

又は廃止しようとするときは、休止又は廃止しようとする日の二週間前までに、

その旨を国土交通大臣及び環境大臣に届け出なければならない。

国土交通省・環

境省

（財務諸表等の備付け及び閲覧等）

第二十条の十　登録水質検査機関は、毎事業年度経過後三月以内に、その事業年

度の財産目録、貸借対照表及び損益計算書又は収支計算書並びに事業報告書（そ

の作成に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他の人の知覚によつて

は認識することができない方式で作られる記録であつて、電子計算機による情報

処理の用に供されるものをいう。以下同じ。）の作成がされている場合における

当該電磁的記録を含む。次項において「財務諸表等」という。）を作成し、五年

間事業所に備えて置かなければならない。

（略）
国土交通省・環

境省

２　水道事業者その他の利害関係人は、登録水質検査機関の業務時間内は、いつ

でも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、第二号又は第四号の請求を

するには、登録水質検査機関の定めた費用を支払わなければならない。

一　財務諸表等が書面をもつて作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄写

の請求

二　前号の書面の謄本又は抄本の請求

三　財務諸表等が電磁的記録をもつて作成されているときは、当該電磁的記録に

記録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示したものの閲覧又は謄写

の請求

四　前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であつて厚生労働省令で定

めるものにより提供することの請求又は当該事項を記載した書面の交付の請求

２　水道事業者その他の利害関係人は、登録水質検査機関の業務時間内は、いつ

でも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、第二号又は第四号の請求を

するには、登録水質検査機関の定めた費用を支払わなければならない。

一　財務諸表等が書面をもつて作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄写

の請求

二　前号の書面の謄本又は抄本の請求

三　財務諸表等が電磁的記録をもつて作成されているときは、当該電磁的記録に

記録された事項を国土交通省令・環境省令で定める方法により表示したものの閲

覧又は謄写の請求

四　前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であつて国土交通省令・環

境省令で定めるものにより提供することの請求又は当該事項を記載した書面の交

付の請求

国土交通省・環

境省

（適合命令）

第二十条の十一　厚生労働大臣は、登録水質検査機関が第二十条の四第一項各号

のいずれかに適合しなくなつたと認めるときは、その登録水質検査機関に対し、

これらの規定に適合するため必要な措置をとるべきことを命ずることができる。

（適合命令）

第二十条の十一　国土交通大臣及び環境大臣は、登録水質検査機関が第二十条の

四第一項各号のいずれかに適合しなくなつたと認めるときは、その登録水質検査

機関に対し、これらの規定に適合するため必要な措置をとるべきことを命ずるこ

とができる。

国土交通省・環

境省

（改善命令）

第二十条の十二　厚生労働大臣は、登録水質検査機関が第二十条の六第一項又は

第二項の規定に違反していると認めるときは、その登録水質検査機関に対し、水

質検査を受託すべきこと又は水質検査の方法その他の業務の方法の改善に関し必

要な措置をとるべきことを命ずることができる。

（改善命令）

第二十条の十二　国土交通大臣及び環境大臣は、登録水質検査機関が第二十条の

六第一項又は第二項の規定に違反していると認めるときは、その登録水質検査機

関に対し、水質検査を受託すべきこと又は水質検査の方法その他の業務の方法の

改善に関し必要な措置をとるべきことを命ずることができる。

国土交通省・環

境省

（登録の取消し等）

第二十条の十三　厚生労働大臣は、登録水質検査機関が次の各号のいずれかに該

当するときは、その登録を取り消し、又は期間を定めて水質検査の業務の全部若

しくは一部の停止を命ずることができる。

一　第二十条の三第一号又は第三号に該当するに至つたとき。

二　第二十条の七から第二十条の九まで、第二十条の十第一項又は次条の規定に

違反したとき。

三　正当な理由がないのに第二十条の十第二項各号の規定による請求を拒んだと

き。

四　第二十条の十一又は前条の規定による命令に違反したとき。

五　不正の手段により第二十条第三項の登録を受けたとき。

（登録の取消し等）

第二十条の十三　国土交通大臣及び環境大臣は、登録水質検査機関が次の各号の

いずれかに該当するときは、その登録を取り消し、又は期間を定めて水質検査の

業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。

一　第二十条の三第一号又は第三号に該当するに至つたとき。

二　第二十条の七から第二十条の九まで、第二十条の十第一項又は次条の規定に

違反したとき。

三　正当な理由がないのに第二十条の十第二項各号の規定による請求を拒んだと

き。

四　第二十条の十一又は前条の規定による命令に違反したとき。

五　不正の手段により第二十条第三項の登録を受けたとき。

国土交通省・環

境省

（帳簿の備付け）

第二十条の十四　登録水質検査機関は、厚生労働省令で定めるところにより、水

質検査に関する事項で厚生労働省令で定めるものを記載した帳簿を備え、これを

保存しなければならない。

（帳簿の備付け）

第二十条の十四　登録水質検査機関は、国土交通省令・環境省令で定めるところ

により、水質検査に関する事項で国土交通省令・環境省令で定めるものを記載し

た帳簿を備え、これを保存しなければならない。

国土交通省・環

境省

（報告の徴収及び立入検査）

第二十条の十五　厚生労働大臣は、水質検査の適正な実施を確保するため必要が

あると認めるときは、登録水質検査機関に対し、業務の状況に関し必要な報告を

求め、又は当該職員に、登録水質検査機関の事務所又は事業所に立ち入り、業務

の状況若しくは検査施設、帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。

（報告の徴収及び立入検査）

第二十条の十五　国土交通大臣及び環境大臣は、水質検査の適正な実施を確保す

るため必要があると認めるときは、登録水質検査機関に対し、業務の状況に関し

必要な報告を求め、又は当該職員に、登録水質検査機関の事務所又は事業所に立

ち入り、業務の状況若しくは検査施設、帳簿、書類その他の物件を検査させるこ

とができる。

国土交通省・環

境省

２　前項の規定により立入検査を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、

関係者の請求があつたときは、これを提示しなければならない。
（略）

国土交通省・環

境省

３　第一項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈しては

ならない。
（略）

国土交通省・環

境省

（公示）

第二十条の十六　厚生労働大臣は、次の場合には、その旨を公示しなければなら

ない。

一　第二十条第三項の登録をしたとき。

二　第二十条の七の規定による届出があつたとき。

三　第二十条の九の規定による届出があつたとき。

四　第二十条の十三の規定により第二十条第三項の登録を取り消し、又は水質検

査の業務の停止を命じたとき。

（公示）

第二十条の十六　国土交通大臣及び環境大臣は、次の場合には、その旨を公示し

なければならない。

一　第二十条第三項の登録をしたとき。

二　第二十条の七の規定による届出があつたとき。

三　第二十条の九の規定による届出があつたとき。

四　第二十条の十三の規定により第二十条第三項の登録を取り消し、又は水質検

査の業務の停止を命じたとき。

国土交通省・環

境省
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（健康診断）

第二十一条　水道事業者は、水道の取水場、浄水場又は配水池において業務に従

事している者及びこれらの施設の設置場所の構内に居住している者について、厚

生労働省令の定めるところにより、定期及び臨時の健康診断を行わなければなら

ない。

（健康診断）

第二十一条　水道事業者は、水道の取水場、浄水場又は配水池において業務に従

事している者及びこれらの施設の設置場所の構内に居住している者について、環

境省令の定めるところにより、定期及び臨時の健康診断を行わなければならな

い。

環境省

２　水道事業者は、前項の規定による健康診断を行つたときは、これに関する記

録を作成し、健康診断を行つた日から起算して一年間、これを保存しなければな

らない。

（略） 環境省

（衛生上の措置）

第二十二条　水道事業者は、厚生労働省令の定めるところにより、水道施設の管

理及び運営に関し、消毒その他衛生上必要な措置を講じなければならない。

（衛生上の措置）

第二十二条　水道事業者は、環境省令の定めるところにより、水道施設の管理及

び運営に関し、消毒その他衛生上必要な措置を講じなければならない。

環境省

（水道施設の維持及び修繕）

第二十二条の二　水道事業者は、厚生労働省令で定める基準に従い、水道施設を

良好な状態に保つため、その維持及び修繕を行わなければならない。

（水道施設の維持及び修繕）

第二十二条の二　水道事業者は、国土交通省令で定める基準に従い、水道施設を

良好な状態に保つため、その維持及び修繕を行わなければならない。

国土交通省

２　前項の基準は、水道施設の修繕を能率的に行うための点検に関する基準を含

むものとする。
（略） 国土交通省

（水道施設台帳）

第二十二条の三　水道事業者は、水道施設の台帳を作成し、これを保管しなけれ

ばならない。

（略） 国土交通省

２　前項の台帳の記載事項その他その作成及び保管に関し必要な事項は、厚生労

働省令で定める。

２　前項の台帳の記載事項その他その作成及び保管に関し必要な事項は、国土交

通省令で定める。
国土交通省

（水道施設の計画的な更新等）

第二十二条の四　水道事業者は、長期的な観点から、給水区域における一般の水

の需要に鑑み、水道施設の計画的な更新に努めなければならない。

（略） 国土交通省

２　水道事業者は、厚生労働省令で定めるところにより、水道施設の更新に要す

る費用を含むその事業に係る収支の見通しを作成し、これを公表するよう努めな

ければならない。

２　水道事業者は、国土交通省令で定めるところにより、水道施設の更新に要す

る費用を含むその事業に係る収支の見通しを作成し、これを公表するよう努めな

ければならない。

国土交通省

（給水の緊急停止）

第二十三条　水道事業者は、その供給する水が人の健康を害するおそれがあるこ

とを知つたときは、直ちに給水を停止し、かつ、その水を使用することが危険で

ある旨を関係者に周知させる措置を講じなければならない。

（略）
国土交通省・環

境省

２　水道事業者の供給する水が人の健康を害するおそれがあることを知つた者

は、直ちにその旨を当該水道事業者に通報しなければならない。
（略）

国土交通省・環

境省

（消火栓）

第二十四条　水道事業者は、当該水道に公共の消防のための消火栓を設置しなけ

ればならない。

（略） 国土交通省

２　市町村は、その区域内に消火栓を設置した水道事業者に対し、その消火栓の

設置及び管理に要する費用その他その水道が消防用に使用されることに伴い増加

した水道施設の設置及び管理に要する費用につき、当該水道事業者との協議によ

り、相当額の補償をしなければならない。

（略） 国土交通省

３　水道事業者は、公共の消防用として使用された水の料金を徴収することがで

きない。
（略） 国土交通省

（情報提供）

第二十四条の二　水道事業者は、水道の需要者に対し、厚生労働省令で定めると

ころにより、第二十条第一項の規定による水質検査の結果その他水道事業に関す

る情報を提供しなければならない。

（情報提供）

第二十四条の二　水道事業者は、水道の需要者に対し、国土交通省令で定めると

ころにより、第二十条第一項の規定による水質検査の結果その他水道事業に関す

る情報を提供しなければならない。

国土交通省

（業務の委託）

第二十四条の三　水道事業者は、政令で定めるところにより、水道の管理に関す

る技術上の業務の全部又は一部を他の水道事業者若しくは水道用水供給事業者又

は当該業務を適正かつ確実に実施することができる者として政令で定める要件に

該当するものに委託することができる。

（略） 国土交通省

２　水道事業者は、前項の規定により業務を委託したときは、遅滞なく、厚生労

働省令で定める事項を厚生労働大臣に届け出なければならない。委託に係る契約

が効力を失つたときも、同様とする。

２　水道事業者は、前項の規定により業務を委託したときは、遅滞なく、国土交

通省令で定める事項を国土交通大臣に届け出なければならない。委託に係る契約

が効力を失つたときも、同様とする。

国土交通省

３　第一項の規定により業務の委託を受ける者（以下「水道管理業務受託者」と

いう。）は、水道の管理について技術上の業務を担当させるため、受託水道業務

技術管理者一人を置かなければならない。

（略）
国土交通省・環

境省

４　受託水道業務技術管理者は、第一項の規定により委託された業務の範囲内に

おいて第十九条第二項各号に掲げる事項に関する事務に従事し、及びこれらの事

務に従事する他の職員を監督しなければならない。

（略）
国土交通省・環

境省

５　受託水道業務技術管理者は、政令で定める資格を有する者でなければならな

い。
（略）

国土交通省・環

境省

６　第一項の規定により水道の管理に関する技術上の業務を委託する場合におい

ては、当該委託された業務の範囲内において、水道管理業務受託者を水道事業者

と、受託水道業務技術管理者を水道技術管理者とみなして、第十三条第一項（水

質検査及び施設検査の実施に係る部分に限る。）及び第二項、第十七条、第二十

条から第二十二条の三まで、第二十三条第一項、第二十五条の九、第三十六条第

二項並びに第三十九条（第二項及び第三項を除く。）の規定（これらの規定に係

る罰則を含む。）を適用する。この場合において、当該委託された業務の範囲内

において、水道事業者及び水道技術管理者については、これらの規定は、適用し

ない。

（略） 国土交通省

７　前項の規定により水道管理業務受託者を水道事業者とみなして第二十五条の

九の規定を適用する場合における第二十五条の十一第一項の規定の適用について

は、同項第五号中「水道事業者」とあるのは、「水道管理業務受託者」とする。

（略） 国土交通省
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８　第一項の規定により水道の管理に関する技術上の業務を委託する場合におい

ては、当該委託された業務の範囲内において、水道技術管理者については第十九

条第二項の規定は適用せず、受託水道業務技術管理者が同項各号に掲げる事項に

関する全ての事務に従事し、及びこれらの事務に従事する他の職員を監督する場

合においては、水道事業者については、同条第一項の規定は、適用しない。

（略） 国土交通省

（水道施設運営権の設定の許可）

第二十四条の四　地方公共団体である水道事業者は、民間資金等の活用による公

共施設等の整備等の促進に関する法律（平成十一年法律第百十七号。以下「民間

資金法」という。）第十九条第一項の規定により水道施設運営等事業（水道施設

の全部又は一部の運営等（民間資金法第二条第六項に規定する運営等をいう。）

であつて、当該水道施設の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を当該

運営等を行う者が自らの収入として収受する事業をいう。以下同じ。）に係る民

間資金法第二条第七項に規定する公共施設等運営権（以下「水道施設運営権」と

いう。）を設定しようとするときは、あらかじめ、厚生労働大臣の許可を受けな

ければならない。この場合において、当該水道事業者は、第十一条第一項の規定

にかかわらず、同項の許可（水道事業の休止に係るものに限る。）を受けること

を要しない。

（水道施設運営権の設定の許可）

第二十四条の四　地方公共団体である水道事業者は、民間資金等の活用による公

共施設等の整備等の促進に関する法律（平成十一年法律第百十七号。以下「民間

資金法」という。）第十九条第一項の規定により水道施設運営等事業（水道施設

の全部又は一部の運営等（民間資金法第二条第六項に規定する運営等をいう。）

であつて、当該水道施設の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を当該

運営等を行う者が自らの収入として収受する事業をいう。以下同じ。）に係る民

間資金法第二条第七項に規定する公共施設等運営権（以下「水道施設運営権」と

いう。）を設定しようとするときは、あらかじめ、国土交通大臣の許可を受けな

ければならない。この場合において、当該水道事業者は、第十一条第一項の規定

にかかわらず、同項の許可（水道事業の休止に係るものに限る。）を受けること

を要しない。

国土交通省

２　水道施設運営等事業は、地方公共団体である水道事業者が、民間資金法第十

九条第一項の規定により水道施設運営権を設定した場合に限り、実施することが

できるものとする。

（略） 国土交通省

３　水道施設運営権を有する者（以下「水道施設運営権者」という。）が水道施

設運営等事業を実施する場合には、第六条第一項の規定にかかわらず、水道事業

経営の認可を受けることを要しない。

（略） 国土交通省

（許可の申請）

第二十四条の五　前条第一項前段の許可の申請をするには、申請書に、水道施設

運営等事業実施計画書その他厚生労働省令で定める書類（図面を含む。）を添え

て、これを厚生労働大臣に提出しなければならない。

（許可の申請）

第二十四条の五　前条第一項前段の許可の申請をするには、申請書に、水道施設

運営等事業実施計画書その他国土交通省令で定める書類（図面を含む。）を添え

て、これを国土交通大臣に提出しなければならない。

国土交通省

２　前項の申請書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一　申請者の主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名

二　申請者が水道施設運営権を設定しようとする民間資金法第二条第五項に規定

する選定事業者（以下この条及び次条第一項において単に「選定事業者」とい

う。）の主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名

三　選定事業者の水道事務所の所在地

（略） 国土交通省

（許可基準）

第二十四条の六　第二十四条の四第一項前段の許可は、その申請が次の各号のい

ずれにも適合していると認められるときでなければ、与えてはならない。

一　当該水道施設運営等事業の計画が確実かつ合理的であること。

二　当該水道施設運営等事業の対象となる水道施設の利用料金が、選定事業者を

水道施設運営権者とみなして第二十四条の八第一項の規定により読み替えられた

第十四条第二項（第一号、第二号及び第四号に係る部分に限る。以下この号にお

いて同じ。）の規定を適用するとしたならば同項に掲げる要件に適合すること。

三　当該水道施設運営等事業の実施により水道の基盤の強化が見込まれること。

（略） 国土交通省

２　前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、厚生労働

省令で定める。

２　前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、国土交通

省令で定める。
国土交通省

（水道施設運営等事業技術管理者）

第二十四条の七　水道施設運営権者は、水道施設運営等事業について技術上の業

務を担当させるため、水道施設運営等事業技術管理者一人を置かなければならな

い。

（略） 国土交通省

２　水道施設運営等事業技術管理者は、水道施設運営等事業に係る業務の範囲内

において、第十九条第二項各号に掲げる事項に関する事務に従事し、及びこれら

の事務に従事する他の職員を監督しなければならない。

（略） 国土交通省

３　水道施設運営等事業技術管理者は、第二十四条の三第五項の政令で定める資

格を有する者でなければならない。
（略） 国土交通省

３　第一項の水道施設運営等事業実施計画書には、次に掲げる事項を記載しなけ

ればならない。

一　水道施設運営等事業の対象となる水道施設の名称及び立地

二　水道施設運営等事業の内容

三　水道施設運営権の存続期間

四　水道施設運営等事業の開始の予定年月日

五　水道事業者が、選定事業者が実施することとなる水道施設運営等事業の適正

を期するために講ずる措置

六　災害その他非常の場合における水道事業の継続のための措置

七　水道施設運営等事業の継続が困難となつた場合における措置

八　選定事業者の経常収支の概算

九　選定事業者が自らの収入として収受しようとする水道施設運営等事業の対象

となる水道施設の利用料金

十　その他厚生労働省令で定める事項

３　第一項の水道施設運営等事業実施計画書には、次に掲げる事項を記載しなけ

ればならない。

一　水道施設運営等事業の対象となる水道施設の名称及び立地

二　水道施設運営等事業の内容

三　水道施設運営権の存続期間

四　水道施設運営等事業の開始の予定年月日

五　水道事業者が、選定事業者が実施することとなる水道施設運営等事業の適正

を期するために講ずる措置

六　災害その他非常の場合における水道事業の継続のための措置

七　水道施設運営等事業の継続が困難となつた場合における措置

八　選定事業者の経常収支の概算

九　選定事業者が自らの収入として収受しようとする水道施設運営等事業の対象

となる水道施設の利用料金

十　その他国土交通省令で定める事項

国土交通省
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２　水道施設運営権者が水道施設運営等事業を実施する場合においては、当該水

道施設運営等事業に係る業務の範囲内において、水道施設運営権者を水道事業者

と、水道施設運営等事業技術管理者を水道技術管理者とみなして、第十二条、第

十三条第一項（水質検査及び施設検査の実施に係る部分に限る。）及び第二項、

第十七条、第二十条から第二十二条の四まで、第二十三条第一項、第二十五条の

九、第三十六条第一項及び第二項、第三十七条並びに第三十九条（第二項及び第

三項を除く。）の規定（これらの規定に係る罰則を含む。）を適用する。この場

合において、当該水道施設運営等事業に係る業務の範囲内において、水道事業者

及び水道技術管理者については、これらの規定は適用せず、第二十二条の四第一

項中「更新」とあるのは、「更新（民間資金等の活用による公共施設等の整備等

の促進に関する法律（平成十一年法律第百十七号）第二条第六項に規定する運営

等として行うものに限る。次項において同じ。）」とする。

（略） 国土交通省

３　前項の規定により水道施設運営権者を水道事業者とみなして第二十五条の九

の規定を適用する場合における第二十五条の十一第一項の規定の適用について

は、同項第五号中「水道事業者」とあるのは、「水道施設運営権者」とする。

（略） 国土交通省

４　水道施設運営権者が水道施設運営等事業を実施する場合においては、当該水

道施設運営等事業に係る業務の範囲内において、水道技術管理者については第十

九条第二項の規定は適用せず、水道施設運営等事業技術管理者が同項各号に掲げ

る事項に関する全ての事務に従事し、及びこれらの事務に従事する他の職員を監

督する場合においては、水道事業者については、同条第一項の規定は、適用しな

い。

（略） 国土交通省

（水道施設運営等事業の開始の通知）

第二十四条の九　地方公共団体である水道事業者は、水道施設運営権者から水道

施設運営等事業の開始に係る民間資金法第二十一条第三項の規定による届出を受

けたときは、遅滞なく、その旨を厚生労働大臣に通知するものとする。

（水道施設運営等事業の開始の通知）

第二十四条の九　地方公共団体である水道事業者は、水道施設運営権者から水道

施設運営等事業の開始に係る民間資金法第二十一条第三項の規定による届出を受

けたときは、遅滞なく、その旨を国土交通大臣に通知するものとする。

国土交通省

（水道施設運営権者に係る変更の届出）

第二十四条の十　水道施設運営権者は、次に掲げる事項に変更を生じたときは、

遅滞なく、その旨を水道施設運営権を設定した地方公共団体である水道事業者及

び厚生労働大臣に届け出なければならない。

一　水道施設運営権者の主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名

二　水道施設運営権者の水道事務所の所在地

（水道施設運営権者に係る変更の届出）

第二十四条の十　水道施設運営権者は、次に掲げる事項に変更を生じたときは、

遅滞なく、その旨を水道施設運営権を設定した地方公共団体である水道事業者及

び国土交通大臣に届け出なければならない。

一　水道施設運営権者の主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名

二　水道施設運営権者の水道事務所の所在地

国土交通省

（水道施設運営権の移転の協議）

第二十四条の十一　地方公共団体である水道事業者は、水道施設運営等事業に係

る民間資金法第二十六条第二項の許可をしようとするときは、あらかじめ、厚生

労働大臣に協議しなければならない。

（水道施設運営権の移転の協議）

第二十四条の十一　地方公共団体である水道事業者は、水道施設運営等事業に係

る民間資金法第二十六条第二項の許可をしようとするときは、あらかじめ、国土

交通大臣に協議しなければならない。

国土交通省

（水道施設運営権の取消し等の要求）

第二十四条の十二　厚生労働大臣は、水道施設運営権者がこの法律又はこの法律

に基づく命令の規定に違反した場合には、民間資金法第二十九条第一項第一号

（トに係る部分に限る。）に掲げる場合に該当するとして、水道施設運営権を設

定した地方公共団体である水道事業者に対して、同項の規定による処分をなすべ

きことを求めることができる。

（水道施設運営権の取消し等の要求）

第二十四条の十二　国土交通大臣は、水道施設運営権者がこの法律又はこの法律

に基づく命令の規定に違反した場合には、民間資金法第二十九条第一項第一号

（トに係る部分に限る。）に掲げる場合に該当するとして、水道施設運営権を設

定した地方公共団体である水道事業者に対して、同項の規定による処分をなすべ

きことを求めることができる。

国土交通省

（水道施設運営権の取消し等の通知）

第二十四条の十三　地方公共団体である水道事業者は、次に掲げる場合には、遅

滞なく、その旨を厚生労働大臣に通知するものとする。

一　民間資金法第二十九条第一項の規定により水道施設運営権を取り消し、若し

くはその行使の停止を命じたとき、又はその停止を解除したとき。

二　水道施設運営権の存続期間の満了に伴い、民間資金法第二十九条第四項の規

定により、又は水道施設運営権者が水道施設運営権を放棄したことにより、水道

施設運営権が消滅したとき。

（水道施設運営権の取消し等の通知）

第二十四条の十三　地方公共団体である水道事業者は、次に掲げる場合には、遅

滞なく、その旨を国土交通大臣に通知するものとする。

一　民間資金法第二十九条第一項の規定により水道施設運営権を取り消し、若し

くはその行使の停止を命じたとき、又はその停止を解除したとき。

二　水道施設運営権の存続期間の満了に伴い、民間資金法第二十九条第四項の規

定により、又は水道施設運営権者が水道施設運営権を放棄したことにより、水道

施設運営権が消滅したとき。

国土交通省

（簡易水道事業に関する特例）

第二十五条　簡易水道事業については、当該水道が、消毒設備以外の浄水施設を

必要とせず、かつ、自然流下のみによつて給水することができるものであるとき

は、第十九条第三項の規定を適用しない。

（略） 国土交通省

（水道施設運営等事業に関する特例）

第二十四条の八　水道施設運営権者が水道施設運営等事業を実施する場合におけ

る第十四条第一項、第二項及び第五項、第十五条第二項及び第三項、第二十三条

第二項、第二十四条第三項並びに第四十条第一項、第五項及び第八項の規定の適

用については、第十四条第一項中「料金」とあるのは「料金（第二十四条の四第

三項に規定する水道施設運営権者（次項、次条第二項及び第二十三条第二項にお

いて「水道施設運営権者」という。）が自らの収入として収受する水道施設の利

用に係る料金（次項において「水道施設運営権者に係る利用料金」という。）を

含む。次項第一号及び第二号、第五項、次条第三項並びに第二十四条第三項にお

いて同じ。）」と、同条第二項中「次に」とあるのは「水道施設運営権者に係る

利用料金について、水道施設運営権者は水道の需要者に対して直接にその支払を

請求する権利を有する旨が明確に定められていることのほか、次に」と、第十五

条第二項ただし書中「受けた場合」とあるのは「受けた場合（水道施設運営権者

が当該供給命令を受けた場合を含む。）」と、第二十三条第二項中「水道事業者

の」とあるのは「水道事業者（水道施設運営権者を含む。以下この項及び次条第

三項において同じ。）の」と、第四十条第一項及び第五項中「又は水道用水供給

事業者」とあるのは「若しくは水道用水供給事業者又は水道施設運営権者」と、

同条第八項中「水道用水供給事業者」とあるのは「水道用水供給事業者若しくは

水道施設運営権者」とする。この場合において、水道施設運営権者は、当然に給

水契約の利益（水道施設運営等事業の対象となる水道施設の利用料金の支払を請

求する権利に係る部分に限る。）を享受する。

（略） 国土交通省
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２　給水人口が二千人以下である簡易水道事業を経営する水道事業者は、第二十

四条第一項の規定にかかわらず、消防組織法（昭和二十二年法律第二百二十六

号）第七条に規定する市町村長との協議により、当該水道に消火栓を設置しない

ことができる。

（略） 国土交通省

（指定の申請）

第二十五条の二　第十六条の二第一項の指定は、給水装置工事の事業を行う者の

申請により行う。

（略） 国土交通省

２　第十六条の二第一項の指定を受けようとする者は、厚生労働省令で定めると

ころにより、次に掲げる事項を記載した申請書を水道事業者に提出しなければな

らない。

一　氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名

二　当該水道事業者の給水区域について給水装置工事の事業を行う事業所（以下

この節において単に「事業所」という。）の名称及び所在地並びに第二十五条の

四第一項の規定によりそれぞれの事業所において選任されることとなる給水装置

工事主任技術者の氏名

三　給水装置工事を行うための機械器具の名称、性能及び数

四　その他厚生労働省令で定める事項

２　第十六条の二第一項の指定を受けようとする者は、国土交通省令で定めると

ころにより、次に掲げる事項を記載した申請書を水道事業者に提出しなければな

らない。

一　氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名

二　当該水道事業者の給水区域について給水装置工事の事業を行う事業所（以下

この節において単に「事業所」という。）の名称及び所在地並びに第二十五条の

四第一項の規定によりそれぞれの事業所において選任されることとなる給水装置

工事主任技術者の氏名

三　給水装置工事を行うための機械器具の名称、性能及び数

四　その他国土交通省令で定める事項

国土交通省

２　水道事業者は、第十六条の二第一項の指定をしたときは、遅滞なく、その旨

を一般に周知させる措置をとらなければならない。
（略） 国土交通省

（指定の更新）

第二十五条の三の二　第十六条の二第一項の指定は、五年ごとにその更新を受け

なければ、その期間の経過によつて、その効力を失う。

（略） 国土交通省

２　前項の更新の申請があつた場合において、同項の期間（以下この項及び次項

において「指定の有効期間」という。）の満了の日までにその申請に対する決定

がされないときは、従前の指定は、指定の有効期間の満了後もその決定がされる

までの間は、なおその効力を有する。

（略） 国土交通省

３　前項の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、

従前の指定の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。
（略） 国土交通省

４　前二条の規定は、第一項の指定の更新について準用する。 （略） 国土交通省

（給水装置工事主任技術者）

第二十五条の四　指定給水装置工事事業者は、事業所ごとに、第三項各号に掲げ

る職務をさせるため、厚生労働省令で定めるところにより、給水装置工事主任技

術者免状の交付を受けている者のうちから、給水装置工事主任技術者を選任しな

ければならない。

（給水装置工事主任技術者）

第二十五条の四　指定給水装置工事事業者は、事業所ごとに、第三項各号に掲げ

る職務をさせるため、国土交通省令で定めるところにより、給水装置工事主任技

術者免状の交付を受けている者のうちから、給水装置工事主任技術者を選任しな

ければならない。

国土交通省

２　指定給水装置工事事業者は、給水装置工事主任技術者を選任したときは、遅

滞なく、その旨を水道事業者に届け出なければならない。これを解任したとき

も、同様とする。

（略） 国土交通省

３　給水装置工事主任技術者は、次に掲げる職務を誠実に行わなければならな

い。

一　給水装置工事に関する技術上の管理

二　給水装置工事に従事する者の技術上の指導監督

三　給水装置工事に係る給水装置の構造及び材質が第十六条の規定に基づく政令

で定める基準に適合していることの確認

四　その他厚生労働省令で定める職務

３　給水装置工事主任技術者は、次に掲げる職務を誠実に行わなければならな

い。

一　給水装置工事に関する技術上の管理

二　給水装置工事に従事する者の技術上の指導監督

三　給水装置工事に係る給水装置の構造及び材質が第十六条の規定に基づく政令

で定める基準に適合していることの確認

四　その他国土交通省令で定める職務

国土交通省

４　給水装置工事に従事する者は、給水装置工事主任技術者がその職務として行

う指導に従わなければならない。
（略） 国土交通省

（給水装置工事主任技術者免状）

第二十五条の五　給水装置工事主任技術者免状は、給水装置工事主任技術者試験

に合格した者に対し、厚生労働大臣が交付する。

（給水装置工事主任技術者免状）

第二十五条の五　給水装置工事主任技術者免状は、給水装置工事主任技術者試験

に合格した者に対し、国土交通大臣及び環境大臣が交付する。

国土交通省・環

境省

２　厚生労働大臣は、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、給水装置工

事主任技術者免状の交付を行わないことができる。

一　次項の規定により給水装置工事主任技術者免状の返納を命ぜられ、その日か

ら一年を経過しない者

二　この法律に違反して、刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受ける

ことがなくなつた日から二年を経過しない者

２　国土交通大臣及び環境大臣は、次の各号のいずれかに該当する者に対して

は、給水装置工事主任技術者免状の交付を行わないことができる。

一　次項の規定により給水装置工事主任技術者免状の返納を命ぜられ、その日か

ら一年を経過しない者

二　この法律に違反して、刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受ける

ことがなくなつた日から二年を経過しない者

国土交通省・環

境省

（指定の基準）

第二十五条の三　水道事業者は、第十六条の二第一項の指定の申請をした者が次

の各号のいずれにも適合していると認めるときは、同項の指定をしなければなら

ない。

一　事業所ごとに、第二十五条の四第一項の規定により給水装置工事主任技術者

として選任されることとなる者を置く者であること。

二　厚生労働省令で定める機械器具を有する者であること。

三　次のいずれにも該当しない者であること。

イ　心身の故障により給水装置工事の事業を適正に行うことができない者として

厚生労働省令で定めるもの

ロ　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

ハ　この法律に違反して、刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受ける

ことがなくなつた日から二年を経過しない者

ニ　第二十五条の十一第一項の規定により指定を取り消され、その取消しの日か

ら二年を経過しない者

ホ　その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる

相当の理由がある者

ヘ　法人であつて、その役員のうちにイからホまでのいずれかに該当する者があ

るもの

（指定の基準）

第二十五条の三　水道事業者は、第十六条の二第一項の指定の申請をした者が次

の各号のいずれにも適合していると認めるときは、同項の指定をしなければなら

ない。

一　事業所ごとに、第二十五条の四第一項の規定により給水装置工事主任技術者

として選任されることとなる者を置く者であること。

二　国土交通省令で定める機械器具を有する者であること。

三　次のいずれにも該当しない者であること。

イ　心身の故障により給水装置工事の事業を適正に行うことができない者として

国土交通省令で定めるもの

ロ　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

ハ　この法律に違反して、刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受ける

ことがなくなつた日から二年を経過しない者

ニ　第二十五条の十一第一項の規定により指定を取り消され、その取消しの日か

ら二年を経過しない者

ホ　その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる

相当の理由がある者

ヘ　法人であつて、その役員のうちにイからホまでのいずれかに該当する者があ

るもの

国土交通省
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３　厚生労働大臣は、給水装置工事主任技術者免状の交付を受けている者がこの

法律に違反したときは、その給水装置工事主任技術者免状の返納を命ずることが

できる。

３　国土交通大臣及び環境大臣は、給水装置工事主任技術者免状の交付を受けて

いる者がこの法律に違反したときは、その給水装置工事主任技術者免状の返納を

命ずることができる。

国土交通省・環

境省

（新設）
４　給水装置工事主任技術者免状の交付、書換え交付、再交付及び返納の事務

は、国土交通大臣が行う。
国土交通省

４　前三項に規定するもののほか、給水装置工事主任技術者免状の交付、書換え

交付、再交付及び返納に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める。

５　前各項に規定するもののほか、給水装置工事主任技術者免状の交付、書換え

交付、再交付及び返納に関し必要な事項は、国土交通省令・環境省令で定める。

国土交通省・環

境省

（給水装置工事主任技術者試験）

第二十五条の六　給水装置工事主任技術者試験は、給水装置工事主任技術者とし

て必要な知識及び技能について、厚生労働大臣が行う。

（給水装置工事主任技術者試験）

第二十五条の六　給水装置工事主任技術者試験は、給水装置工事主任技術者とし

て必要な知識及び技能について、国土交通大臣及び環境大臣が行う。

国土交通省・環

境省

２　給水装置工事主任技術者試験は、給水装置工事に関して三年以上の実務の経

験を有する者でなければ、受けることができない。
（略）

国土交通省・環

境省

３　給水装置工事主任技術者試験の試験科目、受験手続その他給水装置工事主任

技術者試験の実施細目は、厚生労働省令で定める。

３　給水装置工事主任技術者試験の試験科目、受験手続その他給水装置工事主任

技術者試験の実施細目は、国土交通省令・環境省令で定める。

国土交通省・環

境省

（変更の届出等）

第二十五条の七　指定給水装置工事事業者は、事業所の名称及び所在地その他厚

生労働省令で定める事項に変更があつたとき、又は給水装置工事の事業を廃止

し、休止し、若しくは再開したときは、厚生労働省令で定めるところにより、そ

の旨を水道事業者に届け出なければならない。

（変更の届出等）

第二十五条の七　指定給水装置工事事業者は、事業所の名称及び所在地その他国

土交通省令で定める事項に変更があつたとき、又は給水装置工事の事業を廃止

し、休止し、若しくは再開したときは、国土交通省令で定めるところにより、そ

の旨を水道事業者に届け出なければならない。

国土交通省

（事業の基準）

第二十五条の八　指定給水装置工事事業者は、厚生労働省令で定める給水装置工

事の事業の運営に関する基準に従い、適正な給水装置工事の事業の運営に努めな

ければならない。

（事業の基準）

第二十五条の八　指定給水装置工事事業者は、国土交通省令で定める給水装置工

事の事業の運営に関する基準に従い、適正な給水装置工事の事業の運営に努めな

ければならない。

国土交通省

（給水装置工事主任技術者の立会い）

第二十五条の九　水道事業者は、第十七条第一項の規定による給水装置の検査を

行うときは、当該給水装置に係る給水装置工事を施行した指定給水装置工事事業

者に対し、当該給水装置工事を施行した事業所に係る給水装置工事主任技術者を

検査に立ち会わせることを求めることができる。

（略） 国土交通省

（報告又は資料の提出）

第二十五条の十　水道事業者は、指定給水装置工事事業者に対し、当該指定給水

装置工事事業者が給水区域において施行した給水装置工事に関し必要な報告又は

資料の提出を求めることができる。

（略） 国土交通省

２　第二十五条の三第二項の規定は、前項の場合に準用する。 （略） 国土交通省

（指定試験機関の指定）

第二十五条の十二　厚生労働大臣は、その指定する者（以下「指定試験機関」と

いう。）に、給水装置工事主任技術者試験の実施に関する事務（以下「試験事

務」という。）を行わせることができる。

（指定試験機関の指定）

第二十五条の十二　国土交通大臣及び環境大臣は、その指定する者（以下「指定

試験機関」という。）に、給水装置工事主任技術者試験の実施に関する事務（以

下「試験事務」という。）を行わせることができる。

国土交通省・環

境省

２　指定試験機関の指定は、試験事務を行おうとする者の申請により行う。 （略）
国土交通省・環

境省

（指定の基準）

第二十五条の十三　厚生労働大臣は、他に指定を受けた者がなく、かつ、前条第

二項の規定による申請が次の要件を満たしていると認めるときでなければ、指定

試験機関の指定をしてはならない。

一　職員、設備、試験事務の実施の方法その他の事項についての試験事務の実施

に関する計画が試験事務の適正かつ確実な実施のために適切なものであること。

二　前号の試験事務の実施に関する計画の適正かつ確実な実施に必要な経理的及

び技術的な基礎を有するものであること。

三　申請者が、試験事務以外の業務を行つている場合には、その業務を行うこと

によつて試験事務が不公正になるおそれがないこと。

（指定の基準）

第二十五条の十三　国土交通大臣及び環境大臣は、他に指定を受けた者がなく、

かつ、前条第二項の規定による申請が次の要件を満たしていると認めるときでな

ければ、指定試験機関の指定をしてはならない。

一　職員、設備、試験事務の実施の方法その他の事項についての試験事務の実施

に関する計画が試験事務の適正かつ確実な実施のために適切なものであること。

二　前号の試験事務の実施に関する計画の適正かつ確実な実施に必要な経理的及

び技術的な基礎を有するものであること。

三　申請者が、試験事務以外の業務を行つている場合には、その業務を行うこと

によつて試験事務が不公正になるおそれがないこと。

国土交通省・環

境省

２　厚生労働大臣は、前条第二項の規定による申請をした者が、次の各号のいず

れかに該当するときは、指定試験機関の指定をしてはならない。

一　一般社団法人又は一般財団法人以外の者であること。

二　第二十五条の二十四第一項又は第二項の規定により指定を取り消され、その

取消しの日から起算して二年を経過しない者であること。

三　その役員のうちに、次のいずれかに該当する者があること。

イ　この法律に違反して、刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受ける

ことがなくなつた日から起算して二年を経過しない者

ロ　第二十五条の十五第二項の規定による命令により解任され、その解任の日か

ら起算して二年を経過しない者

２　国土交通大臣及び環境大臣は、前条第二項の規定による申請をした者が、次

の各号のいずれかに該当するときは、指定試験機関の指定をしてはならない。

一　一般社団法人又は一般財団法人以外の者であること。

二　第二十五条の二十四第一項又は第二項の規定により指定を取り消され、その

取消しの日から起算して二年を経過しない者であること。

三　その役員のうちに、次のいずれかに該当する者があること。

イ　この法律に違反して、刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受ける

ことがなくなつた日から起算して二年を経過しない者

ロ　第二十五条の十五第二項の規定による命令により解任され、その解任の日か

ら起算して二年を経過しない者

国土交通省・環

境省

（指定の取消し）

第二十五条の十一　水道事業者は、指定給水装置工事事業者が次の各号のいずれ

かに該当するときは、第十六条の二第一項の指定を取り消すことができる。

一　第二十五条の三第一項各号のいずれかに適合しなくなつたとき。

二　第二十五条の四第一項又は第二項の規定に違反したとき。

三　第二十五条の七の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。

四　第二十五条の八に規定する給水装置工事の事業の運営に関する基準に従つた

適正な給水装置工事の事業の運営をすることができないと認められるとき。

五　第二十五条の九の規定による水道事業者の求めに対し、正当な理由なくこれ

に応じないとき。

六　前条の規定による水道事業者の求めに対し、正当な理由なくこれに応じず、

又は虚偽の報告若しくは資料の提出をしたとき。

七　その施行する給水装置工事が水道施設の機能に障害を与え、又は与えるおそ

れが大であるとき。

八　不正の手段により第十六条の二第一項の指定を受けたとき。

（略） 国土交通省
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（指定の公示等）

第二十五条の十四　厚生労働大臣は、第二十五条の十二第一項の規定による指定

をしたときは、指定試験機関の名称及び主たる事務所の所在地並びに当該指定を

した日を公示しなければならない。

（指定の公示等）

第二十五条の十四　国土交通大臣及び環境大臣は、第二十五条の十二第一項の規

定による指定をしたときは、指定試験機関の名称及び主たる事務所の所在地並び

に当該指定をした日を公示しなければならない。

国土交通省・環

境省

２　指定試験機関は、その名称又は主たる事務所の所在地を変更しようとすると

きは、変更しようとする日の二週間前までに、その旨を厚生労働大臣に届け出な

ければならない。

２　指定試験機関は、その名称又は主たる事務所の所在地を変更しようとすると

きは、変更しようとする日の二週間前までに、その旨を国土交通大臣及び環境大

臣に届け出なければならない。

国土交通省・環

境省

３　厚生労働大臣は、前項の規定による届出があつたときは、その旨を公示しな

ければならない。

３　国土交通大臣及び環境大臣は、前項の規定による届出があつたときは、その

旨を公示しなければならない。

国土交通省・環

境省

（役員の選任及び解任）

第二十五条の十五　指定試験機関の役員の選任及び解任は、厚生労働大臣の認可

を受けなければ、その効力を生じない。

（役員の選任及び解任）

第二十五条の十五　指定試験機関の役員の選任及び解任は、国土交通大臣及び環

境大臣の認可を受けなければ、その効力を生じない。

国土交通省・環

境省

２　厚生労働大臣は、指定試験機関の役員が、この法律（これに基づく命令又は

処分を含む。）若しくは第二十五条の十八第一項に規定する試験事務規程に違反

する行為をしたとき、又は試験事務に関し著しく不適当な行為をしたときは、指

定試験機関に対し、当該役員を解任すべきことを命ずることができる。

２　国土交通大臣及び環境大臣は、指定試験機関の役員が、この法律（これに基

づく命令又は処分を含む。）若しくは第二十五条の十八第一項に規定する試験事

務規程に違反する行為をしたとき、又は試験事務に関し著しく不適当な行為をし

たときは、指定試験機関に対し、当該役員を解任すべきことを命ずることができ

る。

国土交通省・環

境省

（試験委員）

第二十五条の十六　指定試験機関は、試験事務のうち、給水装置工事主任技術者

として必要な知識及び技能を有するかどうかの判定に関する事務を行う場合に

は、試験委員にその事務を行わせなければならない。

（略）
国土交通省・環

境省

２　指定試験機関は、試験委員を選任しようとするときは、厚生労働省令で定め

る要件を備える者のうちから選任しなければならない。

２　指定試験機関は、試験委員を選任しようとするときは、国土交通省令・環境

省令で定める要件を備える者のうちから選任しなければならない。

国土交通省・環

境省

３　指定試験機関は、試験委員を選任したときは、厚生労働省令で定めるところ

により、遅滞なく、その旨を厚生労働大臣に届け出なければならない。試験委員

に変更があつたときも、同様とする。

３　指定試験機関は、試験委員を選任したときは、国土交通省令・環境省令で定

めるところにより、遅滞なく、その旨を厚生労働大臣に届け出なければならな

い。試験委員に変更があつたときも、同様とする。

国土交通省・環

境省

４　前条第二項の規定は、試験委員の解任について準用する。 （略）
国土交通省・環

境省

（秘密保持義務等）

第二十五条の十七　指定試験機関の役員若しくは職員（試験委員を含む。次項に

おいて同じ。）又はこれらの職にあつた者は、試験事務に関して知り得た秘密を

漏らしてはならない。

（略）
国土交通省・環

境省

２　試験事務に従事する指定試験機関の役員又は職員は、刑法（明治四十年法律

第四十五号）その他の罰則の適用については、法令により公務に従事する職員と

みなす。

（略）
国土交通省・環

境省

（試験事務規程）

第二十五条の十八　指定試験機関は、試験事務の開始前に、試験事務の実施に関

する規程（以下「試験事務規程」という。）を定め、厚生労働大臣の認可を受け

なければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。

（試験事務規程）

第二十五条の十八　指定試験機関は、試験事務の開始前に、試験事務の実施に関

する規程（以下「試験事務規程」という。）を定め、国土交通大臣及び環境大臣

の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。

国土交通省・環

境省

２　試験事務規程で定めるべき事項は、厚生労働省令で定める。 ２　試験事務規程で定めるべき事項は、国土交通省令・環境省令で定める。
国土交通省・環

境省

３　厚生労働大臣は、第一項の規定により認可をした試験事務規程が試験事務の

適正かつ確実な実施上不適当となつたと認めるときは、指定試験機関に対し、こ

れを変更すべきことを命ずることができる。

３　国土交通大臣及び環境大臣は、第一項の規定により認可をした試験事務規程

が試験事務の適正かつ確実な実施上不適当となつたと認めるときは、指定試験機

関に対し、これを変更すべきことを命ずることができる。

国土交通省・環

境省

（事業計画の認可等）

第二十五条の十九　指定試験機関は、毎事業年度、事業計画及び収支予算を作成

し、当該事業年度の開始前に（第二十五条の十二第一項の規定による指定を受け

た日の属する事業年度にあつては、その指定を受けた後遅滞なく）、厚生労働大

臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とす

る。

（事業計画の認可等）

第二十五条の十九　指定試験機関は、毎事業年度、事業計画及び収支予算を作成

し、当該事業年度の開始前に（第二十五条の十二第一項の規定による指定を受け

た日の属する事業年度にあつては、その指定を受けた後遅滞なく）、国土交通大

臣及び環境大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするとき

も、同様とする。

国土交通省・環

境省

２　指定試験機関は、毎事業年度、事業報告書及び収支決算書を作成し、当該事

業年度の終了後三月以内に、厚生労働大臣に提出しなければならない。

２　指定試験機関は、毎事業年度、事業報告書及び収支決算書を作成し、当該事

業年度の終了後三月以内に、国土交通大臣及び環境大臣に提出しなければならな

い。

国土交通省・環

境省

（帳簿の備付け）

第二十五条の二十　指定試験機関は、厚生労働省令で定めるところにより、試験

事務に関する事項で厚生労働省令で定めるものを記載した帳簿を備え、これを保

存しなければならない。

（帳簿の備付け）

第二十五条の二十　指定試験機関は、国土交通省令・環境省令で定めるところに

より、試験事務に関する事項で国土交通省令・環境省令で定めるものを記載した

帳簿を備え、これを保存しなければならない。

国土交通省・環

境省

（監督命令）

第二十五条の二十一　厚生労働大臣は、試験事務の適正な実施を確保するため必

要があると認めるときは、指定試験機関に対し、試験事務に関し監督上必要な命

令をすることができる。

（監督命令）

第二十五条の二十一　国土交通大臣及び環境大臣は、試験事務の適正な実施を確

保するため必要があると認めるときは、指定試験機関に対し、試験事務に関し監

督上必要な命令をすることができる。

国土交通省・環

境省

（報告、検査等）

第二十五条の二十二　厚生労働大臣は、試験事務の適正な実施を確保するため必

要があると認めるときは、指定試験機関に対し、試験事務の状況に関し必要な報

告を求め、又はその職員に、指定試験機関の事務所に立ち入り、試験事務の状況

若しくは設備、帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。

（報告、検査等）

第二十五条の二十二　国土交通大臣及び環境大臣は、試験事務の適正な実施を確

保するため必要があると認めるときは、指定試験機関に対し、試験事務の状況に

関し必要な報告を求め、又はその職員に、指定試験機関の事務所に立ち入り、試

験事務の状況若しくは設備、帳簿、書類その他の物件を検査させることができ

る。

国土交通省・環

境省

２　前項の規定により立入検査を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、

関係者の請求があつたときは、これを提示しなければならない。
（略）

国土交通省・環

境省

３　第一項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはな

らない。
（略）

国土交通省・環

境省

（試験事務の休廃止）

第二十五条の二十三　指定試験機関は、厚生労働大臣の許可を受けなければ、試

験事務の全部又は一部を休止し、又は廃止してはならない。

（試験事務の休廃止）

第二十五条の二十三　指定試験機関は、国土交通大臣及び環境大臣の許可を受け

なければ、試験事務の全部又は一部を休止し、又は廃止してはならない。

国土交通省・環

境省

13



改正前 改正後 所掌省庁

２　厚生労働大臣は、指定試験機関の試験事務の全部又は一部の休止又は廃止に

より試験事務の適正かつ確実な実施が損なわれるおそれがないと認めるときでな

ければ、前項の規定による許可をしてはならない。

２　国土交通大臣及び環境大臣は、指定試験機関の試験事務の全部又は一部の休

止又は廃止により試験事務の適正かつ確実な実施が損なわれるおそれがないと認

めるときでなければ、前項の規定による許可をしてはならない。

国土交通省・環

境省

３　厚生労働大臣は、第一項の規定による許可をしたときは、その旨を公示しな

ければならない。

３　国土交通大臣及び環境大臣は、第一項の規定による許可をしたときは、その

旨を公示しなければならない。

国土交通省・環

境省

（指定の取消し等）

第二十五条の二十四　厚生労働大臣は、指定試験機関が第二十五条の十三第二項

第一号又は第三号に該当するに至つたときは、その指定を取り消さなければなら

ない。

（指定の取消し等）

第二十五条の二十四　国土交通大臣及び環境大臣は、指定試験機関が第二十五条

の十三第二項第一号又は第三号に該当するに至つたときは、その指定を取り消さ

なければならない。

国土交通省・環

境省

２　厚生労働大臣は、指定試験機関が次の各号のいずれかに該当するときは、そ

の指定を取り消し、又は期間を定めて試験事務の全部若しくは一部の停止を命ず

ることができる。

一　第二十五条の十三第一項各号の要件を満たさなくなつたと認められるとき。

二　第二十五条の十五第二項（第二十五条の十六第四項において準用する場合を

含む。）、第二十五条の十八第三項又は第二十五条の二十一の規定による命令に

違反したとき。

三　第二十五条の十六第一項、第二十五条の十九、第二十五条の二十又は前条第

一項の規定に違反したとき。

四　第二十五条の十八第一項の規定により認可を受けた試験事務規程によらない

で試験事務を行つたとき。

五　不正な手段により指定試験機関の指定を受けたとき。

２　国土交通大臣及び環境大臣は、指定試験機関が次の各号のいずれかに該当す

るときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて試験事務の全部若しくは一部

の停止を命ずることができる。

一　第二十五条の十三第一項各号の要件を満たさなくなつたと認められるとき。

二　第二十五条の十五第二項（第二十五条の十六第四項において準用する場合を

含む。）、第二十五条の十八第三項又は第二十五条の二十一の規定による命令に

違反したとき。

三　第二十五条の十六第一項、第二十五条の十九、第二十五条の二十又は前条第

一項の規定に違反したとき。

四　第二十五条の十八第一項の規定により認可を受けた試験事務規程によらない

で試験事務を行つたとき。

五　不正な手段により指定試験機関の指定を受けたとき。

国土交通省・環

境省

３　厚生労働大臣は、前二項の規定により指定を取り消し、又は前項の規定によ

り試験事務の全部若しくは一部の停止を命じたときは、その旨を公示しなければ

ならない。

３　国土交通大臣及び環境大臣は、前二項の規定により指定を取り消し、又は前

項の規定により試験事務の全部若しくは一部の停止を命じたときは、その旨を公

示しなければならない。

国土交通省・環

境省

（指定等の条件）

第二十五条の二十五　第二十五条の十二第一項、第二十五条の十五第一項、第二

十五条の十八第一項、第二十五条の十九第一項又は第二十五条の二十三第一項の

規定による指定、認可又は許可には、条件を付し、及びこれを変更することがで

きる。

（略）
国土交通省・環

境省

（厚生労働大臣による試験事務の実施）

第二十五条の二十六　厚生労働大臣は、指定試験機関の指定をしたときは、試験

事務を行わないものとする。

（国土交通大臣及び環境大臣による試験事務の実施）

第二十五条の二十六　国土交通大臣及び環境大臣は、指定試験機関の指定をした

ときは、試験事務を行わないものとする。

国土交通省・環

境省

２　厚生労働大臣は、指定試験機関が第二十五条の二十三第一項の規定による許

可を受けて試験事務の全部若しくは一部を休止したとき、第二十五条の二十四第

二項の規定により指定試験機関に対し試験事務の全部若しくは一部の停止を命じ

たとき、又は指定試験機関が天災その他の事由により試験事務の全部若しくは一

部を実施することが困難となつた場合において必要があると認めるときは、当該

試験事務の全部又は一部を自ら行うものとする。

２　国土交通大臣及び環境大臣は、指定試験機関が第二十五条の二十三第一項の

規定による許可を受けて試験事務の全部若しくは一部を休止したとき、第二十五

条の二十四第二項の規定により指定試験機関に対し試験事務の全部若しくは一部

の停止を命じたとき、又は指定試験機関が天災その他の事由により試験事務の全

部若しくは一部を実施することが困難となつた場合において必要があると認める

ときは、当該試験事務の全部又は一部を自ら行うものとする。

国土交通省・環

境省

３　厚生労働大臣は、前項の規定により試験事務の全部若しくは一部を自ら行う

こととするとき、又は自ら行つていた試験事務の全部若しくは一部を行わないこ

ととするときは、その旨を公示しなければならない。

３　国土交通大臣及び環境大臣は、前項の規定により試験事務の全部若しくは一

部を自ら行うこととするとき、又は自ら行つていた試験事務の全部若しくは一部

を行わないこととするときは、その旨を公示しなければならない。

国土交通省・環

境省

（厚生労働省令への委任）

第二十五条の二十七　この法律に規定するもののほか、指定試験機関及びその行

う試験事務並びに試験事務の引継ぎに関し必要な事項は、厚生労働省令で定め

る。

（国土交通省令・環境省令への委任）

第二十五条の二十七　この法律に規定するもののほか、指定試験機関及びその行

う試験事務並びに試験事務の引継ぎに関し必要な事項は、国土交通省令・環境省

令で定める。

国土交通省・環

境省

（事業の認可）

第二十六条　水道用水供給事業を経営しようとする者は、厚生労働大臣の認可を

受けなければならない。

（事業の認可）

第二十六条　水道用水供給事業を経営しようとする者は、国土交通大臣の認可を

受けなければならない。

国土交通省

（認可の申請）

第二十七条　水道用水供給事業経営の認可の申請をするには、申請書に、事業計

画書、工事設計書その他厚生労働省令で定める書類（図面を含む。）を添えて、

これを厚生労働大臣に提出しなければならない。

（認可の申請）

第二十七条　水道用水供給事業経営の認可の申請をするには、申請書に、事業計

画書、工事設計書その他国土交通省令で定める書類（図面を含む。）を添えて、

これを国土交通大臣に提出しなければならない。

国土交通省

２　前項の申請書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一　申請者の住所及び氏名（法人又は組合にあつては、主たる事務所の所在地及

び名称並びに代表者の氏名）

二　水道事務所の所在地

（略） 国土交通省

３　水道用水供給事業者は、前項に規定する申請書の記載事項に変更を生じたと

きは、速やかに、その旨を厚生労働大臣に届け出なければならない。

３　水道用水供給事業者は、前項に規定する申請書の記載事項に変更を生じたと

きは、速やかに、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。
国土交通省

４　第一項の事業計画書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一　給水対象及び給水量

二　水道施設の概要

三　給水開始の予定年月日

四　工事費の予定総額及びその予定財源

五　経常収支の概算

六　その他厚生労働省令で定める事項

４　第一項の事業計画書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一　給水対象及び給水量

二　水道施設の概要

三　給水開始の予定年月日

四　工事費の予定総額及びその予定財源

五　経常収支の概算

六　その他国土交通省令で定める事項

国土交通省

５　第一項の工事設計書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一　一日最大給水量及び一日平均給水量

二　水源の種別及び取水地点

三　水源の水量の概算及び水質試験の結果

四　水道施設の位置（標高及び水位を含む。）、規模及び構造

五　浄水方法

六　工事の着手及び完了の予定年月日

七　その他厚生労働省令で定める事項

５　第一項の工事設計書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一　一日最大給水量及び一日平均給水量

二　水源の種別及び取水地点

三　水源の水量の概算及び水質試験の結果

四　水道施設の位置（標高及び水位を含む。）、規模及び構造

五　浄水方法

六　工事の着手及び完了の予定年月日

七　その他国土交通省令で定める事項

国土交通省
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（認可基準）

第二十八条　水道用水供給事業経営の認可は、その申請が次の各号のいずれにも

適合していると認められるときでなければ、与えてはならない。

一　当該水道用水供給事業の計画が確実かつ合理的であること。

二　水道施設の工事の設計が第五条の規定による施設基準に適合すること。

三　地方公共団体以外の者の申請に係る水道用水供給事業にあつては、当該事業

を遂行するに足りる経理的基礎があること。

四　その他当該水道用水供給事業の開始が公益上必要であること。

（略） 国土交通省

２　前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、厚生労働

省令で定める。

２　前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、国土交通

省令で定める。
国土交通省

（附款）

第二十九条　厚生労働大臣は、地方公共団体以外の者に対して水道用水供給事業

経営の認可を与える場合には、これに必要な条件を附することができる。

（認可の条件）

第二十九条　国土交通大臣は、地方公共団体以外の者に対して水道用水供給事業

経営の認可を与える場合には、これに必要な条件を付することができる。

国土交通省

２　第九条第二項の規定は、前項の条件について準用する。 （略） 国土交通省

（事業の変更）

第三十条　水道用水供給事業者は、給水対象若しくは給水量を増加させ、又は水

源の種別、取水地点若しくは浄水方法を変更しようとするとき（次の各号のいず

れかに該当するときを除く。）は、厚生労働大臣の認可を受けなければならな

い。

一　その変更が厚生労働省令で定める軽微なものであるとき。

二　その変更が他の水道用水供給事業の全部を譲り受けることに伴うものである

とき。

（事業の変更）

第三十条　水道用水供給事業者は、給水対象若しくは給水量を増加させ、又は水

源の種別、取水地点若しくは浄水方法を変更しようとするとき（次の各号のいず

れかに該当するときを除く。）は、国土交通大臣の認可を受けなければならな

い。

一　その変更が国土交通省令で定める軽微なものであるとき。

二　その変更が他の水道用水供給事業の全部を譲り受けることに伴うものである

とき。

国土交通省

２　前三条の規定は、前項の認可について準用する。 （略） 国土交通省

３　水道用水供給事業者は、第一項各号のいずれかに該当する変更を行うとき

は、あらかじめ、厚生労働省令で定めるところにより、その旨を厚生労働大臣に

届け出なければならない。

３　水道用水供給事業者は、第一項各号のいずれかに該当する変更を行うとき

は、あらかじめ、国土交通省令で定めるところにより、その旨を国土交通大臣に

届け出なければならない。

国土交通省

（準用）

第三十一条　第十一条第一項及び第三項、第十二条、第十三条、第十五条第二

項、第十九条（第二項第三号を除く。）、第二十条から第二十三条まで、第二十

四条の二、第二十四条の三（第七項を除く。）、第二十四条の四、第二十四条の

五、第二十四条の六（第一項第二号を除く。）、第二十四条の七、第二十四条の

八（第三項を除く。）、第二十四条の九から第二十四条の十三までの規定は、水

道用水供給事業者について準用する。この場合において、次の表の上欄に掲げる

規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替え

るものとする。

表（略）

（略）
国土交通省・環

境省

（確認）

第三十二条　専用水道の布設工事をしようとする者は、その工事に着手する前

に、当該工事の設計が第五条の規定による施設基準に適合するものであることに

ついて、都道府県知事の確認を受けなければならない。

（略） 国土交通省

（確認の申請）

第三十三条　前条の確認の申請をするには、申請書に、工事設計書その他厚生労

働省令で定める書類（図面を含む。）を添えて、これを都道府県知事に提出しな

ければならない。

（確認の申請）

第三十三条　前条の確認の申請をするには、申請書に、工事設計書その他国土交

通省令で定める書類（図面を含む。）を添えて、これを都道府県知事に提出しな

ければならない。

国土交通省

２　前項の申請書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一　申請者の住所及び氏名（法人又は組合にあつては、主たる事務所の所在地及

び名称並びに代表者の氏名）

二　水道事務所の所在地

（略） 国土交通省

３　専用水道の設置者は、前項に規定する申請書の記載事項に変更を生じたとき

は、速やかに、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。
（略） 国土交通省

４　第一項の工事設計書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一　一日最大給水量及び一日平均給水量

二　水源の種別及び取水地点

三　水源の水量の概算及び水質試験の結果

四　水道施設の概要

五　水道施設の位置（標高及び水位を含む。）、規模及び構造

六　浄水方法

七　工事の着手及び完了の予定年月日

八　その他厚生労働省令で定める事項

４　第一項の工事設計書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一　一日最大給水量及び一日平均給水量

二　水源の種別及び取水地点

三　水源の水量の概算及び水質試験の結果

四　水道施設の概要

五　水道施設の位置（標高及び水位を含む。）、規模及び構造

六　浄水方法

七　工事の着手及び完了の予定年月日

八　その他国土交通省令で定める事項

国土交通省

５　都道府県知事は、第一項の申請を受理した場合において、当該工事の設計が

第五条の規定による施設基準に適合することを確認したときは、申請者にその旨

を通知し、適合しないと認めたとき、又は申請書の添附書類によつては適合する

かしないかを判断することができないときは、その適合しない点を指摘し、又は

その判断することができない理由を附して、申請者にその旨を通知しなければな

らない。

５　都道府県知事は、第一項の申請を受理した場合において、当該工事の設計が

第五条の規定による施設基準に適合することを確認したときは、申請者にその旨

を通知し、適合しないと認めたとき、又は申請書の添付書類によつては適合する

かしないかを判断することができないときは、その適合しない点を指摘し、又は

その判断することができない理由を付して、申請者にその旨を通知しなければな

らない。

国土交通省

６　前項の通知は、第一項の申請を受理した日から起算して三十日以内に、書面

をもつてしなければならない。
（略） 国土交通省
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改正前 改正後 所掌省庁

（準用）

第三十四条　第十三条、第十九条（第二項第三号及び第七号を除く。）、第二十

条から第二十二条の二まで、第二十三条及び第二十四条の三（第七項を除く。）

の規定は、専用水道の設置者について準用する。この場合において、次の表の上

欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句

に読み替えるものとする。

表（略）

（略） 国土交通省

２　一日最大給水量が千立方メートル以下である専用水道については、当該水道

が消毒設備以外の浄水施設を必要とせず、かつ、自然流下のみによつて給水する

ことができるものであるときは、前項の規定にかかわらず、第十九条第三項の規

定を準用しない。

（略） 国土交通省

第三十四条の二　簡易専用水道の設置者は、厚生労働省令で定める基準に従い、

その水道を管理しなければならない。

第三十四条の二　簡易専用水道の設置者は、国土交通省令で定める基準に従い、

その水道を管理しなければならない。
国土交通省

２　簡易専用水道の設置者は、当該簡易専用水道の管理について、厚生労働省令

の定めるところにより、定期に、地方公共団体の機関又は厚生労働大臣の登録を

受けた者の検査を受けなければならない。

２　簡易専用水道の設置者は、当該簡易専用水道の管理について、国土交通省令

（簡易専用水道により供給される水の水質の検査に関する事項については、環境

省令）の定めるところにより、定期に、地方公共団体の機関又は国土交通大臣及

び環境大臣の登録を受けた者の検査を受けなければならない。

国土交通省・環

境省

（検査の義務）

第三十四条の三　前条第二項の登録を受けた者は、簡易専用水道の管理の検査を

行うことを求められたときは、正当な理由がある場合を除き、遅滞なく、簡易専

用水道の管理の検査を行わなければならない。

（略）
国土交通省・環

境省

（準用）

第三十四条の四　第二十条の二から第二十条の五までの規定は第三十四条の二第

二項の登録について、第二十条の六第二項の規定は簡易専用水道の管理の検査に

ついて、第二十条の七から第二十条の十六までの規定は第三十四条の二第二項の

登録を受けた者について、それぞれ準用する。この場合において、次の表の上欄

に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に

読み替えるものとする。

表（略）

（略）
国土交通省・環

境省

（認可の取消し）

第三十五条　厚生労働大臣は、水道事業者又は水道用水供給事業者が、正当な理

由がなくて、事業認可の申請書に添附した工事設計書に記載した工事着手の予定

年月日の経過後一年以内に工事に着手せず、若しくは工事完了の予定年月日の経

過後一年以内に工事を完了せず、又は事業計画書に記載した給水開始の予定年月

日の経過後一年以内に給水を開始しないときは、事業の認可を取り消すことがで

きる。この場合において、工事完了の予定年月日の経過後一年を経過した時に一

部の工事を完了していたときは、その工事を完了していない部分について事業の

認可を取り消すこともできる。

（認可の取消し）

第三十五条　国土交通大臣は、水道事業者又は水道用水供給事業者が、正当な理

由がなくて、事業認可の申請書に添付した工事設計書に記載した工事着手の予定

年月日の経過後一年以内に工事に着手せず、若しくは工事完了の予定年月日の経

過後一年以内に工事を完了せず、又は事業計画書に記載した給水開始の予定年月

日の経過後一年以内に給水を開始しないときは、事業の認可を取り消すことがで

きる。この場合において、工事完了の予定年月日の経過後一年を経過した時に一

部の工事を完了していたときは、その工事を完了していない部分について事業の

認可を取り消すこともできる。

国土交通省

２　地方公共団体以外の水道事業者について前項に規定する理由があるときは、

当該水道事業の給水区域をその区域に含む市町村は、厚生労働大臣に同項の処分

をなすべきことを求めることができる。

２　地方公共団体以外の水道事業者について前項に規定する理由があるときは、

当該水道事業の給水区域をその区域に含む市町村は、国土交通大臣に同項の処分

をなすべきことを求めることができる。

国土交通省

３　厚生労働大臣は、地方公共団体である水道事業者又は水道用水供給事業者に

対して第一項の処分をするには、当該水道事業者又は水道用水供給事業者に対し

て弁明の機会を与えなければならない。この場合においては、あらかじめ、書面

をもつて弁明をなすべき日時、場所及び当該処分をなすべき理由を通知しなけれ

ばならない。

３　国土交通大臣は、地方公共団体である水道事業者又は水道用水供給事業者に

対して第一項の処分をするには、当該水道事業者又は水道用水供給事業者に対し

て弁明の機会を与えなければならない。この場合においては、あらかじめ、書面

をもつて弁明をなすべき日時、場所及び当該処分をなすべき理由を通知しなけれ

ばならない。

国土交通省

（改善の指示等）

第三十六条　厚生労働大臣は水道事業又は水道用水供給事業について、都道府県

知事は専用水道について、当該水道施設が第五条の規定による施設基準に適合し

なくなつたと認め、かつ、国民の健康を守るため緊急に必要があると認めるとき

は、当該水道事業者若しくは水道用水供給事業者又は専用水道の設置者に対し

て、期間を定めて、当該施設を改善すべき旨を指示することができる。

（改善の指示等）

第三十六条　国土交通大臣は水道事業又は水道用水供給事業について、都道府県

知事は専用水道について、当該水道施設が第五条の規定による施設基準に適合し

なくなつたと認め、かつ、国民の健康を守るため緊急に必要があると認めるとき

は、当該水道事業者若しくは水道用水供給事業者又は専用水道の設置者に対し

て、期間を定めて、当該施設を改善すべき旨を指示することができる。

国土交通省

２　厚生労働大臣は水道事業又は水道用水供給事業について、都道府県知事は専

用水道について、水道技術管理者がその職務を怠り、警告を発したにもかかわら

ずなお継続して職務を怠つたときは、当該水道事業者若しくは水道用水供給事業

者又は専用水道の設置者に対して、水道技術管理者を変更すべきことを勧告する

ことができる。

２　国土交通大臣は水道事業又は水道用水供給事業について、都道府県知事は専

用水道について、水道技術管理者がその職務を怠り、警告を発したにもかかわら

ずなお継続して職務を怠つたときは、当該水道事業者若しくは水道用水供給事業

者又は専用水道の設置者に対して、水道技術管理者を変更すべきことを勧告する

ことができる。

国土交通省

３　都道府県知事は、簡易専用水道の管理が第三十四条の二第一項の厚生労働省

令で定める基準に適合していないと認めるときは、当該簡易専用水道の設置者に

対して、期間を定めて、当該簡易専用水道の管理に関し、清掃その他の必要な措

置を採るべき旨を指示することができる。

３　都道府県知事は、簡易専用水道の管理が第三十四条の二第一項の国土交通省

令で定める基準に適合していないと認めるときは、当該簡易専用水道の設置者に

対して、期間を定めて、当該簡易専用水道の管理に関し、清掃その他の必要な措

置を採るべき旨を指示することができる。

国土交通省

（給水停止命令）

第三十七条　厚生労働大臣は水道事業者又は水道用水供給事業者が、都道府県知

事は専用水道又は簡易専用水道の設置者が、前条第一項又は第三項の規定に基づ

く指示に従わない場合において、給水を継続させることが当該水道の利用者の利

益を阻害すると認めるときは、その指示に係る事項を履行するまでの間、当該水

道による給水を停止すべきことを命ずることができる。同条第二項の規定に基づ

く勧告に従わない場合において、給水を継続させることが当該水道の利用者の利

益を阻害すると認めるときも、同様とする。

（給水停止命令）

第三十七条　国土交通大臣は水道事業者又は水道用水供給事業者が、都道府県知

事は専用水道又は簡易専用水道の設置者が、前条第一項又は第三項の規定に基づ

く指示に従わない場合において、給水を継続させることが当該水道の利用者の利

益を阻害すると認めるときは、その指示に係る事項を履行するまでの間、当該水

道による給水を停止すべきことを命ずることができる。同条第二項の規定に基づ

く勧告に従わない場合において、給水を継続させることが当該水道の利用者の利

益を阻害すると認めるときも、同様とする。

国土交通省
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（供給条件の変更）

第三十八条　厚生労働大臣は、地方公共団体以外の水道事業者の料金、給水装置

工事の費用の負担区分その他の供給条件が、社会的経済的事情の変動等により著

しく不適当となり、公共の利益の増進に支障があると認めるときは、当該水道事

業者に対し、相当の期間を定めて、供給条件の変更の認可を申請すべきことを命

ずることができる。

（供給条件の変更）

第三十八条　国土交通大臣は、地方公共団体以外の水道事業者の料金、給水装置

工事の費用の負担区分その他の供給条件が、社会的経済的事情の変動等により著

しく不適当となり、公共の利益の増進に支障があると認めるときは、当該水道事

業者に対し、相当の期間を定めて、供給条件の変更の認可を申請すべきことを命

ずることができる。

国土交通省

２　厚生労働大臣は、水道事業者が前項の期間内に同項の申請をしないときは、

供給条件を変更することができる。

２　国土交通大臣は、水道事業者が前項の期間内に同項の申請をしないときは、

供給条件を変更することができる。
国土交通省

（報告の徴収及び立入検査）

第三十九条　厚生労働大臣は、水道（水道事業等の用に供するものに限る。以下

この項において同じ。）の布設若しくは管理又は水道事業若しくは水道用水供給

事業の適正を確保するために必要があると認めるときは、水道事業者若しくは水

道用水供給事業者から工事の施行状況若しくは事業の実施状況について必要な報

告を徴し、又は当該職員をして水道の工事現場、事務所若しくは水道施設のある

場所に立ち入らせ、工事の施行状況、水道施設、水質、水圧、水量若しくは必要

な帳簿書類（その作成又は保存に代えて電磁的記録の作成又は保存がされている

場合における当該電磁的記録を含む。次項及び第四十条第八項において同じ。）

を検査させることができる。

（報告の徴収及び立入検査）

第三十九条　国土交通大臣は、水道（水道事業等の用に供するものに限る。以下

この項において同じ。）の布設若しくは管理又は水道事業若しくは水道用水供給

事業の適正を確保するために必要があると認めるときは、水道事業者若しくは水

道用水供給事業者から工事の施行状況若しくは事業の実施状況について必要な報

告を徴し、又は当該職員をして水道の工事現場、事務所若しくは水道施設のある

場所に立ち入らせ、工事の施行状況、水道施設、水質、水圧、水量若しくは必要

な帳簿書類（その作成又は保存に代えて電磁的記録の作成又は保存がされている

場合における当該電磁的記録を含む。次項及び第四十条第八項において同じ。）

を検査させることができる。

国土交通省

２　都道府県知事は、水道（水道事業等の用に供するものを除く。以下この項に

おいて同じ。）の布設又は管理の適正を確保するために必要があると認めるとき

は、専用水道の設置者から工事の施行状況若しくは専用水道の管理について必要

な報告を徴し、又は当該職員をして水道の工事現場、事務所若しくは水道施設の

ある場所に立ち入らせ、工事の施行状況、水道施設、水質、水圧、水量若しくは

必要な帳簿書類を検査させることができる。

（略） 国土交通省

３　都道府県知事は、簡易専用水道の管理の適正を確保するために必要があると

認めるときは、簡易専用水道の設置者から簡易専用水道の管理について必要な報

告を徴し、又は当該職員をして簡易専用水道の用に供する施設の在る場所若しく

は設置者の事務所に立ち入らせ、その施設、水質若しくは必要な帳簿書類を検査

させることができる。

（略） 国土交通省

４　前三項の規定により立入検査を行う場合には、当該職員は、その身分を示す

証明書を携帯し、かつ、関係者の請求があつたときは、これを提示しなければな

らない。

（略） 国土交通省

５　第一項、第二項又は第三項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のため

に認められたものと解釈してはならない。
（略） 国土交通省

（災害その他非常の場合における連携及び協力の確保）

第三十九条の二　国、都道府県、市町村及び水道事業者等並びにその他の関係者

は、災害その他非常の場合における応急の給水及び速やかな水道施設の復旧を図

るため、相互に連携を図りながら協力するよう努めなければならない。

（略） 国土交通省

（水道用水の緊急応援）

第四十条　都道府県知事は、災害その他非常の場合において、緊急に水道用水を

補給することが公共の利益を保護するために必要であり、かつ、適切であると認

めるときは、水道事業者又は水道用水供給事業者に対して、期間、水量及び方法

を定めて、水道施設内に取り入れた水を他の水道事業者又は水道用水供給事業者

に供給すべきことを命ずることができる。

（略） 国土交通省

２　厚生労働大臣は、前項に規定する都道府県知事の権限に属する事務につい

て、国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがあると認めるときは、都

道府県知事に対し同項の事務を行うことを指示することができる。

２　国土交通大臣は、前項に規定する都道府県知事の権限に属する事務につい

て、国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがあると認めるときは、都

道府県知事に対し同項の事務を行うことを指示することができる。

国土交通省

３　第一項の場合において、都道府県知事が同項に規定する権限に属する事務を

行うことができないと厚生労働大臣が認めるときは、同項の規定にかかわらず、

当該事務は厚生労働大臣が行う。

３　第一項の場合において、都道府県知事が同項に規定する権限に属する事務を

行うことができないと国土交通大臣が認めるときは、同項の規定にかかわらず、

当該事務は国土交通大臣が行う。

国土交通省

４　第一項及び前項の場合において、供給の対価は、当事者間の協議によつて定

める。協議が調わないとき、又は協議をすることができないときは、都道府県知

事が供給に要した実費の額を基準として裁定する。

（略） 国土交通省

５　第一項及び前項に規定する都道府県知事の権限に属する事務は、需要者たる

水道事業者又は水道用水供給事業者に係る第四十八条の規定による管轄都道府県

知事と、供給者たる水道事業者又は水道用水供給事業者に係る同条の規定による

管轄都道府県知事とが異なるときは、第一項及び前項の規定にかかわらず、厚生

労働大臣が行う。

５　第一項及び前項に規定する都道府県知事の権限に属する事務は、需要者たる

水道事業者又は水道用水供給事業者に係る第四十八条の規定による管轄都道府県

知事と、供給者たる水道事業者又は水道用水供給事業者に係る同条の規定による

管轄都道府県知事とが異なるときは、第一項及び前項の規定にかかわらず、国土

交通大臣が行う。

国土交通省

６　第四項の規定による裁定に不服がある者は、その裁定を受けた日から六箇月

以内に、訴えをもつて供給の対価の増減を請求することができる。
（略） 国土交通省

７　前項の訴においては、供給の他の当事者をもつて被告とする。 （略） 国土交通省

８　都道府県知事は、第一項及び第四項の事務を行うために必要があると認める

ときは、水道事業者若しくは水道用水供給事業者から、事業の実施状況について

必要な報告を徴し、又は当該職員をして、事務所若しくは水道施設のある場所に

立ち入らせ、水道施設、水質、水圧、水量若しくは必要な帳簿書類を検査させる

ことができる。

（略） 国土交通省

９　第三十九条第四項及び第五項の規定は、前項の規定による都道府県知事の行

う事務について準用する。この場合において、同条第四項中「前三項」とあり、

及び同条第五項中「第一項、第二項又は第三項」とあるのは、「第四十条第八

項」と読み替えるものとする。

（略） 国土交通省

（合理化の勧告）

第四十一条　厚生労働大臣は、二以上の水道事業者間若しくは二以上の水道用水

供給事業者間又は水道事業者と水道用水供給事業者との間において、その事業を

一体として経営し、又はその給水区域の調整を図ることが、給水区域、給水人

口、給水量、水源等に照らし合理的であり、かつ、著しく公共の利益を増進する

と認めるときは、関係者に対しその旨の勧告をすることができる。

（合理化の勧告）

第四十一条　国土交通大臣は、二以上の水道事業者間若しくは二以上の水道用水

供給事業者間又は水道事業者と水道用水供給事業者との間において、その事業を

一体として経営し、又はその給水区域の調整を図ることが、給水区域、給水人

口、給水量、水源等に照らし合理的であり、かつ、著しく公共の利益を増進する

と認めるときは、関係者に対しその旨の勧告をすることができる。

国土交通省
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（地方公共団体による買収）

第四十二条　地方公共団体は、地方公共団体以外の者がその区域内に給水区域を

設けて水道事業を経営している場合において、当該水道事業者が第三十六条第一

項の規定による施設の改善の指示に従わないとき、又は公益の必要上当該給水区

域をその区域に含む市町村から給水区域を拡張すべき旨の要求があつたにもかか

わらずこれに応じないとき、その他その区域内において自ら水道事業を経営する

ことが公益の増進のために適正かつ合理的であると認めるときは、厚生労働大臣

の認可を受けて、当該水道事業者から当該水道の水道施設及びこれに付随する土

地、建物その他の物件並びに水道事業を経営するために必要な権利を買収するこ

とができる。

（地方公共団体による買収）

第四十二条　地方公共団体は、地方公共団体以外の者がその区域内に給水区域を

設けて水道事業を経営している場合において、当該水道事業者が第三十六条第一

項の規定による施設の改善の指示に従わないとき、又は公益の必要上当該給水区

域をその区域に含む市町村から給水区域を拡張すべき旨の要求があつたにもかか

わらずこれに応じないとき、その他その区域内において自ら水道事業を経営する

ことが公益の増進のために適正かつ合理的であると認めるときは、国土交通大臣

の認可を受けて、当該水道事業者から当該水道の水道施設及びこれに付随する土

地、建物その他の物件並びに水道事業を経営するために必要な権利を買収するこ

とができる。

国土交通省

２　地方公共団体は、前項の規定により水道施設等を買収しようとするときは、

買収の範囲、価額及びその他の買収条件について、当該水道事業者と協議しなけ

ればならない。

（略） 国土交通省

３　前項の協議が調わないとき、又は協議をすることができないときは、厚生労

働大臣が裁定する。この場合において、買収価額については、時価を基準とする

ものとする。

３　前項の協議が調わないとき、又は協議をすることができないときは、国土交

通大臣が裁定する。この場合において、買収価額については、時価を基準とする

ものとする。

国土交通省

４　前項の規定による裁定があつたときは、裁定の効果については、土地収用法

（昭和二十六年法律第二百十九号）に定める収用の効果の例による。
（略） 国土交通省

５　第三項の規定による裁定のうち買収価額に不服がある者は、その裁定を受け

た日から六箇月以内に、訴えをもつてその増減を請求することができる。
（略） 国土交通省

６　前項の訴においては、買収の他の当事者をもつて被告とする。 （略） 国土交通省

７　第三項の規定による裁定についての審査請求においては、買収価額について

の不服をその裁定についての不服の理由とすることができない。
（略） 国土交通省

（水源の汚濁防止のための要請等）

第四十三条　水道事業者又は水道用水供給事業者は、水源の水質を保全するため

必要があると認めるときは、関係行政機関の長又は関係地方公共団体の長に対し

て、水源の水質の汚濁の防止に関し、意見を述べ、又は適当な措置を講ずべきこ

とを要請することができる。

（略）
国土交通省・環

境省

（国庫補助）

第四十四条　国は、水道事業又は水道用水供給事業を経営する地方公共団体に対

し、その事業に要する費用のうち政令で定めるものについて、予算の範囲内にお

いて、政令の定めるところにより、その一部を補助することができる。

（略） 国土交通省

（国の特別な助成）

第四十五条　国は、地方公共団体が水道施設の新設、増設若しくは改造又は災害

の復旧を行う場合には、これに必要な資金の融通又はそのあつせんにつとめなけ

ればならない。

（略） 国土交通省

（研究等の推進）

第四十五条の二　国は、水道に係る施設及び技術の研究、水質の試験及び研究、

日常生活の用に供する水の適正かつ合理的な供給及び利用に関する調査及び研究

その他水道に関する研究及び試験並びに調査の推進に努めるものとする。

（略）
国土交通省・環

境省

（手数料）

第四十五条の三　給水装置工事主任技術者免状の交付、書換え交付又は再交付を

受けようとする者は、国に、実費を勘案して政令で定める額の手数料を納付しな

ければならない。

（略） 国土交通省

２　給水装置工事主任技術者試験を受けようとする者は、国（指定試験機関が試

験事務を行う場合にあつては、指定試験機関）に、実費を勘案して政令で定める

額の受験手数料を納付しなければならない。

（略） 国土交通省

３　前項の規定により指定試験機関に納められた受験手数料は、指定試験機関の

収入とする。
（略） 国土交通省

（新設）
２　環境大臣は、この法律に基づく環境省令を制定し、又は改廃しようとすると

きは、国土交通大臣の意見を聴かなければならない。

国土交通省・環

境省

（新設）

３　国土交通大臣は、第十条第三項、第十三条第一項（第三十一条において準用

する場合を含む。）若しくは第三十条第三項の規定による届出又は国の設置する

専用水道に係る第三十四条第一項において準用する第十三条第一項の規定による

届出を受けたときは、遅滞なく、その内容を環境大臣に通知するものとする。

国土交通省・環

境省

（新設）
４　国土交通大臣は、必要があると認めるときは、環境大臣に対し、この法律に

基づく環境省令を制定し、又は改廃することを求めることができる。

国土交通省・環

境省

（新設）

（意見聴取等）

第四十五条の四　国土交通大臣は、次に掲げる行為をしようとするときは、環境

大臣の水道により供給される水の水質の保全又は水道の衛生の見地からの意見を

聴かなければならない。

一　第五条第四項の規定、第七条第一項若しくは第五項第八号若しくは第八条第

二項の規定（これらの規定を第十条第二項において準用する場合を含む。）、第

十条第一項第一号若しくは第三項の規定、第十三条第一項の規定（第三十一条又

は第三十四条第一項において準用する場合を含む。）、第二十七条第一項若しく

は第五項第七号若しくは第二十八条第二項の規定（これらの規定を第三十条第二

項において準用する場合を含む。）、第三十条第一項第一号若しくは第三項の規

定、第三十三条第一項若しくは第四項第八号の規定（これらの規定を第五十条第

三項において準用する場合を含む。）又は第三十四条の二の規定に規定する国土

交通省令の制定又は改廃

二　基本方針の策定又は変更

三　第六条第一項、第十条第一項、第二十六条又は第三十条第一項の規定による

認可

四　第五十条第三項において準用する第三十三条第五項の規定による通知

国土交通省・環

境省
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（新設）

５　環境大臣は、水道により供給される水の水質の保全又は水道の衛生の見地か

ら必要があると認めるときは、国土交通大臣に対し、次に掲げる行為をすること

を求めることができる。

一　第一項第一号又は第二号に掲げる行為

二　水道事業若しくは水道用水供給事業又は国の設置する専用水道に係る第三十

六条第一項の規定による指示、同条第二項の規定による勧告、第三十七条の規定

による命令又は第三十九条第一項若しくは第二項の規定による報告の徴収若しく

は立入検査

三　国の設置する簡易専用水道に係る第三十六条第三項の規定による指示、第三

十七条の規定による命令又は第三十九条第三項の規定による報告の徴収若しくは

立入検査

国土交通省・環

境省

（新設）

（国土交通大臣と環境大臣の連携）

第四十五条の五　国土交通大臣及び環境大臣は、水道に起因する衛生上の危害の

発生を防止するため、必要な情報交換を行うことその他相互の密接な連携の確保

に努めるものとする。

国土交通省・環

境省

（都道府県が処理する事務）

第四十六条　この法律に規定する厚生労働大臣の権限に属する事務の一部は、政

令で定めるところにより、都道府県知事が行うこととすることができる。

（都道府県が処理する事務）

第四十六条　この法律に規定する国土交通大臣の権限に属する事務の一部は、政

令で定めるところにより、都道府県知事が行うこととすることができる。

国土交通省

２　この法律（第三十二条、第三十三条第一項、第三項及び第五項、第三十四条

第一項において準用する第十三条第一項及び第二十四条の三第二項、第三十六

条、第三十七条並びに第三十九条第二項及び第三項に限る。）の規定により都道

府県知事の権限に属する事務の一部は、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七

号）で定めるところにより、町村長が行うこととすることができる。

（略） 国土交通省

第四十七条　削除

（権限の委任）

第四十七条　この法律に規定する国土交通大臣の権限は、国土交通省令で定める

ところにより、その一部を地方整備局長又は北海道開発局長に委任することがで

きる。

国土交通省

（管轄都道府県知事）

第四十八条　この法律又はこの法律に基づく政令の規定により都道府県知事の権

限に属する事務は、第三十九条（立入検査に関する部分に限る。）及び第四十条

に定めるものを除き、水道事業、専用水道及び簡易専用水道について当該事業又

は水道により水が供給される区域が二以上の都道府県の区域にまたがる場合及び

水道用水供給事業について当該事業から用水の供給を受ける水道事業により水が

供給される区域が二以上の都道府県の区域にまたがる場合は、政令で定めるとこ

ろにより関係都道府県知事が行う。

（略） 国土交通省

（市又は特別区に関する読替え等）

第四十八条の二　市又は特別区の区域においては、第三十二条、第三十三条第一

項、第三項及び第五項、第三十四条第一項において準用する第十三条第一項及び

第二十四条の三第二項、第三十六条、第三十七条並びに第三十九条第二項及び第

三項中「都道府県知事」とあるのは、「市長」又は「区長」と読み替えるものと

する。

（略）
国土交通省・環

境省

２　前項の規定により読み替えられた場合における前条の規定の適用について

は、市長又は特別区の区長を都道府県知事と、市又は特別区を都道府県とみな

す。

（略）
国土交通省・環

境省

（審査請求）

第四十八条の三　指定試験機関が行う試験事務に係る処分又はその不作為につい

ては、厚生労働大臣に対し、審査請求をすることができる。この場合において、

厚生労働大臣は、行政不服審査法（平成二十六年法律第六十八号）第二十五条第

二項及び第三項、第四十六条第一項及び第二項、第四十七条並びに第四十九条第

三項の規定の適用については、指定試験機関の上級行政庁とみなす。

（審査請求）

第四十八条の三　指定試験機関が行う試験事務に係る処分又はその不作為につい

ては、国土交通大臣及び環境大臣に対し、審査請求をすることができる。この場

合において、国土交通大臣及び環境大臣は、行政不服審査法（平成二十六年法律

第六十八号）第二十五条第二項及び第三項、第四十六条第一項及び第二項、第四

十七条並びに第四十九条第三項の規定の適用については、指定試験機関の上級行

政庁とみなす。

国土交通省・環

境省

（特別区に関する読替）

第四十九条　特別区の存する区域においては、この法律中「市町村」とあるの

は、「都」と読み替えるものとする。

（略）
国土交通省・環

境省

（国の設置する専用水道に関する特例）

第五十条　この法律中専用水道に関する規定は、第五十二条、第五十三条、第五

十四条、第五十五条及び第五十六条の規定を除き、国の設置する専用水道につい

ても適用されるものとする。

（略） 国土交通省

２　国の行う専用水道の布設工事については、あらかじめ厚生労働大臣に当該工

事の設計を届け出で、厚生労働大臣からその設計が第五条の規定による施設基準

に適合する旨の通知を受けたときは、第三十二条の規定にかかわらず、その工事

に着手することができる。

２　国の行う専用水道の布設工事については、あらかじめ国土交通大臣に当該工

事の設計を届け出て、国土交通大臣からその設計が第五条の規定による施設基準

に適合する旨の通知を受けたときは、第三十二条の規定にかかわらず、その工事

に着手することができる。

国土交通省

３　第三十三条の規定は、前項の規定による届出及び厚生労働大臣がその届出を

受けた場合における手続について準用する。この場合において、同条第二項及び

第三項中「申請書」とあるのは、「届出書」と読み替えるものとする。

３　第三十三条の規定は、前項の規定による届出及び国土交通大臣がその届出を

受けた場合における手続について準用する。この場合において、同条第二項及び

第三項中「申請書」とあるのは、「届出書」と読み替えるものとする。

国土交通省

４　国の設置する専用水道については、第三十四条第一項において準用する第十

三条第一項及び第二十四条の三第二項並びに前章に定める都道府県知事（第四十

八条の二第一項の規定により読み替えられる場合にあつては、市長又は特別区の

区長）の権限に属する事務は、厚生労働大臣が行う。

４　国の設置する専用水道については、第三十四条第一項において準用する第十

三条第一項及び第二十四条の三第二項並びに前章に定める都道府県知事（第四十

八条の二第一項の規定により読み替えられる場合にあつては、市長又は特別区の

区長）の権限に属する事務は、国土交通大臣が行う。

国土交通省

（国の設置する簡易専用水道に関する特例）

第五十条の二　この法律中簡易専用水道に関する規定は、第五十三条、第五十四

条、第五十五条及び第五十六条の規定を除き、国の設置する簡易専用水道につい

ても適用されるものとする。

（略）
国土交通省・環

境省
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２　国の設置する簡易専用水道については、第三十六条第三項、第三十七条及び

第三十九条第三項に定める都道府県知事（第四十八条の二第一項の規定により読

み替えられる場合にあつては、市長又は特別区の区長）の権限に属する事務は、

厚生労働大臣が行う。

２　国の設置する簡易専用水道については、第三十六条第三項、第三十七条及び

第三十九条第三項に定める都道府県知事（第四十八条の二第一項の規定により読

み替えられる場合にあつては、市長又は特別区の区長）の権限に属する事務は、

国土交通大臣が行う。

国土交通省・環

境省

（経過措置）

第五十条の三　この法律の規定に基づき命令を制定し、又は改廃する場合におい

ては、その命令で、その制定又は改廃に伴い合理的に必要と判断される範囲内に

おいて、所要の経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）を定めることができ

る。

（略）
国土交通省・環

境省
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水道原水水質保全事業の実施の促進に関する法律

改正前 改正後 所掌省庁

（目的）

第一条　この法律は、水道原水の水質の保全に資する事業の実施を促進する措置

を講ずることにより、安全かつ良質な水道水の供給を確保し、もって公衆衛生の

向上及び生活環境の改善に寄与することを目的とする。

（略）
国土交通省・環

境省

（定義）

第二条　この法律において「水道事業者」とは、水道法（昭和三十二年法律第百

七十七号）第六条第一項の規定による認可を受けて同法第三条第二項に規定する

水道事業（同条第五項に規定する水道用水供給事業者により供給される水道水の

みをその用に供するものを除く。）を経営する者及び同条第五項に規定する水道

用水供給事業者をいう。

（略）
国土交通省・環

境省

２　この法律において「水道原水」とは、水道事業者が河川から取水施設により

取り入れた前項の水道事業又は水道用水供給事業（水道法第三条第四項に規定す

る水道用水供給事業をいう。第十四条第二項において同じ。）のための原水をい

う。

（略）
国土交通省・環

境省

３　この法律において「取水地点」とは、水道原水に係る取水施設が設置されて

いる地点をいう。
（略）

国土交通省・環

境省

（基本方針）

第三条　主務大臣は、水道原水の水質の保全を図るための水道原水水質保全事業

の実施の促進に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を定めなければな

らない。

（略）
国土交通省・環

境省

２　基本方針においては、次に掲げる事項につき、第五条第一項の都道府県計画

及び第七条第一項の河川管理者事業計画の指針となるべきものを定めるものとす

る。

一　水道原水水質保全事業の実施の促進に関する基本的な事項

二　水道原水水質保全事業の内容に関する事項

三　水道原水水質保全事業の実施区域に関する事項

四　水道原水水質保全事業に係る水道事業者の費用の負担に関する事項

五　その他水道原水水質保全事業の実施に際し配慮すべき重要事項

（略）
国土交通省・環

境省

３　基本方針は、特定水道利水障害の防止のための水道水源水域の水質の保全に

関する特別措置法（平成六年法律第九号。以下「特別措置法」という。）第三条

第一項に規定する基本方針との調和が保たれたものでなければならない。

（略）
国土交通省・環

境省

４　主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらか

じめ、関係行政機関の長に協議しなければならない。
（略）

国土交通省・環

境省

５　主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これ

を公表しなければならない。
（略）

国土交通省・環

境省

国土交通省・環

境省
（略）

４　この法律において「水道原水水質保全事業」とは、次に掲げる事業をいう。

一　下水道法（昭和三十三年法律第七十九号）第二条第二号に規定する下水道の

整備に関する事業

二　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和四十五年法律第百三十七号）第八

条第一項に規定するし尿処理施設（市町村が同法第六条の二第一項の規定により

し尿及び雑排水（工場廃水、雨水その他の特殊な排水を除く。以下同じ。）の処

理を行うために設置するものであって、し尿及び雑排水を管渠きよによって収集

するものに限る。）の整備に関する事業

三　浄化槽法（昭和五十八年法律第四十三号）第二条第一号に規定する浄化槽

（次号において「浄化槽」という。）であって、し尿及び雑排水を集合して処理

するものの整備に関する事業

四　浄化槽であって、し尿及び雑排水を各戸ごと（共同住宅にあっては、各共同

住宅ごと）に処理するものの整備に関する事業

五　畜産農業の用に供する施設の整備に関する事業のうち、家畜のふん尿を堆肥

その他の肥料とするための施設の整備に関する事業（地方公共団体が行うものに

限る。）

六　水道法第三条第一項に規定する水道の用に供する土地に隣接する土地であっ

て、水道原水の水質の保全のために重要なものの取得に関する事業（地方公共団

体が行うものに限る。）

七　河川（河川法（昭和三十九年法律第百六十七号）第三条第一項に規定する河

川（同法第百条の規定により同法の二級河川に関する規定が準用される河川を含

む。）をいう。第四条第四項及び第七条第二項において同じ。）に関する事業

（次に掲げるものを除く。）のうち、しゅんせつ事業、導水事業その他の水道原

水の水質の保全に資するもの（以下「河川水道原水水質保全事業」という。）

イ　特定多目的ダム法（昭和三十二年法律第三十五号）第二条第一項（沖縄振興

特別措置法（平成十四年法律第十四号）第九十九条第六項において読み替えて適

用する場合を含む。）に規定する多目的ダムの建設工事に関する事業

ロ　独立行政法人水資源機構法（平成十四年法律第百八十二号）第十二条第一項

第一号若しくは第二号（同号イに係る部分に限る。）又は附則第四条第一項に規

定する業務に該当する事業

八　その他水道原水の水質の保全に資する事業であって、政令で定めるもの
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（水道事業者等の要請等）

第四条　水道事業者は、水道原水の水質の汚濁によりその供給する水道水が水道

法第四条第一項各号に掲げる要件のいずれかを満たさなくなるおそれがある場合

において、当該水道原水の水質の汚濁の状況に応じた措置を講ずることが困難で

あるときは、政令で定めるところにより、当該水道水に係る水道事業（第二条第

一項の水道事業又は同法第三条第五項に規定する水道用水供給事業者により供給

される水道水をその用に供する同条第二項に規定する水道事業をいう。次項にお

いて同じ。）の給水区域（同法第三条第十二項に規定する給水区域をいう。次項

において同じ。）をその区域に含む都道府県に対し、当該水道原水の水質の保全

に資する水道原水水質保全事業の実施を促進することを要請することができる。

（略）
国土交通省・環

境省

２　水道事業者が特別措置法第四条第二項の規定による要請をしたとき（同項の

都府県が同項の水道水に係る水道事業の給水区域をその区域に含む都府県（以下

この項において「給水対象都府県」という。）と異なる場合においては、同項の

都府県の知事から給水対象都府県の知事に対し当該要請があった旨の通知がされ

たときに限る。）は、当該水道事業者は、前項の規定による要請をしたものとみ

なす。

（略）
国土交通省・環

境省

３　都府県は、第一項の規定による要請があった場合において、当該要請に係る

水道原水（以下「対象水道原水」という。）の水質の汚濁の状況及びその原因等

からみて、他の都府県の区域内において水道原水水質保全事業（河川水道原水水

質保全事業を除く。以下「地域水道原水水質保全事業」という。）の実施の促進

が図られる必要があると認めるときは、政令で定めるところにより、当該区域を

その区域に含む都府県に対し、対象水道原水に係る次条第一項の都道府県計画を

定めることを要請することができる。

（略）
国土交通省・環

境省

４　都道府県は、第一項の規定による要請があったときは、政令で定めるところ

により、その旨を対象水道原水の取水地点に係る河川を管理する河川管理者（河

川法第七条（同法第百条において準用する場合を含む。）に規定する河川管理者

をいう。以下同じ。）に対し通知するとともに、対象水道原水の水質の保全に資

する水道原水水質保全事業の実施の促進に関する意見を述べるものとする。

（略）
国土交通省・環

境省

（都道府県計画）

第五条　都道府県は、前条第一項又は第三項の規定による要請があった場合にお

いて、必要があると認めるときは、都道府県計画（対象水道原水の水質の保全を

図るため、対象水道原水に係る取水地点を対象として、対象水道原水の水質の汚

濁に相当程度関係があると認められる区域における地域水道原水水質保全事業の

実施の促進について定める計画をいう。以下同じ。）を定めるものとする。

（略）
国土交通省・環

境省

２　都道府県計画に定められる地域水道原水水質保全事業の実施区域を含む特別措置法第四条第一項の指定地域において特別措置法第五条第一項の規定により水質保全計画が定められるときは、当該都道府県計画は、当該水質保全計画と一体のものとして作成することができる。（略）
国土交通省・環

境省

３　都道府県は、第一項の規定により都道府県計画を定めるときは、対象水道原水に係る取水地点の近傍に存在する取水地点であって、当該都道府県計画に定められる地域水道原水水質保全事業の実施が当該取水地点における水道原水の水質の保全に相当程度寄与すると認められるものについて、当該取水地点に係る水道事業者の意見を聴いた上で、併せて当該都道府県計画の対象とすることができる。（略）
国土交通省・環

境省

４　都道府県計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一　第一項及び前項の規定により対象とする取水地点の位置並びに当該取水地点

に係る水道事業者（以下この条において「対象水道事業者」という。）

二　前号の取水地点における水道原水の水質の汚濁の状況並びに対象水道事業者

が当該水道原水の水質の汚濁の状況に応じて講じた措置及び講じようとする措置

の内容

三　前号の水道原水の水質を保全するため必要と認められる地域水道原水水質保

全事業の種類、実施主体、実施区域及び実施予定期間並びにその実施に要する費

用の概算

四　前号の費用のうち、対象水道事業者が負担することとなる額（次項及び第七

項において「負担予定額」という。）

（略）
国土交通省・環

境省

５　負担予定額は、都道府県計画に定められる地域水道原水水質保全事業の実施

の目的、前項第一号の取水地点における水道原水の水質の保全について当該地域

水道原水水質保全事業の実施により得られる効用その他の政令で定める事情を勘

案し、当該地域水道原水水質保全事業がその区域内において実施されることとな

る地方公共団体で当該地域水道原水水質保全事業の実施に要する費用の全部又は

一部を負担するものと対象水道事業者との負担の衡平を図ることを旨として定め

られるものとする。

（略） 国土交通省

６　都道府県計画は、基本方針に即するとともに、市町村が地域水道原水水質保

全事業の実施について定めている計画に適合し、かつ、都道府県計画に第二条第

四項第一号に掲げる事業が定められるときは、第四項第三号に掲げる事項のうち

当該事業に係るものについて、下水道法第二条の二第一項に規定する流域別下水

道整備総合計画に適合するものでなければならない。

（略）
国土交通省・環

境省

７　都道府県は、都道府県計画を定めようとするときは、関係都府県の意見を聴

き、かつ、当該都道府県計画の対象とする取水地点に係る河川管理者（次項にお

いて「関係河川管理者」という。）、関係市町村及び当該都道府県計画に定めら

れる地域水道原水水質保全事業を実施する者に協議するとともに、第五項の地方

公共団体の同意（負担予定額に係る部分に限る。）及び対象水道事業者の同意を

得なければならない。

（略）
国土交通省・環

境省

８　都道府県は、都道府県計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するよう

努めるとともに、主務大臣に報告し、かつ、関係地方公共団体、関係河川管理者

及び対象水道事業者に送付しなければならない。

（略）
国土交通省・環

境省

９　主務大臣は、前項の規定により都道府県計画について報告を受けたときは、

都道府県に対し、必要な助言をすることができる。
（略）

国土交通省・環

境省
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１０　前三項の規定は、都道府県計画の変更について準用する。 （略）
国土交通省・環

境省

（下水道整備事業に係る案の提出等）

第六条　都道府県は、都道府県計画を作成するに当たり、第二条第四項第一号に

掲げる事業を定めようとするときは、あらかじめ、関係する下水道管理者（下水

道法第四条第一項に規定する公共下水道管理者及び同法第二十五条の二十三第一

項に規定する流域下水道管理者をいう。）に対し、前条第四項第三号に掲げる事

項のうち当該事業に係るものについて都道府県計画の案を作成し、当該都道府県

に提出するよう求めることができる。

（略）
国土交通省・環

境省

２　前項の案の提出を受けた都道府県は、都道府県計画を作成するに当たって

は、当該案の内容が十分に反映されるよう努めるものとする。
（略）

国土交通省・環

境省

（河川管理者事業計画）

第七条　河川管理者は、第四条第四項の規定による通知があった場合において、

必要があると認めるときは、河川管理者事業計画（対象水道原水の水質の保全を

図るため、対象水道原水に係る取水地点を対象として、対象水道原水の水質の汚

濁に相当程度関係があると認められる区域における河川水道原水水質保全事業の

実施について定める計画をいう。以下同じ。）を定めるものとする。

（略）
国土交通省・環

境省

２　河川管理者は、前項の規定により河川管理者事業計画を定めようとする場合

において、対象水道原水の水質の汚濁の状況及びその原因等からみて、その管理

する河川と同一の水系に属する他の河川を管理する河川管理者による河川水道原

水水質保全事業の実施が図られる必要があると認めるときは、当該他の河川を管

理する河川管理者と共同して河川管理者事業計画を定めることができる。

（略）
国土交通省・環

境省

３　河川管理者事業計画に定められる河川水道原水水質保全事業の実施区域を含

む特別措置法第四条第一項の指定地域において特別措置法第五条第一項の規定に

より水質保全計画が定められるときは、当該河川管理者事業計画は、当該水質保

全計画と一体のものとして作成することができる。

（略）
国土交通省・環

境省

４　河川管理者は、第一項及び第二項の規定により河川管理者事業計画を定める

ときは、対象水道原水に係る取水地点の近傍に存在する取水地点であって、当該

河川管理者事業計画に定められる河川水道原水水質保全事業の実施が当該取水地

点における水道原水の水質の保全に相当程度寄与すると認められるものについ

て、当該取水地点に係る水道事業者の意見を聴いた上で、併せて当該河川管理者

事業計画の対象とすることができる。

（略）
国土交通省・環

境省

５　河川管理者事業計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一　第一項及び前項の規定により対象とする取水地点の位置並びに当該取水地点

に係る水道事業者（以下この条において「対象水道事業者」という。）

二　前号の取水地点における水道原水の水質の汚濁の状況並びに対象水道事業者

が当該水道原水の水質の汚濁の状況に応じて講じた措置及び講じようとする措置

の内容

三　前号の水道原水の水質を保全するため必要と認められる河川水道原水水質保

全事業の種類、実施主体、実施区域及び実施予定期間並びにその実施に要する費

用の概算

四　前号の費用のうち、対象水道事業者が負担することとなる額（次項及び第八

項において「負担予定額」という。）

（略）
国土交通省・環

境省

６　負担予定額は、河川管理者事業計画に定められる河川水道原水水質保全事業

の実施の目的、前項第一号の取水地点における水道原水の水質の保全について当

該河川水道原水水質保全事業の実施により得られる効用その他の政令で定める事

情を勘案し、当該河川水道原水水質保全事業の実施に要する費用の全部又は一部

を負担する国又は地方公共団体（当該河川水道原水水質保全事業がその区域内に

おいて実施されることとなる地方公共団体に限る。）と対象水道事業者との負担

の衡平を図ることを旨として定められるものとする。

（略） 国土交通省

７　河川管理者事業計画は、基本方針に即するとともに、河川法第十六条の二第

一項（同法第百条において準用する場合を含む。）に規定する河川整備計画に適

合するものでなければならない。

（略）
国土交通省・環

境省

８　河川管理者は、河川管理者事業計画を定めようとするときは、関係都道府

県、関係市町村及び対象水道事業者の意見を聴くとともに、負担予定額に係る部

分について対象水道事業者の同意を得なければならない。

（略）
国土交通省・環

境省

９　河川管理者は、河川管理者事業計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表

するよう努めるとともに、関係地方公共団体及び対象水道事業者に送付しなけれ

ばならない。

（略）
国土交通省・環

境省

１０　前二項の規定は、河川管理者事業計画の変更について準用する。 （略）
国土交通省・環

境省

（事業の実施）

第八条　都道府県計画又は河川管理者事業計画（以下「事業計画」という。）に

定められた水道原水水質保全事業（以下「計画水道原水水質保全事業」とい

う。）は、この法律に定めるもののほか、当該水道原水水質保全事業に関する法

律（これに基づく命令を含む。）の規定に従い、国、地方公共団体その他の者が

実施するものとする。

（略）
国土交通省・環

境省

（協議会）

第九条　事業計画が定められたときは、関係地方公共団体の長、関係河川管理

者、当該事業計画の対象とされている取水地点（次条第一項及び第十四条第二項

において「計画取水地点」という。）に係る水道事業者（以下「計画水道事業

者」という。）及び計画水道原水水質保全事業を実施する者は、計画水道原水水

質保全事業を円滑に推進するために必要な協議を行うための協議会（以下この条

において「協議会」という。）を組織することができる。

（略）
国土交通省・環

境省

２　前項の協議を行うための会議（次項において「会議」という。）は、前項に

規定する者又はその指名する職員をもって構成する。
（略）

国土交通省・環

境省
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３　会議において協議が調った事項については、第一項に規定する者は、その協

議の結果を尊重しなければならない。
（略）

国土交通省・環

境省

４　協議会の庶務は、第一項の事業計画を定めた都道府県又は河川管理者におい

て処理する。
（略）

国土交通省・環

境省

５　前項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定め

る。
（略）

国土交通省・環

境省

（水道事業者の水道原水等の水質記録の提出等）

第十条　計画水道事業者は、厚生労働省令で定めるところにより、計画取水地点

における水道原水の水質の検査を行わなければならない。

（水道事業者の水道原水等の水質記録の提出等）

第十条　計画水道事業者は、環境省令で定めるところにより、計画取水地点にお

ける水道原水の水質の検査を行わなければならない。

環境省

２　計画水道事業者は、前項の規定による検査を行ったときは、これに関する記

録（次項において「水道原水水質記録」という。）を作成し、当該水道原水に係

る水道水について水道法第二十条第二項の規定により作成した記録（次項におい

て「水道水水質記録」という。）とともに、事業計画を定めた都道府県及び河川

管理者に提出しなければならない。

（略）
国土交通省・環

境省

３　都道府県及び河川管理者は、水道原水水質記録及び水道水水質記録の提出を

受けたときは、これを計画水道原水水質保全事業を実施する者に通知しなければ

ならない。

（略）
国土交通省・環

境省

（新設）
４　環境大臣は、第一項の環境省令を制定し、又は改廃しようとするときは、国

土交通大臣の意見を聴かなければならない。

国土交通省・環

境省

（新設）
５　国土交通大臣は、必要があると認めるときは、環境大臣に対し、第一項の環

境省令を制定し、又は改廃することを求めることができる。

国土交通省・環

境省

（都道府県計画の作成のための援助）

第十一条　国は、都道府県に対し、都道府県計画の作成のために必要な助言、指

導その他の援助を行うように努めるものとする。

（略）
国土交通省・環

境省

（資金の確保等）

第十二条　国及び地方公共団体は、計画水道原水水質保全事業を円滑に実施する

ために必要な資金の確保、融通又はそのあっせんその他の援助に努めるものとす

る。

（略）
国土交通省・環

境省

（浄化槽整備事業の円滑な実施）

第十三条　都道府県計画に定められた第二条第四項第四号に掲げる事業を実施す

る市町村は、当該事業の実施区域内において雑排水を排出する者に対し、当該事

業を円滑に実施するために必要な助言又は勧告をすることができる。

（略）
国土交通省・環

境省

２　国は、前項の事業を実施する市町村に対し、予算の範囲内において、政令で

定めるところにより、当該事業に要する費用の一部を補助することができる。
（略） 国土交通省

（費用の負担等）

第十四条　第五条第五項の地方公共団体又は河川管理者事業計画に定められた河

川水道原水水質保全事業を実施する国の行政機関の長若しくは地方公共団体の長

は、計画水道事業者に対し、同条第四項第四号又は第七条第五項第四号に掲げる

額を負担させることができる。

（略） 国土交通省

２　地方公共団体である計画水道事業者は、前項の規定により負担するときは、

計画取水地点に係る第二条第一項の水道事業又は水道用水供給事業の特別会計に

おいて負担するものとする。

（略） 国土交通省

３　第一項の規定による負担金の徴収方法については、国の行政機関の長が負担

させるものにあっては政令で、地方公共団体の長又は地方公共団体が負担させる

ものにあってはこれらの地方公共団体の条例で定める。

（略） 国土交通省

（河川管理者事業計画に係る負担金の帰属）

第十五条　前条第一項の規定による河川管理者事業計画に係る負担金は、国の行

政機関の長が負担させるものにあっては国、地方公共団体の長が負担させるもの

にあっては当該地方公共団体の長が統括する地方公共団体の収入とする。

（略） 国土交通省

（強制徴収）

第十六条　第十四条第一項の規定による負担金（以下この条において「負担金」

という。）を納付しない計画水道事業者（地方公共団体を除く。）があるとき

は、国の行政機関の長、地方公共団体の長又は地方公共団体（以下この条におい

て「国の行政機関の長等」という。）は、督促状によって納付すべき期限を指定

して督促しなければならない。

（略） 国土交通省

２　前項の場合においては、国の行政機関の長等は、政令（地方公共団体にあっ

ては、条例）で定めるところにより、年十四・五パーセントの割合を乗じて計算

した額を超えない範囲内の延滞金を徴収することができる。

（略） 国土交通省

３　第一項の規定による督促を受けた者がその指定する期限までにその納付すべ

き金額を納付しない場合においては、国の行政機関の長等は、国税滞納処分の例

により、前二項に規定する負担金及び延滞金を徴収することができる。この場合

における負担金及び延滞金の先取特権の順位は、国税及び地方税に次ぐものとす

る。

（略） 国土交通省

４　延滞金は、負担金に先立つものとする。 （略） 国土交通省

５　負担金及び延滞金を徴収する権利は、これらを行使することができる時から

五年間行使しないときは、時効により消滅する。
（略） 国土交通省

第十七条　削除 （略） ー

（主務大臣）

第十八条　この法律における主務大臣は、次のとおりとする。

一　第三条第一項の規定による基本方針の策定、同条第四項の規定による関係行

政機関の長への協議及び同条第五項の規定による基本方針の公表に関する事項に

ついては、厚生労働大臣、農林水産大臣、国土交通大臣及び環境大臣

二　第五条第八項（同条第十項において準用する場合を含む。以下この号におい

て同じ。）の規定による報告及び同条第九項（同条第十項において準用する場合

を含む。）の規定による助言に関する事項については、厚生労働大臣及び同条第

八項の都道府県計画に定められる地域水道原水水質保全事業を所管する大臣

（主務大臣）

第十八条　この法律における主務大臣は、次のとおりとする。

一　第三条第一項の規定による基本方針の策定、同条第四項の規定による関係行

政機関の長への協議及び同条第五項の規定による基本方針の公表に関する事項に

ついては、厚生労働大臣、農林水産大臣、国土交通大臣及び環境大臣

二　第五条第八項（同条第十項において準用する場合を含む。以下この号におい

て同じ。）の規定による報告及び同条第九項（同条第十項において準用する場合

を含む。）の規定による助言に関する事項については、国土交通大臣、環境大臣

及び同条第八項の都道府県計画に定められる地域水道原水水質保全事業を所管す

る大臣

国土交通省・環

境省
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（権限の委任）

第十九条　この法律に規定する国土交通大臣の権限は、国土交通省令で定めると

ころにより、地方整備局長又は北海道開発局長に委任することができる。

（略） 国土交通省
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水道法施行令

改正前 改正後 所掌省庁

内閣は、水道法（昭和三十二年法律第百七十七号）第三条第六項ただし書及び第

九項、第十二条第二項（第三十一条において準用する場合を含む。）、第十六

条、第十九条第三項（第三十一条及び第三十四条第一項において準用する場合を

含む。）、第四十四条、第四十六条並びに第四十八条の規定に基き、この政令を

制定する。

（略）

（専用水道の基準）

第一条　水道法（以下「法」という。）第三条第六項ただし書に規定する政令で

定める基準は、次のとおりとする。

一　口径二十五ミリメートル以上の導管の全長　千五百メートル

二　水槽の有効容量の合計　百立方メートル

（略） 国土交通省

２　法第三条第六項第二号に規定する政令で定める基準は、人の飲用その他の厚

生労働省令で定める目的のために使用する水量が二十立方メートルであることと

する。

２　法第三条第六項第二号に規定する政令で定める基準は、人の飲用その他の国

土交通省令で定める目的のために使用する水量が二十立方メートルであることと

する。

国土交通省

（簡易専用水道の適用除外の基準）

第二条　法第三条第七項ただし書に規定する政令で定める基準は、水道事業の用

に供する水道から水の供給を受けるために設けられる水槽の有効容量の合計が十

立方メートルであることとする。

（略） 国土交通省

（水道施設の増設及び改造の工事）

第三条　法第三条第十項に規定する政令で定める水道施設の増設又は改造の工事

は、次の各号に掲げるものとする。

一　一日最大給水量、水源の種別、取水地点又は浄水方法の変更に係る工事

二　沈でん池、濾ろ過池、浄水池、消毒設備又は配水池の新設、増設又は大規模

の改造に係る工事

（略） 国土交通省

（法第十一条第二項に規定する給水人口の基準）

第四条　法第十一条第二項に規定する政令で定める基準は、給水人口が五千人で

あることとする。

（略） 国土交通省

国土交通省

（布設工事監督者の資格）

第五条　法第十二条第二項（法第三十一条において準用する場合を含む。）に規

定する政令で定める資格は、次のとおりとする。

一　学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）による大学（短期大学を除く。

以下同じ。）の土木工学科若しくはこれに相当する課程において衛生工学若しく

は水道工学に関する学科目を修めて卒業した後、又は旧大学令（大正七年勅令第

三百八十八号）による大学において土木工学科若しくはこれに相当する課程を修

めて卒業した後、二年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

二　学校教育法による大学の土木工学科又はこれに相当する課程において衛生工

学及び水道工学に関する学科目以外の学科目を修めて卒業した後、三年以上水道

に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

三　学校教育法による短期大学（同法による専門職大学の前期課程を含む。）若

しくは高等専門学校又は旧専門学校令（明治三十六年勅令第六十一号）による専

門学校において土木科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後（同法による

専門職大学の前期課程にあつては、修了した後）、五年以上水道に関する技術上

の実務に従事した経験を有する者

四　学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学校令（昭和十

八年勅令第三十六号）による中等学校において土木科又はこれに相当する課程を

修めて卒業した後、七年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する

者

五　十年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

六　厚生労働省令の定めるところにより、前各号に掲げる者と同等以上の技能を

有すると認められる者

２　簡易水道事業の用に供する水道（以下「簡易水道」という。）については、

前項第一号中「二年以上」とあるのは「一年以上」と、同項第二号中「三年以

上」とあるのは「一年六箇月以上」と、同項第三号中「五年以上」とあるのは

「二年六箇月以上」と、同項第四号中「七年以上」とあるのは「三年六箇月以

上」と、同項第五号中「十年以上」とあるのは「五年以上」とそれぞれ読み替え

るものとする。

（布設工事監督者の資格）

第五条　法第十二条第二項（法第三十一条において準用する場合を含む。）に規

定する政令で定める資格は、次のとおりとする。

一　学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）による大学（短期大学を除く。

以下同じ。）又は旧大学令（大正七年勅令第三百八十八号）による大学において

土木工学科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後、三年以上水道、工業用

水道、下水道、道路又は河川（以下この項において「水道等」という。）に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者（一年六月以上水道に関する技術上の

実務に従事した経験を有する者に限る。）

二　学校教育法による大学又は旧大学令による大学において機械工学科若しくは

電気工学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した後、四年以上水道等に関

する技術上の実務に従事した経験を有する者（二年以上水道に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者に限る。）

三　学校教育法による短期大学（同法による専門職大学の前期課程を含む。）若

しくは高等専門学校又は旧専門学校令（明治三十六年勅令第六十一号）による専

門学校（次号において「短期大学等」という。）において土木科又はこれに相当

する課程を修めて卒業した後（同法による専門職大学の前期課程にあつては、修

了した後。次号において同じ。）、五年以上水道等に関する技術上の実務に従事

した経験を有する者（二年六月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を

有する者に限る。）

四　短期大学等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課程を修め

て卒業した後、六年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

（三年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）

五　学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学校令（昭和十

八年勅令第三十六号）による中等学校（次号において「高等学校等」という。）

において土木科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後、七年以上水道等に

関する技術上の実務に従事した経験を有する者（三年六月以上水道に関する技術

上の実務に従事した経験を有する者に限る。）

六　高等学校等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課程を修め

て卒業した後、八年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

（四年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）

七　十年以上水道等の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（五

年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）

八　国土交通省令の定めるところにより、前各号に掲げる者と同等以上の技能を

有すると認められる者

２　簡易水道事業、給水人口が五万人以下である水道事業又は一日最大給水量が

二万五千立方メートル以下である水道用水供給事業の用に供する水道（以下「簡

易水道等」という。）については、前項第一号中「三年以上水道、工業用水道、

下水道、道路又は河川（以下この項において「水道等」という。）に関する技術

上の実務に従事した経験を有する者（一年六月以上水道に関する技術上の実務に

従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは「一年六月以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者」と、同項第二号中「四年以上水道等に関

する技術上の実務に従事した経験を有する者（二年以上水道に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは「二年以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者」と、同項第三号中「五年以上水道等に関

する技術上の実務に従事した経験を有する者（二年六月以上水道に関する技術上

の実務に従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは「二年六月以上水道に

関する技術上の実務に従事した経験を有する者」と、同項第四号中「六年以上水

道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（三年以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは「三年以上水道に

関する技術上の実務に従事した経験を有する者」と、同項第五号中「七年以上水

道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（三年六月以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは「三年六月以

上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者」と、同項第六号中「八

年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（四年以上水道に

関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは「四年以

上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者」と、同項第七号中「十

年以上水道等の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（五年以上

水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」とある

のは「五年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者」と

それぞれ読み替えるものとする。
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改正前 改正後 所掌省庁

国土交通省

（布設工事監督者の資格）

第五条　法第十二条第二項（法第三十一条において準用する場合を含む。）に規

定する政令で定める資格は、次のとおりとする。

一　学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）による大学（短期大学を除く。

以下同じ。）の土木工学科若しくはこれに相当する課程において衛生工学若しく

は水道工学に関する学科目を修めて卒業した後、又は旧大学令（大正七年勅令第

三百八十八号）による大学において土木工学科若しくはこれに相当する課程を修

めて卒業した後、二年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

二　学校教育法による大学の土木工学科又はこれに相当する課程において衛生工

学及び水道工学に関する学科目以外の学科目を修めて卒業した後、三年以上水道

に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

三　学校教育法による短期大学（同法による専門職大学の前期課程を含む。）若

しくは高等専門学校又は旧専門学校令（明治三十六年勅令第六十一号）による専

門学校において土木科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後（同法による

専門職大学の前期課程にあつては、修了した後）、五年以上水道に関する技術上

の実務に従事した経験を有する者

四　学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学校令（昭和十

八年勅令第三十六号）による中等学校において土木科又はこれに相当する課程を

修めて卒業した後、七年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する

者

五　十年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

六　厚生労働省令の定めるところにより、前各号に掲げる者と同等以上の技能を

有すると認められる者

２　簡易水道事業の用に供する水道（以下「簡易水道」という。）については、

前項第一号中「二年以上」とあるのは「一年以上」と、同項第二号中「三年以

上」とあるのは「一年六箇月以上」と、同項第三号中「五年以上」とあるのは

「二年六箇月以上」と、同項第四号中「七年以上」とあるのは「三年六箇月以

上」と、同項第五号中「十年以上」とあるのは「五年以上」とそれぞれ読み替え

るものとする。

（布設工事監督者の資格）

第五条　法第十二条第二項（法第三十一条において準用する場合を含む。）に規

定する政令で定める資格は、次のとおりとする。

一　学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）による大学（短期大学を除く。

以下同じ。）又は旧大学令（大正七年勅令第三百八十八号）による大学において

土木工学科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後、三年以上水道、工業用

水道、下水道、道路又は河川（以下この項において「水道等」という。）に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者（一年六月以上水道に関する技術上の

実務に従事した経験を有する者に限る。）

二　学校教育法による大学又は旧大学令による大学において機械工学科若しくは

電気工学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した後、四年以上水道等に関

する技術上の実務に従事した経験を有する者（二年以上水道に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者に限る。）

三　学校教育法による短期大学（同法による専門職大学の前期課程を含む。）若

しくは高等専門学校又は旧専門学校令（明治三十六年勅令第六十一号）による専

門学校（次号において「短期大学等」という。）において土木科又はこれに相当

する課程を修めて卒業した後（同法による専門職大学の前期課程にあつては、修

了した後。次号において同じ。）、五年以上水道等に関する技術上の実務に従事

した経験を有する者（二年六月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を

有する者に限る。）

四　短期大学等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課程を修め

て卒業した後、六年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

（三年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）

五　学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学校令（昭和十

八年勅令第三十六号）による中等学校（次号において「高等学校等」という。）

において土木科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後、七年以上水道等に

関する技術上の実務に従事した経験を有する者（三年六月以上水道に関する技術

上の実務に従事した経験を有する者に限る。）

六　高等学校等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課程を修め

て卒業した後、八年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

（四年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）

七　十年以上水道等の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（五

年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）

八　国土交通省令の定めるところにより、前各号に掲げる者と同等以上の技能を

有すると認められる者

２　簡易水道事業、給水人口が五万人以下である水道事業又は一日最大給水量が

二万五千立方メートル以下である水道用水供給事業の用に供する水道（以下「簡

易水道等」という。）については、前項第一号中「三年以上水道、工業用水道、

下水道、道路又は河川（以下この項において「水道等」という。）に関する技術

上の実務に従事した経験を有する者（一年六月以上水道に関する技術上の実務に

従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは「一年六月以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者」と、同項第二号中「四年以上水道等に関

する技術上の実務に従事した経験を有する者（二年以上水道に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは「二年以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者」と、同項第三号中「五年以上水道等に関

する技術上の実務に従事した経験を有する者（二年六月以上水道に関する技術上

の実務に従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは「二年六月以上水道に

関する技術上の実務に従事した経験を有する者」と、同項第四号中「六年以上水

道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（三年以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは「三年以上水道に

関する技術上の実務に従事した経験を有する者」と、同項第五号中「七年以上水

道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（三年六月以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは「三年六月以

上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者」と、同項第六号中「八

年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（四年以上水道に

関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは「四年以

上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者」と、同項第七号中「十

年以上水道等の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（五年以上

水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」とある

のは「五年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者」と

それぞれ読み替えるものとする。

国土交通省・環

境省

（給水装置の構造及び材質の基準）

第六条　法第十六条の規定による給水装置の構造及び材質は、次のとおりとす

る。

一　配水管への取付口の位置は、他の給水装置の取付口から三十センチメートル

以上離れていること。

二　配水管への取付口における給水管の口径は、当該給水装置による水の使用量

に比し、著しく過大でないこと。

三　配水管の水圧に影響を及ぼすおそれのあるポンプに直接連結されていないこ

と。

四　水圧、土圧その他の荷重に対して充分な耐力を有し、かつ、水が汚染され、

又は漏れるおそれがないものであること。

五　凍結、破壊、侵食等を防止するための適当な措置が講ぜられていること。

六　当該給水装置以外の水管その他の設備に直接連結されていないこと。

七　水槽、プール、流しその他水を入れ、又は受ける器具、施設等に給水する給

水装置にあつては、水の逆流を防止するための適当な措置が講ぜられているこ

と。

２　前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、国土交通

省令（浄水の水質を保持するために必要な技術的細目にあつては、国土交通省

令・環境省令）で定める。

３　国土交通大臣は、前項の国土交通省令を制定し、又は改廃しようとするとき

は、環境大臣の水道により供給される水の水質の保全又は水道の衛生の見地から

の意見を聴かなければならない。

４　環境大臣は、水道により供給される水の水質の保全又は水道の衛生の見地か

ら必要があると認めるときは、国土交通大臣に対し、第二項の国土交通省令を制

（給水装置の構造及び材質の基準）

第六条　法第十六条の規定による給水装置の構造及び材質は、次のとおりとす

る。

一　配水管への取付口の位置は、他の給水装置の取付口から三十センチメートル

以上離れていること。

二　配水管への取付口における給水管の口径は、当該給水装置による水の使用量

に比し、著しく過大でないこと。

三　配水管の水圧に影響を及ぼすおそれのあるポンプに直接連結されていないこ

と。

四　水圧、土圧その他の荷重に対して充分な耐力を有し、かつ、水が汚染され、

又は漏れるおそれがないものであること。

五　凍結、破壊、侵食等を防止するための適当な措置が講ぜられていること。

六　当該給水装置以外の水管その他の設備に直接連結されていないこと。

七　水槽、プール、流しその他水を入れ、又は受ける器具、施設等に給水する給

水装置にあつては、水の逆流を防止するための適当な措置が講ぜられているこ

と。

２　前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、厚生労働

省令で定める。
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改正前 改正後 所掌省庁

（登録水質検査機関等の登録の有効期間）

第八条　法第二十条の五第一項（法第三十四条の四において準用する場合を含

む。）の政令で定める期間は、三年とする。

（略）
国土交通省・環

境省

第十条　法第二十四条の三第一項（法第三十一条及び第三十四条第一項において

準用する場合を含む。）に規定する政令で定める要件は、法第二十四条の三第一

項の規定により委託を受けて行う業務を適正かつ確実に遂行するに足りる経理的

及び技術的な基礎を有するものであることとする。

（略） 国土交通省

（受託水道業務技術管理者の資格）

第十一条　法第二十四条の三第五項（法第三十一条及び第三十四条第一項におい

て準用する場合を含む。）に規定する政令で定める資格は、第七条の規定により

水道技術管理者たる資格を有する者とする。

（略）
国土交通省・環

境省

（国庫補助）

第十二条　法第四十四条に規定する政令で定める費用は、別表の中欄に掲げる費

用とし、同条の規定による補助は、その費用につき厚生労働大臣が定める基準に

よつて算出した額（同表の中欄に掲げる施設の新設又は増設に関して寄附金その

他の収入金があるときは、その額からその収入金の額を限度として厚生労働大臣

が定める額を控除した額）に、それぞれ同表の下欄に掲げる割合を乗じて得た額

について行うものとする。

２　前項の費用には、事務所、倉庫、門、さく、へい、植樹その他別表の中欄に

掲げる施設の維持管理に必要な施設の新設又は増設に要する費用は、含まれない

ものとする。

（国庫補助）

第十二条　法第四十四条に規定する政令で定める費用は、別表の中欄に掲げる費

用とし、同条の規定による補助は、その費用につき国土交通大臣が定める基準に

よつて算出した額（同表の中欄に掲げる施設の新設又は増設に関して寄附金その

他の収入金があるときは、その額からその収入金の額を限度として国土交通大臣

が定める額を控除した額）に、それぞれ同表の下欄に掲げる割合を乗じて得た額

について行うものとする。

２　前項の費用には、事務所、倉庫、門、さく、へい、植樹その他別表の中欄に

掲げる施設の維持管理に必要な施設の新設又は増設に要する費用は、含まれない

ものとする。

国土交通省

国土交通省・環

境省

国土交通省

（業務の委託）

第九条　法第二十四条の三第一項（法第三十一条及び第三十四条第一項において

準用する場合を含む。）の規定による水道の管理に関する技術上の業務の委託

は、次に定めるところにより行うものとする。

一　水道施設の全部又は一部の管理に関する技術上の業務を委託する場合にあつ

ては、技術上の観点から一体として行わなければならない業務の全部を一の者に

委託するものであること。

二　給水装置の管理に関する技術上の業務を委託する場合にあつては、当該水道

事業者の給水区域内に存する給水装置の管理に関する技術上の業務の全部を委託

するものであること。

三　次に掲げる事項についての条項を含む委託契約書を作成すること。

イ　委託に係る業務の内容に関する事項

ロ　委託契約の期間及びその解除に関する事項

ハ　その他国土交通省令で定める事項

（業務の委託）

第九条　法第二十四条の三第一項（法第三十一条及び第三十四条第一項において

準用する場合を含む。）の規定による水道の管理に関する技術上の業務の委託

は、次に定めるところにより行うものとする。

一　水道施設の全部又は一部の管理に関する技術上の業務を委託する場合にあつ

ては、技術上の観点から一体として行わなければならない業務の全部を一の者に

委託するものであること。

二　給水装置の管理に関する技術上の業務を委託する場合にあつては、当該水道

事業者の給水区域内に存する給水装置の管理に関する技術上の業務の全部を委託

するものであること。

三　次に掲げる事項についての条項を含む委託契約書を作成すること。

イ　委託に係る業務の内容に関する事項

ロ　委託契約の期間及びその解除に関する事項

ハ　その他厚生労働省令で定める事項

（水道技術管理者の資格）

第七条　法第十九条第三項（法第三十一条及び第三十四条第一項において準用す

る場合を含む。）に規定する政令で定める資格は、次のとおりとする。

一　第五条の規定により簡易水道以外の水道の布設工事監督者たる資格を有する

者

二　第五条第一項第一号、第三号及び第四号に規定する学校において土木工学以

外の工学、理学、農学、医学若しくは薬学に関する学科目又はこれらに相当する

学科目を修めて卒業した後（学校教育法による専門職大学の前期課程にあつて

は、修了した後）、同項第一号に規定する学校を卒業した者については四年以

上、同項第三号に規定する学校を卒業した者（同法による専門職大学の前期課程

にあつては、修了した者）については六年以上、同項第四号に規定する学校を卒

業した者については八年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する

者

三　十年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

四　厚生労働省令の定めるところにより、前二号に掲げる者と同等以上の技能を

有すると認められる者

２　簡易水道又は一日最大給水量が千立方メートル以下である専用水道について

は、前項第一号中「簡易水道以外の水道」とあるのは「簡易水道」と、同項第二

号中「四年以上」とあるのは「二年以上」と、「六年以上」とあるのは「三年以

上」と、「八年以上」とあるのは「四年以上」と、同項第三号中「十年以上」と

あるのは「五年以上」とそれぞれ読み替えるものとする。

（水道技術管理者の資格）

第七条　法第十九条第三項（法第三十一条及び第三十四条第一項において準用す

る場合を含む。）に規定する政令で定める資格は、次のとおりとする。

一　第五条第一項第一号、第三号又は第五号に規定する学校において土木工学科

若しくは土木科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した後（学校教育法によ

る専門職大学の前期課程にあつては、修了した後）、同項第一号に規定する学校

を卒業した者については三年以上、同項第三号に規定する学校を卒業した者（同

法による専門職大学の前期課程にあつては、修了した者）については五年以上、

同項第五号に規定する学校を卒業した者については七年以上水道に関する技術上

の実務に従事した経験を有する者

二　第五条第一項第一号、第三号又は第五号に規定する学校において工学、理

学、農学、医学若しくは薬学の課程又はこれらに相当する課程（土木工学科及び

土木科並びにこれらに相当する課程を除く。）を修めて卒業した後（学校教育法

による専門職大学の前期課程にあつては、修了した後）、同項第一号に規定する

学校を卒業した者については四年以上、同項第三号に規定する学校を卒業した者

（同法による専門職大学の前期課程にあつては、修了した者）については六年以

上、同項第五号に規定する学校を卒業した者については八年以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者

三　十年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

四　国土交通省令・環境省令の定めるところにより、前三号に掲げる者と同等以

上の技能を有すると認められる者

２　簡易水道等又は一日最大給水量が一万立方メートル以下である専用水道につ

いては、前項第一号中「三年以上」とあるのは「一年六月以上」と、「五年以

上」とあるのは「二年六月以上」と、「七年以上」とあるのは「三年六月以上」

と、同項第二号中「四年以上」とあるのは「二年以上」と、「六年以上」とある

のは「三年以上」と、「八年以上」とあるのは「四年以上」と、同項第三号中

「十年以上」とあるのは「五年以上」とそれぞれ読み替えるものとする。
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改正前 改正後 所掌省庁

国土交通省

４　次の各号のいずれかに掲げる水道事業者間、水道用水供給事業者間又は水道

事業者と水道用水供給事業者との間における合理化に関する法第四十一条の規定

による国土交通大臣の権限に属する事務は、都道府県知事が行うものとする。た

だし、当該水道事業者が経営する水道事業の給水区域又は当該水道用水供給事業

者が経営する水道用水供給事業から用水の供給を受ける水道事業の給水区域をそ

の区域に含む都道府県が二以上であるときは、この限りでない。

一　給水人口の合計が五万人以下である二以上の水道事業者間

二　給水人口の合計が五万人を超える二以上の水道事業者（特定水源水道事業を

経営する者を除く。）の間

三　一日最大給水量の合計が二万五千立方メートル以下である二以上の水道用水

供給事業者間

四　給水人口が五万人以下である水道事業者と一日最大給水量が二万五千立方

メートル以下である水道用水供給事業者との間

五　給水人口が五万人を超える水道事業者（特定水源水道事業を経営する者を除

く。）と一日最大給水量が二万五千立方メートル以下である水道用水供給事業者

（河川の流水を水源とする水道用水供給事業を経営する者を除く。）との間

５　前各項の場合においては、法の規定中前各項の規定により都道府県知事が行

う事務に係る国土交通大臣に関する規定は、都道府県知事に関する規定として都

道府県知事に適用があるものとする。

６　法第三十六条第一項及び第二項、第三十七条、第三十九条第一項並びに第四

十一条に規定する国土交通大臣の権限に属する事務のうち、第一項、第二項及び

第四項の規定により都道府県知事が行うものとされる事務は、水道の利用者の利

益を保護するため緊急の必要があると国土交通大臣が認めるときは、国土交通大

臣又は都道府県知事が行うものとする。

７　前項の場合において、国土交通大臣又は都道府県知事が当該事務を行うとき

は、相互に密接な連携の下に行うものとする。

４　次の各号のいずれかに掲げる水道事業者間、水道用水供給事業者間又は水道

事業者と水道用水供給事業者との間における合理化に関する法第四十一条の規定

による厚生労働大臣の権限に属する事務は、都道府県知事が行うものとする。た

だし、当該水道事業者が経営する水道事業の給水区域又は当該水道用水供給事業

者が経営する水道用水供給事業から用水の供給を受ける水道事業の給水区域をそ

の区域に含む都道府県が二以上であるときは、この限りでない。

一　給水人口の合計が五万人以下である二以上の水道事業者間

二　給水人口の合計が五万人を超える二以上の水道事業者（特定水源水道事業を

経営する者を除く。）の間

三　一日最大給水量の合計が二万五千立方メートル以下である二以上の水道用水

供給事業者間

四　給水人口が五万人以下である水道事業者と一日最大給水量が二万五千立方

メートル以下である水道用水供給事業者との間

五　給水人口が五万人を超える水道事業者（特定水源水道事業を経営する者を除

く。）と一日最大給水量が二万五千立方メートル以下である水道用水供給事業者

（河川の流水を水源とする水道用水供給事業を経営する者を除く。）との間

５　前各項の場合においては、法の規定中前各項の規定により都道府県知事が行

う事務に係る厚生労働大臣に関する規定は、都道府県知事に関する規定として都

道府県知事に適用があるものとする。

６　法第三十六条第一項及び第二項、第三十七条、第三十九条第一項並びに第四

十一条に規定する厚生労働大臣の権限に属する事務のうち、第一項、第二項及び

第四項の規定により都道府県知事が行うものとされる事務は、水道の利用者の利

益を保護するため緊急の必要があると厚生労働大臣が認めるときは、厚生労働大

臣又は都道府県知事が行うものとする。

７　前項の場合において、厚生労働大臣又は都道府県知事が当該事務を行うとき

は、相互に密接な連携の下に行うものとする。

（都道府県の処理する事務）

第十四条　水道事業（河川法（昭和三十九年法律第百六十七号）第三条第一項に

規定する河川（以下この条及び次条第一項において「河川」という。）の流水を

水源とする水道事業及び河川の流水を水源とする水道用水供給事業を経営する者

から供給を受ける水を水源とする水道事業（以下この条及び次条第一項において

「特定水源水道事業」という。）であつて、給水人口が五万人を超えるものを除

く。以下この項において同じ。）に関する法第六条第一項、第九条第一項（法第

十条第二項において準用する場合を含む。）、第十条第一項及び第三項、第十一

条第一項及び第三項、第十三条第一項、第十四条第五項及び第六項、第二十四条

の三第二項、第三十五条、第三十六条第一項及び第二項、第三十七条、第三十八

条並びに第三十九条第一項の規定による厚生労働大臣の権限に属する事務並びに

水道事業に関する法第四十二条第一項及び第三項（都道府県が当事者である場合

を除く。）の規定による厚生労働大臣の権限に属する事務は、都道府県知事が行

うものとする。

２　一日最大給水量が二万五千立方メートル以下である水道用水供給事業に関す

る法第二十六条、第二十九条第一項（法第三十条第二項において準用する場合を

含む。）並びに第三十条第一項及び第三項、法第三十一条において準用する法第

十一条第一項及び第三項、第十三条第一項及び第二十四条の三第二項並びに法第

三十五条、第三十六条第一項及び第二項、第三十七条並びに第三十九条第一項の

規定による厚生労働大臣の権限に属する事務は、都道府県知事が行うものとす

る。

３　給水人口が五万人を超える水道事業（特定水源水道事業に限る。）又は一日

最大給水量が二万五千立方メートルを超える水道用水供給事業の水源の種別、取

水地点又は浄水方法の変更であつて、当該変更に要する工事費の総額が一億円以

下であるものに係る法第十条第一項又は第三十条第一項の規定による厚生労働大

臣の権限に属する事務は、都道府県知事が行うものとする。

（都道府県の処理する事務）

第十四条　水道事業（河川法（昭和三十九年法律第百六十七号）第三条第一項に

規定する河川（以下この条及び次条第一項において「河川」という。）の流水を

水源とする水道事業及び河川の流水を水源とする水道用水供給事業を経営する者

から供給を受ける水を水源とする水道事業（以下この条及び次条第一項において

「特定水源水道事業」という。）であつて、給水人口が五万人を超えるものを除

く。以下この項において同じ。）に関する法第六条第一項、第九条第一項（法第

十条第二項において準用する場合を含む。）、第十条第一項及び第三項、第十一

条第一項及び第三項、第十三条第一項、第十四条第五項及び第六項、第二十四条

の三第二項、第三十五条、第三十六条第一項及び第二項、第三十七条、第三十八

条並びに第三十九条第一項の規定による国土交通大臣の権限に属する事務並びに

水道事業に関する法第四十二条第一項及び第三項（都道府県が当事者である場合

を除く。）の規定による国土交通大臣の権限に属する事務は、都道府県知事が行

うものとする。

２　一日最大給水量が二万五千立方メートル以下である水道用水供給事業に関す

る法第二十六条、第二十九条第一項（法第三十条第二項において準用する場合を

含む。）並びに第三十条第一項及び第三項、法第三十一条において準用する法第

十一条第一項及び第三項、第十三条第一項及び第二十四条の三第二項並びに法第

三十五条、第三十六条第一項及び第二項、第三十七条並びに第三十九条第一項の

規定による国土交通大臣の権限に属する事務は、都道府県知事が行うものとす

る。

３　給水人口が五万人を超える水道事業（特定水源水道事業に限る。）又は一日

最大給水量が二万五千立方メートルを超える水道用水供給事業の水源の種別、取

水地点又は浄水方法の変更であつて、当該変更に要する工事費の総額が一億円以

下であるものに係る法第十条第一項又は第三十条第一項の規定による国土交通大

臣の権限に属する事務は、都道府県知事が行うものとする。

国土交通省

（手数料）

第十三条　法第四十五条の三第一項の政令で定める手数料の額は、次の各号に掲

げる者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。

一　給水装置工事主任技術者免状（以下この項において「免状」という。）の交

付を受けようとする者　二千五百円（情報通信技術を活用した行政の推進等に関

する法律（平成十四年法律第百五十一号）第六条第一項の規定により同項に規定

する電子情報処理組織を使用する者（以下「電子情報処理組織を使用する者」と

いう。）にあつては、二千四百五十円）

二　免状の書換え交付を受けようとする者　二千百五十円（電子情報処理組織を

使用する者にあつては、二千五十円）

三　免状の再交付を受けようとする者　二千百五十円（電子情報処理組織を使用

する者にあつては、二千五十円）

２　法第四十五条の三第二項の政令で定める受験手数料の額は、二万千三百円と

する。

（略） 国土交通省
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（新設） ８　環境大臣は、水道により供給される水の水質の保全又は水道の衛生の見地か

ら水道の利用者の利益を保護するため緊急の必要があると認めるときは、国土交

通大臣に対し、第六項の規定に基づき、同項に規定する都道府県知事が行うもの

とされる事務（法第四十一条に係るものを除く。）の全部又は一部を行うことを

求めることができる。

国土交通省・環

境省

国土交通省

四　次のいずれかに掲げる水道事業者間、水道用水供給事業者間又は水道事業者

と水道用水供給事業者との間における合理化に関する法第四十一条の規定による

国土交通大臣の権限に属する事務

イ～ハ　（略）

四　次のいずれかに掲げる水道事業者間、水道用水供給事業者間又は水道事業者

と水道用水供給事業者との間における合理化に関する法第四十一条の規定による

厚生労働大臣の権限に属する事務

イ　特定給水区域水道事業である水道事業（特定河川以外の河川の流水を水源と

するものを除く。）を経営する者である二以上の水道事業者（当該指定都道府県

を除く。）の間（給水人口の合計が五万人以下である二以上の水道事業者間及び

給水人口の合計が五万人を超える二以上の水道事業者（特定水源水道事業を経営

する者を除く。）の間を除く。）

ロ　特定給水区域水道用水供給事業である水道用水供給事業（特定河川以外の河

川の流水を水源とするものを除く。）を経営する者である二以上の水道用水供給

事業者（当該指定都道府県を除く。）の間（一日最大給水量の合計が二万五千立

方メートル以下である二以上の水道用水供給事業者間を除く。）

ハ　特定給水区域水道事業である水道事業（特定河川以外の河川の流水を水源と

するものを除く。）を経営する者である水道事業者（当該指定都道府県を除

く。）と特定給水区域水道用水供給事業である水道用水供給事業（特定河川以外

の河川の流水を水源とするものを除く。）を経営する者である水道用水供給事業

者（当該指定都道府県を除く。）との間（次に掲げる水道事業者と水道用水供給

事業者との間を除く。）

（１）　給水人口が五万人以下である水道事業者と一日最大給水量が二万五千立

方メートル以下である水道用水供給事業者との間

（２）　給水人口が五万人を超える水道事業者（特定水源水道事業を経営する者

を除く。）と一日最大給水量が二万五千立方メートル以下である水道用水供給事

業者（河川の流水を水源とする水道用水供給事業を経営する者を除く。）との間

国土交通省

（指定都道府県の処理する事務）

第十五条　次に掲げる国土交通大臣の権限に属する事務は、指定都道府県（水道

事業又は水道用水供給事業に係る公衆衛生の向上と生活環境の改善に関し特に専

門的な知識を必要とする事務が適切に実施されるものとして国土交通大臣が指定

する都道府県をいう。以下この条において同じ。）の知事が行うものとする。

一　特定水源水道事業であつて、給水人口が五万人を超えるもの（特定給水区域

水道事業（給水区域の全部が当該指定都道府県の区域に含まれる水道事業をい

う。以下この項において同じ。）であるものに限り、特定河川（河川法第六条第

一項に規定する河川区域の全部が当該指定都道府県の区域に含まれる河川をい

う。以下この項において同じ。）以外の河川の流水を水源とするもの及び当該指

定都道府県が経営するものを除く。）に関する法第六条第一項、第九条第一項

（法第十条第二項において準用する場合を含む。）、第十条第一項及び第三項、

第十一条第一項及び第三項、第十三条第一項、第十四条第五項及び第六項、第二

十四条の三第二項、第三十五条、第三十六条第一項及び第二項、第三十七条、第

三十八条並びに第三十九条第一項の規定による国土交通大臣の権限に属する事務

（法第十条第一項の規定による国土交通大臣の権限に属する事務については、前

条第三項に規定する水道事業に係るものを除く。）

（指定都道府県の処理する事務）

第十五条　次に掲げる厚生労働大臣の権限に属する事務は、指定都道府県（水道

事業又は水道用水供給事業に係る公衆衛生の向上と生活環境の改善に関し特に専

門的な知識を必要とする事務が適切に実施されるものとして厚生労働大臣が指定

する都道府県をいう。以下この条において同じ。）の知事が行うものとする。

一　特定水源水道事業であつて、給水人口が五万人を超えるもの（特定給水区域

水道事業（給水区域の全部が当該指定都道府県の区域に含まれる水道事業をい

う。以下この項において同じ。）であるものに限り、特定河川（河川法第六条第

一項に規定する河川区域の全部が当該指定都道府県の区域に含まれる河川をい

う。以下この項において同じ。）以外の河川の流水を水源とするもの及び当該指

定都道府県が経営するものを除く。）に関する法第六条第一項、第九条第一項

（法第十条第二項において準用する場合を含む。）、第十条第一項及び第三項、

第十一条第一項及び第三項、第十三条第一項、第十四条第五項及び第六項、第二

十四条の三第二項、第三十五条、第三十六条第一項及び第二項、第三十七条、第

三十八条並びに第三十九条第一項の規定による厚生労働大臣の権限に属する事務

（法第十条第一項の規定による厚生労働大臣の権限に属する事務については、前

条第三項に規定する水道事業に係るものを除く。）

国土交通省

二　特定水源水道事業であつて、給水人口が五万人を超えるもの（特定給水区域

水道事業であるものに限り、特定河川以外の河川の流水を水源とするものを除

く。）に関する法第四十二条第一項及び第三項（当該指定都道府県が当事者であ

る場合を除く。）の規定による国土交通大臣の権限に属する事務

三　一日最大給水量が二万五千立方メートルを超える水道用水供給事業（特定給

水区域水道用水供給事業（特定給水区域水道事業を経営する者に対してのみその

用水を供給する水道用水供給事業をいう。次号ロ及びハにおいて同じ。）である

ものに限り、特定河川以外の河川の流水を水源とするもの及び当該指定都道府県

が経営するものを除く。）に関する法第二十六条、第二十九条第一項（法第三十

条第二項において準用する場合を含む。）並びに第三十条第一項及び第三項、法

第三十一条において準用する法第十一条第一項及び第三項、第十三条第一項及び

第二十四条の三第二項並びに法第三十五条、第三十六条第一項及び第二項、第三

十七条並びに第三十九条第一項の規定による国土交通大臣の権限に属する事務

（法第三十条第一項の規定による国土交通大臣の権限に属する事務については、

前条第三項に規定する水道用水供給事業に係るものを除く。）

二　特定水源水道事業であつて、給水人口が五万人を超えるもの（特定給水区域

水道事業であるものに限り、特定河川以外の河川の流水を水源とするものを除

く。）に関する法第四十二条第一項及び第三項（当該指定都道府県が当事者であ

る場合を除く。）の規定による厚生労働大臣の権限に属する事務

三　一日最大給水量が二万五千立方メートルを超える水道用水供給事業（特定給

水区域水道用水供給事業（特定給水区域水道事業を経営する者に対してのみその

用水を供給する水道用水供給事業をいう。次号ロ及びハにおいて同じ。）である

ものに限り、特定河川以外の河川の流水を水源とするもの及び当該指定都道府県

が経営するものを除く。）に関する法第二十六条、第二十九条第一項（法第三十

条第二項において準用する場合を含む。）並びに第三十条第一項及び第三項、法

第三十一条において準用する法第十一条第一項及び第三項、第十三条第一項及び

第二十四条の三第二項並びに法第三十五条、第三十六条第一項及び第二項、第三

十七条並びに第三十九条第一項の規定による厚生労働大臣の権限に属する事務

（法第三十条第一項の規定による厚生労働大臣の権限に属する事務については、

前条第三項に規定する水道用水供給事業に係るものを除く。）
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改正前 改正後 所掌省庁

（新設）

９　国土交通大臣は、第一項の規定による指定をし、又は第四項の規定による指

定の取消しをしようとするときは、環境大臣の水道により供給される水の水質の

保全又は水道の衛生の見地からの意見を聴かなければならない。

10　環境大臣は、水道により供給される水の水質の保全又は水道の衛生の見地か

ら必要があると認めるときは、国土交通大臣に対し、第一項の規定による指定又

は第四項の規定による指定の取消しを行うことを求めることができる。

11　環境大臣は、水道により供給される水の水質の保全又は水道の衛生の見地か

ら水道の利用者の利益を保護するため緊急の必要があると認めるときは、国土交

通大臣に対し、第七項の規定に基づき、同項に規定する指定都道府県の知事が行

うものとされる事務（法第四十一条に係るものを除く。）の全部又は一部を行う

ことを求めることができる。

国土交通省・環

境省

国土交通省

別表（第十二条関係）

一

水源開発施設（水道の水源の開発の用に供するダム、堰せき、水路及び海水淡水

化施設並びにこれらの施設と密接な関連を有する施設をいう。以下同じ。）であ

つて、用水単価及び資本単価が国土交通大臣が定める額以上の水道事業又は水道

用水供給事業の用に供するものの新設又は増設に要する費用

三分の一（用水単価及び資本単価が国土交通大臣が定める額以上の水道事業又は

水道用水供給事業にあつては二分の一）

二

法第五条の三第一項に規定する水道基盤強化計画において定められた同条第二項

第七号に掲げる事項に係る水道施設（水源開発施設及び基幹的な配水施設以外の

配水施設を除く。）であつて、用水単価及び資本単価が国土交通大臣が定める額

以上の水道事業又は水道用水供給事業の用に供するものの新設又は増設に要する

費用

三分の一

三

簡易水道事業の用に供する水道施設の新設又は増設に要する費用

財政力指数が国土交通大臣が定める数値を超える市町村にあつては、四分の一

（単位管延長が国土交通大臣が定める数値以上の水道施設にあつては十分の四、

単位管延長が当該数値未満であつて国土交通大臣が別に定める数値以上の水道施

設にあつては三分の一）、その他の市町村にあつては、三分の一（単位管延長が

国土交通大臣が定める数値以上の水道施設にあつては十分の四）

備考　この表における「用水単価」、「資本単価」、「財政力指数」及び「単位

管延長」については、国土交通大臣の定めるところによる。

別表（第十二条関係）

一

水源開発施設（水道の水源の開発の用に供するダム、堰せき、水路及び海水淡水

化施設並びにこれらの施設と密接な関連を有する施設をいう。以下同じ。）であ

つて、用水単価及び資本単価が厚生労働大臣が定める額以上の水道事業又は水道

用水供給事業の用に供するものの新設又は増設に要する費用

三分の一（用水単価及び資本単価が厚生労働大臣が定める額以上の水道事業又は

水道用水供給事業にあつては二分の一）

二

法第五条の三第一項に規定する水道基盤強化計画において定められた同条第二項

第七号に掲げる事項に係る水道施設（水源開発施設及び基幹的な配水施設以外の

配水施設を除く。）であつて、用水単価及び資本単価が厚生労働大臣が定める額

以上の水道事業又は水道用水供給事業の用に供するものの新設又は増設に要する

費用

三分の一

三

簡易水道事業の用に供する水道施設の新設又は増設に要する費用

財政力指数が厚生労働大臣が定める数値を超える市町村にあつては、四分の一

（単位管延長が厚生労働大臣が定める数値以上の水道施設にあつては十分の四、

単位管延長が当該数値未満であつて厚生労働大臣が別に定める数値以上の水道施

設にあつては三分の一）、その他の市町村にあつては、三分の一（単位管延長が

厚生労働大臣が定める数値以上の水道施設にあつては十分の四）

備考　この表における「用水単価」、「資本単価」、「財政力指数」及び「単位

管延長」については、厚生労働大臣の定めるところによる。

国土交通省

２　国土交通大臣は、前項の規定による指定都道府県の指定をしたときは、その

旨を公示しなければならない。

３　第一項の規定による指定都道府県の指定があつた場合においては、その指定

の際現に効力を有する国土交通大臣が行つた認可等の処分その他の行為又は現に

国土交通大臣に対して行つている認可等の申請その他の行為で、当該指定の日以

後同項の規定により当該指定都道府県の知事が行うこととなる事務に係るもの

は、当該指定の日以後においては、当該指定都道府県の知事が行つた認可等の処

分その他の行為又は当該指定都道府県の知事に対して行つた認可等の申請その他

の行為とみなす。

４　国土交通大臣は、指定都道府県について第一項の規定による指定の事由がな

くなつたと認めるときは、当該指定を取り消すものとする。

５　第二項及び第三項の規定は、前項の規定による指定の取消しについて準用す

る。この場合において、第三項中「国土交通大臣」とあるのは「指定都道府県の

知事」と、「当該指定都道府県の知事」とあるのは「国土交通大臣」と読み替え

るものとする。

６　第一項の場合においては、法の規定中同項の規定により指定都道府県の知事

が行う事務に係る国土交通大臣に関する規定は、指定都道府県の知事に関する規

定として指定都道府県の知事に適用があるものとする。

７　法第三十六条第一項及び第二項、第三十七条、第三十九条第一項並びに第四

十一条に規定する国土交通大臣の権限に属する事務のうち、第一項の規定により

指定都道府県の知事が行うものとされる事務は、水道の利用者の利益を保護する

ため緊急の必要があると国土交通大臣が認めるときは、国土交通大臣又は指定都

道府県の知事が行うものとする。

８　前項の場合において、国土交通大臣又は指定都道府県の知事が当該事務を行

うときは、相互に密接な連携の下に行うものとする。

２　厚生労働大臣は、前項の規定による指定都道府県の指定をしたときは、その

旨を公示しなければならない。

３　第一項の規定による指定都道府県の指定があつた場合においては、その指定

の際現に効力を有する厚生労働大臣が行つた認可等の処分その他の行為又は現に

厚生労働大臣に対して行つている認可等の申請その他の行為で、当該指定の日以

後同項の規定により当該指定都道府県の知事が行うこととなる事務に係るもの

は、当該指定の日以後においては、当該指定都道府県の知事が行つた認可等の処

分その他の行為又は当該指定都道府県の知事に対して行つた認可等の申請その他

の行為とみなす。

４　厚生労働大臣は、指定都道府県について第一項の規定による指定の事由がな

くなつたと認めるときは、当該指定を取り消すものとする。

５　第二項及び第三項の規定は、前項の規定による指定の取消しについて準用す

る。この場合において、第三項中「厚生労働大臣」とあるのは「指定都道府県の

知事」と、「当該指定都道府県の知事」とあるのは「厚生労働大臣」と読み替え

るものとする。

６　第一項の場合においては、法の規定中同項の規定により指定都道府県の知事

が行う事務に係る厚生労働大臣に関する規定は、指定都道府県の知事に関する規

定として指定都道府県の知事に適用があるものとする。

７　法第三十六条第一項及び第二項、第三十七条、第三十九条第一項並びに第四

十一条に規定する厚生労働大臣の権限に属する事務のうち、第一項の規定により

指定都道府県の知事が行うものとされる事務は、水道の利用者の利益を保護する

ため緊急の必要があると厚生労働大臣が認めるときは、厚生労働大臣又は指定都

道府県の知事が行うものとする。

８　前項の場合において、厚生労働大臣又は指定都道府県の知事が当該事務を行

うときは、相互に密接な連携の下に行うものとする。

国土交通省（略）

（管轄都道府県知事）

第十六条　法第四十八条に規定する関係都道府県知事は、次の各号に掲げる事業

又は水道について、それぞれ当該各号に定める区域をその区域に含むすべての都

道府県の知事とする。この場合において、当該都道府県知事は、共同して同条に

規定する事務を行うものとする。

一　水道事業　当該事業の給水区域

二　水道用水供給事業　当該事業から用水の供給を受ける水道事業の給水区域

三　専用水道　当該水道により居住に必要な水の供給が行われる区域

四　簡易専用水道　当該水道により水の供給が行われる区域
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水道原水水質保全事業の実施の促進に関する法律施行令

改正前 改正後 所掌省庁

内閣は、水道原水水質保全事業の実施の促進に関する法律（平成六年法律第八

号）第四条第一項、第三項及び第四項、第五条第五項、第七条第六項、第十三条

第二項、第十四条第三項並びに第十六条第二項の規定に基づき、この政令を制定

する。
（略）

（都府県の他の都府県に対する要請）

第二条　法第四条第三項の規定による要請は、次に掲げる事項を記載した書面を

もってしなければならない。

一　当該要請をしようとする都府県において対象水道原水の水質の保全に資する

ため講じた施策及び講じようとする施策

二　当該要請を受けることとなる都府県の区域内において対象水道原水に係る法

第四条第三項に規定する地域水道原水水質保全事業（第四条において単に「地域

水道原水水質保全事業」という。）の実施の促進が図られる必要があると認める

理由

２　前項の書面には、前条に規定する書面の写しを添付しなければならない。

（略）
国土交通省・環

境省

（都道府県の河川管理者に対する通知）

第三条　法第四条第四項の規定による通知は、次に掲げる事項を記載した書面を

もってしなければならない。

一　対象水道原水の取水地点の位置

二　当該通知をしようとする都道府県において対象水道原水の水質の保全に資す

るため講じた施策及び講じようとする施策

２　前項の書面には、第一条に規定する書面の写しを添付しなければならない。

（略）
国土交通省・環

境省

（負担予定額を定める際に勘案する事情）

第四条　法第五条第五項に規定する政令で定める事情は、同条第一項に規定する

都道府県計画に定められる地域水道原水水質保全事業の実施の目的、同条第四項

第一号の取水地点における水道原水の水質の保全について当該地域水道原水水質

保全事業の実施により得られる効用その他の負担の衡平の観点から留意すべき事

情とする。

（略） 国土交通省

第五条　法第七条第六項に規定する政令で定める事情は、同条第一項に規定する

河川管理者事業計画（第七条において単に「河川管理者事業計画」という。）に

定められる法第二条第四項第七号に規定する河川水道原水水質保全事業の実施の

目的、法第七条第五項第一号の取水地点における水道原水の水質の保全について

当該河川水道原水水質保全事業の実施により得られる効用その他の負担の衡平の

観点から留意すべき事情とする。

（略） 国土交通省

（国庫補助）

第六条　法第十三条第二項の規定による市町村に対する国の補助は、法第二条第

四項第四号に規定する浄化槽の設置に要する費用の額及び当該浄化槽の設置に対

する補助に要する費用の額のうち、環境大臣が定める基準に基づいて算定した額

の三分の一以内（沖縄県、奄美群島（鹿児島県名瀬市及び大島郡の区域をいう。

以下この条において同じ。）又は離島振興法（昭和二十八年法律第七十二号）第

二条第一項の規定により離島振興対策実施地域として指定された離島（沖縄県又

は奄美群島に属するものを除く。）の区域内における当該浄化槽の設置又は設置

に対する補助にあっては、二分の一以内）の額について行うものとする。

（略） 国土交通省

国土交通省・環

境省
（略）

（水道事業者の都道府県に対する要請）

第一条　水道原水水質保全事業の実施の促進に関する法律（以下「法」とい

う。）第四条第一項の規定による要請は、次に掲げる事項を記載した書面をもっ

てしなければならない。

一　当該要請に係る水道原水（以下「対象水道原水」という。）の取水地点の位

置

二　前号の取水地点における対象水道原水及び対象水道原水に係る水道水の水質

の検査（水道法（昭和三十二年法律第百七十七号）第四条第一項各号に掲げる要

件のうち当該水道水が満たさなくなるおそれがあるものに係る水質の検査に限

る。）に関する記録

三　当該要請をしようとする水道事業者（以下この条において「要請水道事業

者」という。）が第一号の取水地点における対象水道原水の水質の汚濁の状況に

応じて講じた措置及び講じようとする措置の内容

四　要請水道事業者が前号の措置以外の措置を講ずることが困難である理由

五　要請水道事業者が第三号の措置を講じた場合においても、対象水道原水に係

る水道水が水道法第四条第一項各号に掲げる要件のいずれかを満たさなくなるお

それがあると認める理由
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（負担金の徴収方法）

第七条　法第十四条第一項の規定により国の行政機関の長が負担させる負担金

は、毎年度、当該国の行政機関の長が河川管理者事業計画に係る当該年度の事業

計画に応じて定める額を、当該国の行政機関の長が河川管理者事業計画に係る当

該年度の資金計画に基づいて定める期日に徴収するものとする。

（略） 国土交通省

（延滞金）

第八条　法第十六条第二項の規定により国の行政機関の長又は地方公共団体の長

が徴収することができる延滞金の額は、同条第一項の規定による督促に係る負担

金の額につき年十四・五パーセントの割合で、納付期限の翌日からその負担金の

完納の日又は財産差押えの日の前日までの日数により計算した額とする。この場

合において、その負担金の額の一部につき納付があったときは、その納付の日以

後の期間に係る延滞金の計算の基礎となる負担金の額は、その納付のあった額を

控除した額とする。

（略） 国土交通省
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水道法施行規則

改正前 改正後 所掌省庁

水道法（昭和三十二年法律第百七十七号）第七条第一項、第二項第八号及び第三

項第八号（第十条第二項において準用する場合を含む。）、第十三条第一項（第

三十一条及び第三十四条第一項において準用する場合を含む。）、第十四条第二

項、第二十条第一項（第三十一条及び第三十四条第一項において準用する場合を

含む。）、第二十一条第一項（第三十一条及び第三十四条第一項において準用す

る場合を含む。）、第二十二条（第三十一条及び第三十四条第一項において準用

する場合を含む。）、第二十七条第一項、第二項第六号及び第三項第七号（第三

十条第二項において準用する場合を含む。）、第三十三条第一項及び第二項第八

号及び附則第六条第一項並びに水道法施行令（昭和三十二年政令第三百三十六

号）第三条第一項第六号及び第五条第一項第四号の規定に基き、並びに同法を実

施するため、水道法施行規則を次のように定める。

（略）

（令第一条第二項の厚生労働省令で定める目的）

第一条　水道法施行令（昭和三十二年政令第三百三十六号。以下「令」とい

う。）第一条第二項に規定する厚生労働省令で定める目的は、人の飲用、炊事

用、浴用その他人の生活の用に供することとする。

（令第一条第二項の国土交通省令で定める目的）

第一条　水道法施行令（昭和三十二年政令第三百三十六号。以下「令」とい

う。）第一条第二項に規定する国土交通省令で定める目的は、人の飲用、炊事

用、浴用その他人の生活の用に供することとする。

国土交通省

（水道基盤強化計画の作成の要請）

第一条の二　市町村の区域を超えた広域的な水道事業者等（水道法（昭和三十二

年法律第百七十七号。以下「法」という。）第二条の二第一項に規定する水道事

業者等をいう。）の間の連携等（同条第二項に規定する連携等をいう。）を推進

しようとする二以上の市町村は、法第五条の三第五項の規定により都道府県に対

し同条第一項に規定する水道基盤強化計画（以下「水道基盤強化計画」とい

う。）を定めることを要請する場合においては、法第五条の二第一項に規定する

基本方針に基づいて当該要請に係る水道基盤強化計画の素案を作成して、これを

提示しなければならない。

（略） 国土交通省

（事業計画書の記載事項）

第二条　法第七条第四項第八号に規定する厚生労働省令で定める事項は、次の各

号に掲げるものとする。

一　工事費の算出根拠

二　借入金の償還方法

三　料金の算出根拠

四　給水装置工事の費用の負担区分を定めた根拠及びその額の算出方法

（事業計画書の記載事項）

第二条　法第七条第四項第八号に規定する国土交通省令で定める事項は、次の各

号に掲げるものとする。

一　工事費の算出根拠

二　借入金の償還方法

三　料金の算出根拠

四　給水装置工事の費用の負担区分を定めた根拠及びその額の算出方法

国土交通省

（工事設計書に記載すべき水質試験の結果）

第三条　法第七条第五項第三号（法第十条第二項において準用する場合を含

む。）に規定する水質試験の結果は、水質基準に関する省令（平成十五年厚生労

働省令第百一号）の表の上欄に掲げる事項に関して水質が最も低下する時期にお

ける試験の結果とする。

２　前項の試験は、水質基準に関する省令に規定する厚生労働大臣が定める方法

によつて行うものとする。

（工事設計書に記載すべき水質試験の結果）

第三条　法第七条第五項第三号（法第十条第二項において準用する場合を含

む。）に規定する水質試験の結果は、水質基準に関する省令（平成十五年厚生労

働省令第百一号）の表の上欄に掲げる事項に関して水質が最も低下する時期にお

ける試験の結果とする。

２　前項の試験は、水質基準に関する省令に規定する環境大臣が定める方法によ

つて行うものとする。

環境省

（認可申請書の添付書類等）

第一条の三　法第七条第一項に規定する国土交通省令で定める書類及び図面は、

次に掲げるものとする。

一　地方公共団体以外の者である場合は、水道事業経営を必要とする理由を記載

した書類

二　地方公共団体以外の法人又は組合である場合は、水道事業経営に関する意思

決定を証する書類

三　市町村以外の者である場合は、法第六条第二項の同意を得た旨を証する書類

四　取水が確実かどうかの事情を明らかにする書類

五　地方公共団体以外の法人又は組合である場合は、定款又は規約

六　給水区域が他の水道事業の給水区域と重複しないこと及び給水区域内におけ

る専用水道の状況を明らかにする書類及びこれらを示した給水区域を明らかにす

る地図

七　水道施設の位置を明らかにする地図

八　水源の周辺の概況を明らかにする地図

九　主要な水道施設（次号に掲げるものを除く。）の構造を明らかにする平面

図、立面図、断面図及び構造図

十　導水管きよ、送水管及び主要な配水管の配置状況を明らかにする平面図及び

縦断面図

２　地方公共団体が申請者である場合であつて、当該申請が他の水道事業の全部

を譲り受けることに伴うものであるときは、法第七条第一項に規定する国土交通

省令で定める書類及び図面は、前項の規定にかかわらず、同項第三号、第六号及

び第七号に掲げるものとする。

（認可申請書の添付書類等）

第一条の三　法第七条第一項に規定する厚生労働省令で定める書類及び図面は、

次に掲げるものとする。

一　地方公共団体以外の者である場合は、水道事業経営を必要とする理由を記載

した書類

二　地方公共団体以外の法人又は組合である場合は、水道事業経営に関する意思

決定を証する書類

三　市町村以外の者である場合は、法第六条第二項の同意を得た旨を証する書類

四　取水が確実かどうかの事情を明らかにする書類

五　地方公共団体以外の法人又は組合である場合は、定款又は規約

六　給水区域が他の水道事業の給水区域と重複しないこと及び給水区域内におけ

る専用水道の状況を明らかにする書類及びこれらを示した給水区域を明らかにす

る地図

七　水道施設の位置を明らかにする地図

八　水源の周辺の概況を明らかにする地図

九　主要な水道施設（次号に掲げるものを除く。）の構造を明らかにする平面

図、立面図、断面図及び構造図

十　導水管きよ、送水管及び主要な配水管の配置状況を明らかにする平面図及び

縦断面図

２　地方公共団体が申請者である場合であつて、当該申請が他の水道事業の全部

を譲り受けることに伴うものであるときは、法第七条第一項に規定する厚生労働

省令で定める書類及び図面は、前項の規定にかかわらず、同項第三号、第六号及

び第七号に掲げるものとする。

国土交通省
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（工事設計書の記載事項）

第四条　法第七条第五項第八号に規定する厚生労働省令で定める事項は、次の各

号に掲げるものとする。

一　主要な水理計算

二　主要な構造計算

（工事設計書の記載事項）

第四条　法第七条第五項第八号に規定する国土交通省令で定める事項は、次の各

号に掲げるものとする。

一　主要な水理計算

二　主要な構造計算

国土交通省

（法第八条第一項各号を適用するについて必要な技術的細目）

第五条　法第八条第二項に規定する技術的細目のうち、同条第一項第一号に関す

るものは、次に掲げるものとする。

一　当該水道事業の開始が、当該水道事業に係る区域における不特定多数の者の

需要に対応するものであること。

二　当該水道事業の開始が、需要者の意向を勘案したものであること。

（略） 国土交通省

国土交通省（略）

第六条　法第八条第二項に規定する技術的細目のうち、同条第一項第二号に関す

るものは、次に掲げるものとする。

一　給水区域が、当該地域における水系、地形その他の自然的条件及び人口、土

地利用その他の社会的条件、水道により供給される水の需要に関する長期的な見

通し並びに当該地域における水道の整備の状況を勘案して、合理的に設定された

ものであること。

二　給水区域が、水道の整備が行われていない区域の解消及び同一の市町村の既

存の水道事業との統合について配慮して設定されたものであること。

三　給水人口が、人口、土地利用、水道の普及率その他の社会的条件を基礎とし

て、各年度ごとに合理的に設定されたものであること。

四　給水量が、過去の用途別の給水量を基礎として、各年度ごとに合理的に設定

されたものであること。

五　給水人口、給水量及び水道施設の整備の見通しが一定の確実性を有し、か

つ、経常収支が適切に設定できるよう期間が設定されたものであること。

六　工事費の調達、借入金の償還、給水収益、水道施設の運転に要する費用等に

関する収支の見通しが確実かつ合理的なものであること。

七　水質検査、点検等の維持管理の共同化について配慮されたものであること。

八　水道基盤強化計画が定められている地域にあつては、当該計画と整合性のと

れたものであること。

九　水道用水供給事業者から用水の供給を受ける水道事業者にあつては、水道用

水供給事業者との契約により必要量の用水の確実な供給が確保されていること。

十　取水に当たつて河川法（昭和三十九年法律第百六十七号）第二十三条の規定

に基づく流水の占用の許可を必要とする場合にあつては、当該許可を受けている

か、又は許可を受けることが確実であると見込まれること。

十一　取水に当たつて河川法第二十三条の規定に基づく流水の占用の許可を必要

としない場合にあつては、水源の状況に応じて取水量が確実に得られると見込ま

れること。

十二　ダムの建設等により水源を確保する場合にあつては、特定多目的ダム法

（昭和三十二年法律第三十五号）第四条第一項に規定する基本計画においてダム

使用権の設定予定者とされている等により、当該ダムを使用できることが確実で

あると見込まれること。
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第七条　法第八条第二項に規定する技術的細目のうち、同条第一項第六号に関す

るものは、当該申請者が当該水道事業の遂行に必要となる資金の調達及び返済の

能力を有することとする。

（略） 国土交通省

国土交通省

（変更認可申請書の添付書類等）

第八条　第一条の三第一項の規定は、法第十条第二項において準用する法第七条

第一項に規定する国土交通省令で定める書類及び図面について準用する。この場

合において、第一条の三第一項中「次に」とあるのは「次の各号（給水区域を拡

張しようとする場合にあつては第四号及び第八号を除き、給水人口を増加させよ

うとする場合にあつては第三号、第四号及び第八号を除き、給水量を増加させよ

うとする場合にあつては第三号を除き、水源の種別又は取水地点を変更しようと

する場合にあつては第二号、第三号、第五号及び第六号を除き、浄水方法を変更

しようとする場合にあつては第二号から第六号までを除く。）に」と、同項第九

号中「除く。）」とあるのは「除く。）であつて、新設、増設又は改造されるも

の」と、同項第十号中「配水管」とあるのは「配水管であつて、新設、増設又は

改造されるもの」とそれぞれ読み替えるものとする。

２　第二条の規定は、法第十条第二項において準用する法第七条第四項第八号に

規定する国土交通省令で定める事項について準用する。この場合において、第二

条中「各号」とあるのは、「各号（水源の種別、取水地点又は浄水方法の変更以

外の変更を伴わない場合にあつては、第四号を除く。）」と読み替えるものとす

る。

３　第四条の規定は、法第十条第二項において準用する法第七条第五項第八号に

規定する国土交通省令で定める事項について準用する。この場合において、第四

条第一号及び第二号中「主要」とあるのは、「新設、増設又は改造される水道施

設に関する主要」と読み替えるものとする。

（変更認可申請書の添付書類等）

第八条　第一条の三第一項の規定は、法第十条第二項において準用する法第七条

第一項に規定する厚生労働省令で定める書類及び図面について準用する。この場

合において、第一条の三第一項中「次に」とあるのは「次の各号（給水区域を拡

張しようとする場合にあつては第四号及び第八号を除き、給水人口を増加させよ

うとする場合にあつては第三号、第四号及び第八号を除き、給水量を増加させよ

うとする場合にあつては第三号を除き、水源の種別又は取水地点を変更しようと

する場合にあつては第二号、第三号、第五号及び第六号を除き、浄水方法を変更

しようとする場合にあつては第二号から第六号までを除く。）に」と、同項第九

号中「除く。）」とあるのは「除く。）であつて、新設、増設又は改造されるも

の」と、同項第十号中「配水管」とあるのは「配水管であつて、新設、増設又は

改造されるもの」とそれぞれ読み替えるものとする。

２　第二条の規定は、法第十条第二項において準用する法第七条第四項第八号に

規定する厚生労働省令で定める事項について準用する。この場合において、第二

条中「各号」とあるのは、「各号（水源の種別、取水地点又は浄水方法の変更以

外の変更を伴わない場合にあつては、第四号を除く。）」と読み替えるものとす

る。

３　第四条の規定は、法第十条第二項において準用する法第七条第五項第八号に

規定する厚生労働省令で定める事項について準用する。この場合において、第四

条第一号及び第二号中「主要」とあるのは、「新設、増設又は改造される水道施

設に関する主要」と読み替えるものとする。

国土交通省

（事業の変更の認可を要しない軽微な変更）

第七条の二　法第十条第一項第一号の国土交通省令で定める軽微な変更は、次の

いずれかの変更とする。

一　水道施設（送水施設（内径が二百五十ミリメートル以下の送水管及びその附

属設備（ポンプを含む。）に限る。）並びに配水施設を除く。以下この号におい

て同じ。）の整備を伴わない変更のうち、給水区域の拡張又は給水人口若しくは

給水量の増加に係る変更であつて次のいずれにも該当しないもの（ただし、水道

施設の整備を伴わない変更のうち、給水人口のみが増加する場合においては、ロ

の規定は適用しない。）。

イ　変更後の給水区域が他の水道事業の給水区域と重複するものであること。

ロ　変更後の給水人口と認可給水人口（法第七条第四項の規定により事業計画書

に記載した給水人口（法第十条第一項又は第三項の規定により給水人口の変更

（同条第一項第一号に該当するものを除く。）を行つたときは、直近の変更後の

給水人口とする。）をいう。）との差が当該認可給水人口の十分の一を超えるも

のであること。

ハ　変更後の給水量と認可給水量（法第七条第四項の規定により事業計画書に記

載した給水量（法第十条第一項又は第三項の規定により給水量の変更（同条第一

項第一号に該当するものを除く。）を行つたときは、直近の変更後の給水量とす

る。）をいう。次号において同じ。）との差が当該認可給水量の十分の一を超え

るものであること。

二　現在の給水量が認可給水量を超えない事業における、次に掲げるいずれかの

浄水施設を用いる浄水方法への変更のうち、給水区域の拡張、給水人口若しくは

給水量の増加又は水源の種別若しくは取水地点の変更を伴わないもの。ただし、

ヌ又はルに掲げる浄水施設を用いる浄水方法への変更については、変更前の浄水

方法に当該浄水施設を用いるものを追加する場合に限る。

イ　普通沈殿池

ロ　薬品沈殿池

ハ　高速凝集沈殿池

ニ　緩速濾ろ過池

ホ　急速濾ろ過池

ヘ　膜濾ろ過設備

ト　エアレーション設備

チ　除鉄設備

リ　除マンガン設備

ヌ　粉末活性炭処理設備

ル　粒状活性炭処理設備

三　河川の流水を水源とする取水地点の変更のうち、給水区域の拡張、給水人口

若しくは給水量の増加又は水源の種別若しくは浄水方法の変更を伴わないもので

あつて、次に掲げる事由その他の事由により、当該河川の現在の取水地点から変

更後の取水地点までの区間（イ及びロにおいて「特定区間」という。）における

原水の水質が大きく変わるおそれがないもの。

イ　特定区間に流入する河川がないとき。

ロ　特定区間に汚染物質を排出する施設がないとき。

（事業の変更の認可を要しない軽微な変更）

第七条の二　法第十条第一項第一号の厚生労働省令で定める軽微な変更は、次の

いずれかの変更とする。

一　水道施設（送水施設（内径が二百五十ミリメートル以下の送水管及びその附

属設備（ポンプを含む。）に限る。）並びに配水施設を除く。以下この号におい

て同じ。）の整備を伴わない変更のうち、給水区域の拡張又は給水人口若しくは

給水量の増加に係る変更であつて次のいずれにも該当しないもの（ただし、水道

施設の整備を伴わない変更のうち、給水人口のみが増加する場合においては、ロ

の規定は適用しない。）。

イ　変更後の給水区域が他の水道事業の給水区域と重複するものであること。

ロ　変更後の給水人口と認可給水人口（法第七条第四項の規定により事業計画書

に記載した給水人口（法第十条第一項又は第三項の規定により給水人口の変更

（同条第一項第一号に該当するものを除く。）を行つたときは、直近の変更後の

給水人口とする。）をいう。）との差が当該認可給水人口の十分の一を超えるも

のであること。

ハ　変更後の給水量と認可給水量（法第七条第四項の規定により事業計画書に記

載した給水量（法第十条第一項又は第三項の規定により給水量の変更（同条第一

項第一号に該当するものを除く。）を行つたときは、直近の変更後の給水量とす

る。）をいう。次号において同じ。）との差が当該認可給水量の十分の一を超え

るものであること。

二　現在の給水量が認可給水量を超えない事業における、次に掲げるいずれかの

浄水施設を用いる浄水方法への変更のうち、給水区域の拡張、給水人口若しくは

給水量の増加又は水源の種別若しくは取水地点の変更を伴わないもの。ただし、

ヌ又はルに掲げる浄水施設を用いる浄水方法への変更については、変更前の浄水

方法に当該浄水施設を用いるものを追加する場合に限る。

イ　普通沈殿池

ロ　薬品沈殿池

ハ　高速凝集沈殿池

ニ　緩速濾ろ過池

ホ　急速濾ろ過池

ヘ　膜濾ろ過設備

ト　エアレーション設備

チ　除鉄設備

リ　除マンガン設備

ヌ　粉末活性炭処理設備

ル　粒状活性炭処理設備

三　河川の流水を水源とする取水地点の変更のうち、給水区域の拡張、給水人口

若しくは給水量の増加又は水源の種別若しくは浄水方法の変更を伴わないもので

あつて、次に掲げる事由その他の事由により、当該河川の現在の取水地点から変

更後の取水地点までの区間（イ及びロにおいて「特定区間」という。）における

原水の水質が大きく変わるおそれがないもの。

イ　特定区間に流入する河川がないとき。

ロ　特定区間に汚染物質を排出する施設がないとき。
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国土交通省

国土交通省

（事業の休廃止の許可の申請）

第八条の三　法第十一条第一項の許可を申請する水道事業者は、申請書に、休廃

止計画書及び次に掲げる書類（図面を含む。）を添えて、国土交通大臣に提出し

なければならない。

一　水道事業の休止又は廃止により公共の利益が阻害されるおそれがないことを

証する書類

二　休止又は廃止する給水区域を明らかにする地図

三　地方公共団体以外の水道事業者（給水人口が令第四条で定める基準を超える

ものに限る。）である場合は、当該水道事業の給水区域をその区域に含む市町村

に協議したことを証する書類

２　前項の申請書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一　申請者の住所及び氏名（法人又は組合にあつては、主たる事務所の所在地及

び名称並びに代表者の氏名）

二　水道事務所の所在地

３　第一項の休廃止計画書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一　休止又は廃止する給水区域

二　休止又は廃止の予定年月日

三　休止又は廃止する理由

四　水道事業の全部又は一部を休止する場合にあつては、事業の全部又は一部の

再開の予定年月日

五　水道事業の一部を廃止する場合にあつては、当該廃止後の給水区域、給水人

口及び給水量

六　水道事業の一部を廃止する場合にあつては、当該廃止後の給水人口及び給水

量の算出根拠

（事業の休廃止の許可の申請）

第八条の三　法第十一条第一項の許可を申請する水道事業者は、申請書に、休廃

止計画書及び次に掲げる書類（図面を含む。）を添えて、厚生労働大臣に提出し

なければならない。

一　水道事業の休止又は廃止により公共の利益が阻害されるおそれがないことを

証する書類

二　休止又は廃止する給水区域を明らかにする地図

三　地方公共団体以外の水道事業者（給水人口が令第四条で定める基準を超える

ものに限る。）である場合は、当該水道事業の給水区域をその区域に含む市町村

に協議したことを証する書類

２　前項の申請書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一　申請者の住所及び氏名（法人又は組合にあつては、主たる事務所の所在地及

び名称並びに代表者の氏名）

二　水道事務所の所在地

３　第一項の休廃止計画書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一　休止又は廃止する給水区域

二　休止又は廃止の予定年月日

三　休止又は廃止する理由

四　水道事業の全部又は一部を休止する場合にあつては、事業の全部又は一部の

再開の予定年月日

五　水道事業の一部を廃止する場合にあつては、当該廃止後の給水区域、給水人

口及び給水量

六　水道事業の一部を廃止する場合にあつては、当該廃止後の給水人口及び給水

量の算出根拠

（事業の変更の届出）

第八条の二　法第十条第三項の届出をしようとする水道事業者は、次に掲げる事

項を記載した届出書を国土交通大臣に提出しなければならない。

一　届出者の住所及び氏名（法人又は組合にあつては、主たる事務所の所在地及

び名称並びに代表者の氏名）

二　水道事務所の所在地

２　前項の届出書には、次に掲げる書類（図面を含む。）を添えなければならな

い。

一　次に掲げる事項を記載した事業計画書

イ　変更後の給水区域、給水人口及び給水量

ロ　水道施設の概要

ハ　給水開始の予定年月日

ニ　変更後の給水人口及び給水量の算出根拠

ホ　法第十条第一項第二号に該当する場合にあつては、当該譲受けの年月日、変

更後の経常収支の概算及び料金並びに給水装置工事の費用の負担区分その他の供

給条件

二　次に掲げる事項を記載した工事設計書

イ　工事の着手及び完了の予定年月日

ロ　第七条の二第一号又は法第十条第一項第二号に該当する場合にあつては、配

水管における最大静水圧及び最小動水圧

ハ　第七条の二第二号に該当する場合にあつては、変更される浄水施設に係る水

源の種別、取水地点、水源の水量の概算、水質試験の結果及び変更後の浄水方法

ニ　第七条の二第三号に該当する場合にあつては、変更される取水施設に係る水

源の種別、水源の水量の概算、水質試験の結果及び変更後の取水地点

三　水道施設の位置を明らかにする地図

四　第七条の二第一号（水道事業者が給水区域を拡張しようとする場合に限る。

次号及び第六号において同じ。）又は法第十条第一項第二号に該当し、かつ、水

道事業者が地方公共団体以外の者である場合にあつては、水道事業経営を必要と

する理由を記載した書類

五　第七条の二第一号又は法第十条第一項第二号に該当し、かつ、水道事業者が

地方公共団体以外の法人又は組合である場合にあつては、水道事業経営に関する

意思決定を証する書類

六　第七条の二第一号又は法第十条第一項第二号に該当し、かつ、水道事業者が

市町村以外の者である場合にあつては、法第六条第二項の同意を得た旨を証する

書類

七　第七条の二第一号又は法第十条第一項第二号に該当する場合にあつては、給

水区域が他の水道事業の給水区域と重複しないこと及び給水区域内における専用

水道の状況を明らかにする書類及びこれらを示した給水区域を明らかにする地図

八　第七条の二第二号に該当する場合にあつては、主要な水道施設であつて、新

設、増設又は改造されるものの構造を明らかにする平面図、立面図、断面図及び

構造図

九　第七条の二第三号に該当する場合にあつては、主要な水道施設であつて、新

設、増設又は改造されるものの構造を明らかにする平面図、立面図、断面図及び

構造図並びに変更される水源からの取水が確実かどうかの事情を明らかにする書

類

（事業の変更の届出）

第八条の二　法第十条第三項の届出をしようとする水道事業者は、次に掲げる事

項を記載した届出書を厚生労働大臣に提出しなければならない。

一　届出者の住所及び氏名（法人又は組合にあつては、主たる事務所の所在地及

び名称並びに代表者の氏名）

二　水道事務所の所在地

２　前項の届出書には、次に掲げる書類（図面を含む。）を添えなければならな

い。

一　次に掲げる事項を記載した事業計画書

イ　変更後の給水区域、給水人口及び給水量

ロ　水道施設の概要

ハ　給水開始の予定年月日

ニ　変更後の給水人口及び給水量の算出根拠

ホ　法第十条第一項第二号に該当する場合にあつては、当該譲受けの年月日、変

更後の経常収支の概算及び料金並びに給水装置工事の費用の負担区分その他の供

給条件

二　次に掲げる事項を記載した工事設計書

イ　工事の着手及び完了の予定年月日

ロ　第七条の二第一号又は法第十条第一項第二号に該当する場合にあつては、配

水管における最大静水圧及び最小動水圧

ハ　第七条の二第二号に該当する場合にあつては、変更される浄水施設に係る水

源の種別、取水地点、水源の水量の概算、水質試験の結果及び変更後の浄水方法

ニ　第七条の二第三号に該当する場合にあつては、変更される取水施設に係る水

源の種別、水源の水量の概算、水質試験の結果及び変更後の取水地点

三　水道施設の位置を明らかにする地図

四　第七条の二第一号（水道事業者が給水区域を拡張しようとする場合に限る。

次号及び第六号において同じ。）又は法第十条第一項第二号に該当し、かつ、水

道事業者が地方公共団体以外の者である場合にあつては、水道事業経営を必要と

する理由を記載した書類

五　第七条の二第一号又は法第十条第一項第二号に該当し、かつ、水道事業者が

地方公共団体以外の法人又は組合である場合にあつては、水道事業経営に関する

意思決定を証する書類

六　第七条の二第一号又は法第十条第一項第二号に該当し、かつ、水道事業者が

市町村以外の者である場合にあつては、法第六条第二項の同意を得た旨を証する

書類

七　第七条の二第一号又は法第十条第一項第二号に該当する場合にあつては、給

水区域が他の水道事業の給水区域と重複しないこと及び給水区域内における専用

水道の状況を明らかにする書類及びこれらを示した給水区域を明らかにする地図

八　第七条の二第二号に該当する場合にあつては、主要な水道施設であつて、新

設、増設又は改造されるものの構造を明らかにする平面図、立面図、断面図及び

構造図

九　第七条の二第三号に該当する場合にあつては、主要な水道施設であつて、新

設、増設又は改造されるものの構造を明らかにする平面図、立面図、断面図及び

構造図並びに変更される水源からの取水が確実かどうかの事情を明らかにする書

類
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（事業の休廃止の許可の基準）

第八条の四　厚生労働大臣は、水道事業の全部又は一部の休止又は廃止により公

共の利益が阻害されるおそれがないと認められるときでなければ、法第十一条第

一項の許可をしてはならない。

（事業の休廃止の許可の基準）

第八条の四　国土交通大臣は、水道事業の全部又は一部の休止又は廃止により公

共の利益が阻害されるおそれがないと認められるときでなければ、法第十一条第

一項の許可をしてはならない。
国土交通省

（布設工事監督者の資格）

第九条　令第五条第一項第六号の規定により同項第一号から第五号までに掲げる

者と同等以上の技能を有すると認められる者は、次のとおりとする。

一　令第五条第一項第一号又は第二号の卒業者であつて、学校教育法（昭和二十

二年法律第二十六号）に基づく大学院研究科において一年以上衛生工学若しくは

水道工学に関する課程を専攻した後、又は大学の専攻科において衛生工学若しく

は水道工学に関する専攻を修了した後、同項第一号の卒業者にあつては一年（簡

易水道の場合は、六箇月）以上、同項第二号の卒業者にあつては二年（簡易水道

の場合は、一年）以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

（布設工事監督者の資格）

第九条　令第五条第一項第八号の規定により同項第一号から第七号までに掲げる

者と同等以上の技能を有すると認められる者は、次のとおりとする。

一　令第五条第一項第一号又は第二号の卒業者であつて、学校教育法（昭和二十

二年法律第二十六号）に基づく大学院研究科において一年以上衛生工学若しくは

水道工学に関する課程を専攻した後、又は大学の専攻科において衛生工学若しく

は水道工学に関する専攻を修了した後、同項第一号の卒業者にあつては二年以

上、同項第二号の卒業者にあつては三年以上水道、工業用水道、下水道、道路又

は河川（以下この条において「水道等」という。）に関する技術上の実務に従事

した経験を有する者（同項第一号の卒業者にあつては一年以上、同項第二号の卒

業者にあつては一年六箇月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有す

る者に限る。）

国土交通省

二　外国の学校において、令第五条第一項第一号若しくは第二号に規定する課程

及び学科目又は第三号若しくは第四号に規定する課程に相当する課程又は学科目

を、それぞれ当該各号に規定する学校において修得する程度と同等以上に修得し

た後、それぞれ当該各号に規定する最低経験年数（簡易水道の場合は、それぞれ

当該各号に規定する最低経験年数の二分の一）以上水道に関する技術上の実務に

従事した経験を有する者

二　外国の学校において、令第五条第一項第一号から第六号までに規定する課程

に相当する課程を、それぞれ当該各号に規定する学校において修得する程度と同

等以上に修得した後、それぞれ当該各号に規定する最低経験年数以上水道等に関

する技術上の実務に従事した経験を有する者（それぞれ当該各号に規定する水道

等の最低経験年数の二分の一以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有

する者に限る。）

国土交通省

三　技術士法（昭和五十八年法律第二十五号）第四条第一項の規定による第二次

試験のうち上下水道部門に合格した者（選択科目として上水道及び工業用水道を

選択したものに限る。）であつて、一年（簡易水道の場合は、六箇月）以上水道

に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

三　技術士法（昭和五十八年法律第二十五号）第四条第一項の規定による第二次

試験のうち上下水道部門に合格した者（選択科目として上水道及び工業用水道を

選択したものに限る。）であつて、一年以上水道等に関する技術上の実務に従事

した経験を有する者（六箇月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有

する者に限る。）

国土交通省

（新設）

四　建設業法施行令（昭和三十一年政令第二百七十三号）第三十四条第一項及び

第二項の規定による土木施工管理に係る一級の技術検定に合格した者であつて、

三年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（一年六箇月以

上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）

国土交通省

（給水開始前の水質検査）

第十条　法第十三条第一項の規定により行う水質検査は、当該水道により供給さ

れる水が水質基準に適合するかしないかを判断することができる場所において、

水質基準に関する省令の表の上欄に掲げる事項及び消毒の残留効果について行う

ものとする。

２　前項の検査のうち水質基準に関する省令の表の上欄に掲げる事項の検査は、

同令に規定する厚生労働大臣が定める方法によつて行うものとする。

（給水開始前の水質検査）

第十条　法第十三条第一項の規定により行う水質検査は、当該水道により供給さ

れる水が水質基準に適合するかしないかを判断することができる場所において、

水質基準に関する省令の表の上欄に掲げる事項及び消毒の残留効果について行う

ものとする。

２　前項の検査のうち水質基準に関する省令の表の上欄に掲げる事項の検査は、

同令に規定する環境大臣が定める方法によつて行うものとする。

環境省

（給水開始前の施設検査）

第十一条　法第十三条第一項の規定により行う施設検査は、浄水及び消毒の能

力、流量、圧力、耐力、汚染並びに漏水のうち、施設の新設、増設又は改造によ

る影響のある事項に関し、新設、増設又は改造に係る施設及び当該影響に関係が

あると認められる水道施設（給水装置を含む。）について行うものとする。

（略） 国土交通省

国土交通省

２　簡易水道事業、給水人口が五万人以下である水道事業又は一日最大給水量が

二万五千立方メートル以下である水道用水供給事業の用に供する水道について

は、前項第一号中「二年以上、同項第二号の卒業者にあつては三年以上水道、工

業用水道、下水道、道路又は河川（以下この条において「水道等」という。）に

関する技術上の実務に従事した経験を有する者（同項第一号の卒業者にあつては

一年以上、同項第二号の卒業者にあつては一年六箇月以上水道に関する技術上の

実務に従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは「一年以上、同項第二号

の卒業者にあつては一年六箇月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を

有する者」と、同項第二号中「最低経験年数以上水道等に関する技術上の実務に

従事した経験を有する者（それぞれ当該各号に規定する水道等の最低経験年数の

二分の一以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」

とあるのは「水道等の最低経験年数の二分の一以上水道に関する技術上の実務に

従事した経験を有する者」と、同項第三号中「一年以上水道等に関する技術上の

実務に従事した経験を有する者（六箇月以上水道に関する技術上の実務に従事し

た経験を有する者に限る。）」とあるのは「六箇月以上水道に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者」と、同項第四号中「三年以上水道等に関する技術

上の実務に従事した経験を有する者（一年六箇月以上水道に関する技術上の実務

に従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは「一年六箇月以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者」とそれぞれ読み替えるものとする。

（新設）
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第十二条の四　法第十四条第三項に規定する技術的細目のうち、同条第二項第四

号に関するものは、次に掲げるものとする。

一　料金に区分を設定する場合にあつては、給水管の口径、水道の使用形態等の

合理的な区分に基づき設定されたものであること。

二　料金及び給水装置工事の費用のほか、水道の需要者が負担すべき費用がある

場合にあつては、その金額が、合理的かつ明確な根拠に基づき設定されたもので

あること。

（略） 国土交通省

国土交通省（略）

第十二条の三　法第十四条第三項に規定する技術的細目のうち、同条第二項第三

号に関するものは、次に掲げるものとする。

一　水道事業者の責任に関する事項として、必要に応じて、次に掲げる事項が定

められていること。

イ　給水区域

ロ　料金、給水装置工事の費用等の徴収方法

ハ　給水装置工事の施行方法

ニ　給水装置の検査及び水質検査の方法

ホ　給水の原則及び給水を制限し、又は停止する場合の手続

二　水道の需要者の責任に関する事項として、必要に応じて、次に掲げる事項が

定められていること。

イ　給水契約の申込みの手続

ロ　料金、給水装置工事の費用等の支払義務及びその支払遅延又は不払の場合の

措置

ハ　水道メーターの設置場所の提供及び保管責任

ニ　水道メーターの賃貸料等の特別の費用負担を課する場合にあつては、その事

項及び金額

ホ　給水装置の設置又は変更の手続

ヘ　給水装置の構造及び材質が法第十六条の規定により定める基準に適合してい

ない場合の措置

ト　給水装置の検査を拒んだ場合の措置

チ　給水装置の管理責任

リ　水の不正使用の禁止及び違反した場合の措置

国土交通省（略）

（法第十四条第二項各号を適用するについて必要な技術的細目）

第十二条　法第十四条第三項に規定する技術的細目のうち、地方公共団体が水道

事業を経営する場合に係る同条第二項第一号に関するものは、次に掲げるものと

する。

一　料金が、イに掲げる額とロに掲げる額の合算額からハに掲げる額を控除して

算定された額を基礎として、合理的かつ明確な根拠に基づき設定されたものであ

ること。

イ　人件費、薬品費、動力費、修繕費、受水費、減価償却費、資産減耗費その他

営業費用の合算額

ロ　支払利息と資産維持費（水道施設の計画的な更新等の原資として内部留保す

べき額をいう。）との合算額

ハ　営業収益の額から給水収益を控除した額

二　第十七条の四第一項の試算を行つた場合にあつては、前号イからハまでに掲

げる額が、当該試算に基づき、算定時からおおむね三年後から五年後までの期間

について算定されたものであること。

三　前号に規定する場合にあつては、料金が、同号の期間ごとの適切な時期に見

直しを行うこととされていること。

四　第二号に規定する場合以外の場合にあつては、料金が、おおむね三年を通じ

財政の均衡を保つことができるよう設定されたものであること。

五　料金が、水道の需要者相互の間の負担の公平性、水利用の合理性及び水道事

業の安定性を勘案して設定されたものであること。

国土交通省（略）

第十二条の二　法第十四条第三項に規定する技術的細目のうち、地方公共団体以

外の者が水道事業を経営する場合に係る同条第二項第一号に関するものは、次に

掲げるものとする。

一　料金が、イに掲げる額とロに掲げる額の合算額からハに掲げる額を控除して

算定された額を基礎として、合理的かつ明確な根拠に基づき設定されたものであ

ること。

イ　人件費、薬品費、動力費、修繕費、受水費、減価償却費、資産減耗費、公租

公課、その他営業費用の合算額

ロ　事業報酬の額

ハ　営業収益の額から給水収益を控除した額

二　第十七条の四第一項の試算を行つた場合にあつては、前号イ及びハに掲げる

額が、当該試算に基づき、算定時からおおむね三年後から五年後までの期間につ

いて算定されたものであること。

三　前号に規定する場合にあつては、料金が、同号の期間ごとの適切な時期に見

直しを行うこととされていること。

四　第二号に規定する場合以外の場合にあつては、料金が、おおむね三年を通じ

財政の均衡を保つことができるよう設定されたものであること。

五　料金が、水道の需要者相互の間の負担の公平性、水利用の合理性及び水道事

業の安定性を勘案して設定されたものであること。
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第十二条の五　法第十四条第三項に規定する技術的細目のうち、同条第二項第五

号に関するものは、次に掲げるものとする。

一　水道事業者の責任に関する事項として、必要に応じて、次に掲げる事項が定

められていること。

イ　貯水槽水道の設置者に対する指導、助言及び勧告

ロ　貯水槽水道の利用者に対する情報提供

二　貯水槽水道の設置者の責任に関する事項として、必要に応じて、次に掲げる

事項が定められていること。

イ　貯水槽水道の管理責任及び管理の基準

ロ　貯水槽水道の管理の状況に関する検査

（略） 国土交通省

（料金の変更の届出）

第十二条の六　法第十四条第五項の規定による料金の変更の届出は、届出書に、

料金の算出根拠及び経常収支の概算を記載した書類を添えて、速やかに行うもの

とする。

（略） 国土交通省

（給水装置の軽微な変更）

第十三条　法第十六条の二第三項の厚生労働省令で定める給水装置の軽微な変更

は、単独水栓の取替え及び補修並びにこま、パッキン等給水装置の末端に設置さ

れる給水用具の部品の取替え（配管を伴わないものに限る。）とする。

（給水装置の軽微な変更）

第十三条　法第十六条の二第三項の国土交通省令で定める給水装置の軽微な変更

は、単独水栓の取替え及び補修並びにこま、パッキン等給水装置の末端に設置さ

れる給水用具の部品の取替え（配管を伴わないものに限る。）とする。

国土交通省

二　外国の学校において、令第七条第一項第二号に規定する学科目又は前号に規

定する学科目に相当する学科目を、それぞれ当該各号に規定する学校において修

得する程度と同等以上に修得した後、それぞれ当該各号の卒業者ごとに規定する

最低経験年数（簡易水道等の場合は、それぞれ当該各号の卒業者ごとに規定する

最低経験年数の二分の一）以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有す

る者

二　外国の学校において、令第七条第一項第一号若しくは第二号に規定する課程

又は前号に規定する課程に相当する課程を、それぞれ当該各号に規定する学校に

おいて修得する程度と同等以上に修得した後、それぞれ当該各号の卒業者ごとに

規定する最低経験年数（簡易水道等の場合は、それぞれ当該各号の卒業者ごとに

規定する最低経験年数の二分の一）以上水道に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者

国土交通省・環

境省

三　厚生労働大臣の登録を受けた者が行う水道の管理に関する講習（以下「登録

講習」という。）の課程を修了した者

三　国土交通大臣及び環境大臣の登録を受けた者が行う水道の管理に関する講習

（以下「登録講習」という。）の課程を修了した者 国土交通省・環

境省

（新設）

四　技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち上下水道部門に合格し

た者（選択科目として上水道及び工業用水道を選択したものに限る。）であつ

て、一年（簡易水道等の場合は、六箇月）以上水道に関する技術上の実務に従事

した経験を有する者

国土交通省・環

境省

（新設）

五　建設業法施行令第三十四条第一項及び第二項の規定による土木施工管理に係

る一級の技術検定に合格した者であつて、三年（簡易水道等の場合は、一年六箇

月）以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

国土交通省・環

境省

（水道技術管理者の資格）

第十四条　令第七条第一項第四号の規定により同項第二号及び第三号に掲げる者

と同等以上の技能を有すると認められる者は、次のとおりとする。

一　令第五条第一項第一号、第三号及び第四号に規定する学校において、工学、

理学、農学、医学及び薬学に関する学科目並びにこれらに相当する学科目以外の

学科目を修めて卒業した（当該学科目を修めて学校教育法に基づく専門職大学の

前期課程（以下この号及び第四十条第二号において「専門職大学前期課程」とい

う。）を修了した場合を含む。）後、同項第一号に規定する学校の卒業者につい

ては五年（簡易水道及び一日最大給水量が千立方メートル以下である専用水道

（以下この号及び次号において「簡易水道等」という。）の場合は、二年六箇

月）以上、同項第三号に規定する学校の卒業者（専門職大学前期課程の修了者を

含む。次号において同じ。）については七年（簡易水道等の場合は、三年六箇

月）以上、同項第四号に規定する学校の卒業者については九年（簡易水道等の場

合は、四年六箇月）以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

（水道技術管理者の資格）

第十四条　令第七条第一項第四号の規定により同項第一号から第三号までに掲げ

る者と同等以上の技能を有すると認められる者は、次のとおりとする。

一　令第五条第一項第一号、第三号及び第五号に規定する学校において、工学、

理学、農学、医学及び薬学に関する課程並びにこれらに相当する課程以外の課程

を修めて卒業した（当該課程を修めて学校教育法に基づく専門職大学の前期課程

（以下この号及び第四十条第二号において「専門職大学前期課程」という。）を

修了した場合を含む。）後、同項第一号に規定する学校の卒業者については五年

（簡易水道事業、給水人口が五万人以下である水道事業及び一日最大給水量が二

万五千立方メートル以下である水道用水供給事業の用に供する水道又は一日最大

給水量が一万立方メートル以下である専用水道（以下この条において「簡易水道

等」という。）の場合は、二年六箇月）以上、同項第三号に規定する学校の卒業

者（専門職大学前期課程の修了者を含む。次号において同じ。）については七年

（簡易水道等の場合は、三年六箇月）以上、同項第五号に規定する学校の卒業者

については九年（簡易水道等の場合は、四年六箇月）以上水道に関する技術上の

実務に従事した経験を有する者

国土交通省・環

境省
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（欠格条項）

第十四条の三　次の各号のいずれかに該当する者は、第十四条第三号の登録を受

けることができない。

一　法又は法に基づく命令に違反し、罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わ

り、又は執行を受けることがなくなつた日から二年を経過しない者

二　第十四条の十三の規定により第十四条第三号の登録を取り消され、その取消

しの日から二年を経過しない者

三　法人であつて、その業務を行う役員のうちに前二号のいずれかに該当する者

がある者

（略）
国土交通省・環

境省

（登録の更新）

第十四条の五　第十四条第三号の登録は、五年ごとにその更新を受けなければ、

その期間の経過によつて、その効力を失う。

２　前三条の規定は、前項の登録の更新について準用する。

（略）
国土交通省・環

境省

（実施義務）

第十四条の六　第十四条第三号の登録を受けた者（以下「登録講習機関」とい

う。）は、正当な理由がある場合を除き、毎事業年度、次に掲げる事項を記載し

た登録講習の実施に関する計画を作成し、これに従つて公正に登録講習を行わな

ければならない。

一　学科講習の実施時期、実施場所、科目、時間及び受講定員に関する事項

二　実務講習の実施時期、実施場所及び受講定員に関する事項

２　登録講習機関は、毎事業年度の開始前に、前項の規定により作成した計画を

厚生労働大臣に届け出なければならない。これを変更しようとするときも、同様

とする。

（実施義務）

第十四条の六　第十四条第三号の登録を受けた者（以下「登録講習機関」とい

う。）は、正当な理由がある場合を除き、毎事業年度、次に掲げる事項を記載し

た登録講習の実施に関する計画を作成し、これに従つて公正に登録講習を行わな

ければならない。

一　学科講習の実施時期、実施場所、科目、時間及び受講定員に関する事項

二　実務講習の実施時期、実施場所及び受講定員に関する事項

２　登録講習機関は、毎事業年度の開始前に、前項の規定により作成した計画を

国土交通大臣及び環境大臣に届け出なければならない。これを変更しようとする

ときも、同様とする。

国土交通省・環

境省

（変更の届出）

第十四条の七　登録講習機関は、その氏名若しくは名称又は住所の変更をしよう

とするときは、変更しようとする日の二週間前までに、その旨を厚生労働大臣に

届け出なければならない。

（変更の届出）

第十四条の七　登録講習機関は、その氏名若しくは名称又は住所の変更をしよう

とするときは、変更しようとする日の二週間前までに、その旨を国土交通大臣及

び環境大臣に届け出なければならない。

国土交通省・環

境省

国土交通省・環

境省

（登録基準）

第十四条の四　国土交通大臣及び環境大臣は、第十四条の二の規定により登録を

申請した者が次に掲げる要件のすべてに適合しているときは、その登録をしなけ

ればならない。

一　学科講習の科目及び時間数は、次のとおりであること。

イ　水道行政　二時間以上

ロ　公衆衛生・衛生管理　二時間以上

ハ　水道経営　三時間以上

ニ　水道基礎工学概論　二十一時間以上

ホ　水質管理　十二時間以上

ヘ　水道施設管理　三十三時間以上

二　学科講習の講師が次のいずれかに該当するものであること。

イ　学校教育法に基づく大学若しくは高等専門学校において前号に掲げる科目に

相当する学科を担当する教授、准教授若しくは講師の職にある者又はこれらの職

にあつた者

ロ　法第三条第二項に規定する水道事業又は同条第四項に規定する水道用水供給

事業に関する実務に十年以上従事した経験を有する者

ハ　イ又はロに掲げる者と同等以上の知識及び経験を有すると認められる者

三　水道施設の技術的基準を定める省令（平成十二年厚生省令第十五号）第五条

に適合する濾ろ過設備を有する水道施設において、十五日間以上の実務講習（一

日につき五時間以上実施されるものに限る。）が行われること。

２　登録は、登録講習機関登録簿に次に掲げる事項を記載してするものとする。

一　登録年月日及び登録番号

二　登録を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者

の氏名

三　登録を受けた者が登録講習を行う主たる事業所の名称及び所在地

（登録基準）

第十四条の四　厚生労働大臣は、第十四条の二の規定により登録を申請した者が

次に掲げる要件のすべてに適合しているときは、その登録をしなければならな

い。

一　学科講習の科目及び時間数は、次のとおりであること。

イ　水道行政　二時間以上

ロ　公衆衛生・衛生管理　二時間以上

ハ　水道経営　三時間以上

ニ　水道基礎工学概論　二十一時間以上

ホ　水質管理　十二時間以上

ヘ　水道施設管理　三十三時間以上

二　学科講習の講師が次のいずれかに該当するものであること。

イ　学校教育法に基づく大学若しくは高等専門学校において前号に掲げる科目に

相当する学科を担当する教授、准教授若しくは講師の職にある者又はこれらの職

にあつた者

ロ　法第三条第二項に規定する水道事業又は同条第四項に規定する水道用水供給

事業に関する実務に十年以上従事した経験を有する者

ハ　イ又はロに掲げる者と同等以上の知識及び経験を有すると認められる者

三　水道施設の技術的基準を定める省令（平成十二年厚生省令第十五号）第五条

に適合する濾ろ過設備を有する水道施設において、十五日間以上の実務講習（一

日につき五時間以上実施されるものに限る。）が行われること。

２　登録は、登録講習機関登録簿に次に掲げる事項を記載してするものとする。

一　登録年月日及び登録番号

二　登録を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者

の氏名

三　登録を受けた者が登録講習を行う主たる事業所の名称及び所在地

国土交通省・環

境省

（登録）

第十四条の二　前条第三号の登録は、登録講習を行おうとする者の申請により行

う。

２　前条第三号の登録を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書

を国土交通大臣及び環境大臣に提出しなければならない。

一　申請者の氏名又は名称並びに法人にあつては、その代表者の氏名

二　登録講習を行おうとする主たる事務所の名称及び所在地

三　登録講習を開始しようとする年月日

３　前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

一　申請者が個人である場合は、その住民票の写し

二　申請者が法人である場合は、その定款及び登記事項証明書

三　申請者が次条各号の規定に該当しないことを説明した書類

四　講師の氏名、職業及び略歴

五　学科講習の科目及び時間数

六　実務講習の実施方法及び期間

七　登録講習の業務以外の業務を行つている場合には、その業務の種類及び概要

を記載した書類

八　その他参考となる事項を記載した書類

（登録）

第十四条の二　前条第三号の登録は、登録講習を行おうとする者の申請により行

う。

２　前条第三号の登録を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書

を厚生労働大臣に提出しなければならない。

一　申請者の氏名又は名称並びに法人にあつては、その代表者の氏名

二　登録講習を行おうとする主たる事務所の名称及び所在地

三　登録講習を開始しようとする年月日

３　前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

一　申請者が個人である場合は、その住民票の写し

二　申請者が法人である場合は、その定款及び登記事項証明書

三　申請者が次条各号の規定に該当しないことを説明した書類

四　講師の氏名、職業及び略歴

五　学科講習の科目及び時間数

六　実務講習の実施方法及び期間

七　登録講習の業務以外の業務を行つている場合には、その業務の種類及び概要

を記載した書類

八　その他参考となる事項を記載した書類
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（業務規程）

第十四条の八　登録講習機関は、登録講習の業務の開始前に、次に掲げる事項を

記載した登録講習の業務に関する規程を定め、厚生労働大臣に届け出なければな

らない。これを変更しようとするときも、同様とする。

一　登録講習の受講申請に関する事項

二　登録講習の受講手数料に関する事項

三　前号の手数料の収納の方法に関する事項

四　登録講習の講師の選任及び解任に関する事項

五　登録講習の修了証書の交付及び再交付に関する事項

六　登録講習の業務に関する帳簿及び書類の保存に関する事項

七　第十四条の十第二項第二号及び第四号の請求に係る費用に関する事項

八　前各号に掲げるもののほか、登録講習の実施に関し必要な事項

（業務規程）

第十四条の八　登録講習機関は、登録講習の業務の開始前に、次に掲げる事項を

記載した登録講習の業務に関する規程を定め、国土交通大臣及び環境大臣に届け

出なければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。

一　登録講習の受講申請に関する事項

二　登録講習の受講手数料に関する事項

三　前号の手数料の収納の方法に関する事項

四　登録講習の講師の選任及び解任に関する事項

五　登録講習の修了証書の交付及び再交付に関する事項

六　登録講習の業務に関する帳簿及び書類の保存に関する事項

七　第十四条の十第二項第二号及び第四号の請求に係る費用に関する事項

八　前各号に掲げるもののほか、登録講習の実施に関し必要な事項

国土交通省・環

境省

（業務の休廃止）

第十四条の九　登録講習機関は、登録講習の業務の全部又は一部を休止し、又は

廃止しようとするときは、あらかじめ、次に掲げる事項を厚生労働大臣に届け出

なければならない。

一　休止又は廃止の理由及びその予定期日

二　休止しようとする場合にあつては、休止の予定期間

（業務の休廃止）

第十四条の九　登録講習機関は、登録講習の業務の全部又は一部を休止し、又は

廃止しようとするときは、あらかじめ、次に掲げる事項を国土交通大臣及び環境

大臣に届け出なければならない。

一　休止又は廃止の理由及びその予定期日

二　休止しようとする場合にあつては、休止の予定期間

国土交通省・環

境省

（適合命令）

第十四条の十一　厚生労働大臣は、登録講習機関が第十四条の四第一項各号のい

ずれかに適合しなくなつたと認めるときは、その登録講習機関に対し、これらの

規定に適合するため必要な措置をとるべきことを命ずることができる。

（適合命令）

第十四条の十一　国土交通大臣及び環境大臣は、登録講習機関が第十四条の四第

一項各号のいずれかに適合しなくなつたと認めるときは、その登録講習機関に対

し、これらの規定に適合するため必要な措置をとるべきことを命ずることができ

る。

国土交通省・環

境省

（改善命令）

第十四条の十二　厚生労働大臣は、登録講習機関が第十四条の六第一項の規定に

違反していると認めるときは、その登録講習機関に対し、登録講習を行うべきこ

と又は登録講習の実施方法その他の業務の方法の改善に関し必要な措置をとるべ

きことを命ずることができる。

（改善命令）

第十四条の十二　国土交通大臣及び環境大臣は、登録講習機関が第十四条の六第

一項の規定に違反していると認めるときは、その登録講習機関に対し、登録講習

を行うべきこと又は登録講習の実施方法その他の業務の方法の改善に関し必要な

措置をとるべきことを命ずることができる。

国土交通省・環

境省

（登録の取消し等）

第十四条の十三　厚生労働大臣は、登録講習機関が次の各号のいずれかに該当す

るときは、その登録を取り消し、又は期間を定めて登録講習の業務の全部若しく

は一部の停止を命ずることができる。

一　第十四条の三第一号又は第三号に該当するに至つたとき。

二　第十四条の六第二項、第十四条の七から第十四条の九まで、第十四条の十第

一項又は次条の規定に違反したとき。

三　正当な理由がないのに第十四条の十第二項各号の規定による請求を拒んだと

き。

四　第十四条の十一又は前条の規定による命令に違反したとき。

五　不正の手段により第十四条第三号の登録を受けたとき。

（登録の取消し等）

第十四条の十三　国土交通大臣及び環境大臣は、登録講習機関が次の各号のいず

れかに該当するときは、その登録を取り消し、又は期間を定めて登録講習の業務

の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。

一　第十四条の三第一号又は第三号に該当するに至つたとき。

二　第十四条の六第二項、第十四条の七から第十四条の九まで、第十四条の十第

一項又は次条の規定に違反したとき。

三　正当な理由がないのに第十四条の十第二項各号の規定による請求を拒んだと

き。

四　第十四条の十一又は前条の規定による命令に違反したとき。

五　不正の手段により第十四条第三号の登録を受けたとき。

国土交通省・環

境省

国土交通省・環

境省

（財務諸表等の備付け及び閲覧等）

第十四条の十　登録講習機関は、毎事業年度経過後三月以内に、その事業年度の

財産目録、貸借対照表及び損益計算書又は収支計算書並びに事業報告書（その作

成に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他の人の知覚によつては認

識することができない方式で作られる記録であつて、電子計算機による情報処理

の用に供されるものをいう。以下同じ。）の作成がされている場合における当該

電磁的記録を含む。次項において「財務諸表等」という。）を作成し、五年間事

務所に備えて置かなければならない。

２　登録講習を受験しようとする者その他の利害関係人は、登録講習機関の業務

時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、第二号又は

第四号の請求をするには、登録講習機関の定めた費用を支払わなければならな

い。

一　財務諸表等が書面をもつて作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄写

の請求

二　前号の書面の謄本又は抄本の請求

三　財務諸表等が電磁的記録をもつて作成されているときは、当該電磁的記録に

記録された事項を紙面又は出力装置の映像面に表示する方法により表示したもの

の閲覧又は謄写の請求

四　前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であつて次のいずれかのも

のにより提供することの請求又は当該事項を記載した書面の交付の請求

イ　送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電気通

信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法であつて、当該電気通信回線

を通じて情報が送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイル

に当該情報が記録されるもの

ロ　電磁的記録媒体（電磁的記録に係る記録媒体をいう。以下同じ。）をもつて

調製するファイルに情報を記録したものを交付する方法

（財務諸表等の備付け及び閲覧等）

第十四条の十　登録講習機関は、毎事業年度経過後三月以内に、その事業年度の

財産目録、貸借対照表及び損益計算書又は収支計算書並びに事業報告書（その作

成に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他の人の知覚によつては認

識することができない方式で作られる記録であつて、電子計算機による情報処理

の用に供されるものをいう。以下同じ。）の作成がされている場合における当該

電磁的記録を含む。次項において「財務諸表等」という。）を作成し、五年間事

務所に備えて置かなければならない。

２　登録講習を受験しようとする者その他の利害関係人は、登録講習機関の業務

時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、第二号又は

第四号の請求をするには、登録講習機関の定めた費用を支払わなければならな

い。

一　財務諸表等が書面をもつて作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄写

の請求

二　前号の書面の謄本又は抄本の請求

三　財務諸表等が電磁的記録をもつて作成されているときは、当該電磁的記録に

記録された事項を紙面又は出力装置の映像面に表示する方法により表示したもの

の閲覧又は謄写の請求

四　前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であつて次のいずれかのも

のにより提供することの請求又は当該事項を記載した書面の交付の請求

イ　送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電気通

信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法であつて、当該電気通信回線

を通じて情報が送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイル

に当該情報が記録されるもの

ロ　磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録してお

くことができる物をもつて調製するファイルに情報を記録したものを交付する方

法
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（帳簿の備付け）

第十四条の十四　登録講習機関は、次に掲げる事項を記載した帳簿を備え、登録

講習の業務を廃止するまでこれを保存しなければならない。

一　学科講習、実務講習ごとの講習実施年月日、実施場所、参加者氏名及び住所

二　学科講習の講師の氏名

三　講習修了者の氏名、生年月日及び修了年月日

（略）
国土交通省・環

境省

（報告の徴収）

第十四条の十五　厚生労働大臣は、登録講習の実施のため必要な限度において、

登録講習機関に対し、登録講習事務又は経理の状況に関し報告させることができ

る。

（報告の徴収）

第十四条の十五　国土交通大臣及び環境大臣は、登録講習の実施のため必要な限

度において、登録講習機関に対し、登録講習事務又は経理の状況に関し報告させ

ることができる。

国土交通省・環

境省

（公示）

第十四条の十六　厚生労働大臣は、次の場合には、その旨を公示しなければなら

ない。

一　第十四条第三号の登録をしたとき。

二　第十四条の七の規定による届出があつたとき。

三　第十四条の九の規定による届出があつたとき。

四　第十四条の十三の規定により第十四条第三号の登録を取り消し、又は登録講

習の業務の停止を命じたとき。

（公示）

第十四条の十六　国土交通大臣及び環境大臣は、次の場合には、その旨を公示し

なければならない。

一　第十四条第三号の登録をしたとき。

二　第十四条の七の規定による届出があつたとき。

三　第十四条の九の規定による届出があつたとき。

四　第十四条の十三の規定により第十四条第三号の登録を取り消し、又は登録講

習の業務の停止を命じたとき。

国土交通省・環

境省

（定期及び臨時の水質検査）

第十五条　（略）

２　（略）

３　第一項第一号ロの検査及び第二項の検査は、水質基準に関する省令に規定す

る厚生労働大臣が定める方法によつて行うものとする。

４～7（略）

8　法第二十条第三項ただし書の規定により、水道事業者が第一項及び第二項の検

査を地方公共団体の機関又は登録水質検査機関（以下この項において「水質検査

機関」という。）に委託して行うときは、次に掲げるところにより行うものとす

る。

（定期及び臨時の水質検査）

第十五条　（略）

２　（略）

３　第一項第一号ロの検査及び第二項の検査は、水質基準に関する省令に規定す

る環境大臣が定める方法によつて行うものとする。

４～７（略）

8　法第二十条第三項ただし書（法第三十一条及び法第三十四条第一項において準

用する場合を含む。）の規定により、水道事業者が第一項及び第二項の検査を地

方公共団体の機関又は登録水質検査機関（以下この項において「水質検査機関」

という。）に委託して行うときは、次に掲げるところにより行うものとする。

環境省
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（登録の更新）

第十五条の三　法第二十条の五第一項の登録の更新を申請しようとする者は、様

式第十四による申請書に次に掲げる書類を添えて、厚生労働大臣に提出しなけれ

ばならない。

一　前条各号に掲げる書類（同条第七号に掲げる文書にあつては、変更がある事

項に係る新旧の対照を明示すること。）

二　直近の三事業年度の各事業年度における水質検査を受託した実績を記載した

書類

（登録の更新）

第十五条の三　法第二十条の五第一項の登録の更新を申請しようとする者は、様

式第十四による申請書に次に掲げる書類を添えて、国土交通大臣及び環境大臣に

提出しなければならない。

一　前条各号に掲げる書類（同条第七号に掲げる文書にあつては、変更がある事

項に係る新旧の対照を明示すること。）

二　直近の三事業年度の各事業年度における水質検査を受託した実績を記載した

書類

国土交通省・環

境省

国土交通省・環

境省

国土交通省・環

境省

（登録の申請）

第十五条の二　法第二十条の二の登録の申請をしようとする者は、様式第十三に

よる申請書に次に掲げる書類を添えて、国土交通大臣及び環境大臣に提出しなけ

ればならない。

一　申請者が個人である場合は、その住民票の写し

二　申請者が法人である場合は、その定款及び登記事項証明書

三　申請者が法第二十条の三各号の規定に該当しないことを説明した書類

四　法第二十条の四第一項第一号の必要な検査施設を有していることを示す次に

掲げる書類

イ　試料及び水質検査に用いる機械器具の汚染を防止するために必要な設備並び

に適切に区分されている検査室を有していることを説明した書類（検査室を撮影

した写真並びに縮尺及び寸法を記載した平面図を含む。）

ロ　次に掲げる水質検査を行うための機械器具に関する書類

（１）　前条第一項第一号の水質検査の項目ごとに水質検査に用いる機械器具の

名称及びその数を記載した書類

（２）　水質検査に用いる機械器具ごとの性能を記載した書類

（３）　水質検査に用いる機械器具ごとの所有又は借入れの別について説明した

書類（借り入れている場合は、当該機械器具に係る借入れの期限を記載するこ

と。）

（４）　水質検査に用いる機械器具ごとに撮影した写真

五　法第二十条の四第一項第二号の水質検査を実施する者（以下「検査員」とい

う。）の氏名及び略歴

六　法第二十条の四第一項第三号イに規定する部門（以下「水質検査部門」とい

う。）及び同号ハに規定する専任の部門（以下「信頼性確保部門」という。）が

置かれていることを説明した書類

七　法第二十条の四第一項第三号ロに規定する文書として、第十五条の四第六号

に規定する標準作業書及び同条第七号イからルまでに掲げる文書

八　水質検査を行う区域内の場所と水質検査を行う事業所との間の試料の運搬の

経路及び方法並びにその運搬に要する時間を説明した書類

九　次に掲げる事項を記載した書面

イ　検査員の氏名及び担当する水質検査の区分

ロ　法第二十条の四第一項第三号イの管理者（以下「水質検査部門管理者」とい

う。）の氏名及び第十五条の四第三号に規定する検査区分責任者の氏名

ハ　第十五条の四第四号に規定する信頼性確保部門管理者の氏名

ニ　水質検査を行う項目ごとの定量下限値

ホ　現に行つている事業の概要

（登録の申請）

第十五条の二　法第二十条の二の登録の申請をしようとする者は、様式第十三に

よる申請書に次に掲げる書類を添えて、厚生労働大臣に提出しなければならな

い。

一　申請者が個人である場合は、その住民票の写し

二　申請者が法人である場合は、その定款及び登記事項証明書

三　申請者が法第二十条の三各号の規定に該当しないことを説明した書類

四　法第二十条の四第一項第一号の必要な検査施設を有していることを示す次に

掲げる書類

イ　試料及び水質検査に用いる機械器具の汚染を防止するために必要な設備並び

に適切に区分されている検査室を有していることを説明した書類（検査室を撮影

した写真並びに縮尺及び寸法を記載した平面図を含む。）

ロ　次に掲げる水質検査を行うための機械器具に関する書類

（１）　前条第一項第一号の水質検査の項目ごとに水質検査に用いる機械器具の

名称及びその数を記載した書類

（２）　水質検査に用いる機械器具ごとの性能を記載した書類

（３）　水質検査に用いる機械器具ごとの所有又は借入れの別について説明した

書類（借り入れている場合は、当該機械器具に係る借入れの期限を記載するこ

と。）

（４）　水質検査に用いる機械器具ごとに撮影した写真

五　法第二十条の四第一項第二号の水質検査を実施する者（以下「検査員」とい

う。）の氏名及び略歴

六　法第二十条の四第一項第三号イに規定する部門（以下「水質検査部門」とい

う。）及び同号ハに規定する専任の部門（以下「信頼性確保部門」という。）が

置かれていることを説明した書類

七　法第二十条の四第一項第三号ロに規定する文書として、第十五条の四第六号

に規定する標準作業書及び同条第七号イからルまでに掲げる文書

八　水質検査を行う区域内の場所と水質検査を行う事業所との間の試料の運搬の

経路及び方法並びにその運搬に要する時間を説明した書類

九　次に掲げる事項を記載した書面

イ　検査員の氏名及び担当する水質検査の区分

ロ　法第二十条の四第一項第三号イの管理者（以下「水質検査部門管理者」とい

う。）の氏名及び第十五条の四第三号に規定する検査区分責任者の氏名

ハ　第十五条の四第四号に規定する信頼性確保部門管理者の氏名

ニ　水質検査を行う項目ごとの定量下限値

ホ　現に行つている事業の概要

（検査の方法）

第十五条の四　法第二十条の六第二項の国土交通省令・環境省令で定める方法

は、次のとおりとする。

一　水質基準に関する省令の表の上欄に掲げる事項の検査は、同令に規定する環

境大臣が定める方法により行うこと。

二　精度管理（検査に従事する者の技能水準の確保その他の方法により検査の精

度を適正に保つことをいう。以下同じ。）を定期的に実施するとともに、外部精

度管理調査（国又は都道府県その他の適当と認められる者が行う精度管理に関す

る調査をいう。以下同じ。）を定期的に受けること。

三　水質検査部門管理者は、次に掲げる業務を行うこと。ただし、ハについて

は、あらかじめ検査員の中から理化学的検査及び生物学的検査の区分ごとに指定

した者（以下「検査区分責任者」という。）に行わせることができるものとす

る。

イ　水質検査部門の業務を統括すること。

ロ　次号ハの規定により報告を受けた文書に従い、当該業務について速やかに是

正処置を講ずること。

ハ　水質検査について第六号に規定する標準作業書に基づき、適切に実施されて

いることを確認し、標準作業書から逸脱した方法により水質検査が行われた場合

には、その内容を評価し、必要な措置を講ずること。

ニ　その他必要な業務

四　信頼性確保部門につき、次に掲げる業務を自ら行い、又は業務の内容に応じ

てあらかじめ指定した者に行わせる者（以下「信頼性確保部門管理者」とい

う。）が置かれていること。

イ　第七号ヘの文書に基づき、水質検査の業務の管理について内部監査を定期的

に行うこと。

ロ　第七号トの文書に基づく精度管理を定期的に実施するための事務、外部精度

管理調査を定期的に受けるための事務及び日常業務確認調査（国、水道事業者、

水道用水供給事業者及び専用水道の設置者が行う水質検査の業務の確認に関する

調査をいう。以下同じ。）を受けるための事務を行うこと。

ハ　イの内部監査並びにロの精度管理、外部精度管理調査及び日常業務確認調査

の結果（是正処置が必要な場合にあつては、当該是正処置の内容を含む。）を水

質検査部門管理者に対して文書により報告するとともに、その記録を法第二十条

の十四の帳簿に記載すること。

ニ　その他必要な業務

五　水質検査部門管理者及び信頼性確保部門管理者が登録水質検査機関の役員又

は当該部門を管理する上で必要な権限を有する者であること。

六　次の表に定めるところにより、標準作業書を作成し、これに基づき検査を実

施すること。

作成すべき標準作業書の種類

記載すべき事項

検査実施標準作業書

一　水質検査の項目及び項目ごとの分析方法の名称

二　水質検査の項目ごとに記載した試薬、試液、培地、標準品及び標準液（以下

「試薬等」という。）の選択並びに調製の方法、試料の調製の方法並びに水質検

査に用いる機械器具の操作の方法

三　水質検査に当たつての注意事項

四　水質検査により得られた値の処理の方法

五　水質検査に関する記録の作成要領

六　作成及び改定年月日

試料取扱標準作業書

一　試料の採取の方法 	

二　試料の運搬の方法 	

三　試料の受領の方法

四　試料の管理の方法

五　試料の管理に関する記録の作成要領

六　作成及び改定年月日

試薬等管理標準作業書

一　試薬等の容器にすべき表示の方法

二　試薬等の管理に関する注意事項

三　試薬等の管理に関する記録の作成要領

四　作成及び改定年月日

機械器具保守管理標準作業書

一　機械器具の名称

二　常時行うべき保守点検の方法

三　定期的な保守点検に関する計画

四　故障が起こつた場合の対応の方法

五　機械器具の保守管理に関する記録の作成要領

六　作成及び改定年月日

七　次に掲げる文書を作成すること。

イ　組織内の各部門の権限、責任及び相互関係等について記載した文書

ロ　文書の管理について記載した文書

ハ　記録の管理について記載した文書

ニ　教育訓練について記載した文書

ホ　不適合業務及び是正処置等について記載した文書

ヘ　内部監査の方法を記載した文書

ト　精度管理の方法及び外部精度管理調査を定期的に受けるための計画を記載し

た文書

チ　水質検査結果書の発行の方法を記載した文書

リ　受託の方法を記載した文書

ヌ　物品の購入の方法を記載した文書

ル　その他水質検査の業務の管理及び精度の確保に関する事項を記載した文書

（検査の方法）

第十五条の四　法第二十条の六第二項の厚生労働省令で定める方法は、次のとお

りとする。

一　水質基準に関する省令の表の上欄に掲げる事項の検査は、同令に規定する厚

生労働大臣が定める方法により行うこと。

二　精度管理（検査に従事する者の技能水準の確保その他の方法により検査の精

度を適正に保つことをいう。以下同じ。）を定期的に実施するとともに、外部精

度管理調査（国又は都道府県その他の適当と認められる者が行う精度管理に関す

る調査をいう。以下同じ。）を定期的に受けること。

三　水質検査部門管理者は、次に掲げる業務を行うこと。ただし、ハについて

は、あらかじめ検査員の中から理化学的検査及び生物学的検査の区分ごとに指定

した者（以下「検査区分責任者」という。）に行わせることができるものとす

る。

イ　水質検査部門の業務を統括すること。

ロ　次号ハの規定により報告を受けた文書に従い、当該業務について速やかに是

正処置を講ずること。

ハ　水質検査について第六号に規定する標準作業書に基づき、適切に実施されて

いることを確認し、標準作業書から逸脱した方法により水質検査が行われた場合

には、その内容を評価し、必要な措置を講ずること。

ニ　その他必要な業務

四　信頼性確保部門につき、次に掲げる業務を自ら行い、又は業務の内容に応じ

てあらかじめ指定した者に行わせる者（以下「信頼性確保部門管理者」とい

う。）が置かれていること。

イ　第七号ヘの文書に基づき、水質検査の業務の管理について内部監査を定期的

に行うこと。

ロ　第七号トの文書に基づく精度管理を定期的に実施するための事務、外部精度

管理調査を定期的に受けるための事務及び日常業務確認調査（国、水道事業者、

水道用水供給事業者及び専用水道の設置者が行う水質検査の業務の確認に関する

調査をいう。以下同じ。）を受けるための事務を行うこと。

ハ　イの内部監査並びにロの精度管理、外部精度管理調査及び日常業務確認調査

の結果（是正処置が必要な場合にあつては、当該是正処置の内容を含む。）を水

質検査部門管理者に対して文書により報告するとともに、その記録を法第二十条

の十四の帳簿に記載すること。

ニ　その他必要な業務

五　水質検査部門管理者及び信頼性確保部門管理者が登録水質検査機関の役員又

は当該部門を管理する上で必要な権限を有する者であること。

六　次の表に定めるところにより、標準作業書を作成し、これに基づき検査を実

施すること。

作成すべき標準作業書の種類

記載すべき事項

検査実施標準作業書

一　水質検査の項目及び項目ごとの分析方法の名称

二　水質検査の項目ごとに記載した試薬、試液、培地、標準品及び標準液（以下

「試薬等」という。）の選択並びに調製の方法、試料の調製の方法並びに水質検

査に用いる機械器具の操作の方法

三　水質検査に当たつての注意事項

四　水質検査により得られた値の処理の方法

五　水質検査に関する記録の作成要領

六　作成及び改定年月日

試料取扱標準作業書

一　試料の採取の方法 	

二　試料の運搬の方法 	

三　試料の受領の方法

四　試料の管理の方法

五　試料の管理に関する記録の作成要領

六　作成及び改定年月日

試薬等管理標準作業書

一　試薬等の容器にすべき表示の方法

二　試薬等の管理に関する注意事項

三　試薬等の管理に関する記録の作成要領

四　作成及び改定年月日

機械器具保守管理標準作業書

一　機械器具の名称

二　常時行うべき保守点検の方法

三　定期的な保守点検に関する計画

四　故障が起こつた場合の対応の方法

五　機械器具の保守管理に関する記録の作成要領

六　作成及び改定年月日

七　次に掲げる文書を作成すること。

イ　組織内の各部門の権限、責任及び相互関係等について記載した文書

ロ　文書の管理について記載した文書

ハ　記録の管理について記載した文書

ニ　教育訓練について記載した文書

ホ　不適合業務及び是正処置等について記載した文書

ヘ　内部監査の方法を記載した文書

ト　精度管理の方法及び外部精度管理調査を定期的に受けるための計画を記載し

た文書

チ　水質検査結果書の発行の方法を記載した文書

リ　受託の方法を記載した文書

ヌ　物品の購入の方法を記載した文書

ル　その他水質検査の業務の管理及び精度の確保に関する事項を記載した文書
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国土交通省・環

境省

（検査の方法）

第十五条の四　法第二十条の六第二項の国土交通省令・環境省令で定める方法

は、次のとおりとする。

一　水質基準に関する省令の表の上欄に掲げる事項の検査は、同令に規定する環

境大臣が定める方法により行うこと。

二　精度管理（検査に従事する者の技能水準の確保その他の方法により検査の精

度を適正に保つことをいう。以下同じ。）を定期的に実施するとともに、外部精

度管理調査（国又は都道府県その他の適当と認められる者が行う精度管理に関す

る調査をいう。以下同じ。）を定期的に受けること。

三　水質検査部門管理者は、次に掲げる業務を行うこと。ただし、ハについて

は、あらかじめ検査員の中から理化学的検査及び生物学的検査の区分ごとに指定

した者（以下「検査区分責任者」という。）に行わせることができるものとす

る。

イ　水質検査部門の業務を統括すること。

ロ　次号ハの規定により報告を受けた文書に従い、当該業務について速やかに是

正処置を講ずること。

ハ　水質検査について第六号に規定する標準作業書に基づき、適切に実施されて

いることを確認し、標準作業書から逸脱した方法により水質検査が行われた場合

には、その内容を評価し、必要な措置を講ずること。

ニ　その他必要な業務

四　信頼性確保部門につき、次に掲げる業務を自ら行い、又は業務の内容に応じ

てあらかじめ指定した者に行わせる者（以下「信頼性確保部門管理者」とい

う。）が置かれていること。

イ　第七号ヘの文書に基づき、水質検査の業務の管理について内部監査を定期的

に行うこと。

ロ　第七号トの文書に基づく精度管理を定期的に実施するための事務、外部精度

管理調査を定期的に受けるための事務及び日常業務確認調査（国、水道事業者、

水道用水供給事業者及び専用水道の設置者が行う水質検査の業務の確認に関する

調査をいう。以下同じ。）を受けるための事務を行うこと。

ハ　イの内部監査並びにロの精度管理、外部精度管理調査及び日常業務確認調査

の結果（是正処置が必要な場合にあつては、当該是正処置の内容を含む。）を水

質検査部門管理者に対して文書により報告するとともに、その記録を法第二十条

の十四の帳簿に記載すること。

ニ　その他必要な業務

五　水質検査部門管理者及び信頼性確保部門管理者が登録水質検査機関の役員又

は当該部門を管理する上で必要な権限を有する者であること。

六　次の表に定めるところにより、標準作業書を作成し、これに基づき検査を実

施すること。

作成すべき標準作業書の種類

記載すべき事項

検査実施標準作業書

一　水質検査の項目及び項目ごとの分析方法の名称

二　水質検査の項目ごとに記載した試薬、試液、培地、標準品及び標準液（以下

「試薬等」という。）の選択並びに調製の方法、試料の調製の方法並びに水質検

査に用いる機械器具の操作の方法

三　水質検査に当たつての注意事項

四　水質検査により得られた値の処理の方法

五　水質検査に関する記録の作成要領

六　作成及び改定年月日

試料取扱標準作業書

一　試料の採取の方法 	

二　試料の運搬の方法 	

三　試料の受領の方法

四　試料の管理の方法

五　試料の管理に関する記録の作成要領

六　作成及び改定年月日

試薬等管理標準作業書

一　試薬等の容器にすべき表示の方法

二　試薬等の管理に関する注意事項

三　試薬等の管理に関する記録の作成要領

四　作成及び改定年月日

機械器具保守管理標準作業書

一　機械器具の名称

二　常時行うべき保守点検の方法

三　定期的な保守点検に関する計画

四　故障が起こつた場合の対応の方法

五　機械器具の保守管理に関する記録の作成要領

六　作成及び改定年月日

七　次に掲げる文書を作成すること。

イ　組織内の各部門の権限、責任及び相互関係等について記載した文書

ロ　文書の管理について記載した文書

ハ　記録の管理について記載した文書

ニ　教育訓練について記載した文書

ホ　不適合業務及び是正処置等について記載した文書

ヘ　内部監査の方法を記載した文書

ト　精度管理の方法及び外部精度管理調査を定期的に受けるための計画を記載し

た文書

チ　水質検査結果書の発行の方法を記載した文書

リ　受託の方法を記載した文書

ヌ　物品の購入の方法を記載した文書

ル　その他水質検査の業務の管理及び精度の確保に関する事項を記載した文書

（検査の方法）

第十五条の四　法第二十条の六第二項の厚生労働省令で定める方法は、次のとお

りとする。

一　水質基準に関する省令の表の上欄に掲げる事項の検査は、同令に規定する厚

生労働大臣が定める方法により行うこと。

二　精度管理（検査に従事する者の技能水準の確保その他の方法により検査の精

度を適正に保つことをいう。以下同じ。）を定期的に実施するとともに、外部精

度管理調査（国又は都道府県その他の適当と認められる者が行う精度管理に関す

る調査をいう。以下同じ。）を定期的に受けること。

三　水質検査部門管理者は、次に掲げる業務を行うこと。ただし、ハについて

は、あらかじめ検査員の中から理化学的検査及び生物学的検査の区分ごとに指定

した者（以下「検査区分責任者」という。）に行わせることができるものとす

る。

イ　水質検査部門の業務を統括すること。

ロ　次号ハの規定により報告を受けた文書に従い、当該業務について速やかに是

正処置を講ずること。

ハ　水質検査について第六号に規定する標準作業書に基づき、適切に実施されて

いることを確認し、標準作業書から逸脱した方法により水質検査が行われた場合

には、その内容を評価し、必要な措置を講ずること。

ニ　その他必要な業務

四　信頼性確保部門につき、次に掲げる業務を自ら行い、又は業務の内容に応じ

てあらかじめ指定した者に行わせる者（以下「信頼性確保部門管理者」とい

う。）が置かれていること。

イ　第七号ヘの文書に基づき、水質検査の業務の管理について内部監査を定期的

に行うこと。

ロ　第七号トの文書に基づく精度管理を定期的に実施するための事務、外部精度

管理調査を定期的に受けるための事務及び日常業務確認調査（国、水道事業者、

水道用水供給事業者及び専用水道の設置者が行う水質検査の業務の確認に関する

調査をいう。以下同じ。）を受けるための事務を行うこと。

ハ　イの内部監査並びにロの精度管理、外部精度管理調査及び日常業務確認調査

の結果（是正処置が必要な場合にあつては、当該是正処置の内容を含む。）を水

質検査部門管理者に対して文書により報告するとともに、その記録を法第二十条

の十四の帳簿に記載すること。

ニ　その他必要な業務

五　水質検査部門管理者及び信頼性確保部門管理者が登録水質検査機関の役員又

は当該部門を管理する上で必要な権限を有する者であること。

六　次の表に定めるところにより、標準作業書を作成し、これに基づき検査を実

施すること。

作成すべき標準作業書の種類

記載すべき事項

検査実施標準作業書

一　水質検査の項目及び項目ごとの分析方法の名称

二　水質検査の項目ごとに記載した試薬、試液、培地、標準品及び標準液（以下

「試薬等」という。）の選択並びに調製の方法、試料の調製の方法並びに水質検

査に用いる機械器具の操作の方法

三　水質検査に当たつての注意事項

四　水質検査により得られた値の処理の方法

五　水質検査に関する記録の作成要領

六　作成及び改定年月日

試料取扱標準作業書

一　試料の採取の方法 	

二　試料の運搬の方法 	

三　試料の受領の方法

四　試料の管理の方法

五　試料の管理に関する記録の作成要領

六　作成及び改定年月日

試薬等管理標準作業書

一　試薬等の容器にすべき表示の方法

二　試薬等の管理に関する注意事項

三　試薬等の管理に関する記録の作成要領

四　作成及び改定年月日

機械器具保守管理標準作業書

一　機械器具の名称

二　常時行うべき保守点検の方法

三　定期的な保守点検に関する計画

四　故障が起こつた場合の対応の方法

五　機械器具の保守管理に関する記録の作成要領

六　作成及び改定年月日

七　次に掲げる文書を作成すること。

イ　組織内の各部門の権限、責任及び相互関係等について記載した文書

ロ　文書の管理について記載した文書

ハ　記録の管理について記載した文書

ニ　教育訓練について記載した文書

ホ　不適合業務及び是正処置等について記載した文書

ヘ　内部監査の方法を記載した文書

ト　精度管理の方法及び外部精度管理調査を定期的に受けるための計画を記載し

た文書

チ　水質検査結果書の発行の方法を記載した文書

リ　受託の方法を記載した文書

ヌ　物品の購入の方法を記載した文書

ル　その他水質検査の業務の管理及び精度の確保に関する事項を記載した文書
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（変更の届出）

第十五条の五　法第二十条の七の規定により変更の届出をしようとする者は、様

式第十五による届出書を厚生労働大臣に提出しなければならない。

２　水質検査を行う区域又は水質検査を行う事業所の所在地の変更を行う場合に

提出する前項の届出書には、第十五条の二第八号に掲げる書類を添えなければな

らない

（変更の届出）

第十五条の五　法第二十条の七の規定により変更の届出をしようとする者は、様

式第十五による届出書を国土交通大臣及び環境大臣に提出しなければならない。

２　水質検査を行う区域又は水質検査を行う事業所の所在地の変更を行う場合に

提出する前項の届出書には、第十五条の二第八号に掲げる書類を添えなければな

らない

国土交通省・環

境省

（業務の休廃止の届出）

第十五条の七　登録水質検査機関は、法第二十条の九の規定により水質検査の業

務の全部又は一部の休止又は廃止の届出をしようとするときは、様式第十六の三

による届出書を厚生労働大臣に提出しなければならない。

（業務の休廃止の届出）

第十五条の七　登録水質検査機関は、法第二十条の九の規定により水質検査の業

務の全部又は一部の休止又は廃止の届出をしようとするときは、様式第十六の三

による届出書を国土交通大臣及び環境大臣に提出しなければならない。
国土交通省・環

境省

（電磁的記録に記録された情報の内容を表示する方法）

第十五条の八　法第二十条の十第二項第三号の厚生労働省令で定める方法は、当

該電磁的記録に記録された事項を紙面又は出力装置の映像面に表示する方法とす

る。

（電磁的記録に記録された情報の内容を表示する方法）

第十五条の八　法第二十条の十第二項第三号の国土交通省令・環境省令で定める

方法は、当該電磁的記録に記録された事項を紙面又は出力装置の映像面に表示す

る方法とする。

国土交通省・環

境省

（情報通信の技術を利用する方法）

第十五条の九　法第二十条の十第二項第四号に規定する厚生労働省令で定める電

磁的方法は、次の各号に掲げるもののうちいずれかの方法とする。

一　送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電気通

信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法であつて、当該電気通信回線

を通じて情報が送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイル

に当該情報が記録されるもの

二　磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録してお

くことができる物をもつて調製するファイルに情報を記録したものを交付する方

法

（情報通信の技術を利用する方法）

第十五条の九　法第二十条の十第二項第四号に規定する国土交通省令・環境省令

で定める電磁的方法は、次の各号に掲げるもののうちいずれかの方法とする。

一　送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電気通

信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法であつて、当該電気通信回線

を通じて情報が送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイル

に当該情報が記録されるもの

二　電磁的記録媒体をもつて調製するファイルに情報を記録したものを交付する

方法

国土交通省・環

境省

国土交通省・環

境省

（水質検査業務規程）

第十五条の六　法第二十条の八第二項の国土交通省令・環境省令で定める事項

は、次のとおりとする。

一　水質検査の業務の実施及び管理の方法に関する事項

二　水質検査の業務を行う時間及び休日に関する事項

三　水質検査の委託を受けることができる件数の上限に関する事項

四　水質検査の業務を行う事業所の場所に関する事項

五　水質検査に関する料金及びその収納の方法に関する事項

六　水質検査部門管理者及び信頼性確保部門管理者の氏名並びに検査員の名簿

七　水質検査部門管理者及び信頼性確保部門管理者の選任及び解任に関する事項

八　法第二十条の十第二項第二号及び第四号の請求に係る費用に関する事項

九　前各号に掲げるもののほか、水質検査の業務に関し必要な事項

２　登録水質検査機関は、法第二十条の八第一項前段の規定により水質検査業務

規程の届出をしようとするときは、様式第十六による届出書に次に掲げる書類を

添えて、国土交通大臣及び環境大臣に提出しなければならない。

一　前項第三号の規定により定める水質検査の委託を受けることができる件数の

上限の設定根拠を明らかにする書類

二　前項第五号の規定により定める水質検査に関する料金の算出根拠を明らかに

する書類

３　登録水質検査機関は、法第二十条の八第一項後段の規定により水質検査業務

規程の変更の届出をしようとするときは、様式第十六の二による届出書に前項各

号に掲げる書類を添えて、国土交通大臣及び環境大臣に提出しなければならな

い。ただし、第一項第三号及び第五号に定める事項（水質検査に関する料金の収

納の方法に関する事項を除く。）の変更を行わない場合には、前項各号に掲げる

書類を添えることを要しない。

（水質検査業務規程）

第十五条の六　法第二十条の八第二項の厚生労働省令で定める事項は、次のとお

りとする。

一　水質検査の業務の実施及び管理の方法に関する事項

二　水質検査の業務を行う時間及び休日に関する事項

三　水質検査の委託を受けることができる件数の上限に関する事項

四　水質検査の業務を行う事業所の場所に関する事項

五　水質検査に関する料金及びその収納の方法に関する事項

六　水質検査部門管理者及び信頼性確保部門管理者の氏名並びに検査員の名簿

七　水質検査部門管理者及び信頼性確保部門管理者の選任及び解任に関する事項

八　法第二十条の十第二項第二号及び第四号の請求に係る費用に関する事項

九　前各号に掲げるもののほか、水質検査の業務に関し必要な事項

２　登録水質検査機関は、法第二十条の八第一項前段の規定により水質検査業務

規程の届出をしようとするときは、様式第十六による届出書に次に掲げる書類を

添えて、厚生労働大臣に提出しなければならない。

一　前項第三号の規定により定める水質検査の委託を受けることができる件数の

上限の設定根拠を明らかにする書類

二　前項第五号の規定により定める水質検査に関する料金の算出根拠を明らかに

する書類

３　登録水質検査機関は、法第二十条の八第一項後段の規定により水質検査業務

規程の変更の届出をしようとするときは、様式第十六の二による届出書に前項各

号に掲げる書類を添えて、厚生労働大臣に提出しなければならない。ただし、第

一項第三号及び第五号に定める事項（水質検査に関する料金の収納の方法に関す

る事項を除く。）の変更を行わない場合には、前項各号に掲げる書類を添えるこ

とを要しない。

国土交通省・環

境省

（帳簿の備付け）

第十五条の十　登録水質検査機関は、書面又は電磁的記録によつて水質検査に関

する事項であつて次項に掲げるものを記載した帳簿を備え、水質検査を実施した

日から起算して五年間、これを保存しなければならない。

２　法第二十条の十四の国土交通省令・環境省令で定める事項は次のとおりとす

る。

一　水質検査を委託した者の氏名及び住所（法人にあつては、主たる事務所の所

在地及び名称並びに代表者の氏名）

二　水質検査の委託を受けた年月日

三　試料を採取した場所

四　試料の運搬の方法

五　水質検査の開始及び終了の年月日時

六　水質検査の項目

七　水質検査を行つた検査員の氏名

八　水質検査の結果及びその根拠となる書類

九　第十五条の四第四号ハにより帳簿に記載すべきこととされている事項

十　第十五条の四第七号ハの文書において帳簿に記載すべきこととされている事

項

十一　第十五条の四第七号ニの教育訓練に関する記録

（帳簿の備付け）

第十五条の十　登録水質検査機関は、書面又は電磁的記録によつて水質検査に関

する事項であつて次項に掲げるものを記載した帳簿を備え、水質検査を実施した

日から起算して五年間、これを保存しなければならない。

２　法第二十条の十四の厚生労働省令で定める事項は次のとおりとする。

一　水質検査を委託した者の氏名及び住所（法人にあつては、主たる事務所の所

在地及び名称並びに代表者の氏名）

二　水質検査の委託を受けた年月日

三　試料を採取した場所

四　試料の運搬の方法

五　水質検査の開始及び終了の年月日時

六　水質検査の項目

七　水質検査を行つた検査員の氏名

八　水質検査の結果及びその根拠となる書類

九　第十五条の四第四号ハにより帳簿に記載すべきこととされている事項

十　第十五条の四第七号ハの文書において帳簿に記載すべきこととされている事

項

十一　第十五条の四第七号ニの教育訓練に関する記録
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環境省（略）

（健康診断）

第十六条　法第二十一条第一項の規定により行う定期の健康診断は、おおむね六

箇月ごとに、病原体がし尿に排せつされる感染症の患者（病原体の保有者を含

む。）の有無に関して、行うものとする。

２　法第二十一条第一項の規定により行う臨時の健康診断は、同項に掲げる者に

前項の感染症が発生した場合又は発生するおそれがある場合に、発生した感染症

又は発生するおそれがある感染症について、前項の例により行うものとする。

３　第一項の検査は、前項の検査を行つた月においては、同項の規定により行つ

た検査に係る感染症に関しては、行うことを要しない。

４　他の法令（地方公共団体の条例及び規則を含む。以下本項において同じ。）

に基いて行われた健康診断の内容が、第一項に規定する感染症の全部又は一部に

関する健康診断の内容に相当するものであるときは、その健康診断の相当する部

分は、同項に規定するその部分に相当する健康診断とみなす。この場合におい

て、法第二十一条第二項の規定に基いて作成し、保管すべき記録は、他の法令に

基いて行われた健康診断の記録をもつて代えるものとする。

環境省

（衛生上必要な措置）

第十七条　法第二十二条の規定により水道事業者が講じなければならない衛生上

必要な措置は、次の各号に掲げるものとする。

一　取水場、貯水池、導水きよ、浄水場、配水池及びポンプせいは、常に清潔に

し、水の汚染の防止を充分にすること。

二　前号の施設には、かぎを掛け、さくを設ける等みだりに人畜が施設に立ち入

つて水が汚染されるのを防止するのに必要な措置を講ずること。

三　給水栓における水が、遊離残留塩素を〇・一

ｍｇ／ｌ

（結合残留塩素の場合は、〇・四

ｍｇ／ｌ

）以上保持するように塩素消毒をすること。ただし、供給する水が病原生物に著

しく汚染されるおそれがある場合又は病原生物に汚染されたことを疑わせるよう

な生物若しくは物質を多量に含むおそれがある場合の給水栓における水の遊離残

留塩素は、〇・二

ｍｇ／ｌ

（結合残留塩素の場合は、一・五

ｍｇ／ｌ

）以上とする。

２　前項第三号の遊離残留塩素及び結合残留塩素の検査方法は、環境大臣が定め

る。

（衛生上必要な措置）

第十七条　法第二十二条の規定により水道事業者が講じなければならない衛生上

必要な措置は、次の各号に掲げるものとする。

一　取水場、貯水池、導水きよ、浄水場、配水池及びポンプせいは、常に清潔に

し、水の汚染の防止を充分にすること。

二　前号の施設には、かぎを掛け、さくを設ける等みだりに人畜が施設に立ち入

つて水が汚染されるのを防止するのに必要な措置を講ずること。

三　給水栓における水が、遊離残留塩素を〇・一

ｍｇ／ｌ

（結合残留塩素の場合は、〇・四

ｍｇ／ｌ

）以上保持するように塩素消毒をすること。ただし、供給する水が病原生物に著

しく汚染されるおそれがある場合又は病原生物に汚染されたことを疑わせるよう

な生物若しくは物質を多量に含むおそれがある場合の給水栓における水の遊離残

留塩素は、〇・二

ｍｇ／ｌ

（結合残留塩素の場合は、一・五

ｍｇ／ｌ

）以上とする。

２　前項第三号の遊離残留塩素及び結合残留塩素の検査方法は、厚生労働大臣が

定める。

国土交通省・環

境省

（帳簿の備付け）

第十五条の十　登録水質検査機関は、書面又は電磁的記録によつて水質検査に関

する事項であつて次項に掲げるものを記載した帳簿を備え、水質検査を実施した

日から起算して五年間、これを保存しなければならない。

２　法第二十条の十四の国土交通省令・環境省令で定める事項は次のとおりとす

る。

一　水質検査を委託した者の氏名及び住所（法人にあつては、主たる事務所の所

在地及び名称並びに代表者の氏名）

二　水質検査の委託を受けた年月日

三　試料を採取した場所

四　試料の運搬の方法

五　水質検査の開始及び終了の年月日時

六　水質検査の項目

七　水質検査を行つた検査員の氏名

八　水質検査の結果及びその根拠となる書類

九　第十五条の四第四号ハにより帳簿に記載すべきこととされている事項

十　第十五条の四第七号ハの文書において帳簿に記載すべきこととされている事

項

十一　第十五条の四第七号ニの教育訓練に関する記録

（帳簿の備付け）

第十五条の十　登録水質検査機関は、書面又は電磁的記録によつて水質検査に関

する事項であつて次項に掲げるものを記載した帳簿を備え、水質検査を実施した

日から起算して五年間、これを保存しなければならない。

２　法第二十条の十四の厚生労働省令で定める事項は次のとおりとする。

一　水質検査を委託した者の氏名及び住所（法人にあつては、主たる事務所の所

在地及び名称並びに代表者の氏名）

二　水質検査の委託を受けた年月日

三　試料を採取した場所

四　試料の運搬の方法

五　水質検査の開始及び終了の年月日時

六　水質検査の項目

七　水質検査を行つた検査員の氏名

八　水質検査の結果及びその根拠となる書類

九　第十五条の四第四号ハにより帳簿に記載すべきこととされている事項

十　第十五条の四第七号ハの文書において帳簿に記載すべきこととされている事

項

十一　第十五条の四第七号ニの教育訓練に関する記録

国土交通省

（水道施設の維持及び修繕）

第十七条の二　法第二十二条の二第一項の国土交通省令で定める基準は、次のと

おりとする。

一　水道施設の構造、位置、維持又は修繕の状況その他の水道施設の状況（次号

において「水道施設の状況」という。）を勘案して、流量、水圧、水質その他の

水道施設の運転状態を監視し、及び適切な時期に、水道施設の巡視を行い、並び

に清掃その他の当該水道施設を維持するために必要な措置を講ずること。

二　水道施設の状況を勘案して、適切な時期に、目視その他適切な方法により点

検を行うこと。

三　前号の点検は、コンクリート構造物（水密性を有し、水道施設の運転に影響

を与えない範囲において目視が可能なものに限る。次項及び第三項において同

じ。）にあつては、おおむね五年に一回以上の適切な頻度で行うこと。

四　第二号の点検その他の方法により水道施設の損傷、腐食その他の劣化その他

の異状があることを把握したときは、水道施設を良好な状態に保つように、修繕

その他の必要な措置を講ずること。

２　水道事業者は、前項第二号の点検（コンクリート構造物に係るものに限

る。）を行つた場合に、次に掲げる事項を記録し、これを次に点検を行うまでの

期間保存しなければならない。

一　点検の年月日

二　点検を実施した者の氏名

三　点検の結果

３　水道事業者は、第一項第二号の点検その他の方法によりコンクリート構造物

の損傷、腐食その他の劣化その他の異状があることを把握し、同項第四号の措置

（修繕に限る。）を講じた場合には、その内容を記録し、当該コンクリート構造

物を利用している期間保存しなければならない。

（水道施設の維持及び修繕）

第十七条の二　法第二十二条の二第一項の厚生労働省令で定める基準は、次のと

おりとする。

一　水道施設の構造、位置、維持又は修繕の状況その他の水道施設の状況（次号

において「水道施設の状況」という。）を勘案して、流量、水圧、水質その他の

水道施設の運転状態を監視し、及び適切な時期に、水道施設の巡視を行い、並び

に清掃その他の当該水道施設を維持するために必要な措置を講ずること。

二　水道施設の状況を勘案して、適切な時期に、目視その他適切な方法により点

検を行うこと。

三　前号の点検は、コンクリート構造物（水密性を有し、水道施設の運転に影響

を与えない範囲において目視が可能なものに限る。次項及び第三項において同

じ。）にあつては、おおむね五年に一回以上の適切な頻度で行うこと。

四　第二号の点検その他の方法により水道施設の損傷、腐食その他の劣化その他

の異状があることを把握したときは、水道施設を良好な状態に保つように、修繕

その他の必要な措置を講ずること。

２　水道事業者は、前項第二号の点検（コンクリート構造物に係るものに限

る。）を行つた場合に、次に掲げる事項を記録し、これを次に点検を行うまでの

期間保存しなければならない。

一　点検の年月日

二　点検を実施した者の氏名

三　点検の結果

３　水道事業者は、第一項第二号の点検その他の方法によりコンクリート構造物

の損傷、腐食その他の劣化その他の異状があることを把握し、同項第四号の措置

（修繕に限る。）を講じた場合には、その内容を記録し、当該コンクリート構造

物を利用している期間保存しなければならない。

47



（委託契約書の記載事項）

第十七条の六　令第九条第三号ハに規定する厚生労働省令で定める事項は、委託

に係る業務の実施体制に関する事項とする。

（委託契約書の記載事項）

第十七条の六　令第九条第三号ハに規定する国土交通省令で定める事項は、委託

に係る業務の実施体制に関する事項とする。
国土交通省

国土交通省（略）

（情報提供）

第十七条の五　法第二十四条の二の規定による情報の提供は、第一号から第六号

までに掲げるものにあつては毎年一回以上定期に（第一号の水質検査計画にあつ

ては、毎事業年度の開始前に）、第七号及び第八号に掲げるものにあつては必要

が生じたときに速やかに、水道の需要者の閲覧に供する等水道の需要者が当該情

報を容易に入手することができるような方法で行うものとする。

一　水質検査計画及び法第二十条第一項の規定により行う定期の水質検査の結果

その他水道により供給される水の安全に関する事項

二　水道事業の実施体制に関する事項（法第二十四条の三第一項の規定による委

託及び法第二十四条の四第一項の規定による水道施設運営権の設定の内容を含

む。）

三　水道施設の整備その他水道事業に要する費用に関する事項

四　水道料金その他需要者の負担に関する事項

五　給水装置及び貯水槽水道の管理等に関する事項

六　水道施設の耐震性能、耐震性の向上に関する取組等の状況に関する事項

七　法第二十条第一項の規定により行う臨時の水質検査の結果

八　災害、水質事故等の非常時における水道の危機管理に関する事項

国土交通省（略）

（水道事業に係る収支の見通しの作成及び公表）

第十七条の四　水道事業者は、法第二十二条の四第二項の収支の見通しを作成す

るに当たり、三十年以上の期間（次項において「算定期間」という。）を定め

て、その事業に係る長期的な収支を試算するものとする。

２　前項の試算は、算定期間における給水収益を適切に予測するとともに、水道

施設の損傷、腐食その他の劣化の状況を適切に把握又は予測した上で水道施設の

新設、増設又は改造（当該状況により必要となる水道施設の更新に係るものに限

る。）の需要を算出するものとする。

３　前項の需要の算出に当たつては、水道施設の規模及び配置の適正化、費用の

平準化並びに災害その他非常の場合における給水能力を考慮するものとする。

４　水道事業者は、第一項の試算に基づき、十年以上を基準とした合理的な期間

について収支の見通しを作成し、これを公表するよう努めなければならない。

５　水道事業者は、収支の見通しを作成したときは、おおむね三年から五年ごと

に見直すよう努めなければならない。

国土交通省（略）

（水道施設台帳）

第十七条の三　法第二十二条の三第一項に規定する水道施設の台帳は、調書及び

図面をもつて組成するものとする。

２　調書には、少なくとも次に掲げる事項を記載するものとする。

一　導水管きよ、送水管及び配水管（次号及び次項において「管路等」とい

う。）にあつては、その区分、設置年度、口径、材質及び継手形式（以下この号

において「区分等」という。）並びに区分等ごとの延長

二　水道施設（管路等を除く。）にあつては、その名称、設置年度、数量、構造

又は形式及び能力

３　図面は、一般図及び施設平面図を作成するほか、必要に応じ、その他の図面

を作成するものとし、水道施設につき、少なくとも次に掲げるところにより記載

するものとする。

一　一般図は、次に掲げる事項を記載した地形図とすること。

イ　市町村名及びその境界線

ロ　給水区域の境界線

ハ　主要な水道施設の位置及び名称

ニ　主要な管路等の位置

ホ　方位、縮尺、凡例及び作成の年月日

二　施設平面図は、次に掲げる事項を記載したものとすること。

イ　前号（ロを除く。）に掲げる事項

ロ　管路等の位置、口径及び材質

ハ　制水弁、空気弁、消火栓、減圧弁及び排水設備の位置及び種類

ニ　管路等以外の施設の名称、位置及び敷地の境界線

ホ　付近の道路、河川、鉄道等の位置

三　一般図、施設平面図又はその他の図面のいずれかにおいて、次に掲げる事項

を記載すること。

イ　管路等の設置年度、継手形式及び土かぶり

ロ　制水弁、空気弁、消火栓、減圧弁及び排水設備の形式及び口径

ハ　止水栓の位置

ニ　道路、河川、鉄道等を架空横断する管路等の構造形式、条数及び延長

４　調書及び図面の記載事項に変更があつたときは、速やかに、これを訂正しな

ければならない
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（業務の委託の届出）

第十七条の七　法第二十四条の三第二項の規定による業務の委託の届出に係る厚

生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。

一　水道事業者の氏名又は名称

二　水道管理業務受託者の住所及び氏名（法人又は組合（二以上の法人が、一の

場所において行われる業務を共同連帯して請け負つた場合を含む。）にあつて

は、主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名）

三　受託水道業務技術管理者の氏名

四　委託した業務の範囲

五　契約期間

２　法第二十四条の三第二項の規定による委託に係る契約が効力を失つたときの

届出に係る厚生労働省令で定める事項は、前項各号に掲げるもののほか、当該契

約が効力を失つた理由とする。

（業務の委託の届出）

第十七条の七　法第二十四条の三第二項の規定による業務の委託の届出に係る国

土交通省令で定める事項は、次のとおりとする。

一　水道事業者の氏名又は名称

二　水道管理業務受託者の住所及び氏名（法人又は組合（二以上の法人が、一の

場所において行われる業務を共同連帯して請け負つた場合を含む。）にあつて

は、主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名）

三　受託水道業務技術管理者の氏名

四　委託した業務の範囲

五　契約期間

２　法第二十四条の三第二項の規定による委託に係る契約が効力を失つたときの

届出に係る国土交通省令で定める事項は、前項各号に掲げるもののほか、当該契

約が効力を失つた理由とする。

国土交通省

（業務の委託に関する特例）

第十七条の八　法第二十四条の三第六項の規定により水道管理業務受託者を水道

事業者とみなして法第二十条第三項ただし書、第二十二条及び第二十二条の二第

一項の規定を適用する場合における第十五条第八項、第十七条第一項並びに第十

七条の二第二項及び第三項の規定の適用については、これらの規定中「水道事業

者」とあるのは、「水道管理業務受託者」とする。

（略） 国土交通省

（水道施設運営権の設定の許可の申請）

第十七条の九　法第二十四条の五第一項に規定する厚生労働省令で定める書類

（図面を含む。）は、次に掲げるものとする。

一　申請者が水道施設運営権を設定しようとする民間資金等の活用による公共施

設等の整備等の促進に関する法律（平成十一年法律第百十七号）第二条第五項に

規定する選定事業者（以下「選定事業者」という。）の定款又は規約

二　水道施設運営等事業の対象となる水道施設の位置を明らかにする地図

（水道施設運営権の設定の許可の申請）

第十七条の九　法第二十四条の五第一項に規定する国土交通省令で定める書類

（図面を含む。）は、次に掲げるものとする。

一　申請者が水道施設運営権を設定しようとする民間資金等の活用による公共施

設等の整備等の促進に関する法律（平成十一年法律第百十七号）第二条第五項に

規定する選定事業者（以下「選定事業者」という。）の定款又は規約

二　水道施設運営等事業の対象となる水道施設の位置を明らかにする地図

国土交通省

（水道施設運営等事業実施計画書）

第十七条の十　法第二十四条の五第三項第十号の厚生労働省令で定める事項は、

次に掲げるものとする。

一　選定事業者が水道施設運営等事業を適正に遂行するに足りる専門的能力及び

経理的基礎を有するものであることを証する書類

二　水道施設運営等事業の対象となる水道施設の維持管理及び計画的な更新に要

する費用の予定総額及びその算出根拠並びにその調達方法並びに借入金の償還方

法

三　水道施設運営等事業の対象となる水道施設の利用料金の算出根拠

四　水道施設運営等事業の実施による水道の基盤の強化の効果

五　契約終了時の措置

（水道施設運営等事業実施計画書）

第十七条の十　法第二十四条の五第三項第十号の国土交通省令で定める事項は、

次に掲げるものとする。

一　選定事業者が水道施設運営等事業を適正に遂行するに足りる専門的能力及び

経理的基礎を有するものであることを証する書類

二　水道施設運営等事業の対象となる水道施設の維持管理及び計画的な更新に要

する費用の予定総額及びその算出根拠並びにその調達方法並びに借入金の償還方

法

三　水道施設運営等事業の対象となる水道施設の利用料金の算出根拠

四　水道施設運営等事業の実施による水道の基盤の強化の効果

五　契約終了時の措置

国土交通省

国土交通省（略）

（水道施設運営権の設定の許可基準）

第十七条の十一　法第二十四条の六第二項に規定する技術的細目のうち、同条第

一項第一号に関するものは、次に掲げるものとする。

一　水道施設運営等事業の対象となる水道施設及び当該水道施設に係る業務の範

囲が、技術上の観点から合理的に設定され、かつ、選定事業者を水道施設運営権

者とみなした場合の当該選定事業者と水道事業者の責任分担が明確にされている

こと。

二　水道施設運営権の存続期間が水道により供給される水の需要、水道施設の維

持管理及び更新に関する長期的な見通しを踏まえたものであり、かつ、経常収支

が適切に設定できるよう当該期間が設定されたものであること。

三　水道施設運営等事業の適正を期するために、水道事業者が選定事業者を水道

施設運営権者とみなした場合の当該選定事業者の業務及び経理の状況を確認する

適切な体制が確保され、かつ、当該確認すべき事項及び頻度が具体的に定められ

ていること。

四　災害その他非常の場合における水道事業者及び選定事業者による水道事業を

継続するための措置が、水道事業の適正かつ確実な実施のために適切なものであ

ること。

五　水道施設運営等事業の継続が困難となつた場合における水道事業者が行う措

置が、水道事業の適正かつ確実な実施のために適切なものであること。

六　選定事業者の工事費の調達、借入金の償還、給水収益及び水道施設の運営に

要する費用等に関する収支の見通しが、水道施設運営等事業の適正かつ確実な実

施のために適切なものであること。

七　水道施設運営等事業に関する契約終了時の措置が、水道事業の適正かつ確実

な実施のために適切なものであること。

八　選定事業者が水道施設運営等事業を適正に遂行するに足りる専門的能力及び

経理的基礎を有するものであること。

２　法第二十四条の六第二項に規定する技術的細目のうち、同条第一項第二号に

関するものは、選定事業者を水道施設運営権者とみなして次条の規定により第十

二条の二各号及び第十二条の四各号の規定を適用することとしたならばこれに掲

げる要件に適合することとする。

３　法第二十四条の六第二項に規定する技術的細目のうち、同条第一項第三号に

関するものは、水道施設運営等事業の実施により、当該水道事業における水道施

設の維持管理及び計画的な更新、健全な経営の確保並びに運営に必要な人材の確

保が図られることとする。
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（指定の申請）

第十八条　法第二十五条の二第二項の申請書は、様式第一によるものとする。

２　前項の申請書には、次に掲げる書類を添えなければならない。

一　法第二十五条の三第一項第三号イからヘまでのいずれにも該当しない者であ

ることを誓約する書類

二　法人にあつては定款及び登記事項証明書、個人にあつてはその住民票の写し

３　前項第一号の書類は、様式第二によるものとする。

（略） 国土交通省

第十九条　法第二十五条の二第二項第四号の厚生労働省令で定める事項は、次の

各号に掲げるものとする。

一　法人にあつては、役員の氏名

二　指定を受けようとする水道事業者の給水区域について給水装置工事の事業を

行う事業所（第二十一条第三項において単に「事業所」という。）において給水

装置工事主任技術者として選任されることとなる者が法第二十五条の五第一項の

規定により交付を受けている給水装置工事主任技術者免状（以下「免状」とい

う。）の交付番号

三　事業の範囲

第十九条　法第二十五条の二第二項第四号の国土交通省令で定める事項は、次の

各号に掲げるものとする。

一　法人にあつては、役員の氏名

二　指定を受けようとする水道事業者の給水区域について給水装置工事の事業を

行う事業所（第二十一条第三項において単に「事業所」という。）において給水

装置工事主任技術者として選任されることとなる者が法第二十五条の五第一項の

規定により交付を受けている給水装置工事主任技術者免状（以下「免状」とい

う。）の交付番号

三　事業の範囲

国土交通省

（厚生労働省令で定める機械器具）

第二十条　法第二十五条の三第一項第二号の厚生労働省令で定める機械器具は、

次の各号に掲げるものとする。

一　金切りのこその他の管の切断用の機械器具

二　やすり、パイプねじ切り器その他の管の加工用の機械器具

三　トーチランプ、パイプレンチその他の接合用の機械器具

四　水圧テストポンプ

（国土交通省令で定める機械器具）

第二十条　法第二十五条の三第一項第二号の国土交通省令で定める機械器具は、

次の各号に掲げるものとする。

一　金切りのこその他の管の切断用の機械器具

二　やすり、パイプねじ切り器その他の管の加工用の機械器具

三　トーチランプ、パイプレンチその他の接合用の機械器具

四　水圧テストポンプ

国土交通省

（厚生労働省令で定める者）

第二十条の二　法第二十五条の三第一項第三号イの厚生労働省令で定める者は、

精神の機能の障害により給水装置工事の事業を適正に行うに当たつて必要な認

知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者とする。

（国土交通省令で定める者）

第二十条の二　法第二十五条の三第一項第三号イの国土交通省令で定める者は、

精神の機能の障害により給水装置工事の事業を適正に行うに当たつて必要な認

知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者とする。

国土交通省

（給水装置工事主任技術者の選任）

第二十一条　指定給水装置工事事業者は、法第十六条の二の指定を受けた日から

二週間以内に給水装置工事主任技術者を選任しなければならない。

２　指定給水装置工事事業者は、その選任した給水装置工事主任技術者が欠ける

に至つたときは、当該事由が発生した日から二週間以内に新たに給水装置工事主

任技術者を選任しなければならない。

３　指定給水装置工事事業者は、前二項の選任を行うに当たつては、一の事業所

の給水装置工事主任技術者が、同時に他の事業所の給水装置工事主任技術者とな

らないようにしなければならない。ただし、一の給水装置工事主任技術者が当該

二以上の事業所の給水装置工事主任技術者となつてもその職務を行うに当たつて

特に支障がないときは、この限りでない。

（略） 国土交通省

第二十二条　法第二十五条の四第二項の規定による給水装置工事主任技術者の選

任又は解任の届出は、様式第三によるものとする。
（略） 国土交通省

（給水装置工事主任技術者の職務）

第二十三条　法第二十五条の四第三項第四号の厚生労働省令で定める給水装置工

事主任技術者の職務は、水道事業者の給水区域において施行する給水装置工事に

関し、当該水道事業者と次の各号に掲げる連絡又は調整を行うこととする。

一　配水管から分岐して給水管を設ける工事を施行しようとする場合における配

水管の位置の確認に関する連絡調整

二　第三十六条第一項第二号に掲げる工事に係る工法、工期その他の工事上の条

件に関する連絡調整

三　給水装置工事（第十三条に規定する給水装置の軽微な変更を除く。）を完了

した旨の連絡

（給水装置工事主任技術者の職務）

第二十三条　法第二十五条の四第三項第四号の国土交通省令で定める給水装置工

事主任技術者の職務は、水道事業者の給水区域において施行する給水装置工事に

関し、当該水道事業者と次の各号に掲げる連絡又は調整を行うこととする。

一　配水管から分岐して給水管を設ける工事を施行しようとする場合における配

水管の位置の確認に関する連絡調整

二　第三十六条第一項第二号に掲げる工事に係る工法、工期その他の工事上の条

件に関する連絡調整

三　給水装置工事（第十三条に規定する給水装置の軽微な変更を除く。）を完了

した旨の連絡

国土交通省

（水道施設運営等事業に関する特例）

第十七条の十二　法第二十四条の八第二項の規定により水道施設運営権者を水道

事業者とみなして法第十四条第三項及び第五項、第二十条第三項ただし書、第二

十二条、第二十二条の二第一項並びに第二十二条の四第二項の規定を適用する場

合における第十二条から第十二条の四まで、第十二条の六、第十五条、第十七

条、第十七条の二及び第十七条の四の規定の適用については、第十二条第一号中

「料金」とあるのは「料金（水道施設運営権者が自らの収入として収受する水道

施設の利用に係る料金を含む。第三号から第五号まで、次条から第十二条の四ま

で及び第十二条の六において同じ。）」と、第十五条第八項、第十七条第一項、

第十七条の二第二項及び第三項並びに第十七条の四第一項中「水道事業者」とあ

るのは「水道施設運営権者」と、同条第二項中「更新」とあるのは「更新（民間

資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成十一年法律第

百十七号）第二条第六項に規定する運営等として行うものに限る。）」とする。

（水道施設運営等事業に関する特例）

第十七条の十二　法第二十四条の八第一項の規定により水道施設運営権者が水道

施設運営等事業を実施する場合における第十二条から第十二条の四まで、第十二

条の六及び第五十八条の規定の適用については、第十二条第一号中「料金」とあ

るのは「料金（水道施設運営権者が自らの収入として収受する水道施設の利用に

係る料金を含む。第三号から第五号並びに次条から第十二条の四まで、第十二条

の六及び第五十八条第三号において同じ。）」とする。

２　法第二十四条の八第二項の規定により水道施設運営権者を水道事業者とみな

して法第二十条第三項ただし書、法第二十二条、法第二十二条の二第一項及び法

第二十二条の四第二項の規定を適用する場合における第十五条、第十七条、第十

七条の二及び第十七条の四の規定の適用については、第十五条第八項、第十七条

第一項、第十七条の二第二項及び第三項並びに第十七条の四第一項中「水道事業

者」とあるのは「水道施設運営権者」と、同条第二項中「更新」とあるのは「更

新（民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成十一

年法律第百十七号）第二条第六項に規定する運営等として行うものに限る。）」

とする。

国土交通省
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（免状の交付申請）

第二十四条　法第二十五条の五第一項の規定により給水装置工事主任技術者免状

（以下「免状」という。）の交付を受けようとする者は、様式第四による免状交

付申請書に次に掲げる書類を添えて、これを厚生労働大臣に提出しなければなら

ない。

一　戸籍抄本又は住民票の抄本（日本の国籍を有しない者にあつては、これに代

わる書面）

二　第三十三条の規定により交付する合格証書の写し

（免状の交付申請）

第二十四条　法第二十五条の五第一項の規定により給水装置工事主任技術者免状

（以下「免状」という。）の交付を受けようとする者は、様式第四による免状交

付申請書に次に掲げる書類を添えて、これを国土交通大臣及び環境大臣に提出し

なければならない。

一　戸籍抄本又は住民票の抄本（日本の国籍を有しない者にあつては、これに代

わる書面）

二　第三十三条の規定により交付する合格証書の写し

国土交通省・環

境省

（免状の様式）

第二十五条　法第二十五条の五第一項の規定により交付する免状の様式は、様式

第五による。

（略）
国土交通省・環

境省

（免状の書換え交付申請）

第二十六条　免状の交付を受けている者は、免状の記載事項に変更を生じたとき

は、免状に戸籍抄本又は住民票の抄本（日本の国籍を有しない者にあつては、こ

れに代わる書面）を添えて、厚生労働大臣に免状の書換え交付を申請することが

できる。

２　前項の免状の書換え交付の申請書の様式は、様式第六による。

（免状の書換え交付申請）

第二十六条　免状の交付を受けている者は、免状の記載事項に変更を生じたとき

は、免状に戸籍抄本又は住民票の抄本（日本の国籍を有しない者にあつては、こ

れに代わる書面）を添えて、国土交通大臣及び環境大臣に免状の書換え交付を申

請することができる。

２　前項の免状の書換え交付の申請書の様式は、様式第六による。

国土交通省・環

境省

（免状の再交付申請）

第二十七条　免状の交付を受けている者は、免状を破り、汚し、又は失つたとき

は、厚生労働大臣に免状の再交付を申請することができる。

２　前項の免状の再交付の申請書の様式は、様式第七による。

３　免状を破り、又は汚した者が第一項の申請をする場合には、申請書にその免

状を添えなければならない。

４　免状の交付を受けている者は、免状の再交付を受けた後、失つた免状を発見

したときは、五日以内に、これを厚生労働大臣に返納するものとする。

（免状の再交付申請）

第二十七条　免状の交付を受けている者は、免状を破り、汚し、又は失つたとき

は、国土交通大臣及び環境大臣に免状の再交付を申請することができる。

２　前項の免状の再交付の申請書の様式は、様式第七による。

３　免状を破り、又は汚した者が第一項の申請をする場合には、申請書にその免

状を添えなければならない。

４　免状の交付を受けている者は、免状の再交付を受けた後、失つた免状を発見

したときは、五日以内に、これを国土交通大臣及び環境大臣に返納するものとす

る。

国土交通省・環

境省

（免状の返納）

第二十八条　免状の交付を受けている者が死亡し、又は失そうの宣告を受けたと

きは、戸籍法（昭和二十二年法律第二百二十四号）に規定する死亡又は失そうの

届出義務者は、一月以内に、厚生労働大臣に免状を返納するものとする。

（免状の返納）

第二十八条　免状の交付を受けている者が死亡し、又は失そうの宣告を受けたと

きは、戸籍法（昭和二十二年法律第二百二十四号）に規定する死亡又は失そうの

届出義務者は、一月以内に、国土交通大臣及び環境大臣に免状を返納するものと

する。

国土交通省・環

境省

（試験の公示）

第二十九条　厚生労働大臣又は法第二十五条の十二第一項に規定する指定試験機

関（以下「指定試験機関」という。）は、法第二十五条の六第一項の規定による

給水装置工事主任技術者試験（以下「試験」という。）を行う期日及び場所、受

験願書の提出期限及び提出先その他試験の施行に関し必要な事項を、あらかじ

め、官報に公示するものとする。

（試験の公示）

第二十九条　国土交通大臣及び環境大臣又は法第二十五条の十二第一項に規定す

る指定試験機関（以下「指定試験機関」という。）は、法第二十五条の六第一項

の規定による給水装置工事主任技術者試験（以下「試験」という。）を行う期日

及び場所、受験願書の提出期限及び提出先その他試験の施行に関し必要な事項

を、あらかじめ、官報に公示するものとする。

国土交通省・環

境省

（試験科目）

第三十条　試験の科目は、次のとおりとする。

一　公衆衛生概論

二　水道行政

三　給水装置の概要

四　給水装置の構造及び性能

五　給水装置工事法

六　給水装置施工管理法

七　給水装置計画論

八　給水装置工事事務論

（略）
国土交通省・環

境省

（試験科目の一部免除）

第三十一条　建設業法施行令（昭和三十一年政令第二百七十三号）第三十四条第

一項の表に掲げる検定種目のうち、管工事施工管理の種目に係る一級又は二級の

技術検定に合格した者は、試験科目のうち給水装置の概要及び給水装置施工管理

法の免除を受けることができる

（試験科目の一部免除）

第三十一条　建設業法施行令第三十四条第一項の表に掲げる検定種目のうち、管

工事施工管理の種目に係る一級又は二級の技術検定に合格した者は、試験科目の

うち給水装置の概要及び給水装置施工管理法の免除を受けることができる。

国土交通省・環

境省

（受験の申請）

第三十二条　試験（指定試験機関がその試験事務を行うものを除く。）を受けよ

うとする者は、様式第八による受験願書に次に掲げる書類を添えて、これを厚生

労働大臣に提出しなければならない。

一　法第二十五条の六第二項に該当する者であることを証する書類

二　写真（旅券法施行規則（平成元年外務省令第十一号）別表第一に定める要件

を満たしたものとする。）

三　前条の規定により試験科目の一部の免除を受けようとする場合には、様式第

九による給水装置工事主任技術者試験一部免除申請書及び前条に該当する者であ

ることを証する書類

２　指定試験機関がその試験事務を行う試験を受けようとする者は、当該指定試

験機関が定めるところにより、受験願書に前項各号に掲げる書類を添えて、これ

を当該指定試験機関に提出しなければならない。

（受験の申請）

第三十二条　試験（指定試験機関がその試験事務を行うものを除く。）を受けよ

うとする者は、様式第八による受験願書に次に掲げる書類を添えて、これを国土

交通大臣及び環境大臣に提出しなければならない。

一　法第二十五条の六第二項に該当する者であることを証する書類

二　写真（旅券法施行規則（令和四年外務省令第十号）別表第一に定める要件を

満たしたものとする。）

三　前条の規定により試験科目の一部の免除を受けようとする場合には、様式第

九による給水装置工事主任技術者試験一部免除申請書及び前条に該当する者であ

ることを証する書類

２　指定試験機関がその試験事務を行う試験を受けようとする者は、当該指定試

験機関が定めるところにより、受験願書に前項各号に掲げる書類を添えて、これ

を当該指定試験機関に提出しなければならない。

国土交通省・環

境省
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（合格証書の交付）

第三十三条　厚生労働大臣（指定試験機関が合格証書の交付に関する事務を行う

場合にあつては、指定試験機関）は、試験に合格した者に合格証書を交付しなけ

ればならない。

（合格証書の交付）

第三十三条　国土交通大臣及び環境大臣（指定試験機関が合格証書の交付に関す

る事務を行う場合にあつては、指定試験機関）は、試験に合格した者に合格証書

を交付しなければならない。

国土交通省・環

境省

（廃止等の届出）

第三十五条　法第二十五条の七の規定により事業の廃止、休止又は再開の届出を

しようとする者は、事業を廃止し、又は休止したときは、当該廃止又は休止の日

から三十日以内に、事業を再開したときは、当該再開の日から十日以内に、様式

第十一による届出書を水道事業者に提出しなければならない。

（略） 国土交通省

国土交通省・環

境省
（略）

（指定試験機関の指定の申請）

第三十七条　法第二十五条の十二第二項の規定による申請は、次に掲げる事項を

記載した申請書によつて行わなければならない。

一　名称及び主たる事務所の所在地

二　行おうとする試験事務の範囲

三　指定を受けようとする年月日

２　前項の申請書には、次に掲げる書類を添えなければならない。

一　定款及び登記事項証明書

二　申請の日を含む事業年度の直前の事業年度における財産目録及び貸借対照表

（申請の日を含む事業年度に設立された法人にあつては、その設立時における財

産目録）

三　申請の日を含む事業年度の事業計画書及び収支予算書

四　申請に係る意思の決定を証する書類

五　役員の氏名及び略歴を記載した書類

六　現に行つている業務の概要を記載した書類

七　試験事務を行おうとする事務所の名称及び所在地を記載した書類

八　試験事務の実施の方法に関する計画を記載した書類

九　その他参考となる事項を記載した書類

国土交通省

（変更の届出）

第三十四条　法第二十五条の七の国土交通省令で定める事項は、次の各号に掲げ

るものとする。

一　氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名

二　法人にあつては、役員の氏名

三　給水装置工事主任技術者の氏名又は給水装置工事主任技術者が交付を受けた

免状の交付番号

２　法第二十五条の七の規定により変更の届出をしようとする者は、当該変更の

あつた日から三十日以内に様式第十による届出書に次に掲げる書類を添えて、水

道事業者に提出しなければならない。

一　前項第一号に掲げる事項の変更の場合には、法人にあつては定款及び登記事

項証明書、個人にあつては住民票の写し

二　前項第二号に掲げる事項の変更の場合には、様式第二による法第二十五条の

三第一項第三号イからヘまでのいずれにも該当しない者であることを誓約する書

類及び登記事項証明書

（変更の届出）

第三十四条　法第二十五条の七の厚生労働省令で定める事項は、次の各号に掲げ

るものとする。

一　氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名

二　法人にあつては、役員の氏名

三　給水装置工事主任技術者の氏名又は給水装置工事主任技術者が交付を受けた

免状の交付番号

２　法第二十五条の七の規定により変更の届出をしようとする者は、当該変更の

あつた日から三十日以内に様式第十による届出書に次に掲げる書類を添えて、水

道事業者に提出しなければならない。

一　前項第一号に掲げる事項の変更の場合には、法人にあつては定款及び登記事

項証明書、個人にあつては住民票の写し

二　前項第二号に掲げる事項の変更の場合には、様式第二による法第二十五条の

三第一項第三号イからヘまでのいずれにも該当しない者であることを誓約する書

類及び登記事項証明書

国土交通省

（事業の運営の基準）

第三十六条　法第二十五条の八に規定する国土交通省令で定める給水装置工事の

事業の運営に関する基準は、次に掲げるものとする。

一　給水装置工事（第十三条に規定する給水装置の軽微な変更を除く。）ごと

に、法第二十五条の四第一項の規定により選任した給水装置工事主任技術者のう

ちから、当該工事に関して法第二十五条の四第三項各号に掲げる職務を行う者を

指名すること。

二　配水管から分岐して給水管を設ける工事及び給水装置の配水管への取付口か

ら水道メーターまでの工事を施行する場合において、当該配水管及び他の地下埋

設物に変形、破損その他の異常を生じさせることがないよう適切に作業を行うこ

とができる技能を有する者を従事させ、又はその者に当該工事に従事する他の者

を実施に監督させること。

三　水道事業者の給水区域において前号に掲げる工事を施行するときは、あらか

じめ当該水道事業者の承認を受けた工法、工期その他の工事上の条件に適合する

ように当該工事を施行すること。

四　給水装置工事主任技術者及びその他の給水装置工事に従事する者の給水装置

工事の施行技術の向上のために、研修の機会を確保するよう努めること。

五　次に掲げる行為を行わないこと。

イ　令第六条に規定する基準に適合しない給水装置を設置すること。

ロ　給水管及び給水用具の切断、加工、接合等に適さない機械器具を使用するこ

と。

六　施行した給水装置工事（第十三条に規定する給水装置の軽微な変更を除

く。）ごとに、第一号の規定により指名した給水装置工事主任技術者に次の各号

に掲げる事項に関する記録を作成させ、当該記録をその作成の日から三年間保存

すること。

イ　施主の氏名又は名称

ロ　施行の場所

ハ　施行完了年月日

ニ　給水装置工事主任技術者の氏名

ホ　竣工図

ヘ　給水装置工事に使用した給水管及び給水用具に関する事項

ト　法第二十五条の四第三項第三号の確認の方法及びその結果

（事業の運営の基準）

第三十六条　法第二十五条の八に規定する厚生労働省令で定める給水装置工事の

事業の運営に関する基準は、次に掲げるものとする。

一　給水装置工事（第十三条に規定する給水装置の軽微な変更を除く。）ごと

に、法第二十五条の四第一項の規定により選任した給水装置工事主任技術者のう

ちから、当該工事に関して法第二十五条の四第三項各号に掲げる職務を行う者を

指名すること。

二　配水管から分岐して給水管を設ける工事及び給水装置の配水管への取付口か

ら水道メーターまでの工事を施行する場合において、当該配水管及び他の地下埋

設物に変形、破損その他の異常を生じさせることがないよう適切に作業を行うこ

とができる技能を有する者を従事させ、又はその者に当該工事に従事する他の者

を実施に監督させること。

三　水道事業者の給水区域において前号に掲げる工事を施行するときは、あらか

じめ当該水道事業者の承認を受けた工法、工期その他の工事上の条件に適合する

ように当該工事を施行すること。

四　給水装置工事主任技術者及びその他の給水装置工事に従事する者の給水装置

工事の施行技術の向上のために、研修の機会を確保するよう努めること。

五　次に掲げる行為を行わないこと。

イ　令第六条に規定する基準に適合しない給水装置を設置すること。

ロ　給水管及び給水用具の切断、加工、接合等に適さない機械器具を使用するこ

と。

六　施行した給水装置工事（第十三条に規定する給水装置の軽微な変更を除

く。）ごとに、第一号の規定により指名した給水装置工事主任技術者に次の各号

に掲げる事項に関する記録を作成させ、当該記録をその作成の日から三年間保存

すること。

イ　施主の氏名又は名称

ロ　施行の場所

ハ　施行完了年月日

ニ　給水装置工事主任技術者の氏名

ホ　竣工図

ヘ　給水装置工事に使用した給水管及び給水用具に関する事項

ト　法第二十五条の四第三項第三号の確認の方法及びその結果
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（役員の選任又は解任の認可の申請）

第三十九条　指定試験機関は、法第二十五条の十五第一項の規定により役員の選

任又は解任の認可を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書を

厚生労働大臣に提出しなければならない。

一　役員として選任しようとする者の氏名、住所及び略歴又は解任しようとする

者の氏名

二　選任し、又は解任しようとする年月日

三　選任又は解任の理由

（役員の選任又は解任の認可の申請）

第三十九条　指定試験機関は、法第二十五条の十五第一項の規定により役員の選

任又は解任の認可を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書を

国土交通大臣及び環境大臣に提出しなければならない。

一　役員として選任しようとする者の氏名、住所及び略歴又は解任しようとする

者の氏名

二　選任し、又は解任しようとする年月日

三　選任又は解任の理由

国土交通省・環

境省

（試験委員の要件）

第四十条　法第二十五条の十六第二項の厚生労働省令で定める要件は、次の各号

のいずれかに該当する者であることとする。

一　学校教育法に基づく大学若しくは高等専門学校において水道に関する科目を

担当する教授若しくは准教授の職にあり、又はあつた者

二　学校教育法に基づく大学若しくは高等専門学校において理科系統の正規の課

程を修めて卒業した者（当該課程を修めて専門職大学前期課程を修了した者を含

む。）で、その後十年以上国、地方公共団体、一般社団法人又は一般財団法人そ

の他これらに準ずるものの研究機関において水道に関する研究の業務に従事した

経験を有するもの

三　厚生労働大臣が前二号に掲げる者と同等以上の知識及び経験を有すると認め

る者

（試験委員の要件）

第四十条　法第二十五条の十六第二項の国土交通省令・環境省令で定める要件

は、次の各号のいずれかに該当する者であることとする。

一　学校教育法に基づく大学若しくは高等専門学校において水道に関する科目を

担当する教授若しくは准教授の職にあり、又はあつた者

二　学校教育法に基づく大学若しくは高等専門学校において理科系統の正規の課

程を修めて卒業した者（当該課程を修めて専門職大学前期課程を修了した者を含

む。）で、その後十年以上国、地方公共団体、一般社団法人又は一般財団法人そ

の他これらに準ずるものの研究機関において水道に関する研究の業務に従事した

経験を有するもの

三　国土交通大臣及び環境大臣が前二号に掲げる者と同等以上の知識及び経験を

有すると認める者

国土交通省・環

境省

（試験委員の選任又は変更の届出）

第四十一条　法第二十五条の十六第三項の規定による試験委員の選任又は変更の

届出は、次に掲げる事項を記載した届出書によつて行わなければならない。

一　選任した試験委員の氏名、住所及び略歴又は変更した試験委員の氏名

二　選任し、又は変更した年月日

三　選任又は変更の理由

（略）
国土交通省・環

境省

（試験事務規程の認可の申請）

第四十二条　指定試験機関は、法第二十五条の十八第一項前段の規定により試験

事務規程の認可を受けようとするときは、その旨を記載した申請書に当該試験事

務規程を添えて、これを厚生労働大臣に提出しなければならない。

２　指定試験機関は、法第二十五条の十八第一項後段の規定により試験事務規程

の変更の認可を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書を厚生

労働大臣に提出しなければならない。

一　変更の内容

二　変更しようとする年月日

三　変更の理由

（試験事務規程の認可の申請）

第四十二条　指定試験機関は、法第二十五条の十八第一項前段の規定により試験

事務規程の認可を受けようとするときは、その旨を記載した申請書に当該試験事

務規程を添えて、これを国土交通大臣及び環境大臣に提出しなければならない。

２　指定試験機関は、法第二十五条の十八第一項後段の規定により試験事務規程

の変更の認可を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書を国土

交通大臣及び環境大臣に提出しなければならない。

一　変更の内容

二　変更しようとする年月日

三　変更の理由

国土交通省・環

境省

（試験事務規程の記載事項）

第四十三条　法第二十五条の十八第二項の厚生労働省令で定める試験事務規程で

定めるべき事項は、次のとおりとする。

一　試験事務の実施の方法に関する事項

二　受験手数料の収納に関する事項

三　試験事務に関して知り得た秘密の保持に関する事項

四　試験事務に関する帳簿及び書類の保存に関する事項

五　その他試験事務の実施に関し必要な事項

（試験事務規程の記載事項）

第四十三条　法第二十五条の十八第二項の国土交通省令・環境省令で定める試験

事務規程で定めるべき事項は、次のとおりとする。

一　試験事務の実施の方法に関する事項

二　受験手数料の収納に関する事項

三　試験事務に関して知り得た秘密の保持に関する事項

四　試験事務に関する帳簿及び書類の保存に関する事項

五　その他試験事務の実施に関し必要な事項

国土交通省・環

境省

国土交通省・環

境省
（略）

（指定試験機関の指定の申請）

第三十七条　法第二十五条の十二第二項の規定による申請は、次に掲げる事項を

記載した申請書によつて行わなければならない。

一　名称及び主たる事務所の所在地

二　行おうとする試験事務の範囲

三　指定を受けようとする年月日

２　前項の申請書には、次に掲げる書類を添えなければならない。

一　定款及び登記事項証明書

二　申請の日を含む事業年度の直前の事業年度における財産目録及び貸借対照表

（申請の日を含む事業年度に設立された法人にあつては、その設立時における財

産目録）

三　申請の日を含む事業年度の事業計画書及び収支予算書

四　申請に係る意思の決定を証する書類

五　役員の氏名及び略歴を記載した書類

六　現に行つている業務の概要を記載した書類

七　試験事務を行おうとする事務所の名称及び所在地を記載した書類

八　試験事務の実施の方法に関する計画を記載した書類

九　その他参考となる事項を記載した書類

国土交通省・環

境省

（指定試験機関の名称等の変更の届出）

第三十八条　法第二十五条の十四第二項の規定による指定試験機関の名称又は主

たる事務所の所在地の変更の届出は、次に掲げる事項を記載した届出書によつて

行わなければならない。

一　変更後の指定試験機関の名称又は主たる事務所の所在地

二　変更しようとする年月日

三　変更の理由

２　指定試験機関は、試験事務を行う事務所を新設し、又は廃止しようとすると

きは、次に掲げる事項を記載した届出書を国土交通大臣及び環境大臣に提出しな

ければならない。

一　新設し、又は廃止しようとする事務所の名称及び所在地

二　新設し、又は廃止しようとする事務所において試験事務を開始し、又は廃止

しようとする年月日

三　新設又は廃止の理由

（指定試験機関の名称等の変更の届出）

第三十八条　法第二十五条の十四第二項の規定による指定試験機関の名称又は主

たる事務所の所在地の変更の届出は、次に掲げる事項を記載した届出書によつて

行わなければならない。

一　変更後の指定試験機関の名称又は主たる事務所の所在地

二　変更しようとする年月日

三　変更の理由

２　指定試験機関は、試験事務を行う事務所を新設し、又は廃止しようとすると

きは、次に掲げる事項を記載した届出書を厚生労働大臣に提出しなければならな

い。

一　新設し、又は廃止しようとする事務所の名称及び所在地

二　新設し、又は廃止しようとする事務所において試験事務を開始し、又は廃止

しようとする年月日

三　新設又は廃止の理由
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（事業計画及び収支予算の認可の申請）

第四十四条　指定試験機関は、法第二十五条の十九第一項前段の規定により事業

計画及び収支予算の認可を受けようとするときは、その旨を記載した申請書に事

業計画書及び収支予算書を添えて、これを厚生労働大臣に提出しなければならな

い。

２　第四十二条第二項の規定は、法第二十五条の十九第一項後段の規定による事

業計画及び収支予算の変更の認可について準用する。

（事業計画及び収支予算の認可の申請）

第四十四条　指定試験機関は、法第二十五条の十九第一項前段の規定により事業

計画及び収支予算の認可を受けようとするときは、その旨を記載した申請書に事

業計画書及び収支予算書を添えて、これを国土交通大臣及び環境大臣に提出しな

ければならない。

２　第四十二条第二項の規定は、法第二十五条の十九第一項後段の規定による事

業計画及び収支予算の変更の認可について準用する。

国土交通省・環

境省

（帳簿）

第四十五条　法第二十五条の二十の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりと

する。

一　試験を施行した日

二　試験地

三　受験者の受験番号、氏名、住所、生年月日及び合否の別

２　法第二十五条の二十に規定する帳簿は、試験事務を廃止するまで保存しなけ

ればならない。

（帳簿）

第四十五条　法第二十五条の二十の国土交通省令・環境省令で定める事項は、次

のとおりとする。

一　試験を施行した日

二　試験地

三　受験者の受験番号、氏名、住所、生年月日及び合否の別

２　法第二十五条の二十に規定する帳簿は、試験事務を廃止するまで保存しなけ

ればならない。

国土交通省・環

境省

（試験結果の報告）

第四十六条　指定試験機関は、試験を実施したときは、遅滞なく、次に掲げる事

項を記載した報告書を厚生労働大臣に提出しなければならない。

一　試験を施行した日

二　試験地

三　受験申込者数

四　受験者数

五　合格者数

２　前項の報告書には、合格した者の受験番号、氏名、住所及び生年月日を記載

した合格者一覧を添えなければならない。

（試験結果の報告）

第四十六条　指定試験機関は、試験を実施したときは、遅滞なく、次に掲げる事

項を記載した報告書を国土交通大臣及び環境大臣に提出しなければならない。

一　試験を施行した日

二　試験地

三　受験申込者数

四　受験者数

五　合格者数

２　前項の報告書には、合格した者の受験番号、氏名、住所及び生年月日を記載

した合格者一覧を添えなければならない。

国土交通省・環

境省

（試験事務の休止又は廃止の許可の申請）

第四十七条　指定試験機関は、法第二十五条の二十三第一項の規定により試験事

務の休止又は廃止の許可を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申

請書を厚生労働大臣に提出しなければならない。

一　休止し、又は廃止しようとする試験事務の範囲

二　休止しようとする年月日及びその期間又は廃止しようとする年月日

三　休止又は廃止の理由

（試験事務の休止又は廃止の許可の申請）

第四十七条　指定試験機関は、法第二十五条の二十三第一項の規定により試験事

務の休止又は廃止の許可を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申

請書を国土交通大臣及び環境大臣に提出しなければならない。

一　休止し、又は廃止しようとする試験事務の範囲

二　休止しようとする年月日及びその期間又は廃止しようとする年月日

三　休止又は廃止の理由

国土交通省・環

境省

（試験事務の引継ぎ等）

第四十八条　指定試験機関は、法第二十五条の二十三第一項の規定による許可を

受けて試験事務の全部若しくは一部を廃止する場合、法第二十五条の二十四第一

項の規定により指定を取り消された場合又は法第二十五条の二十六第二項の規定

により厚生労働大臣が試験事務の全部若しくは一部を自ら行う場合には、次に掲

げる事項を行わなければならない。

一　試験事務を厚生労働大臣に引き継ぐこと。

二　試験事務に関する帳簿及び書類を厚生労働大臣に引き渡すこと。

三　その他厚生労働大臣が必要と認める事項を行うこと。

（試験事務の引継ぎ等）

第四十八条　指定試験機関は、法第二十五条の二十三第一項の規定による許可を

受けて試験事務の全部若しくは一部を廃止する場合、法第二十五条の二十四第一

項の規定により指定を取り消された場合又は法第二十五条の二十六第二項の規定

により国土交通大臣及び環境大臣が試験事務の全部若しくは一部を自ら行う場合

には、次に掲げる事項を行わなければならない。

一　試験事務を国土交通大臣及び環境大臣に引き継ぐこと。

二　試験事務に関する帳簿及び書類を国土交通大臣及び環境大臣に引き渡すこ

と。

三　その他国土交通大臣及び環境大臣が必要と認める事項を行うこと。

国土交通省・環

境省

第五十条　法第二十七条第四項第六号に規定する厚生労働省令で定める事項は、

工事費の算出根拠及び借入金の償還方法とする。

第五十条　法第二十七条第四項第六号に規定する国土交通省令で定める事項は、

工事費の算出根拠及び借入金の償還方法とする。 国土交通省

国土交通省

（認可申請書の添付書類等）

第四十九条　法第二十七条第一項に規定する国土交通省令で定める書類及び図面

は、次の各号に掲げるものとする。

一　地方公共団体以外の者である場合は、水道用水供給事業経営を必要とする理

由を記載した書類

二　地方公共団体以外の法人又は組合である場合は、水道用水供給事業経営に関

する意思決定を証する書類

三　取水が確実かどうかの事情を明らかにする書類

四　地方公共団体以外の法人又は組合である場合は、定款又は規約

五　水道施設の位置を明らかにする地図

六　水源の周辺の概況を明らかにする地図

七　主要な水道施設（次号に掲げるものを除く。）の構造を明らかにする平面

図、立面図、断面図及び構造図

八　導水管きよ及び送水管の配置状況を明らかにする平面図及び縦断面図

２　地方公共団体が申請者である場合であつて、当該申請が他の水道用水供給事

業の全部を譲り受けることに伴うものであるときは、法第二十七条第一項に規定

する国土交通省令で定める書類及び図面は、前項の規定にかかわらず、同項第五

号に掲げるものとする。

（認可申請書の添付書類等）

第四十九条　法第二十七条第一項に規定する厚生労働省令で定める書類及び図面

は、次の各号に掲げるものとする。

一　地方公共団体以外の者である場合は、水道用水供給事業経営を必要とする理

由を記載した書類

二　地方公共団体以外の法人又は組合である場合は、水道用水供給事業経営に関

する意思決定を証する書類

三　取水が確実かどうかの事情を明らかにする書類

四　地方公共団体以外の法人又は組合である場合は、定款又は規約

五　水道施設の位置を明らかにする地図

六　水源の周辺の概況を明らかにする地図

七　主要な水道施設（次号に掲げるものを除く。）の構造を明らかにする平面

図、立面図、断面図及び構造図

八　導水管きよ及び送水管の配置状況を明らかにする平面図及び縦断面図

２　地方公共団体が申請者である場合であつて、当該申請が他の水道用水供給事

業の全部を譲り受けることに伴うものであるときは、法第二十七条第一項に規定

する厚生労働省令で定める書類及び図面は、前項の規定にかかわらず、同項第五

号に掲げるものとする。
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第五十一条の三　法第二十八条第二項に規定する技術的細目のうち、同条第一項

第三号に関するものは、当該申請者が当該水道用水供給事業の遂行に必要となる

資金の調達及び返済の能力を有することとする。
（略） 国土交通省

（事業の変更の認可を要しない軽微な変更）

第五十一条の四　法第三十条第一項第一号の厚生労働省令で定める軽微な変更

は、次のいずれかの変更とする。

一　水源の種別、取水地点又は浄水方法の変更を伴わない変更のうち、給水対象

又は給水量の増加に係る変更であつて、変更後の給水量と認可給水量（法第二十

七条第四項の規定により事業計画書に記載した給水量（法第三十条第一項又は第

三項の規定により給水量の変更（同条第一項第一号に該当するものを除く。）を

行つたときは、直近の変更後の給水量とする。）をいう。次号において同じ。）

との差が認可給水量の十分の一を超えないもの。

二　現在の給水量が認可給水量を超えない事業における、次に掲げるいずれかの

浄水施設を用いる浄水方法への変更のうち、給水対象若しくは給水量の増加又は

水源の種別若しくは取水地点の変更を伴わないもの。ただし、ヌ又はルに掲げる

浄水施設を用いる浄水方法への変更については、変更前の浄水方法に当該浄水施

設を用いるものを追加する場合に限る。

イ　普通沈殿池

ロ　薬品沈殿池

ハ　高速凝集沈殿池

ニ　緩速濾ろ過池

ホ　急速濾ろ過池

ヘ　膜濾ろ過設備

ト　エアレーション設備

チ　除鉄設備

リ　除マンガン設備

ヌ　粉末活性炭処理設備

ル　粒状活性炭処理設備

三　河川の流水を水源とする取水地点の変更のうち、給水対象若しくは給水量の

増加又は水源の種別若しくは浄水方法の変更を伴わないものであつて、次に掲げ

る事由その他の事由により、当該河川の現在の取水地点と変更後の取水地点の間

の流域（イ及びロにおいて「特定区間」という。）における原水の水質が大きく

変わるおそれがないもの。

イ　特定区間に流入する河川がないとき。

ロ　特定区間に汚染物質を排出する施設がないとき。

（事業の変更の認可を要しない軽微な変更）

第五十一条の四　法第三十条第一項第一号の国土交通省令で定める軽微な変更

は、次のいずれかの変更とする。

一　水源の種別、取水地点又は浄水方法の変更を伴わない変更のうち、給水対象

又は給水量の増加に係る変更であつて、変更後の給水量と認可給水量（法第二十

七条第四項の規定により事業計画書に記載した給水量（法第三十条第一項又は第

三項の規定により給水量の変更（同条第一項第一号に該当するものを除く。）を

行つたときは、直近の変更後の給水量とする。）をいう。次号において同じ。）

との差が認可給水量の十分の一を超えないもの。

二　現在の給水量が認可給水量を超えない事業における、次に掲げるいずれかの

浄水施設を用いる浄水方法への変更のうち、給水対象若しくは給水量の増加又は

水源の種別若しくは取水地点の変更を伴わないもの。ただし、ヌ又はルに掲げる

浄水施設を用いる浄水方法への変更については、変更前の浄水方法に当該浄水施

設を用いるものを追加する場合に限る。

イ　普通沈殿池

ロ　薬品沈殿池

ハ　高速凝集沈殿池

ニ　緩速濾ろ過池

ホ　急速濾ろ過池

ヘ　膜濾ろ過設備

ト　エアレーション設備

チ　除鉄設備

リ　除マンガン設備

ヌ　粉末活性炭処理設備

ル　粒状活性炭処理設備

三　河川の流水を水源とする取水地点の変更のうち、給水対象若しくは給水量の

増加又は水源の種別若しくは浄水方法の変更を伴わないものであつて、次に掲げ

る事由その他の事由により、当該河川の現在の取水地点と変更後の取水地点の間

の流域（イ及びロにおいて「特定区間」という。）における原水の水質が大きく

変わるおそれがないもの。

イ　特定区間に流入する河川がないとき。

ロ　特定区間に汚染物質を排出する施設がないとき。

国土交通省

国土交通省

第五十一条　第四条の規定は、法第三十条第二項において準用する法第二十七条

第五項第七号に規定する国土交通省令で定める事項について準用する。この場合

において、第四条第一号及び第二号中「主要」とあるのは、「新設、増設又は改

造される水道施設に関する主要」と読み替えるものとする。

２　第四十九条の規定は、法第三十条第二項において準用する法第二十七条第一

項に規定する国土交通省令で定める書類及び図面について準用する。この場合に

おいて、第四十九条第一項中「各号」とあるのは「各号（給水対象を増加させよ

うとする場合にあつては第三号及び第六号を除き、水源の種別又は取水地点を変

更しようとする場合にあつては第二号及び第四号を除き、浄水方法を変更しよう

とする場合にあつては第二号、第三号及び第四号を除く。）」と、同項第七号中

「除く。）」とあるのは「除く。）であつて、新設、増設又は改造されるもの」

と、同項第八号中「送水管」とあるのは「送水管であつて、新設、増設又は改造

されるもの」とそれぞれ読み替えるものとする。

３　前条の規定は、法第三十条第二項において準用する法第二十七条第四項第六

号に規定する国土交通省令で定める事項について準用する。

第五十一条　第四条の規定は、法第三十条第二項において準用する法第二十七条

第五項第七号に規定する厚生労働省令で定める事項について準用する。この場合

において、第四条第一号及び第二号中「主要」とあるのは、「新設、増設又は改

造される水道施設に関する主要」と読み替えるものとする。

２　第四十九条の規定は、法第三十条第二項において準用する法第二十七条第一

項に規定する厚生労働省令で定める書類及び図面について準用する。この場合に

おいて、第四十九条第一項中「各号」とあるのは「各号（給水対象を増加させよ

うとする場合にあつては第三号及び第六号を除き、水源の種別又は取水地点を変

更しようとする場合にあつては第二号及び第四号を除き、浄水方法を変更しよう

とする場合にあつては第二号、第三号及び第四号を除く。）」と、同項第七号中

「除く。）」とあるのは「除く。）であつて、新設、増設又は改造されるもの」

と、同項第八号中「送水管」とあるのは「送水管であつて、新設、増設又は改造

されるもの」とそれぞれ読み替えるものとする。

３　前条の規定は、法第三十条第二項において準用する法第二十七条第四項第六

号に規定する厚生労働省令で定める事項について準用する。

国土交通省（略）

第五十一条の二　法第二十八条第二項に規定する技術的細目のうち、同条第一項

第一号に関するものは、次に掲げるものとする。

一　給水対象が、当該地域における水系、地形その他の自然的条件及び人口、土

地利用その他の社会的条件、水道により供給される水の需要に関する長期的な見

通し並びに当該地域における水道の整備の状況を勘案して、合理的に設定された

ものであること。

二　給水量が、給水対象の給水量及び水源の水量を基礎として、各年度ごとに合

理的に設定されたものであること。

三　給水量及び水道施設の整備の見通しが一定の確実性を有し、かつ、経常収支

が適切に設定できるよう期間が設定されたものであること。

四　工事費の調達、借入金の償還、給水収益、水道施設の運転に要する費用等に

関する収支の見通しが確実かつ合理的なものであること。

五　水道基盤強化計画が定められている地域にあつては、当該計画と整合性のと

れたものであること。

六　取水に当たつて河川法第二十三条の規定に基づく流水の占用の許可を必要と

する場合にあつては、当該許可を受けているか、又は許可を受けることが確実で

あると見込まれること。

七　取水に当たつて河川法第二十三条の規定に基づく流水の占用の許可を必要と

しない場合にあつては、水源の状況に応じて取水量が確実に得られると見込まれ

ること。

八　ダムの建設等により水源を確保する場合にあつては、特定多目的ダム法第四

条第一項に規定する基本計画においてダム使用権の設定予定者とされている等に

より、当該ダムを使用できることが確実であると見込まれること。
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（準用）

第五十二条　第三条、第四条、第八条の三（第一項第三号を除く。）から第十一

条まで、第十五条から第十七条の三（第三項第一号ロを除く。）まで、第十七条

の四及び第十七条の五（第五号を除く。）から第十七条の十二までの規定は、水

道用水供給事業について準用する。この場合において、次の表の上欄に掲げる規

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替える

ものとする。

（略）
国土交通省・環

境省

（確認申請書の添付書類等）

第五十三条　法第三十三条第一項に規定する厚生労働省令で定める書類及び図面

は、次の各号に掲げるものとする。

一　水の供給を受ける者の数を記載した書類

二　水の供給が行われる地域を記載した書類及び図面

三　水道施設の位置を明らかにする地図

四　水源及び浄水場の周辺の概況を明らかにする地図

五　主要な水道施設（次号に掲げるものを除く。）の構造を明らかにする平面

図、立面図、断面図及び構造図

六　導水管きよ、送水管並びに配水及び給水に使用する主要な導管の配置状況を

明らかにする平面図及び縦断面図

（確認申請書の添付書類等）

第五十三条　法第三十三条第一項に規定する国土交通省令で定める書類及び図面

は、次の各号に掲げるものとする。

一　水の供給を受ける者の数を記載した書類

二　水の供給が行われる地域を記載した書類及び図面

三　水道施設の位置を明らかにする地図

四　水源及び浄水場の周辺の概況を明らかにする地図

五　主要な水道施設（次号に掲げるものを除く。）の構造を明らかにする平面

図、立面図、断面図及び構造図

六　導水管きよ、送水管並びに配水及び給水に使用する主要な導管の配置状況を

明らかにする平面図及び縦断面図

国土交通省

（準用）

第五十四条　第三条、第十条、第十一条、第十五条から第十七条の二まで、第十

七条の六及び第十七条の七の規定は、専用水道について準用する。この場合にお

いて、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

（略）
国土交通省・環

境省

国土交通省

（事業の変更の届出）

第五十一条の五　法第三十条第三項の届出をしようとする水道用水供給事業者

は、次に掲げる事項を記載した届出書を国土交通大臣に提出しなければならな

い。

一　届出者の住所及び氏名（法人又は組合にあつては、主たる事務所の所在地及

び名称並びに代表者の氏名）

二　水道事務所の所在地

２　前項の届出書には、次に掲げる書類（図面を含む。）を添えなければならな

い。

一　次に掲げる事項を記載した事業計画書

イ　変更後の給水対象及び給水量

ロ　水道施設の概要

ハ　給水開始の予定年月日

ニ　法第三十条第一項第二号に該当する場合にあつては、当該譲受けの年月日及

び変更後の経常収支の概算

二　次に掲げる事項を記載した工事設計書

イ　工事の着手及び完了の予定年月日

ロ　前条第二号に該当する場合にあつては、変更される浄水施設に係る水源の種

別、取水地点、水源の水量の概算、水質試験の結果及び変更後の浄水方法

ハ　前条第三号に該当する場合にあつては、変更される取水施設に係る水源の種

別、取水地点、水源の水量の概算、水質試験の結果及び変更後の取水地点

三　水道施設の位置を明らかにする地図

四　前条第一号（水道用水供給事業者が給水対象を増加しようとする場合に限

る。次号において同じ。）又は法第三十条第一項第二号に該当し、かつ、水道用

水供給事業者が地方公共団体以外の者である場合にあつては、水道用水供給事業

経営を必要とする理由を記載した書類

五　前条第一号又は法第三十条第一項第二号に該当し、かつ、水道用水供給事業

者が地方公共団体以外の法人又は組合である場合にあつては、水道用水供給事業

経営に関する意思決定を証する書類

六　前条第二号に該当する場合にあつては、主要な水道施設であつて、新設、増

設又は改造されるものの構造を明らかにする平面図、立面図、断面図及び構造図

七　前条第三号に該当する場合にあつては、主要な水道施設であつて、新設、増

設又は改造されるものの構造を明らかにする平面図、立面図、断面図及び構造図

並びに変更される水源からの取水が確実かどうかの事情を明らかにする書類

（事業の変更の届出）

第五十一条の五　法第三十条第三項の届出をしようとする水道用水供給事業者

は、次に掲げる事項を記載した届出書を厚生労働大臣に提出しなければならな

い。

一　届出者の住所及び氏名（法人又は組合にあつては、主たる事務所の所在地及

び名称並びに代表者の氏名）

二　水道事務所の所在地

２　前項の届出書には、次に掲げる書類（図面を含む。）を添えなければならな

い。

一　次に掲げる事項を記載した事業計画書

イ　変更後の給水対象及び給水量

ロ　水道施設の概要

ハ　給水開始の予定年月日

ニ　法第三十条第一項第二号に該当する場合にあつては、当該譲受けの年月日及

び変更後の経常収支の概算

二　次に掲げる事項を記載した工事設計書

イ　工事の着手及び完了の予定年月日

ロ　前条第二号に該当する場合にあつては、変更される浄水施設に係る水源の種

別、取水地点、水源の水量の概算、水質試験の結果及び変更後の浄水方法

ハ　前条第三号に該当する場合にあつては、変更される取水施設に係る水源の種

別、取水地点、水源の水量の概算、水質試験の結果及び変更後の取水地点

三　水道施設の位置を明らかにする地図

四　前条第一号（水道用水供給事業者が給水対象を増加しようとする場合に限

る。次号において同じ。）又は法第三十条第一項第二号に該当し、かつ、水道用

水供給事業者が地方公共団体以外の者である場合にあつては、水道用水供給事業

経営を必要とする理由を記載した書類

五　前条第一号又は法第三十条第一項第二号に該当し、かつ、水道用水供給事業

者が地方公共団体以外の法人又は組合である場合にあつては、水道用水供給事業

経営に関する意思決定を証する書類

六　前条第二号に該当する場合にあつては、主要な水道施設であつて、新設、増

設又は改造されるものの構造を明らかにする平面図、立面図、断面図及び構造図

七　前条第三号に該当する場合にあつては、主要な水道施設であつて、新設、増

設又は改造されるものの構造を明らかにする平面図、立面図、断面図及び構造図

並びに変更される水源からの取水が確実かどうかの事情を明らかにする書類

（事業の変更の認可を要しない軽微な変更）

第五十一条の四　法第三十条第一項第一号の厚生労働省令で定める軽微な変更

は、次のいずれかの変更とする。

一　水源の種別、取水地点又は浄水方法の変更を伴わない変更のうち、給水対象

又は給水量の増加に係る変更であつて、変更後の給水量と認可給水量（法第二十

七条第四項の規定により事業計画書に記載した給水量（法第三十条第一項又は第

三項の規定により給水量の変更（同条第一項第一号に該当するものを除く。）を

行つたときは、直近の変更後の給水量とする。）をいう。次号において同じ。）

との差が認可給水量の十分の一を超えないもの。

二　現在の給水量が認可給水量を超えない事業における、次に掲げるいずれかの

浄水施設を用いる浄水方法への変更のうち、給水対象若しくは給水量の増加又は

水源の種別若しくは取水地点の変更を伴わないもの。ただし、ヌ又はルに掲げる

浄水施設を用いる浄水方法への変更については、変更前の浄水方法に当該浄水施

設を用いるものを追加する場合に限る。

イ　普通沈殿池

ロ　薬品沈殿池

ハ　高速凝集沈殿池

ニ　緩速濾ろ過池

ホ　急速濾ろ過池

ヘ　膜濾ろ過設備

ト　エアレーション設備

チ　除鉄設備

リ　除マンガン設備

ヌ　粉末活性炭処理設備

ル　粒状活性炭処理設備

三　河川の流水を水源とする取水地点の変更のうち、給水対象若しくは給水量の

増加又は水源の種別若しくは浄水方法の変更を伴わないものであつて、次に掲げ

る事由その他の事由により、当該河川の現在の取水地点と変更後の取水地点の間

の流域（イ及びロにおいて「特定区間」という。）における原水の水質が大きく

変わるおそれがないもの。

イ　特定区間に流入する河川がないとき。

ロ　特定区間に汚染物質を排出する施設がないとき。

（事業の変更の認可を要しない軽微な変更）

第五十一条の四　法第三十条第一項第一号の国土交通省令で定める軽微な変更

は、次のいずれかの変更とする。

一　水源の種別、取水地点又は浄水方法の変更を伴わない変更のうち、給水対象

又は給水量の増加に係る変更であつて、変更後の給水量と認可給水量（法第二十

七条第四項の規定により事業計画書に記載した給水量（法第三十条第一項又は第

三項の規定により給水量の変更（同条第一項第一号に該当するものを除く。）を

行つたときは、直近の変更後の給水量とする。）をいう。次号において同じ。）

との差が認可給水量の十分の一を超えないもの。

二　現在の給水量が認可給水量を超えない事業における、次に掲げるいずれかの

浄水施設を用いる浄水方法への変更のうち、給水対象若しくは給水量の増加又は

水源の種別若しくは取水地点の変更を伴わないもの。ただし、ヌ又はルに掲げる

浄水施設を用いる浄水方法への変更については、変更前の浄水方法に当該浄水施

設を用いるものを追加する場合に限る。

イ　普通沈殿池

ロ　薬品沈殿池

ハ　高速凝集沈殿池

ニ　緩速濾ろ過池

ホ　急速濾ろ過池

ヘ　膜濾ろ過設備

ト　エアレーション設備

チ　除鉄設備

リ　除マンガン設備

ヌ　粉末活性炭処理設備

ル　粒状活性炭処理設備

三　河川の流水を水源とする取水地点の変更のうち、給水対象若しくは給水量の

増加又は水源の種別若しくは浄水方法の変更を伴わないものであつて、次に掲げ

る事由その他の事由により、当該河川の現在の取水地点と変更後の取水地点の間

の流域（イ及びロにおいて「特定区間」という。）における原水の水質が大きく

変わるおそれがないもの。

イ　特定区間に流入する河川がないとき。

ロ　特定区間に汚染物質を排出する施設がないとき。

国土交通省
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（管理基準）

第五十五条　法第三十四条の二第一項に規定する厚生労働省令で定める基準は、

次に掲げるものとする。

一　水槽の掃除を毎年一回以上定期に行うこと。

二　水槽の点検等有害物、汚水等によつて水が汚染されるのを防止するために必

要な措置を講ずること。

三　給水栓における水の色、濁り、臭い、味その他の状態により供給する水に異

常を認めたときは、水質基準に関する省令の表の上欄に掲げる事項のうち必要な

ものについて検査を行うこと。

四　供給する水が人の健康を害するおそれがあることを知つたときは、直ちに給

水を停止し、かつ、その水を使用することが危険である旨を関係者に周知させる

措置を講ずること。

（管理基準）

第五十五条　法第三十四条の二第一項に規定する国土交通省令で定める基準は、

次に掲げるものとする。

一　水槽の掃除を毎年一回以上定期に行うこと。

二　水槽の点検等有害物、汚水等によつて水が汚染されるのを防止するために必

要な措置を講ずること。

三　給水栓における水の色、濁り、臭い、味その他の状態により供給する水に異

常を認めたときは、水質基準に関する省令の表の上欄に掲げる事項のうち必要な

ものについて検査を行うこと。

四　供給する水が人の健康を害するおそれがあることを知つたときは、直ちに給

水を停止し、かつ、その水を使用することが危険である旨を関係者に周知させる

措置を講ずること。

国土交通省

（検査）

第五十六条　法第三十四条の二第二項の規定による検査は、毎年一回以上定期に

行うものとする。

２　検査の方法その他必要な事項については、厚生労働大臣が定めるところによ

るものとする。

（検査）

第五十六条　法第三十四条の二第二項の規定による検査は、毎年一回以上定期に

行うものとする。

２　検査の方法その他必要な事項については、国土交通大臣（簡易専用水道によ

り供給される水の水質の検査に関する事項については、環境大臣）が定めるとこ

ろによるものとする。

国土交通省・環

境省

（登録の更新）

第五十六条の三　法第三十四条の四において読み替えて準用する法第二十条の五

第一項の登録の更新を申請しようとする者は、様式第十八による申請書に前条各

号に掲げる書類を添えて、厚生労働大臣に提出しなければならない。

（登録の更新）

第五十六条の三　法第三十四条の四において読み替えて準用する法第二十条の五

第一項の登録の更新を申請しようとする者は、様式第十八による申請書に前条各

号に掲げる書類を添えて、国土交通大臣及び環境大臣に提出しなければならな

い。

国土交通省・環

境省

国土交通省・環

境省

（検査の方法）

第五十六条の四　法第三十四条の四において読み替えて準用する法第二十条の六

第二項の国土交通省令・環境省令で定める方法は、次のとおりとする。

一　簡易専用水道検査部門管理者は、次に掲げる業務を行うこと。ただし、ハに

ついては、あらかじめ簡易専用水道検査員の中から指定した者に行わせることが

できるものとする。

イ　簡易専用水道検査部門の業務を統括すること。

ロ　第二号ハの規定により報告を受けた文書に従い、当該業務について速やかに

是正処置を講ずること。

ハ　簡易専用水道の管理の検査について第四号に規定する標準作業書に基づき、

適切に実施されていることを確認し、標準作業書から逸脱した方法により簡易専

用水道の管理の検査が行われた場合には、その内容を評価し、必要な措置を講ず

ること。

ニ　その他必要な業務

二　簡易専用水道検査信頼性確保部門につき、次に掲げる業務を自ら行い、又は

業務の内容に応じてあらかじめ指定した者に行わせる者（以下「簡易専用水道検

査信頼性確保部門管理者」という。）が置かれていること。

イ　第五号ヘの文書に基づき、簡易専用水道の管理の検査の業務の管理について

内部監査を定期的に行うこと。

ロ　第五号トの文書に基づき、精度管理及び外部精度管理調査を定期的に受ける

ための事務を行うこと。

ハ　イの内部監査並びにロの精度管理及び外部精度管理調査の結果（是正処置が

必要な場合にあつては、当該是正処置の内容を含む。）を簡易専用水道検査部門

管理者に対して文書により報告するとともに、その記録を法第三十四条の四にお

いて読み替えて準用する法第二十条の十四の帳簿に記載すること。

ニ　その他必要な業務

三　簡易専用水道検査部門管理者及び簡易専用水道検査信頼性確保部門管理者が

法第三十四条の二第二項の登録を受けた者の役員又は当該部門を管理する上で必

要な権限を有する者であること。

四　次に掲げる事項を記載した標準作業書を作成すること。

イ　簡易専用水道の管理の検査の項目ごとの検査の手順及び判定基準

ロ　簡易専用水道の管理の検査に用いる設備の操作及び保守点検の方法

ハ　検査中の当該施設への部外者の立入制限その他の検査に当たつての注意事項

ニ　簡易専用水道の管理の検査の結果の処理方法

ホ　作成及び改定年月日

五　次に掲げる文書を作成すること。

イ　組織内の各部門の権限、責任及び相互関係等について記載した文書

ロ　文書の管理について記載した文書

ハ　記録の管理について記載した文書

ニ　教育訓練について記載した文書

ホ　不適合業務及び是正処置等について記載した文書

ヘ　内部監査の方法を記載した文書

ト　精度管理の方法及び外部精度管理調査を定期的に受けるための計画を記載し

た文書

チ　簡易専用水道検査結果書の発行の方法を記載した文書

リ　依頼を受ける方法を記載した文書

ヌ　物品の購入の方法を記載した文書

ル　その他簡易専用水道の管理の検査の業務の管理及び精度の確保に関する事項

を記載した文書

（検査の方法）

第五十六条の四　法第三十四条の四において読み替えて準用する法第二十条の六

第二項の厚生労働省令で定める方法は、次のとおりとする。

一　簡易専用水道検査部門管理者は、次に掲げる業務を行うこと。ただし、ハに

ついては、あらかじめ簡易専用水道検査員の中から指定した者に行わせることが

できるものとする。

イ　簡易専用水道検査部門の業務を統括すること。

ロ　第二号ハの規定により報告を受けた文書に従い、当該業務について速やかに

是正処置を講ずること。

ハ　簡易専用水道の管理の検査について第四号に規定する標準作業書に基づき、

適切に実施されていることを確認し、標準作業書から逸脱した方法により簡易専

用水道の管理の検査が行われた場合には、その内容を評価し、必要な措置を講ず

ること。

ニ　その他必要な業務

二　簡易専用水道検査信頼性確保部門につき、次に掲げる業務を自ら行い、又は

業務の内容に応じてあらかじめ指定した者に行わせる者（以下「簡易専用水道検

査信頼性確保部門管理者」という。）が置かれていること。

イ　第五号ヘの文書に基づき、簡易専用水道の管理の検査の業務の管理について

内部監査を定期的に行うこと。

ロ　第五号トの文書に基づき、精度管理及び外部精度管理調査を定期的に受ける

ための事務を行うこと。

ハ　イの内部監査並びにロの精度管理及び外部精度管理調査の結果（是正処置が

必要な場合にあつては、当該是正処置の内容を含む。）を簡易専用水道検査部門

管理者に対して文書により報告するとともに、その記録を法第三十四条の四にお

いて読み替えて準用する法第二十条の十四の帳簿に記載すること。

ニ　その他必要な業務

三　簡易専用水道検査部門管理者及び簡易専用水道検査信頼性確保部門管理者が

法第三十四条の二第二項の登録を受けた者の役員又は当該部門を管理する上で必

要な権限を有する者であること。

四　次に掲げる事項を記載した標準作業書を作成すること。

イ　簡易専用水道の管理の検査の項目ごとの検査の手順及び判定基準

ロ　簡易専用水道の管理の検査に用いる設備の操作及び保守点検の方法

ハ　検査中の当該施設への部外者の立入制限その他の検査に当たつての注意事項

ニ　簡易専用水道の管理の検査の結果の処理方法

ホ　作成及び改定年月日

五　次に掲げる文書を作成すること。

イ　組織内の各部門の権限、責任及び相互関係等について記載した文書

ロ　文書の管理について記載した文書

ハ　記録の管理について記載した文書

ニ　教育訓練について記載した文書

ホ　不適合業務及び是正処置等について記載した文書

ヘ　内部監査の方法を記載した文書

ト　精度管理の方法及び外部精度管理調査を定期的に受けるための計画を記載し

た文書

チ　簡易専用水道検査結果書の発行の方法を記載した文書

リ　依頼を受ける方法を記載した文書

ヌ　物品の購入の方法を記載した文書

ル　その他簡易専用水道の管理の検査の業務の管理及び精度の確保に関する事項

を記載した文書

国土交通省・環

境省

（登録の申請）

第五十六条の二　法第三十四条の四において読み替えて準用する法第二十条の二

の登録の申請をしようとする者は、様式第十七による申請書に次の書類を添え

て、国土交通大臣及び環境大臣に提出しなければならない。

一　申請者が個人である場合は、その住民票の写し

二　申請者が法人である場合は、その定款及び登記事項証明書

三　申請者が法第三十四条の四において読み替えて準用する法第二十条の三各号

の規定に該当しないことを説明した書類

四　法第三十四条の四において読み替えて準用する法第二十条の四第一項第一号

の必要な検査設備を有していることを示す書類

五　法第三十四条の四において読み替えて準用する法第二十条の四第一項第二号

の簡易専用水道の管理の検査を実施する者（以下「簡易専用水道検査員」とい

う。）の氏名及び略歴

六　法第三十四条の四において読み替えて準用する法第二十条の四第一項第三号

イに規定する部門（以下「簡易専用水道検査部門」という。）及び同号ハに規定

する専任の部門（以下「簡易専用水道検査信頼性確保部門」という。）が置かれ

ていることを説明した書類

七　法第三十四条の四において読み替えて準用する法第二十条の四第一項第三号

ロに規定する文書として、第五十六条の四第四号に規定する標準作業書及び同条

第五号イからルに掲げる文書

八　次に掲げる事項を記載した書面

イ　法第三十四条の四において読み替えて準用する法第二十条の四第一項第三号

イの管理者（以下「簡易専用水道検査部門管理者」という。）の氏名

ロ　第五十六条の四第二号に規定する簡易専用水道検査信頼性確保部門管理者の

氏名

ハ　現に行つている事業の概要

（登録の申請）

第五十六条の二　法第三十四条の四において読み替えて準用する法第二十条の二

の登録の申請をしようとする者は、様式第十七による申請書に次の書類を添え

て、厚生労働大臣に提出しなければならない。

一　申請者が個人である場合は、その住民票の写し

二　申請者が法人である場合は、その定款及び登記事項証明書

三　申請者が法第三十四条の四において読み替えて準用する法第二十条の三各号

の規定に該当しないことを説明した書類

四　法第三十四条の四において読み替えて準用する法第二十条の四第一項第一号

の必要な検査設備を有していることを示す書類

五　法第三十四条の四において読み替えて準用する法第二十条の四第一項第二号

の簡易専用水道の管理の検査を実施する者（以下「簡易専用水道検査員」とい

う。）の氏名及び略歴

六　法第三十四条の四において読み替えて準用する法第二十条の四第一項第三号

イに規定する部門（以下「簡易専用水道検査部門」という。）及び同号ハに規定

する専任の部門（以下「簡易専用水道検査信頼性確保部門」という。）が置かれ

ていることを説明した書類

七　法第三十四条の四において読み替えて準用する法第二十条の四第一項第三号

ロに規定する文書として、第五十六条の四第四号に規定する標準作業書及び同条

第五号イからルに掲げる文書

八　次に掲げる事項を記載した書面

イ　法第三十四条の四において読み替えて準用する法第二十条の四第一項第三号

イの管理者（以下「簡易専用水道検査部門管理者」という。）の氏名

ロ　第五十六条の四第二号に規定する簡易専用水道検査信頼性確保部門管理者の

氏名

ハ　現に行つている事業の概要
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（変更の届出）

第五十六条の五　法第三十四条の四において読み替えて準用する法第二十条の七

の規定により変更の届出をしようとする者は、様式第十九による届出書を厚生労

働大臣に提出しなければならない。

（変更の届出）

第五十六条の五　法第三十四条の四において読み替えて準用する法第二十条の七

の規定により変更の届出をしようとする者は、様式第十九による届出書を国土交

通大臣及び環境大臣に提出しなければならない。

国土交通省・環

境省

（業務の休廃止の届出）

第五十六条の七　法第三十四条の二第二項の登録を受けた者は、法第三十四条の

四において読み替えて準用する法第二十条の九の規定により簡易専用水道の管理

の検査の業務の全部又は一部の休止又は廃止の届出をしようとするときは、様式

第二十の三による届出書を厚生労働大臣に提出しなければならない。

（業務の休廃止の届出）

第五十六条の七　法第三十四条の二第二項の登録を受けた者は、法第三十四条の

四において読み替えて準用する法第二十条の九の規定により簡易専用水道の管理

の検査の業務の全部又は一部の休止又は廃止の届出をしようとするときは、様式

第二十の三による届出書を国土交通大臣及び環境大臣に提出しなければならな

い。

国土交通省・環

境省

国土交通省・環

境省

（簡易専用水道検査業務規程）

第五十六条の六　法第三十四条の四において読み替えて準用する法第二十条の八

第二項の国土交通省令・環境省令で定める事項は、次のとおりとする。

一～九　（略）

２　法第三十四条の二第二項の登録を受けた者は、法第三十四条の四において読

み替えて準用する法第二十条の八第一項前段の規定により簡易専用水道検査業務

規程の届出をしようとするときは、様式第二十による届出書に次に掲げる書類を

添えて、国土交通大臣及び環境大臣に提出しなければならない。

一　前項第三号の規定により定める簡易専用水道の管理の検査の依頼を受けるこ

とができる件数の上限の設定根拠を明らかにする書類

二　前項第五号の規定により定める簡易専用水道の管理の検査に関する料金の算

出根拠を明らかにする書類

３　法第三十四条の二第二項の登録を受けた者は、法第三十四条の四において読

み替えて準用する法第二十条の八第一項後段の規定により簡易専用水道検査業務

規程の変更の届出をしようとするときは、様式第二十の二による届出書に前項各

号に掲げる書類を添えて、国土交通大臣及び環境大臣に提出しなければならな

い。ただし、第一項第三号及び第五号に定める事項（簡易専用水道の管理の検査

に関する料金の収納の方法に関する事項を除く。）の変更を行わない場合には、

前項各号に掲げる書類を添えることを要しない。

（簡易専用水道検査業務規程）

第五十六条の六　法第三十四条の四において読み替えて準用する法第二十条の八

第二項の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。

一～九　（略）

２　法第三十四条の二第二項の登録を受けた者は、法第三十四条の四において読

み替えて準用する法第二十条の八第一項前段の規定により簡易専用水道検査業務

規程の届出をしようとするときは、様式第二十による届出書に次に掲げる書類を

添えて、厚生労働大臣に提出しなければならない。

一　前項第三号の規定により定める簡易専用水道の管理の検査の依頼を受けるこ

とができる件数の上限の設定根拠を明らかにする書類

二　前項第五号の規定により定める簡易専用水道の管理の検査に関する料金の算

出根拠を明らかにする書類

３　法第三十四条の二第二項の登録を受けた者は、法第三十四条の四において読

み替えて準用する法第二十条の八第一項後段の規定により簡易専用水道検査業務

規程の変更の届出をしようとするときは、様式第二十の二による届出書に前項各

号に掲げる書類を添えて、厚生労働大臣に提出しなければならない。ただし、第

一項第三号及び第五号に定める事項（簡易専用水道の管理の検査に関する料金の

収納の方法に関する事項を除く。）の変更を行わない場合には、前項各号に掲げ

る書類を添えることを要しない。

国土交通省・環

境省

（検査の方法）

第五十六条の四　法第三十四条の四において読み替えて準用する法第二十条の六

第二項の国土交通省令・環境省令で定める方法は、次のとおりとする。

一　簡易専用水道検査部門管理者は、次に掲げる業務を行うこと。ただし、ハに

ついては、あらかじめ簡易専用水道検査員の中から指定した者に行わせることが

できるものとする。

イ　簡易専用水道検査部門の業務を統括すること。

ロ　第二号ハの規定により報告を受けた文書に従い、当該業務について速やかに

是正処置を講ずること。

ハ　簡易専用水道の管理の検査について第四号に規定する標準作業書に基づき、

適切に実施されていることを確認し、標準作業書から逸脱した方法により簡易専

用水道の管理の検査が行われた場合には、その内容を評価し、必要な措置を講ず

ること。

ニ　その他必要な業務

二　簡易専用水道検査信頼性確保部門につき、次に掲げる業務を自ら行い、又は

業務の内容に応じてあらかじめ指定した者に行わせる者（以下「簡易専用水道検

査信頼性確保部門管理者」という。）が置かれていること。

イ　第五号ヘの文書に基づき、簡易専用水道の管理の検査の業務の管理について

内部監査を定期的に行うこと。

ロ　第五号トの文書に基づき、精度管理及び外部精度管理調査を定期的に受ける

ための事務を行うこと。

ハ　イの内部監査並びにロの精度管理及び外部精度管理調査の結果（是正処置が

必要な場合にあつては、当該是正処置の内容を含む。）を簡易専用水道検査部門

管理者に対して文書により報告するとともに、その記録を法第三十四条の四にお

いて読み替えて準用する法第二十条の十四の帳簿に記載すること。

ニ　その他必要な業務

三　簡易専用水道検査部門管理者及び簡易専用水道検査信頼性確保部門管理者が

法第三十四条の二第二項の登録を受けた者の役員又は当該部門を管理する上で必

要な権限を有する者であること。

四　次に掲げる事項を記載した標準作業書を作成すること。

イ　簡易専用水道の管理の検査の項目ごとの検査の手順及び判定基準

ロ　簡易専用水道の管理の検査に用いる設備の操作及び保守点検の方法

ハ　検査中の当該施設への部外者の立入制限その他の検査に当たつての注意事項

ニ　簡易専用水道の管理の検査の結果の処理方法

ホ　作成及び改定年月日

五　次に掲げる文書を作成すること。

イ　組織内の各部門の権限、責任及び相互関係等について記載した文書

ロ　文書の管理について記載した文書

ハ　記録の管理について記載した文書

ニ　教育訓練について記載した文書

ホ　不適合業務及び是正処置等について記載した文書

ヘ　内部監査の方法を記載した文書

ト　精度管理の方法及び外部精度管理調査を定期的に受けるための計画を記載し

た文書

チ　簡易専用水道検査結果書の発行の方法を記載した文書

リ　依頼を受ける方法を記載した文書

ヌ　物品の購入の方法を記載した文書

ル　その他簡易専用水道の管理の検査の業務の管理及び精度の確保に関する事項

を記載した文書

（検査の方法）

第五十六条の四　法第三十四条の四において読み替えて準用する法第二十条の六

第二項の厚生労働省令で定める方法は、次のとおりとする。

一　簡易専用水道検査部門管理者は、次に掲げる業務を行うこと。ただし、ハに

ついては、あらかじめ簡易専用水道検査員の中から指定した者に行わせることが

できるものとする。

イ　簡易専用水道検査部門の業務を統括すること。

ロ　第二号ハの規定により報告を受けた文書に従い、当該業務について速やかに

是正処置を講ずること。

ハ　簡易専用水道の管理の検査について第四号に規定する標準作業書に基づき、

適切に実施されていることを確認し、標準作業書から逸脱した方法により簡易専

用水道の管理の検査が行われた場合には、その内容を評価し、必要な措置を講ず

ること。

ニ　その他必要な業務

二　簡易専用水道検査信頼性確保部門につき、次に掲げる業務を自ら行い、又は

業務の内容に応じてあらかじめ指定した者に行わせる者（以下「簡易専用水道検

査信頼性確保部門管理者」という。）が置かれていること。

イ　第五号ヘの文書に基づき、簡易専用水道の管理の検査の業務の管理について

内部監査を定期的に行うこと。

ロ　第五号トの文書に基づき、精度管理及び外部精度管理調査を定期的に受ける

ための事務を行うこと。

ハ　イの内部監査並びにロの精度管理及び外部精度管理調査の結果（是正処置が

必要な場合にあつては、当該是正処置の内容を含む。）を簡易専用水道検査部門

管理者に対して文書により報告するとともに、その記録を法第三十四条の四にお

いて読み替えて準用する法第二十条の十四の帳簿に記載すること。

ニ　その他必要な業務

三　簡易専用水道検査部門管理者及び簡易専用水道検査信頼性確保部門管理者が

法第三十四条の二第二項の登録を受けた者の役員又は当該部門を管理する上で必

要な権限を有する者であること。

四　次に掲げる事項を記載した標準作業書を作成すること。

イ　簡易専用水道の管理の検査の項目ごとの検査の手順及び判定基準

ロ　簡易専用水道の管理の検査に用いる設備の操作及び保守点検の方法

ハ　検査中の当該施設への部外者の立入制限その他の検査に当たつての注意事項

ニ　簡易専用水道の管理の検査の結果の処理方法

ホ　作成及び改定年月日

五　次に掲げる文書を作成すること。

イ　組織内の各部門の権限、責任及び相互関係等について記載した文書

ロ　文書の管理について記載した文書

ハ　記録の管理について記載した文書

ニ　教育訓練について記載した文書

ホ　不適合業務及び是正処置等について記載した文書

ヘ　内部監査の方法を記載した文書

ト　精度管理の方法及び外部精度管理調査を定期的に受けるための計画を記載し

た文書

チ　簡易専用水道検査結果書の発行の方法を記載した文書

リ　依頼を受ける方法を記載した文書

ヌ　物品の購入の方法を記載した文書

ル　その他簡易専用水道の管理の検査の業務の管理及び精度の確保に関する事項

を記載した文書
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（準用）

第五十六条の八　第十五条の八及び第十五条の九の規定は法第三十四条の二第二

項の登録を受けた者について準用する。この場合において、第十五条の八中「法

第二十条の十第二項第三号」とあるのは「法第三十四条の四において読み替えて

準用する法第二十条の十第二項第三号」と、第十五条の九中「法第二十条の十第

二項第四号」とあるのは「法第三十四条の四において読み替えて準用する法第二

十条の十第二項第四号」と読み替えるものとする。

（略）
国土交通省・環

境省

（証明書の様式）

第五十七条　法第二十条の十五第二項（法第三十四条の四において準用する場合

を含む。）の規定により当該職員の携帯する証明書は、様式第十二とする。

２　法第二十五条の二十二第二項の規定により当該職員の携帯する証明書は、様

式第十二の二とする。

３　法第三十九条第四項（法第四十条第九項において準用する場合を含む。）の

規定により当該職員の携帯する証明書は、様式第十二の三とする。

（証明書の様式）

第五十七条　法第二十条の十五第二項（法第三十一条、法第三十四条第一項及び

法第三十四条の四において準用する場合を含む。）、法第二十五条の二十二第二

項及び法第三十九条第四項（法第二十四条の三第六項及び法第二十四条の八第二

項の規定によりみなして適用する場合を含む。）の規定により国土交通省又は環

境省の職員の携帯する証明書は、様式第十二とする。

２　法第三十九条第四項（法第二十四条の三第六項及び法第二十四条の八第二項

の規定によりみなして適用する場合並びに法第四十条第九項において読み替えて

準用する場合を含む。次項において同じ。）の規定により都道府県又は市町村

（特別区を含む。次項において同じ。）の職員の携帯する証明書は、様式第十二

の二とする。

３　前項の規定にかかわらず、法第三十九条第四項の規定により都道府県又は市

町村の職員の携帯する証明書は、様式第十二とすることができる。

国土交通省・環

境省

（新設）

（定義）

第五十九条　この節において使用する用語は、特別の定めのある場合を除くほ

か、民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する法

律（平成十六年法律第百四十九号。以下この節において「電子文書法」とい

う。）において使用する用語の例による。

国土交通省・環

境省

国土交通省・環

境省

（帳簿の備付け）

第五十六条の九　法第三十四条の二第二項の登録を受けた者は、書面又は電磁的

記録によつて簡易専用水道の管理の検査に関する事項であつて次項に掲げるもの

を記載した帳簿を備え、簡易専用水道の管理の検査を実施した日から起算して五

年間、これを保存しなければならない。

２　法第三十四条の四において読み替えて準用する法第二十条の十四の国土交通

省令・環境省令で定める事項は次のとおりとする。

一　簡易専用水道の管理の検査を依頼した者の氏名及び住所（法人にあつては、

主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名）

二　簡易専用水道の管理の検査の依頼を受けた年月日

三　簡易専用水道の管理の検査を行つた施設の名称

四　簡易専用水道の管理の検査を行つた年月日

五　簡易専用水道の管理の検査を行つた簡易専用水道検査員の氏名

六　簡易専用水道の管理の検査の結果

七　第五十六条の四第二号ハにより帳簿に記載すべきこととされている事項

八　第五十六条の四第五号ハの文書において帳簿に記載すべきこととされている

事項

九　第五十六条の四第五号ニの教育訓練に関する記録

（帳簿の備付け）

第五十六条の九　法第三十四条の二第二項の登録を受けた者は、書面又は電磁的

記録によつて簡易専用水道の管理の検査に関する事項であつて次項に掲げるもの

を記載した帳簿を備え、簡易専用水道の管理の検査を実施した日から起算して五

年間、これを保存しなければならない。

２　法第三十四条の四において読み替えて準用する法第二十条の十四の厚生労働

省令で定める事項は次のとおりとする。

一　簡易専用水道の管理の検査を依頼した者の氏名及び住所（法人にあつては、

主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名）

二　簡易専用水道の管理の検査の依頼を受けた年月日

三　簡易専用水道の管理の検査を行つた施設の名称

四　簡易専用水道の管理の検査を行つた年月日

五　簡易専用水道の管理の検査を行つた簡易専用水道検査員の氏名

六　簡易専用水道の管理の検査の結果

七　第五十六条の四第二号ハにより帳簿に記載すべきこととされている事項

八　第五十六条の四第五号ハの文書において帳簿に記載すべきこととされている

事項

九　第五十六条の四第五号ニの教育訓練に関する記録

国土交通省・環

境省
（新設）

第五十八条　法に規定する国土交通大臣の権限のうち、次に掲げるものは、地方

整備局長及び北海道開発局長に委任する。

一　法第五条の三第八項（同条第十項において準用する場合を含む。）の規定に

よる水道基盤強化計画の報告を受理すること。

二　法第十三条第一項（法第三十一条において準用する場合を含む。）の規定に

よる給水開始前の届出を受理し、及び法第四十五条の四第三項の規定により環境

大臣に通知すること。

三　法第十四条第五項の規定による料金の変更の届出を受理すること。

四　法第二十四条の三第二項（法第三十一条において準用する場合を含む。）の

規定による業務の委託の届出及び委託に係る契約が効力を失つたときの届出を受

理すること。

五　国の設置する専用水道に係る法第三十四条第一項において準用する法第十三

条第一項の規定による給水開始前の届出を受理し、及び法第四十五条の四第三項

の規定により環境大臣に通知すること。

六　国の設置する専用水道に係る法第三十四条第一項において準用する法第二十

四条の三第二項の規定による業務の委託の届出及び委託に係る契約が効力を失つ

たときの届出を受理すること。
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（新設）

（電子文書法第四条第一項の主務省令で定める作成）

第六十二条　電子文書法第四条第一項の主務省令で定める作成は、次に掲げる作

成とする。

一　法第二十二条の三の規定による水道施設の台帳の作成

二　第十五条第八項第一号（第五十二条及び第五十四条において準用する場合を

含む。）の規定による委託契約書の作成

国土交通省・環

境省

（新設）

（電磁的記録による作成の方法）

第六十三条　民間事業者等が、電子文書法第四条第一項の規定に基づき、前条各

号に掲げる作成に代えて当該作成すべき書面に係る電磁的記録の作成を行う場合

は、民間事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法

又は電磁的記録媒体をもつて調製する方法により作成を行わなければならない。

国土交通省・環

境省

（新設）

（電子文書法第五条第一項の主務省令で定める縦覧等）

第六十四条　電子文書法第五条第一項の主務省令で定める縦覧等は、次に掲げる

縦覧等とする。

一　法第二十条の十第二項第一号（法第三十一条、法第三十四条第一項及び法第

三十四条の四において準用する場合を含む。）の規定による財務諸表等の縦覧等

二　第十四条の十第二項第一号の規定による財務諸表等の縦覧等

国土交通省・環

境省

（新設）

（電磁的記録による縦覧等の方法）

第六十五条　民間事業者等が、電子文書法第五条第一項の規定に基づき、前条各

号に掲げる縦覧等に代えて当該縦覧等をすべき書面に係る電磁的記録の縦覧等を

行う場合は、当該事項をインターネットを利用して表示する方法、当該事項を民

間事業者等の事務所等に備え置く電子計算機の映像面に表示する方法又は当該事

項を記載した書類を備え置く方法により行わなければならない。

国土交通省・環

境省

（新設）

（電子文書法第六条第一項の主務省令で定める交付等）

第六十六条　電子文書法第六条第一項の主務省令で定める交付等は、次に掲げる

交付等とする。

一　法第二十条の十第二項第二号（法第三十一条、法第三十四条第一項及び法第

三十四条の四において準用する場合を含む。）の規定により請求された財務諸表

等の謄本又は抄本の交付等

二　第十四条の十第二項第二号の規定により請求された財務諸表等の謄本又は抄

本の交付等

国土交通省・環

境省

（新設）

（電子文書法第三条第一項の主務省令で定める保存）

第六十条　電子文書法第三条第一項の主務省令で定める保存は、次に掲げる保存

とする。

一　法第二十条の十第一項（法第三十一条、法第三十四条第一項及び法第三十四

条の四において準用する場合を含む。）の規定による財務諸表等の保存

二　法第二十条の十四（法第三十一条及び法第三十四条第一項において準用する

場合並びに法第三十四条の四において読み替えて準用する場合を含む。）の規定

による帳簿の保存

三　法第二十二条の三（法第二十四条の三第六項及び法第二十四条の八第二項

（これらの規定を法第三十一条において読み替えて準用する場合を含む。）の規

定によりみなして適用する場合並びに法第三十一条において準用する場合を含

む。第六十二条第一号において同じ。）の規定による水道施設の台帳の保存

四　第十四条の十第一項の規定による財務諸表等の保存

五　第十四条の十四の規定による帳簿の保存

六　第十五条第八項第二号（第五十二条及び第五十四条において準用する場合を

含む。）の規定による委託契約書の保存

（新設）

（電磁的記録による保存の方法）

第六十一条　民間事業者等が、電子文書法第三条第一項の規定に基づき、前条各

号に掲げる保存に代えて当該保存すべき書面に係る電磁的記録の保存を行う場合

は、次に掲げる方法のいずれかにより行わなければならない。

一　作成された電磁的記録を民間事業者等の使用に係る電子計算機に備えられた

ファイル又は電磁的記録媒体をもつて調製するファイルにより保存する方法

二　書面に記載されている事項をスキャナ（これに準ずる画像読取装置を含

む。）により読み取つてできた電磁的記録を民間事業者等の使用に係る電子計算

機に備えられたファイル又は電磁的記録媒体をもつて調製するファイルにより保

存する方法

２　民間事業者等が、前項の規定に基づく電磁的記録の保存を行う場合は、必要

に応じ電磁的記録に記録された事項を、直ちに明瞭な状態で、その使用に係る電

子計算機の映像面に表示及び当該事項を記載した書面を作成することができる措

置を講じなければならない。

３　前条各号に規定する規定に基づき、同一内容の書面を二以上の事務所等（当

該書面の保存が義務付けられている場所をいう。以下この項及び第六十五条にお

いて同じ。）に保存をしなければならないとされている民間事業者等が、第一項

の規定に基づき、当該二以上の事務所等のうち、一の事務所等に当該書面に係る

電磁的記録の保存を行うとともに、当該電磁的記録に記録されている事項を他の

事務所等に備え置く電子計算機の映像面に表示及び当該事項を記載した書面を作

成することができる措置を講じた場合は、当該他の事務所等に当該書面の保存が

行われたものとみなす。

国土交通省・環

境省

国土交通省・環

境省

60



（新設）

（電磁的方法による承諾）

第六十八条　民間事業者等は、電子文書法第六条第一項の規定により同項に規定

する事項の交付等を行おうとするときは、次に掲げる事項を当該交付等の相手方

に示さなければならない。

一　前条第一項に規定する方法のうち民間事業者等が使用するもの

二　ファイルへの記録の方式

国土交通省・環

境省

なお、上記は令和６年４月１日公布予定の条文（案）を含む。

（新設）

（電磁的記録による交付等の方法）

第六十七条　民間事業者等が、電子文書法第六条第一項の規定に基づき、前条各

号に掲げる交付等に代えて当該交付等をすべき書面に係る電磁的記録の交付等を

行う場合は、次に掲げる方法のいずれかにより行わなければならない。

一　電子情報処理組織を使用する方法のうち次のいずれかに該当するもの

イ　民間事業者等の使用に係る電子計算機と交付等の相手方の使用に係る電子計

算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し、当該相手方の使用に係る電子計

算機に備えられたファイルに記録する方法

ロ　民間事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された事

項を電気通信回線を通じて交付等の相手方の閲覧に供し、当該相手方の使用に係

る電子計算機に備えられたファイルに当該事項を記録する方法

二　電磁的記録媒体をもつて調製するファイルに記録したものを交付する方法

２　前項に掲げる方法は、交付等の相手方がファイルに記録された事項を出力す

ることにより、書面を作成することができるものでなければならない。

国土交通省・環

境省
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水道原水水質保全事業の実施の促進に関する法律施行規則

改正前 改正後 所掌省庁

水道原水水質保全事業の実施の促進に関する法律（平成六年法律第八号）第十条

第一項の規定に基づき、水道原水水質保全事業の実施の促進に関する法律施行規

則を次のように定める。

水道原水水質保全事業の実施の促進に関する法律（平成六年法律第八号）第十条

第一項の規定に基づき、水道原水水質保全事業の実施の促進に関する法律施行規

則を次のように定める。

第一条　水道原水水質保全事業の実施の促進に関する法律（平成六年法律第八

号。以下「法」という。）第十条第一項の規定による水質の検査は、一年以内ご

とに一回、水道法（昭和三十二年法律第百七十七号）第四条第一項各号に掲げる

要件のうち法第五条第一項の都道府県計画又は法第七条第一項の河川管理者事業

計画において法第五条第四項第一号又は法第七条第五項第一号の取水地点におけ

る水道原水に係る水道水が満たさなくなるおそれがあるとされているものに係る

事項について行わなければならない。

第一条　水道原水水質保全事業の実施の促進に関する法律（平成六年法律第八

号。以下「法」という。）第十条第一項の規定による水質の検査は、一年以内ご

とに一回、水道法（昭和三十二年法律第百七十七号）第四条第一項各号に掲げる

要件のうち法第五条第一項の都道府県計画又は法第七条第一項の河川管理者事業

計画において法第五条第四項第一号又は法第七条第五項第一号の取水地点におけ

る水道原水に係る水道水が満たさなくなるおそれがあるとされているものに係る

事項について行わなければならない。

環境省

第二条　前条の水質の検査は、次の各号に掲げる事項について、それぞれ当該各

号に掲げる方法により行わなければならない。

一　水質基準に関する省令（平成十五年厚生労働省令第百一号）の表の上欄に掲

げる事項　同令に規定する厚生労働大臣が定める方法

二　その他の事項　厚生労働大臣が定める方法

第二条　前条の水質の検査は、次の各号に掲げる事項について、それぞれ当該各

号に掲げる方法により行わなければならない。

一　水質基準に関する省令（平成十五年厚生労働省令第百一号）の表の上欄に掲

げる事項　同令に規定する環境大臣が定める方法

二　その他の事項　環境大臣が定める方法

環境省
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水道施設の技術的基準を定める省令

(一般事項)

第一条　水道施設は、次に掲げる要件を備えるものでなければならない。

一　水道法（昭和三十二年法律第百七十七号）第四条の規定による水質基準（以

下「水質基準」という。）に適合する必要量の浄水を所要の水圧で連続して供給

することができること。

（略）
国土交通省・環

境省

二　需要の変動に応じて、浄水を安定的かつ効率的に供給することができるこ

と。
（略） 国土交通省

三　給水の確実性を向上させるために、必要に応じて、次に掲げる措置が講じら

れていること。

イ　予備の施設又は設備が設けられていること。

ロ　取水施設、貯水施設、導水施設、浄水施設、送水施設及び配水施設が分散し

て配置されていること。

ハ　水道施設自体又は当該施設が属する系統としての多重性を有していること。

（略） 国土交通省

四　災害その他非常の場合に断水その他の給水への影響ができるだけ少なくなる

ように配慮されたものであるとともに、速やかに復旧できるように配慮されたも

のであること。

（略） 国土交通省

五　環境の保全に配慮されたものであること。 （略） 国土交通省

六　地形、地質その他の自然的条件を勘案して、自重、積載荷重、水圧、土圧、

揚圧力、浮力、地震力、積雪荷重、氷圧、温度荷重等の予想される荷重に対して

安全な構造であること。

（略） 国土交通省

八　漏水のおそれがないように必要な水密性を有する構造であること。 （略） 国土交通省

九　維持管理を確実かつ容易に行うことができるように配慮された構造であるこ

と。
（略） 国土交通省

十　水の汚染のおそれがないように、必要に応じて、暗渠きよとし、又はさくの

設置その他の必要な措置が講じられていること。
（略） 国土交通省

十一　規模及び特性に応じて、流量、水圧、水位、水質その他の運転状態を監視

し、制御するために必要な設備が設けられていること。
（略） 国土交通省

十一の二　施設の運転を管理する電子計算機が水の供給に著しい支障を及ぼすお

それがないように、サイバーセキュリティ（サイバーセキュリティ基本法（平成

二十六年法律第百四号）第二条に規定するサイバーセキュリティをいう。）を確

保するために必要な措置が講じられていること。

（略） 国土交通省

十二　災害その他非常の場合における被害の拡大を防止するために、必要に応じ

て、遮断弁その他の必要な設備が設けられていること。
（略） 国土交通省

十三　海水又はかん水（以下「海水等」という。）を原水とする場合にあって

は、ほう素の量が一リットルにつき一・〇ミリグラム以下である浄水を供給する

ことができること。

（略）
国土交通省・環

境省

十四　浄水又は浄水処理過程における水に凝集剤、凝集補助剤、水素イオン濃度

調整剤、粉末活性炭その他の薬品又は消毒剤（以下「薬品等」という。）を注入

する場合にあっては、当該薬品等の特性に応じて、必要量の薬品等を注入するこ

とができる設備（以下「薬品等注入設備」という。）が設けられているととも

に、当該設備の材質が、当該薬品等の使用条件に応じた必要な耐食性を有するこ

と。

（略）
国土交通省・環

境省

十五　薬品等注入設備を設ける場合にあっては、予備設備が設けられているこ

と。ただし、薬品等注入設備が停止しても給水に支障がない場合は、この限りで

ない。

（略） 国土交通省

十六　浄水又は浄水処理過程における水に注入される薬品等により水に付加され

る物質は、別表第一の上欄に掲げる事項につき、同表の下欄に掲げる基準に適合

すること。

（略）
国土交通省・環

境省

十七　資材又は設備（以下「資機材等」という。）の材質は、次の要件を備える

こと。

イ　使用される場所の状況に応じた必要な強度、耐久性、耐摩耗性、耐食性及び

水密性を有すること。

（略） 国土交通省

七　施設の重要度に応じて、地震力に対して次に掲げる要件を備えるものである

とともに、地震により生ずる液状化、側方流動等によって生ずる影響に配慮され

たものであること。

イ　次に掲げる施設については、レベル一地震動（当該施設の設置地点において

発生するものと想定される地震動のうち、当該施設の供用期間中に発生する可能

性の高いものをいう。以下同じ。）に対して、当該施設の健全な機能を損なわ

ず、かつ、レベル二地震動（当該施設の設置地点において発生するものと想定さ

れる地震動のうち、最大規模の強さを有するものをいう。）に対して、生ずる損

傷が軽微であって、当該施設の機能に重大な影響を及ぼさないこと。

（１）　取水施設、貯水施設、導水施設、浄水施設及び送水施設

（２）　配水施設のうち、破損した場合に重大な二次被害を生ずるおそれが高い

もの

（３）　配水施設のうち、（２）の施設以外の施設であって、次に掲げるもの

（ｉ）　配水本管（配水管のうち、給水管の分岐のないものをいう。以下同

じ。）

（ｉｉ）　配水本管に接続するポンプ場

（ｉｉｉ）　配水本管に接続する配水池等（配水池及び配水のために容量を調節

する設備をいう。以下同じ。）

（ｉｖ）　配水本管を有しない水道における最大容量を有する配水池等

ロ　イに掲げる施設以外の施設は、レベル一地震動に対して、生ずる損傷が軽微

であって、当該施設の機能に重大な影響を及ぼさないこと。

（略） 国土交通省

改正前 改正後 所掌省庁
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ロ　水の汚染のおそれがないこと。
（略）

国土交通省・環

境省

ハ　浄水又は浄水処理過程における水に接する資機材等（ポンプ、消火栓その他

の水と接触する面積が著しく小さいものを除く。）の材質は、厚生労働大臣が定

める資機材等の材質に関する試験により供試品について浸出させたとき、その浸

出液は、別表第二の上欄に掲げる事項につき、同表の下欄に掲げる基準に適合す

ること。

ハ　浄水又は浄水処理過程における水に接する資機材等（ポンプ、消火栓その他

の水と接触する面積が著しく小さいものを除く。）の材質は、国土交通大臣及び

環境大臣が定める資機材等の材質に関する試験により供試品について浸出させた

とき、その浸出液は、別表第二の上欄に掲げる事項につき、同表の下欄に掲げる

基準に適合すること。

国土交通省・環

境省

（取水施設）

第二条　取水施設は、次に掲げる要件を備えるものでなければならない。

一　原水の水質の状況に応じて、できるだけ良質の原水を取り入れることができ

るように配慮した位置及び種類であること。

（略） 国土交通省

二　災害その他非常の場合又は施設の点検を行う場合に取水を停止することがで

きる設備が設けられていること。
（略） 国土交通省

三　前二号に掲げるもののほか、できるだけ良質な原水を必要量取り入れること

ができるものであること。
（略） 国土交通省

２　地表水の取水施設にあっては、次に掲げる要件を備えるものでなければなら

ない。

一　洪水、洗掘、流木、流砂等のため、取水が困難となるおそれが少なく、地形

及び地質の状況を勘案し、取水に支障を及ぼすおそれがないように配慮した位置

及び種類であること。

（略） 国土交通省

二　堰せき、水門等を設ける場合にあっては、当該堰せき、水門等が、洪水によ

る流水の作用に対して安全な構造であること。
（略） 国土交通省

三　必要に応じて、取水部にスクリーンが設けられていること。 （略） 国土交通省

四　必要に応じて、原水中の砂を除去するために必要な設備が設けられているこ

と。
（略） 国土交通省

３　地下水の取水施設にあっては、次に掲げる要件を備えるものでなければなら

ない。

一　水質の汚染及び塩水化のおそれが少ない位置及び種類であること。

（略） 国土交通省

二　集水埋渠きよは、閉塞そくのおそれが少ない構造であること。 （略） 国土交通省

三　集水埋渠きよの位置を定めるに当たっては、集水埋渠きよの周辺に帯水層が

あることが確認されていること。
（略） 国土交通省

四　露出又は流出のおそれがないように河床の表面から集水埋渠きよまでの深さ

が確保されていること。
（略） 国土交通省

五　一日最大取水量を常時取り入れるのに必要な能力を有すること。 （略） 国土交通省

４　前項第五号の能力は、揚水量が、集水埋渠きよによって取水する場合にあっ

ては透水試験の結果を、井戸によって取水する場合にあっては揚水試験の結果を

基礎として設定されたものでなければならない。

（略） 国土交通省

（貯水施設）

第三条　貯水施設は、次に掲げる要件を備えるものでなければならない。

一　貯水容量並びに設置場所の地形及び地質に応じて、安全性及び経済性に配慮

した位置及び種類であること。

（略） 国土交通省

二　地震及び強風による波浪に対して安全な構造であること。 （略） 国土交通省

三　洪水に対処するために洪水吐きその他の必要な設備が設けられていること。 （略） 国土交通省

四　水質の悪化を防止するために、必要に応じて、ばっ気設備の設置その他の必

要な措置が講じられていること。
（略）

国土交通省

五　漏水を防止するために必要な措置が講じられていること。 （略） 国土交通省

六　放流水が貯水施設及びその付近に悪影響を及ぼすおそれがないように配慮さ

れたものであること。
（略） 国土交通省

七　前各号に掲げるもののほか、渇水時においても必要量の原水を供給するのに

必要な貯水能力を有するものであること。
（略） 国土交通省

２　前項第一号の貯水容量は、降水量、河川流量、需要量等を基礎として設定さ

れたものでなければならない。
（略） 国土交通省

３　ダムにあっては、次に掲げる要件を備えるものでなければならない。

一　コンクリートダムの堤体は、予想される荷重によって滑動し、又は転倒しな

い構造であること。

（略） 国土交通省

二　フィルダムの堤体は、予想される荷重によって滑り破壊又は浸透破壊が生じ

ない構造であること。
（略） 国土交通省

三　ダムの基礎地盤（堤体との接触部を含む。以下同じ。）は、必要な水密性を

有し、かつ、予想される荷重によって滑動し、滑り破壊又は転倒破壊が生じない

ものであること。

（略） 国土交通省

４　ダムの堤体及び基礎地盤に作用する荷重としては、ダムの種類及び貯水池の

水位に応じて、別表第三に掲げるものを採用するものとする。
（略） 国土交通省

(導水施設)

第四条　導水施設は、次に掲げる要件を備えるものでなければならない。

一　導水施設の上下流にある水道施設の標高、導水量、地形、地質等に応じて、

安全性及び経済性に配慮した位置及び方法であること。

（略） 国土交通省

二　水質の安定した原水を安定的に必要量送ることができるように、必要に応じ

て、原水調整池が設けられていること。
（略） 国土交通省

三　地形及び地勢に応じて、余水吐き、接合井、排水設備、制水弁、制水扉、空

気弁又は伸縮継手が設けられていること。
（略） 国土交通省

四　ポンプを設ける場合にあっては、必要に応じて、水撃作用の軽減を図るため

に必要な措置が講じられていること。
（略） 国土交通省

五　ポンプは、次に掲げる要件を備えること。

イ　必要量の原水を安定的かつ効率的に送ることができる容量、台数及び形式で

あること。

ロ　予備設備が設けられていること。ただし、ポンプが停止しても給水に支障が

ない場合は、この限りでない。

（略） 国土交通省
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六　前各号に掲げるもののほか、必要量の原水を送るのに必要な設備を有するこ

と。
（略） 国土交通省

（浄水施設）

浄水施設は、次に掲げる要件を備えるものでなければならない。

一　地表水又は地下水を原水とする場合にあっては、水道施設の規模、原水の水

質及びその変動の程度等に応じて、消毒処理、緩速濾ろ過、急速濾ろ過、膜濾ろ

過、粉末活性炭処理、粒状活性炭処理、オゾン処理、生物処理その他の方法によ

り、所要の水質が得られるものであること。

（略）
国土交通省・環

境省

二　海水等を原水とする場合にあっては、次に掲げる要件を備えること。

イ　海水等を淡水化する場合に生じる濃縮水の放流による環境の保全上の支障が

生じないように必要な措置が講じられていること。

（略） 国土交通省

ロ　逆浸透法又は電気透析法を用いる場合にあっては、所要の水質を得るための

前処理のための設備が設けられていること。
（略）

国土交通省・環

境省

三　各浄水処理の工程がそれぞれの機能を十分発揮させることができ、かつ、布

設及び維持管理を効率的に行うことができるように配置されていること。
（略） 国土交通省

四　濁度、水素イオン濃度指数その他の水質、水位及び水量の測定のための設備

が設けられていること。
（略） 国土交通省

五　消毒設備は、次に掲げる要件を備えること。

イ　消毒の効果を得るために必要な時間、水が消毒剤に接触する構造であるこ

と。

（略）
国土交通省・環

境省

ロ　消毒剤の供給量を調節するための設備が設けられていること。
（略）

国土交通省・環

境省

ハ　消毒剤の注入設備には、予備設備が設けられていること。 （略） 国土交通省

ニ　消毒剤を常時安定して供給するために必要な措置が講じられていること。 （略） 国土交通省

ホ　液化塩素を使用する場合にあっては、液化塩素が漏出したときに当該液化塩

素を中和するために必要な措置が講じられていること。
（略） 国土交通省

六　施設の改造若しくは更新又は点検により給水に支障が生じるおそれがある場

合にあっては、必要な予備の施設又は設備が設けられていること。
（略） 国土交通省

七　送水量の変動に応じて、浄水を安定的かつ効率的に送ることができるよう

に、必要に応じて、浄水を貯留する設備が設けられていること。
（略） 国土交通省

八　原水に耐塩素性病原生物が混入するおそれがある場合にあっては、次に掲げ

るいずれかの要件が備えられていること。

イ　濾過等の設備であって、耐塩素性病原生物を除去することができるものが設

けられていること。

（略）
国土交通省・環

境省

ロ　地表水を原水とする場合にあっては、濾
ロ

過等の設備に加え、濾
ロ

過等の設備の

後に、原水中の耐塩素性病原生物を不活化することができる紫外線処理設備が設

けられていること。ただし、当該紫外線処理設備における紫外線が照射される水

の濁度、色度その他の水質が紫外線処理に支障がないものである場合に限る。

（略）
国土交通省・環

境省

ハ　地表水以外を原水とする場合にあっては、原水中の耐塩素性病原生物を不活

化することができる紫外線処理設備が設けられていること。ただし、当該紫外線

処理設備における紫外線が照射される水の濁度、色度その他の水質が紫外線処理

に支障がないものである場合に限る。

（略）
国土交通省・環

境省

九　濾
ロ

過池又は濾
ロ

過膜（以下「濾
ロ

過設備」という。）を設ける場合にあっては、

予備設備が設けられていること。ただし、濾
ロ

過設備が停止しても給水に支障がな

い場合は、この限りでない。

（略） 国土交通省

十　濾
ロ

過設備の洗浄排水、沈殿池等からの排水その他の浄水処理過程で生じる排

水（以下「浄水処理排水」という。）を公共用水域に放流する場合にあっては、

その排水による生活環境保全上の支障が生じないように必要な設備が設けられて

いること。

（略） 国土交通省

十一　濾
ロ

過池を設ける場合にあっては、水の汚染のおそれがないように、必要に

応じて、覆いの設置その他の必要な措置が講じられていること。

（略） 国土交通省

十二　浄水処理排水を原水として用いる場合にあっては、浄水又は浄水処理の工

程に支障が生じないように必要な措置が講じられていること。
（略）

国土交通省・環

境省

十三　浄水処理をした水の水質により、水道施設が著しく腐食することのないよ

うに配慮されたものであること。
（略）

国土交通省・環

境省

十四　前各号に掲げるもののほか、水質基準に適合する必要量の浄水を得るのに

必要な設備を備えていること。
（略） 国土交通省

２　緩速濾
ロ

過を用いる浄水施設は、次に掲げる要件を備えるものでなければなら

ない。

一　濾過池は、浮遊物質を有効に除去することができる構造であること。

（略）
国土交通省・環

境省

二　濾
ロ

過砂は、原水中の浮遊物質を有効に除去することができる粒径分布を有す

ること。

（略）
国土交通省・環

境省

三　原水の水質に応じて、所要の水質の水を得るために必要な時間、水が濾
ロ

過砂

に接触する構造であること。

（略）
国土交通省・環

境省

四　濾
ロ

過池に加えて、原水の水質に応じて、沈殿池その他の設備が設けられてい

ること。

（略）
国土交通省・環

境省

五　沈殿池を設ける場合にあっては、浮遊物質を有効に沈殿させることができ、

かつ、沈殿物を容易に排出することができる構造であること。
（略）

国土交通省・環

境省
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３　急速濾
ロ

過を用いる浄水施設は、次に掲げる要件を備えるものでなければなら

ない。

一　薬品注入設備、凝集池、沈殿池及び濾過池に加えて、原水の水質に応じて、

所要の水質の水を得るのに必要な設備が設けられていること。

（略）
国土交通省・環

境省

二　凝集池は、凝集剤を原水に適切に混和させることにより良好なフロックが形

成される構造であること。
（略）

国土交通省・環

境省

三　沈殿池は、浮遊物質を有効に沈殿させることができ、かつ、沈殿物を容易に

排出することができる構造であること。
（略）

国土交通省・環

境省

四　濾
ロ

過池は、浮遊物質を有効に除去することができる構造であること。 （略）
国土交通省・環

境省

五　濾
ロ

材の洗浄により、濾
ロ

材に付着した浮遊物質を有効に除去することができ、

かつ、除去された浮遊物質を排出することができる構造であること。

（略）
国土交通省・環

境省

六　濾
ロ

材は、原水中の浮遊物質を有効に除去することができる粒径分布を有する

こと。

（略）
国土交通省・環

境省

七　濾
ロ

過速度は、凝集及び沈殿処理をした水の水質、使用する濾
ロ

材及び濾
ロ

層の厚

さに応じて、所要の水質の濾
ロ

過水が安定して得られるように設定されているこ

と。

（略）
国土交通省・環

境省

４　膜濾
ロ

過を用いる浄水施設は、次に掲げる要件を備えるものでなければならな

い。

一　膜濾過設備は、膜の表面全体で安定して濾過を行うことができる構造である

こと。

（略） 国土交通省

二　膜モジュールの洗浄により、膜モジュールに付着した浮遊物質を有効に除去

することができ、かつ、洗浄排水を排出することができる構造であること。
（略）

国土交通省・環

境省

三　膜の両面における水圧の差、膜濾
ロ

過水量及び膜濾
ロ

過水の濁度を監視し、か

つ、これらに異常な事態が生じた場合に関係する浄水施設の運転を速やかに停止

することができる設備が設けられていること。

（略）
国土交通省・環

境省

四　膜モジュールは、容易に破損し、又は変形しないものであり、かつ、必要な

通水性及び耐圧性を有すること。
（略） 国土交通省

五　膜モジュールは、原水中の浮遊物質を有効に除去することができる構造であ

ること。
（略）

国土交通省・環

境省

六　濾
ロ

過速度は、原水の水質及び最低水温、膜の種類、前処理等の諸条件に応じ

て、所要の水質の濾
ロ

過水が安定して得られるように設定されていること。

（略）
国土交通省・環

境省

七　膜濾
ロ

過設備に加えて、原水の水質に応じて、前処理のための設備その他の必

要な設備が設けられていること。

（略） 国土交通省

八　前処理のための設備は、膜モジュールの構造、材質及び性能に応じて、所要

の水質の水が得られる構造であること。
（略）

国土交通省・環

境省

５　粉末活性炭処理を用いる浄水施設は、次に掲げる要件を備えるものでなけれ

ばならない。

一　粉末活性炭の注入設備は、適切な効果を得るために必要な時間、水が粉末活

性炭に接触する位置に設けられていること。

（略）
国土交通省・環

境省

二　粉末活性炭は、所要の水質の水を得るために必要な性状を有するものである

こと。
（略）

国土交通省・環

境省

三　粉末活性炭処理の後に、粉末活性炭が浄水に漏出するのを防止するために必

要な措置が講じられていること。
（略）

国土交通省・環

境省

６　粒状活性炭処理を用いる浄水施設は、次に掲げる要件を備えるものでなけれ

ばならない。

一　原水の水質に応じて、所要の水質の水を得るために必要な時間、水が粒状活

性炭に接触する構造であること。

（略）
国土交通省・環

境省

二　粒状活性炭の洗浄により、粒状活性炭に付着した浮遊物質を有効に除去する

ことができ、かつ、除去された浮遊物質を排出することができる構造であるこ

と。

（略）
国土交通省・環

境省

三　粒状活性炭は、所要の水質の水を得るために必要な性状を有するものである

こと。
（略）

国土交通省・環

境省

四　粒状活性炭及びその微粉並びに粒状活性炭層内の微生物が浄水に漏出するの

を防止するために必要な措置が講じられていること。
（略）

国土交通省・環

境省

五　粒状活性炭層内の微生物により浄水処理を行う場合にあっては、粒状活性炭

層内で当該微生物の特性に応じた適切な生息環境を保持するために必要な措置が

講じられていること。

（略）
国土交通省・環

境省

７　オゾン処理を用いる浄水施設は、次に掲げる要件を備えるものでなければな

らない。

一　オゾン接触槽は、オゾンと水とが効率的に混和される構造であること。

（略）
国土交通省・環

境省

二　オゾン接触槽は、所要の水質の水を得るために必要な時間、水がオゾンに接

触する構造であること。
（略）

国土交通省・環

境省

三　オゾン処理設備の後に、粒状活性炭処理設備が設けられていること。
（略）

国土交通省・環

境省

四　オゾンの漏えいを検知し、又は防止するために必要な措置が講じられている

こと。
（略） 国土交通省
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８　生物処理を用いる浄水施設は、次に掲げる要件を備えるものでなければなら

ない。

一　接触槽は、生物処理が安定して行われるために必要な時間、水が微生物と接

触する構造であるとともに、当該微生物の特性に応じた適切な生息環境を保持す

るために必要な措置が講じられていること。

（略）
国土交通省・環

境省

二　接触槽の後に、接触槽内の微生物が浄水に漏出するのを防止するために必要

な措置が講じられていること。
（略） 国土交通省

９　紫外線処理を用いる浄水施設は、次に掲げる要件を備えるものでなければな

らない。

一　紫外線照射槽は、紫外線処理の効果を得るために必要な時間、水が紫外線に

照射される構造であること。

（略）
国土交通省・環

境省

二　紫外線照射装置は、紫外線照射槽内の紫外線強度の分布が所要の効果を得る

ものとなるように紫外線を照射する構造であるとともに、当該紫外線を常時安定

して照射するために必要な措置が講じられていること。

（略）
国土交通省・環

境省

三　水に照射される紫外線の強度の監視のための設備が設けられていること。 （略） 国土交通省

四　紫外線が照射される水の濁度及び水量の監視のための設備が設けられている

こと。ただし、地表水以外を原水とする場合にあっては、水の濁度の監視のため

の設備については、当該水の濁度が紫外線処理に支障を及ぼさないことが明らか

である場合は、この限りではない。

（略） 国土交通省

五　紫外線照射槽内に紫外線ランプを設ける場合にあっては、紫外線ランプの破

損を防止する措置が講じられ、かつ、紫外線ランプの状態の監視のための設備が

設けられていること。

（略） 国土交通省

（送水施設）

第六条　送水施設は、次に掲げる要件を備えるものでなければならない。

一　送水施設の上下流にある水道施設の標高、送水量、地形、地質等に応じて、

安定性及び経済性に配慮した位置及び方法であること。

（略） 国土交通省

二　地形及び地勢に応じて、接合井、排水設備、制水弁、空気弁又は伸縮継手が

設けられていること。
（略） 国土交通省

三　送水管内で負圧が生じないために必要な措置が講じられていること。 （略） 国土交通省

四　ポンプを設ける場合にあっては、必要に応じて、水撃作用の軽減を図るため

に必要な措置が講じられていること。
（略） 国土交通省

五　ポンプは、次に掲げる要件を備えること。

イ　必要量の浄水を安定的かつ効率的に送ることができる容量、台数及び形式で

あること。

ロ　予備設備が設けられていること。ただし、ポンプが停止しても給水に支障が

ない場合は、この限りでない。

（略） 国土交通省

六　前各号に掲げるもののほか、必要量の浄水を送るのに必要な設備を有するこ

と。
（略） 国土交通省

（配水施設）

第七条　配水施設は、次に掲げる要件を備えるものでなければならない。

一　配水区域は、地形、地勢その他の自然的条件及び土地利用その他の社会的条

件を考慮して、合理的かつ経済的な施設の維持管理ができるように、必要に応じ

て、適正な区域に分割されていること。

（略） 国土交通省

二　配水区域の地形、地勢その他の自然的条件に応じて、効率的に配水施設が設

けられていること。
（略） 国土交通省

三　配水施設の上流にある水道施設と配水区域の標高、配水量、地形等が考慮さ

れた配水方法であること。
（略） 国土交通省

四　需要の変動に応じて、常時浄水を供給することができるように、必要に応じ

て、配水区域ごとに配水池等が設けられ、かつ、適正な管径を有する配水管が布

設されていること。

（略） 国土交通省

五　地形、地勢及び給水条件に応じて、排水設備、制水弁、減圧弁、空気弁又は

伸縮継手が設けられていること。
（略） 国土交通省

六　配水施設内の浄水を採水するために必要な措置が講じられていること。 （略） 国土交通省

七　災害その他非常の場合に断水その他の給水への影響ができるだけ少なくなる

ように必要な措置が講じられていること。
（略） 国土交通省

八　配水管から給水管に分岐する箇所での配水管の最小動水圧が百五十キロパス

カルを下らないこと。ただし、給水に支障がない場合は、この限りでない。
（略） 国土交通省

九　消火栓の使用時においては、前号にかかわらず、配水管内が正圧に保たれて

いること。
（略） 国土交通省

十　配水管から給水管に分岐する箇所での配水管の最大静水圧が七百四十キロパ

スカルを超えないこと。ただし、給水に支障がない場合は、この限りでない。
（略） 国土交通省

十一　配水池等は、次に掲げる要件を備えること。

イ　配水池等は、配水区域の近くに設けられ、かつ、地形及び地質に応じた安全

性に考慮した位置に設けられていること。

ロ　需要の変動を調整することができる容量を有し、必要に応じて、災害その他

非常の場合の給水の安定性等を勘案した容量であること。

（略） 国土交通省

十二　配水管は、次に掲げる要件を備えること。

イ　管内で負圧が生じないようにするために必要な措置が講じられていること。
（略） 国土交通省

ロ　配水管を埋設する場合にあっては、埋設場所の諸条件に応じて、適切な管の

種類及び伸縮継手が使用されていること。
（略） 国土交通省

ハ　必要に応じて、腐食の防止のために必要な措置が講じられていること。
（略） 国土交通省

十三　ポンプを設ける場合にあっては、必要に応じて、水撃作用の軽減を図るた

めに必要な措置が講じられていること。
（略） 国土交通省

67



十四　ポンプは、次に掲げる要件を備えること。

イ　需要の変動及び使用条件に応じて、必要量の浄水を安定的に供給することが

できる容量、台数及び形式であること。

ロ　予備設備が設けられていること。ただし、ポンプが停止しても給水に支障が

ない場合は、この限りでない。

（略） 国土交通省

十五　前各号に掲げるもののほか、必要量の浄水を一定以上の圧力で連続して供

給するのに必要な設備を有すること。
（略） 国土交通省

（位置及び配列）

第八条　水道施設の位置及び配列を定めるに当たっては、維持管理の確実性及び

容易性、増設、改造及び更新の容易性並びに所要の水質の原水の確保の安定性を

考慮しなければならない。

（略） 国土交通省
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給水装置の構造及び材質の基準に関する省令

改正前 改正後 所掌省庁

2　給水装置の接合箇所は、水圧に対する充分な耐力を確保するためにその構造及

び材質に応じた適切な接合が行われているものでなければならない。
（略） 国土交通省

3　家屋の主配管は、配管の経路について構造物の下の通過を避けること等により

漏水時の修理を容易に行うことができるようにしなければならない。 （略） 国土交通省

(浸出等に関する基準)

第二条　飲用に供する水を供給する給水装置は、厚生労働大臣が定める浸出に関

する試験(以下「浸出性能試験」という。)により供試品(浸出性能試験に供される

器具、その部品、又はその材料(金属以外のものに限る。)をいう。)について浸出

させたとき、その浸出液は、別表第一の上欄に掲げる事項につき、水栓その他給

水装置の末端に設置されている給水用具にあっては同表の中欄に掲げる基準に適

合し、それ以外の給水装置にあっては同表の下欄に掲げる基準に適合しなければ

ならない。

（浸出等に関する基準）

第二条　飲用に供する水を供給する給水装置は、国土交通大臣及び環境大臣が定

める浸出に関する試験（以下「浸出性能試験」という。）により供試品（浸出性

能試験に供される器具、その部品、又はその材料（金属以外のものに限る。）を

いう。）について浸出させたとき、その浸出液は、別表第一の上欄に掲げる事項

につき、水栓その他給水装置の末端に設置されている給水用具にあっては同表の

中欄に掲げる基準に適合し、それ以外の給水装置にあっては同表の下欄に掲げる

基準に適合しなければならない。

国土交通省・環

境省

2　給水装置は、末端部が行き止まりとなっていること等により水が停滞する構造

であってはならない。ただし、当該末端部に排水機構が設置されているものに

あっては、この限りでない。

（略） 国土交通省

3　給水装置は、シアン、六価クロムその他水を汚染するおそれのある物を貯留

し、又は取り扱う施設に近接して設置されていてはならない。 （略） 国土交通省

4　鉱油類、有機溶剤その他の油類が浸透するおそれのある場所に設置されている

給水装置は、当該油類が浸透するおそれのない材質のもの又はさや管等により適

切な防護のための措置が講じられているものでなければならない。

（略） 国土交通省

(水撃限界に関する基準)

第三条　水栓その他水撃作用(止水機構を急に閉止した際に管路内に生じる圧力の

急激な変動作用をいう。)を生じるおそれのある給水用具は、厚生労働大臣が定め

る水撃限界に関する試験により当該給水用具内の流速を二メートル毎秒又は当該

給水用具内の動水圧を〇・一五メガパスカルとする条件において給水用具の止水

機構の急閉止(閉止する動作が自動的に行われる給水用具にあっては、自動閉止)を

したとき、その水撃作用により上昇する圧力が一・五メガパスカル以下である性

能を有するものでなければならない。ただし、当該給水用具の上流側に近接して

エアチャンバーその他の水撃防止器具を設置すること等により適切な水撃防止の

ための措置が講じられているものにあっては、この限りでない。

（水撃限界に関する基準）

第三条　水栓その他水撃作用（止水機構を急に閉止した際に管路内に生じる圧力

の急激な変動作用をいう。）を生じるおそれのある給水用具は、国土交通大臣が

定める水撃限界に関する試験により当該給水用具内の流速を二メートル毎秒又は

当該給水用具内の動水圧を〇・一五メガパスカルとする条件において給水用具の

止水機構の急閉止（閉止する動作が自動的に行われる給水用具にあっては、自動

閉止）をしたとき、その水撃作用により上昇する圧力が一・五メガパスカル以下

である性能を有するものでなければならない。ただし、当該給水用具の上流側に

近接してエアチャンバーその他の水撃防止器具を設置すること等により適切な水

撃防止のための措置が講じられているものにあっては、この限りでない。

国土交通省

(防食に関する基準)

第四条　酸又はアルカリによって侵食されるおそれのある場所に設置されている

給水装置は、酸又はアルカリに対する耐食性を有する材質のもの又は防食材で被

覆すること等により適切な侵食の防止のための措置が講じられているものでなけ

ればならない。

（略） 国土交通省

国土交通省

（耐圧に関する基準）

第一条　給水装置（最終の止水機構の流出側に設置されている給水用具を除く。

以下この条において同じ。）は、次に掲げる耐圧のための性能を有するものでな

ければならない。

一　給水装置（次号に規定する加圧装置及び当該加圧装置の下流側に設置されて

いる給水用具並びに第三号に規定する熱交換器内における浴槽内の水等の加熱用

の水路を除く。）は、国土交通大臣が定める耐圧に関する試験（以下「耐圧性能

試験」という。）により一・七五メガパスカルの静水圧を一分間加えたとき、水

漏れ、変形、破損その他の異常を生じないこと。

二　加圧装置及び当該加圧装置の下流側に設置されている給水用具(次に掲げる要

件を満たす給水用具に設置されているものに限る。)は、耐圧性能試験により当該

加圧装置の最大吐出圧力の静水圧を一分間加えたとき、水漏れ、変形、破損その

他の異常を生じないこと。

イ　当該加圧装置を内蔵するものであること。

ロ　減圧弁が設置されているものであること。

ハ　ロの減圧弁の下流側に当該加圧装置が設置されているものであること。

ニ　当該加圧装置の下流側に設置されている給水用具についてロの減圧弁を通さ

ない水との接続がない構造のものであること。

三　熱交換器内における浴槽内の水等の加熱用の水路(次に掲げる要件を満たすも

のに限る。)については、接合箇所(溶接によるものを除く。)を有せず、耐圧性能

試験により一・七五メガパスカルの静水圧を一分間加えたとき、水漏れ、変形、

破損その他の異常を生じないこと。

イ　当該熱交換器が給湯及び浴槽内の水等の加熱に兼用する構造のものであるこ

と。

ロ　当該熱交換器の構造として給湯用の水路と浴槽内の水等の加熱用の水路が接

触するものであること。

四　パッキンを水圧で圧縮することにより水密性を確保する構造の給水用具は、

第一号に掲げる性能を有するとともに、耐圧性能試験により二〇キロパスカルの

静水圧を一分間加えたとき、水漏れ、変形、破損その他の異常を生じないこと。

(耐圧に関する基準)

第一条　給水装置(最終の止水機構の流出側に設置されている給水用具を除く。以

下この条において同じ。)は、次に掲げる耐圧のための性能を有するものでなけれ

ばならない。

一　給水装置(次号に規定する加圧装置及び当該加圧装置の下流側に設置されてい

る給水用具並びに第三号に規定する熱交換器内における浴槽内の水等の加熱用の

水路を除く。)は、厚生労働大臣が定める耐圧に関する試験(以下「耐圧性能試験」

という。)により一・七五メガパスカルの静水圧を一分間加えたとき、水漏れ、変

形、破損その他の異常を生じないこと。

二　加圧装置及び当該加圧装置の下流側に設置されている給水用具(次に掲げる要

件を満たす給水用具に設置されているものに限る。)は、耐圧性能試験により当該

加圧装置の最大吐出圧力の静水圧を一分間加えたとき、水漏れ、変形、破損その

他の異常を生じないこと。

イ　当該加圧装置を内蔵するものであること。

ロ　減圧弁が設置されているものであること。

ハ　ロの減圧弁の下流側に当該加圧装置が設置されているものであること。

ニ　当該加圧装置の下流側に設置されている給水用具についてロの減圧弁を通さ

ない水との接続がない構造のものであること。

三　熱交換器内における浴槽内の水等の加熱用の水路(次に掲げる要件を満たすも

のに限る。)については、接合箇所(溶接によるものを除く。)を有せず、耐圧性能

試験により一・七五メガパスカルの静水圧を一分間加えたとき、水漏れ、変形、

破損その他の異常を生じないこと。

イ　当該熱交換器が給湯及び浴槽内の水等の加熱に兼用する構造のものであるこ

と。

ロ　当該熱交換器の構造として給湯用の水路と浴槽内の水等の加熱用の水路が接

触するものであること。

四　パッキンを水圧で圧縮することにより水密性を確保する構造の給水用具は、

第一号に掲げる性能を有するとともに、耐圧性能試験により二〇キロパスカルの

静水圧を一分間加えたとき、水漏れ、変形、破損その他の異常を生じないこと。
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2　漏えい電流により侵食されるおそれのある場所に設置されている給水装置は、

非金属製の材質のもの又は絶縁材で被覆すること等により適切な電気防食のため

の措置が講じられているものでなければならない。

（略） 国土交通省

2　事業活動に伴い、水を汚染するおそれのある場所に給水する給水装置は、前項

第二号に規定する垂直距離及び水平距離を確保し、当該場所の水管その他の設備

と当該給水装置を分離すること等により、適切な逆流の防止のための措置が講じ

られているものでなければならない。

（略） 国土交通省

(耐寒に関する基準)

第六条　屋外で気温が著しく低下しやすい場所その他凍結のおそれのある場所に

設置されている給水装置のうち減圧弁、逃し弁、逆止弁、空気弁及び電磁弁(給水

用具の内部に備え付けられているものを除く。以下「弁類」という。)にあって

は、厚生労働大臣が定める耐久に関する試験(以下「耐久性能試験」という。)によ

り十万回の開閉操作を繰り返し、かつ、厚生労働大臣が定める耐寒に関する試験

(以下「耐寒性能試験」という。)により零下二〇度プラスマイナス二度の温度で一

時間保持した後通水したとき、それ以外の給水装置にあっては、耐寒性能試験に

より零下二〇度プラスマイナス二度の温度で一時間保持した後通水したとき、当

該給水装置に係る第一条第一項に規定する性能、第三条に規定する性能及び前条

第一項第一号に規定する性能を有するものでなければならない。ただし、断熱材

で被覆すること等により適切な凍結の防止のための措置が講じられているものに

あっては、この限りでない。

（耐寒に関する基準）

第六条　屋外で気温が著しく低下しやすい場所その他凍結のおそれのある場所に

設置されている給水装置のうち減圧弁、逃し弁、逆止弁、空気弁及び電磁弁（給

水用具の内部に備え付けられているものを除く。以下「弁類」という。）にあっ

ては、国土交通大臣が定める耐久に関する試験（以下「耐久性能試験」とい

う。）により十万回の開閉操作を繰り返し、かつ、国土交通大臣が定める耐寒に

関する試験（以下「耐寒性能試験」という。）により零下二〇度プラスマイナス

二度の温度で一時間保持した後通水したとき、それ以外の給水装置にあっては、

耐寒性能試験により零下二〇度プラスマイナス二度の温度で一時間保持した後通

水したとき、当該給水装置に係る第一条第一項に規定する性能、第三条に規定す

る性能及び前条第一項第一号に規定する性能を有するものでなければならない。

ただし、断熱材で被覆すること等により適切な凍結の防止のための措置が講じら

れているものにあっては、この限りでない。

国土交通省

国土交通省

（逆流防止に関する基準）

第五条　水が逆流するおそれのある場所に設置されている給水装置は、次の各号

のいずれかに該当しなければならない。

一　次に掲げる逆流を防止するための性能を有する給水用具が、水の逆流を防止

することができる適切な位置（ニに掲げるものにあっては、水受け容器の越流面

の上方一五〇ミリメートル以上の位置）に設置されていること。

イ　減圧式逆流防止器は、国土交通大臣が定める逆流防止に関する試験（以下

「逆流防止性能試験」という。）により三キロパスカル及び一・五メガパスカル

の静水圧を一分間加えたとき、水漏れ、変形、破損その他の異常を生じないとと

もに、国土交通大臣が定める負圧破壊に関する試験（以下「負圧破壊性能試験」

という。）により流入側からマイナス五四キロパスカルの圧力を加えたとき、減

圧式逆流防止器に接続した透明管内の水位の上昇が三ミリメートルを超えないこ

と。

ロ　逆止弁（減圧式逆流防止器を除く。)及び逆流防止装置を内部に備えた給水用

具（ハにおいて「逆流防止給水用具」という。)は、逆流防止性能試験により三キ

ロパスカル及び一・五メガパスカルの静水圧を一分間加えたとき、水漏れ、変

形、破損その他の異常を生じないこと。

ハ　逆流防止給水用具のうち次の表の第一欄に掲げるものに対するロの規定の適

用については、同欄に掲げる逆流防止給水用具の区分に応じ、同表の第二欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の第三欄に掲げる字句とする。

逆流防止給水用具の区分 読み替えられる字句 読み替える字句

（1)　減圧弁 一・五メガパスカル 当該減圧弁の設定圧力

（2)　当該逆流防止装置の流出側に止水機構が設けられておらず、かつ、大気に

開口されている逆流防止給水用具（（3)及び（4)に規定するものを除く。) 三キロ

パスカル及び一・五メガパスカル 三キロパスカル

（3)　浴槽に直結し、かつ、自動給湯する給湯機及び給湯付きふろがま（（4)に規

定するものを除く。) 一・五メガパスカル 五〇キロパスカル

（4)　浴槽に直結し、かつ、自動給湯する給湯機及び給湯付きふろがまであって

逆流防止装置の流出側に循環ポンプを有するもの 一・五メガパスカル 当該循環ポ

ンプの最大吐出圧力又は五〇キロパスカルのいずれかの高い圧力

ニ　バキュームブレーカは、負圧破壊性能試験により流入側からマイナス五四キ

ロパスカルの圧力を加えたとき、バキュームブレーカに接続した透明管内の水位

の上昇が七五ミリメートルを超えないこと。

ホ　負圧破壊装置を内部に備えた給水用具は、負圧破壊性能試験により流入側か

らマイナス五四キロパスカルの圧力を加えたとき、当該給水用具に接続した透明

管内の水位の上昇が、バキュームブレーカを内部に備えた給水用具にあっては逆

流防止機能が働く位置から水受け部の水面までの垂直距離の二分の一、バキュー

ムブレーカ以外の負圧破壊装置を内部に備えた給水用具にあっては吸気口に接続

している管と流入管の接続部分の最下端又は吸気口の最下端のうちいずれか低い

点から水面までの垂直距離の二分の一を超えないこと。

ヘ　水受け部と吐水口が一体の構造であり、かつ、水受け部の越流面と吐水口の

間が分離されていることにより水の逆流を防止する構造の給水用具は、負圧破壊

性能試験により流入側からマイナス五四キロパスカルの圧力を加えたとき、吐水

口から水を引き込まないこと。

二　吐水口を有する給水装置が、次に掲げる基準に適合すること。

イ　呼び径が二五ミリメートル以下のものにあっては、別表第二の上欄に掲げる

呼び径の区分に応じ、同表中欄に掲げる近接壁から吐水口の中心までの水平距離

及び同表下欄に掲げる越流面から吐水口の最下端までの垂直距離が確保されてい

ること。

ロ　呼び径が二五ミリメートルを超えるものにあっては、別表第三の上欄に掲げ

る区分に応じ、同表下欄に掲げる越流面から吐水口の最下端までの垂直距離が確

保されていること。

(逆流防止に関する基準)

第五条　水が逆流するおそれのある場所に設置されている給水装置は、次の各号

のいずれかに該当しなければならない。

一　次に掲げる逆流を防止するための性能を有する給水用具が、水の逆流を防止

することができる適切な位置(ニに掲げるものにあっては、水受け容器の越流面の

上方一五〇ミリメートル以上の位置)に設置されていること。

イ　減圧式逆流防止器は、厚生労働大臣が定める逆流防止に関する試験(以下「逆

流防止性能試験」という。)により三キロパスカル及び一・五メガパスカルの静水

圧を一分間加えたとき、水漏れ、変形、破損その他の異常を生じないとともに、

厚生労働大臣が定める負圧破壊に関する試験(以下「負圧破壊性能試験」という。)

により流入側からマイナス五四キロパスカルの圧力を加えたとき、減圧式逆流防

止器に接続した透明管内の水位の上昇が三ミリメートルを超えないこと。

ロ　逆止弁(減圧式逆流防止器を除く。)及び逆流防止装置を内部に備えた給水用具

(ハにおいて「逆流防止給水用具」という。)は、逆流防止性能試験により三キロパ

スカル及び一・五メガパスカルの静水圧を一分間加えたとき、水漏れ、変形、破

損その他の異常を生じないこと。

ハ　逆流防止給水用具のうち次の表の第一欄に掲げるものに対するロの規定の適

用については、同欄に掲げる逆流防止給水用具の区分に応じ、同表の第二欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の第三欄に掲げる字句とする。

逆流防止給水用具の区分 読み替えられる字句 読み替える字句

(1)　減圧弁 一・五メガパスカル 当該減圧弁の設定圧力

(2)　当該逆流防止装置の流出側に止水機構が設けられておらず、かつ、大気に開

口されている逆流防止給水用具((3)及び(4)に規定するものを除く。) 三キロパスカ

ル及び一・五メガパスカル 三キロパスカル

(3)　浴槽に直結し、かつ、自動給湯する給湯機及び給湯付きふろがま((4)に規定

するものを除く。) 一・五メガパスカル 五〇キロパスカル

(4)　浴槽に直結し、かつ、自動給湯する給湯機及び給湯付きふろがまであって逆

流防止装置の流出側に循環ポンプを有するもの 一・五メガパスカル 当該循環ポン

プの最大吐出圧力又は五〇キロパスカルのいずれかの高い圧力

ニ　バキュームブレーカは、負圧破壊性能試験により流入側からマイナス五四キ

ロパスカルの圧力を加えたとき、バキュームブレーカに接続した透明管内の水位

の上昇が七五ミリメートルを超えないこと。

ホ　負圧破壊装置を内部に備えた給水用具は、負圧破壊性能試験により流入側か

らマイナス五四キロパスカルの圧力を加えたとき、当該給水用具に接続した透明

管内の水位の上昇が、バキュームブレーカを内部に備えた給水用具にあっては逆

流防止機能が働く位置から水受け部の水面までの垂直距離の二分の一、バキュー

ムブレーカ以外の負圧破壊装置を内部に備えた給水用具にあっては吸気口に接続

している管と流入管の接続部分の最下端又は吸気口の最下端のうちいずれか低い

点から水面までの垂直距離の二分の一を超えないこと。

ヘ　水受け部と吐水口が一体の構造であり、かつ、水受け部の越流面と吐水口の

間が分離されていることにより水の逆流を防止する構造の給水用具は、負圧破壊

性能試験により流入側からマイナス五四キロパスカルの圧力を加えたとき、吐水

口から水を引き込まないこと。

二　吐水口を有する給水装置が、次に掲げる基準に適合すること。

イ　呼び径が二五ミリメートル以下のものにあっては、別表第二の上欄に掲げる

呼び径の区分に応じ、同表中欄に掲げる近接壁から吐水口の中心までの水平距離

及び同表下欄に掲げる越流面から吐水口の最下端までの垂直距離が確保されてい

ること。

ロ　呼び径が二五ミリメートルを超えるものにあっては、別表第三の上欄に掲げ

る区分に応じ、同表下欄に掲げる越流面から吐水口の最下端までの垂直距離が確

保されていること。

70



(耐久に関する基準)

第七条　弁類(前条本文に規定するものを除く。)は、耐久性能試験により十万回の

開閉操作を繰り返した後、当該給水装置に係る第一条第一項に規定する性能、第

三条に規定する性能及び第五条第一項第一号に規定する性能を有するものでなけ

ればならない。

（略） 国土交通省
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水質基準に関する省令

改正前 改正後 所掌省庁

水道法（昭和三十二年法律第百七十七号）第四条第二項の規定に基づき、水質基

準に関する省令を次のように定める。

水道により供給される水は、次の表の上欄に掲げる事項につき厚生労働大臣が定

める方法によって行う検査において、同表の下欄に掲げる基準に適合するもので

なければならない。

水道法（昭和三十二年法律第百七十七号）第四条第二項の規定に基づき、水質基

準に関する省令を次のように定める。

水道により供給される水は、次の表の上欄に掲げる事項につき環境大臣が定める

方法によって行う検査において、同表の下欄に掲げる基準に適合するものでなけ

ればならない。

環境省
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